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この報告書は ・日本 自転車振興会か ら競輪収益の一部である機械工業振興資金の補

助を受けて昭和59年 度 に実施 した 「地域内オンライン ・ネ ッ トワークに よる情報流

通 システムに関す る調査研究」の成果を とりまとめた ものであります。
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情報社会の進展に伴 う情報基 盤の格 差是正が 叫ばれて久 しく,地 域において も,情 報利用のための

環境整備 の要請が高ま り,各 所 において 情報化の促進がなされている。

当協会にfoVlて も昭和54年 度 より58年 度 の5カ 年にわた り,地 域情報拠 点の育成事業を実施 し,

地 域データの整備,ク リア リング機 能の形成,デ ータ交換利用を中心 に地域情報化 の基盤整備を推進

して きた。

また,こ の間 における情報化の進展は目覚 しく,デ ータベースの構築 ・サ ービス化の動向,デ ータ

通信 技術 の向上,ニ ュ ーメディアに よる手段の多様化,法 制度問題の審議等 々情報流通の為の諸条件

が整 いつつあるo

こ うした状況 を踏まえ,地 域活性化 と情報の有効利用 を目的に,59年 度 より3カ 年計画で全国8

地 域における地域内情 報流通 システムの ビジ ョンを作成することとした。 この際,情 報流通の効率化

・迅速化に視点 をおいて オンラインネッ トワーク化を志向し,具 体的 な方策を検討す る こととした。

初 年度 として本年度は,北 海道(札 幌圏産業情報流通),関 信 越(首 都圏経済情報流通),東 海 ・

北陸(名 古屋中枢 管理機能強化),九 州(地 場産品ブ ランド確立)の4地 域 において基礎調査 を実施

し,コ ン ピュ ータ導入利用状況や情報流通 ニーズ等の現状を把握 した。

今 後は残 る4地 域(東 北,近 畿,中 国,四 国)の 基礎調査を行い,最 終年度は全国8地 域 を対象に,

基 礎調査結果 を踏まえた応用調査 として ビジョン作成とシステム形成等の検討 を行 うこととしたい。

最後に,本 調査研究にあた って ご指導,ご 協力をいただいた委員は じめ関係各位に感謝の意を表 し

ます。

昭和60年3月
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「地域内情報流通委員会」委員名簿

(順 不 同,敬 称略)
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中小企業事業団 情報調査部 情報調査企画課長

地域振興整備公団 工業再配置第一部 計画第二課長

地域振興整備公団 工業再配置第一部 計画第二課長

日本科学技術情報センター 企画室主査

(財)日 本立地センター 調査研究部長

(財)余 暇開発センター 研究開発部長

(財)余 暇開発センター 研究開発部長

日本経済新聞社 日本経済データ開発センター地域研究室長

札幌通商産業局 総務部 情報管理室長

仙台通商産業局 総務部 情報管理室長

東京通商産業局 総務部 情報管理室長
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事 業 の 概 要

ここで は,本 事業 の目的,計 画,推 進体制,実 施経過及び報 告書の構成について述 べる。

●

七

■

1目 的

種 々の地域機 関において,コ ン ピュータの導入及びその利用は着実に進んでk・り,INS(高 度

情報通信サー ビス)等 のデータ通信網の進 捗 と併せ,今 後の地域に拾けるコンピュータ利用は,地

域機関相互の ネッ トワーク化を指向す るものと予想され る。

また,経 済情報や 流通情報,産 業情報等の各種情報に 対するニーズは強く,そ の迅 速な流通の面

か らもネ ットワーク化が前提とされて いる。

この ような情報流通 シス テムは,情 報流通の効率化 ・迅速化を可能 とす るばか りでな く,地 域機

関に おけ るコン ピュータの効率利用,ひ いては地域における情報化を一層促進 させ るもの である。

本事業では,3カ 年計画で各地域固有の情報 ニーズに基づ く情報流通 システムの ビジ ョンを作成す

る とともに,そ の形成のための具 体的方策を研究することを 目的 とす る。

2事 業 計 画

全国8地 域 を対象に,地 域 固有の情報ニーズを勘案 して情 報流通 システムの対象機関,,対 象 情報

を選定 して以下の事業 を行 う。

(1)基 礎調査(59年 度 及び60年 度)

59年 度は全国8地 域の中か ら4地 域を対 象に,ま た,60年 度 は残り4地 域 を対象に,各 地

域での コンピュータ導入及び利用の現状を調査す るとともに,オ ンラィンネッ、トワークに よる情

報流 通システムに対 する各種 地域機 関のニーズを調査 し流通対 象情報 の問題点等について検討す

る。

ただ し,59年 度 は北海 道,関 信越,東 海 ・北陸,九 州の4地 域 において,60年 度 は,東 北,

近 畿,中 国.四 国の4地 域において基礎調査を実施す る。

(2)応 用 調査(61年 度)

61年 度 は全国8地 域を対象に これまでの基礎調査結果を踏まえ,オ ンラインネ ットワークの

問題点及び対処方策 について検討 し,地 域内オン ラインネッ トワークによる情報流通 システムの

ビジョンを作成する とともに,シ ステム形成 に向けた具体的方策について検討す る。

■
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59年 度' 60年 度 61年 度

基 礎 調 査 応 用 調 査

4地 域

'北 海 道
,関'

信 越,東 海 ・

、北 陸,九 州 、

4地 域

、

東北,近 畿,

中 国,四 国
、'

8地 域

委員会の設置 ・開催

機関,情 報分野選定

電算機導入利用調査

情報流通ニーズ調査

流通対象情報検 討

オン ライン化調 査

ビ ジ ョ ン 作 成

システム形成具体策

検討

報 告 書 作 成

.
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3推 進 体 制"

中央に 「地域内情報流通委員会」(以 下単に本委員会と略す)を,各 地域に地域委員会を設置し

て本調査研究を推進する。

各委員会の機能と構成は次のと痴りとする。

① 地域内情報流通委員会(本 委員会)

・関係諸機関の間の意見交換,並 びに各地域における調査研究事業の全体的調整,と りまとめに

あたる。

・本委員会の開催は年4回 程度とし,事 業計画策定段階,各 地域における中間成果と最終成果の

出揃った段階及び報告書作成段階で開催する。

② 地域委員会

・各地域における関係諸機関の間の意見交換をはじめ,各 地域における本事業を推進し,全 体を

統括する。

・5地 域について,各 々地域別に委員会を設ける。

・次のメンバーより構成 される。

・地域の大学,研 究機関

・地方 自治体

・地域の商工会議所等の各種団体

・地域企業(電 力,銀 行等)

・地域の情報サービス機関'

喝
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・省庁等の地 方支分部局

・地域委員会は,各 地域において年3回 程度開催する。

4

s

4実 施 経 過(昭 和59年 度)

前記事業計画及び推進体制 に基づ き,次 の よ うに本調査研究 を実施 した。

(1)地 域 テーマの設定

4地 域にお いて調 査を開始するにあた り,そ の地域の特性 を踏まえたテーマを各 々表1-1の

とお り設定 した。

表1-14地 域 の テ ー マ

地 域 テ ー マ

北 海 道 札幌圏における地域産業情報のオン ラインネ ットワーク構築に関す る調査研 究

関 信 越 首都圏経済情報流通に関する調査研究

東海 ・北陸 鰻 曇醸 璽 縫 ける中枢管理灘 強イヒのためのオンラィンネ・トワークシ

九 州 地場産品 ブ ラン ド確立のためのニ ューメデ ィアに関す る調査研究

② 実 施 体'制

中央に本委員会を,

て調査を推進 した。

59年 度基礎調査実施の4地 域 に各地域委員会を図1-1の とteり 設 置 し

本委員会

地域内情疏 通委⊇司
地方 自治情報 センター
商工会議所
地域振興関連の公共団体

情報 サー ビス機 関
通商産業省

∫

大学

地方 自治体
商工会議所等各種 団体

地域委員会 地域企業(電 力,銀 行)

地域情報サービス機関
国の 出先機関(通 商産業局等)

札幌圏 におけ る

地域産業情報流

通調査委員会

(北 海 道)

首都圏経済 情報

流 通調査.委員会

(関 信 越)

名古屋大都市圏

情報流通委員会

(東 海 ・北陸)

地場産品ブラン
ド確立 のための

オン ライ ン情報

流通委員会

(九 州)

●

図1-1委 員 会 体 制

な.お,59年 度調査の実施経過は表1-2に 示す通りである。
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表1-2 昭 和59年 度 調 査'の 実 施 経 過 表
: oは 委 員 会 開 催

59/4 5 6 7 8 9 10 11 12 60/1 2 3

中

央

委

員

会

地域内情報流通委員会
'

口 る2

.

.・

「

「

き7 苔 誓

全体計画
・
策定

地域計 画(案)
の審査

.

スケル トン検討

報告書 と りま と め の検討

総論作成

印刷

地

域

委

員

会

'

1.札 幌圏における

地域産業情報流通調査委員会(北 海 道)
・

'

'

'

62

.

8 署調査計
・
画の作成

.,

`

活動計画 の検討
●[・

アンケー ト 調査の検

、

●

討

発 送 ・ 回収 集 計 ・分析

報
1

告書の作 成

2.首 都圏経済情報流通 調査委員会(関 信越)

● 9

一'

智 9

<

■1

'

3.名 古屋大都市圏情報流通委員会

(東 海 ・北陸)

る5
.

.

・

碧.
一

一 .

.

. ■ ・

.

レ

4.地 場産品ブラン ド確 立のための

オンライノ情報流通委員会(九 州)

. 8

.

碧
18・

,

'
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5報 告 書 の 構 成

本報告書は事業概要,第1編 総論,第2編 各論で構成 される。

事業概要においては事業計画と実施経過を述べた。第1編 総論においては調査研究の基本的な考え

方を示 し,各 地域における調査結果か らの現状分析を行った。更にこれを踏まえて今後の方向をま

とめた。

第2編 各論は59年 度基礎調査を実施 した北海道,関 信越,東 海 ・北陸,九 州の4地 域における

調査成果を各々にとりまとめた ものである。
'
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第1編 総 論

1地 域 内 オ ンラインネ ッ トワーク に よ る情 報 流 通 システム の 調 査 目 的

種々の地域機関において,コ ン ピュータの導入及びその利用は着実に進んでおり,INS(高 度

情報通信サー ビス)等 のデータ通信網 の進捗 と併せ,今 後の地域における コン ピュータ利用は,地

域機関相互間のネ ットワーク化を指向する ものと予想 される。

また,経 済 情報や流通情報,産 業情報等 の各種情報に対す るニーズは強 く,そ の迅速な流通の面

か らもネ ットワーク化が前提 とされて いる。

この ような情 報流通 システムは情報流通の効率化 ・迅速化 を可能とす るばか りでな く,地 域機関

におけ るコン ピュータの効率利用,ひ いては地域 における情 報化を一層促進させる もので ある。

本事業で は,昭 和59年 度 か ら昭和61年 度 にわた る3カ 年 計画で,各 地域固有 の情報 ニーズに

基づ く情報流通 システムの ビジ ョンを作成す るとともに,そ の形成のための具体的方策 を研究する

ことを 目的 としている。

昭和59年 度 は全国8地 域の中か ら4地 域を対象に,地 域固有の情報 ニーズを勘案 して情報 流通

シス テムの対象機関,対 象情報を選定 したうえで各地域での コンピュータ導入 および利用の現状を

調査す る とともに,オ ン ラインネ ットワークによる情報流通 システムに対す る各種地域機 関のニー

ズを調査 し流通対 象情報の問題点等 について検討 を行 った。 昭和59年 度 の対象地域は,北 海道地

域,関 信越地域,東 海北陸地域,九 州地域で ある。

なま",昭 和60年 度 は残bの4地 域に対 して同様 の調査,検 討 を行い,昭 和61年 度には全国8

地 域 を対象に昭和59年 度,60年 度 の基礎調査の結果 を踏まえ,オ ンラインネッ トワークの問題

点及び対処方法 について検討 し,地 域 内オ ンラインネ ットワークによる情報流通 システムの ビジ ョ

ンを作成す るとともに,シ ステム形成に向け た具体的 方策について検討.k行 う。1

令

2地 域 内 オ ンライ ンネ ッ トワーク に よ る情 報 流 通 システム の基 本 理 念

一般 的 に情報 システムを考えた場合
,重 要 な点が い くつか ある。

第1点 と しては,利 用 目的にか なつた システムであることが必要で ある。つま り,シ ステ ム化を

図る前に,利 用ニーズを十分把握 した上で実現可能性の追及,実 現形態の検討等を行 う必要が ある。

第2点 としては,実 際に シス テム化 を考えた場合に,情 報源をいかに確保するかが重要 とな る。

情報入手の面か らみると,情 報の速さ,正 確 さ等を確保するためには情報 の発生源 により近い とこ

ろで情報 の整備が 行われ,シ ス テムに組み込 まれる とい う体制作 りが必要である。

第3点 としては,利 用面か らみて,情 報の 正確 さ,利 便性等 を確保するため ネッ トワーク化が必

要 となる。 この ことは,情 報入手面と合わせ分散化の基本的 な考え方で もある。 従 って,単 に物理

的にネ ットワー ク網 を構築すれば良い とい うことでは なく,必 然性の高い ところか ら目的 に合 った

形態で実現すべ きで ある といえる。 その結果,構 築され るネ ッ トワークは重層的 な構造に なると考

え られ る。
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また,各 地域には各 々地 理的要因・構造的要因・動態的要因等が重 なり合 って産業面,所 得面,

情 報面等の地域特性(地 域格差)が 生 じてお り,そ の結果,地 域 として抱えてい る課題は当然の こ

となが ら異な ってい る。従ちて,地 域(地 域内)の とらえ方 はこうした課題 によって変 える必要が

あ り,行 政区画に こだわる必要はない。例 えば,地 場産業の振興とい うよ うな課題に対 しては,生

産活動面での産地 とい うとらえ方,販 売活動面での消費地(都 市部,全 国及び海外等)と い うとら

え方等があ り,各 々の課題 に応 じた地域 の設定が必要 となる。

一方
,情 報流通 システムの実 現形態 としてのオンラインネッ トワークは,ニ ーズを中心に考え る

べ きである。 つまり,情 報 の速さ(地 理的制約の回避),利 便性等の確保,情 報 の共通利用等 によ

る効果が充分見い 出されて初 めてオン ラインネ ットワーク化の必要性が出て くるとい うことである。

オン ラインネ ットワークは,ニ ーズに基づ きその時点で最適 な技術 シーズを用いて実現すべ きであ

る。 この シーズの面か らオンラインネッ トワークをみ ると,ハ ー ドウェアの低 廉化に伴 うオ フィス

コン ピュー タ,パ ーソナル コン ピュータ等の急速 な普及,VAN,INS等 に見 られ る通信の 自由

化,多 様化等に より,そ の環境 基盤は次第に整ってきていると言える。

地域は,日 本 の経済活動の基本で もあり,従 来 にも増 してきめ細かな地域施策が 必要 とされ てい

る。'地域の活 性化 に対 して情報機能が果たすべ き役割は大 きなものがあ り,そ のためマクロ情報以

外 に ミク ロ情報 も必要 となってきているのが現状である。

地域で必要 とする情報 を収集 ・蓄積 し,提 供す るため には,地 域内 オン ラインネ ットワークに よ

る情報流通 システムの形成が必要 にな るが,そ の実現 形態,利 用形態等は地域特性(地 域格差)に

よ って異なって くる。'これは前述の とおり各地域が抱え ている課題や,'設 定 している 目的に よって

情報 ニーズが異な り,ネ ットワーク構築 の際の対象機関 も異 なることによるもので ある。例え ば,

企 業 レベルで の情報流通 システムの必要性が 高い地域では細かい ミク ロ情報(競 争 に必要 な情報),

官 公 庁,業 界団体 レベルでの情報流通 システ ムの必要性が高い地域では集約 した中間的情報(現 状,

実 態の把握に必要な情報)の ニーズが高 く,各 々オンラインネ ットワークの対象機 関,実 現形態,

利 用形態等 も自ず と異だ づで:ぐる と俗 う已どが言 えむ う6.'・tt'L-1・L.'"i・:`'

3現 状 の 分 析 ・一:''"1・

(1)各 地 域のサブテーマについて 、.'ttt・"」

昭和59年 度 においては,北 海道,関 信越,東 海 ・北陸及 び九州の4地 域が以下のサブテーマ

`に 取 り組んで調査研究 を実施 した
。

① 北海道地域.札 幌圏 における地 域産業情報の流通'∴1・

地域 内産業活動の活性化,地 域の 自立化を指向'じなが ら,地 域産業情報の高度利用及 び異業

種間相互のオン ラインネ ッ トワー・ク化につ偽ての 方策を検討 ず る。

② ・関信越地域'tt首 都 圏経済情報の 流通 「'"}>t

・二首都圏が今後 とも
,'地 域 発展,'国 の 発展の中心として活躍 し,均 衝め とれた 国土 発展 に貢献

してい くための役割,課 題 等を探 りつつ,首 都圏経済情報の流通の在 り方に ついて検討 する。

二8一

`



ム

③ 東海 ・北陸地域 ……名古屋 大都市圏におけ る中枢 管理機能強化のた めの情報 の流通

名古屋大都市圏が今後,単 なる生産基地か らより創造的開発型の生産基地 として発展 してい

くために地元産業 の独 自の 情報 ネッ トワー ク等について検討する。

④ 九州地域 地場産 品ブラン ド確立の ためのオンライン情報 流通

地場 産品の産地 ブラン ドを確立 し,地 域 中小企業の活性化 を図るためオ ンラインネ ットワー

ク化 による情報流通の在 り方について 検討 する。

② 情報 ニーズの現状'

情報 ニーズの把握方法につ いて,4地 域では大 きな違いがみ られ る。

関信越地域では,首 都圏経 済を とらえ,そ の中で も統計情報の重要性に着 目し,分 野別にデー

タの利用 目的,利 用状況,入 手 チャネル等情 報利用の現状 と今後のニーズ等について詳細な分析

を試み ている。

それに対 し,北 海道地域では 「産業 の活 性化,自 立 化」,東 海 ・北陸地域では 「中枢 管理機能

強化」',九 州 地域では 「地場産品ブ ラン ド確 立」 とい う観点か ら各々必要 とされる情報 を探る と

ころか ら始 めて いるため,対 象 となる情報の範囲 も幅広くなってい る。

さ らに,九 州 地域 では 地元の企業だけで なく,地 場産品の大量消費地で ある関東の消費者 に直

接情報 ニーズの調査等を行うことに より,情 報流通手段の一つである ニューメディアの活 用の 可

能 性も合わせ て探ってい る。

この ような状況の 中で,各 地域の情 報ニーズの結果をみると,次 の よう.な特徴 がある、ことがわ

か るo.t.

① 産 業情報 をサ ブテーマとした北 海道 地域 及び経済情報をサブテ「 マとした関信越地域では,

統 計情報を中心 とした産業 ・経済 動向,物 価 ・消費 ・労働,経 済 ・統計一般,金 融 ・税務等に

関する情報 ニーズが高い。

② 中枢管理 機能 をサブテーマ とした東海 ・北陸地域 及び地場 産品 ブラン ド確 立をサブテーマと

した九州地域 では,技 術 ・製品開発,生 産技術,業 界等に関す る情報二「ズが高い。.}・'

③ さらに,九 州地域では,消 費動 向,消 費者ニーズ等に関する情報 ニーズが高い。,

次 に情報の 利用 目的で は,.上 記 ①の統計情報 は調査 ・分析に資す るた め¢)利用 プ諸 計画の立案

のた めの利 用等が 多く,② 及 び③の情報はむ しろ企業経営上重要な情報 とみる ことがで.きる。

では,こ れ らの情報をどの ような形態でど こか ら入手 しているかとMう 点についてみることに

す る。 ・ 、tt'f・ ・1

関 信越地域の統計 情報を例にみる と,市 販の統計書や定期刊行物等 の印刷物 での入手 が全体の

8割 弱を 占め,情 報流通の 中心をなしてい る。 これ を機関別にみる.と,都r県 ・特別区 .・市及び

民 間では内部組織か ら入手 している割合が高 い結果が でている。 、

い つま り,地 方公共団体及び民間企業では乳統計情報を発生 している とともに,自 ら利用してい

ることがわかる。 また,統 計書 や定期 刊行物の多くは国の機関や地方公共団体が 出版 している こ

とを考え るど㌧情報 ネ ット.ワて クを形成す る際のチ、ヤネルが 自ず と明・らか になって く、る。・
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北海道地域では,関 信越 地域 に比べやや情報範 囲が広いため,そ の分新聞,雑 誌等での入手割

合が 高い ものの,ほ ぼ同様 なことがいえる。

一方
,東 海 ・北陸地域の技術情報を例にみ る と,マ ス コ ミ,仕 入れ先,見 本市,調 査機 関等か

らの入手が 多く,入 手経路 の多様性 を現 している。

(3)オ ン ラインネッ トワークの現状

今回の各 地域における調査 により,コ ン ピュー タの導入 ・利用状況は,大 都 市圏で8割 以上,

地 方都 市圏で も6割 以上 の事業所で コンピュータを導入 ・利 用していることがわかる。

導入 して いる コン ピュータの大部分は小型,超 小型機 種であり,数 年前の状況 と比較する と,

この ク ラスのコンピュー タの普及には著 しい ものがみ られ る。

しか し,そ の利用内容 をみる と,販 売管理,給 与計算,会 計 ・経理という社内の定型業務処理

で の利用が多い。

また,オ ンラインネッ トワークの現状と しては,情 報 ニーズのところで述べた ように,現 在は

印刷物に よる情報の流通が中心 となってお り,コ ン ピュータの普及 が進みオン ライン化が進展 し

た分野は,企 業 内及び一部販売先 との ネ ットワークに とどま っている。

全体的 には,オ ンラインに よる情報流通はまだ非常に少ない といえ る。

オンラインに よる 利用は,

① 統計情報 では,入 手 したいデータの所在,入 手方法等を案内す るク リア リング情報の提 供や

入手した一次情報 を容 易に検索加工 できる機能

② 技術情報や消費者情報では,縮 †情報 に比べ 必要 とす る情報の入手 自体に困難さを伴 うため,

体 系的 ・網羅的に情報が蓄積され利用で きる体制

等のニーズが 高 く,迅 速性 ・正確性 ・禾1順性等を発揮す るこ とに より,そ の効果は一段 と増大

す る。

ピ

4今 後 の 方 向

地域 内オン ラインネ ットワークに よる情報流 通 システムの あり方について,今 年度は4地 域の基

礎調査 を実 施した。 その結 果,基 本理念で述べた ように,情 報流通 システ ムの対象機 関及び流通す

べ き情報が 明らかにな り,今 後の ビジョン策定 及び実 現のための具体的方策検討の足掛か りをつか

む こ とがで きた といえ る。

近 年の コンピュータ,半 導体,光 通信,衛 星通信 等に 代表される情報処理技術,通 信技術等 の著

しい進展に合わせ,地 域において も情報化の波は着々 と押 し寄せ,地 域の実態に合 った情報化 を確

実 なもの とす るため地域 自らが主体性,先 見性を もって情報化に取 り組む必要があ る。

情報 ネッ トワークが 目的別に地域 内,地 域 間 と進むにつれ,次 第に重層的 なネ ットワーク構造を

形 成 して いくと考え られ る。そ の過程で,各 ネッ トワークの接点 とな る地 域情報拠点が必然的に整

理,あ るいは育成され るとい うサイクルで進むことが予想され る。 これらの重層化 された ネ ットワ

ークや情報拠点については,そ の育成の基準 と・なる ビジョンの作成が 必要である。

●
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しか しなが ら,オ ンラインネ ットワークによ る情報流通 システムの実現 には まだ まだ解決 すべ き

課題が多い。 その主 なものを列挙す ると次のとお りである。

① 情報 収集面

・情報発生源におけ る業 務の一層の機械化推進及び副産物 データの安 定的外部提供

・情報収集 コス トの低減 化

② 情報 利用面

・プライバシーの保護

・利用 コス ト,労 力の負担軽減

・障害発生時のデー タ保護

・民間情報サー ビス機関 との有機 的結合

③ その他

・情報流通のための基盤整備(プ ロ トコル,標 準化等)

・情報流通 システムに対す る地域内コンセンサス形成

また,今 後の検討 課題として,情 報 化の進展に伴 う産業組織 ・構造の変化等への対応が必要 とな

って くるであろ う。

以上,一 般的にいわれている課題 についてあげた訳であるが,情 報流通 システムの 目的を より明

確にす るこ とに よって,実 現 の糸口を見い 出してい く必要がある。
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1調 査研究の概要

1.1調 査 の 目 的

北海道地域に おいては,現 在,地 域 経済の活性化並 びに地域振興 のための種 々の努 力が払 われて

k・り,そ の一環 と してテ クノポ リス,ニ ュー メデ ィア 関連 の各種 構想がINS(高 度情報通信 シス

テム)等 の データ通信網 の進捗と並行 して進 め られている。

また,コ ン ピュータの導 入及 びその 利用につ いても着実に進ん でお り,今 後コンピュータ利用は

地域機 関相互の ネ ットワーク化 を指向する もの と予想 され る。 これ らの機運の高ま りと共に,道 内

の各地域機関において も地域 の 自立化のために輸移出の拡 大,企 業誘致,人 的並び に経済情報,流

通情報,産 業情報等各種情報の迅速な流通 ・促進が欠かせない要件 として認識 の高ま りをみせてい

るo

北 海道地域は全国 と比較 した場合,第 二 次産業,特 に製造業 の ウエ イ トが低 く,か つ,今 後の高

度情報化社会に向けて各地域機関の 体質改善 が緊急の課題 となってお り,地 域内産業の活 力を高め

てい くことが大切な要件 として考慮 されている。

このため 地域の産業 関連 時報等の各種情報 の利用状態,そ の加工過程 を把握 し,更 には,こ れ ら

情報の高度利用の早期 実現へ向けての対応が期 待されている。

この よ うな背景 のもとに,当 地域 では,地 域内産業活動の活性化,地 域の 自立化を指向 しなが ら,

地域 産業情報の高度利用及び地域機 関相互の オンラインネ ットワークについての方策等 の調査を札

幌圏 を対象地域 として実施 し,地 域 内 オンラインネ ットワークに よる地域産業情報の流通 システム

の ビジ ョンを作成す ると共 に,そ の具 体的方策につ いての検討 を行 うもので ある。

■

1・2調 査 研 究 内 容

北海道地域においては,昭 和54年 度か ら56年 度にかけて 「地域別情報拠点育成」に関する調

査研究事業を進めてきたところである。当時の事業内容は地域情報基盤の整備(① データ整備,②

ク リアリング機能形成,デ ータの入手のための情報の相互交換利用)を 中心に調査 ・研究を行った

ものである。

このような基盤のうえで,今 回の事業は,昨 今の通信技術 ・コンピュータ利用技術等の進歩を背

景に,地 域内情報流通及びこれに伴う情報処理の高度化 ・効率化に視点を置 くものである。 このた

め,59年 度の事業としては以下に挙げる諸活動を行い,そ こに生ずる問題点の把握 ・分析を中心

に検討を加えることとした。

① 札幌圏に所在する公的機関,経 済団体,各 種団体,大 学及び地域企i業等の地域機関を対象とす

るコンピュータ導入・㊦用状況 情報の集積及び情報の加工 ・利用形態等の調査

② 今後の各地域機関活動の促進を図るために必要となる情報の区分,範 囲,条 件等の調査及び将

来のオンラインネットワーク構築に関する意識調査

③ 上記①,② の結果 を踏まえ,各 地域機関における情報の入手経路,情 報の加工,利 用過程で生
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ずる問題点の把握 ・分析 及 び将来 のオン ラインネ ットワーク構築に よる地域産業情報流通展開に

向 けての ニーズの検討

◆

1・3調 査 の推 進 体 制

当事業を推進するために,当 地域に下記のとおり国の出先機関,自 治体,経 済団体,大 学及び地

域企業等10機 関(14名)で 構成する 「札幌圏における地域産業情報流通調査委員会」を設けて

調査研究を行った。推進方式はアンケー ト調査をもとに,委 員会で諸々検討を加えることとした。

なk・,委員会の庶務は社団法人北海道産業調査協会がこの任にあたった6

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

北海道開発局

北 海 道

北海道経済連合会

札幌商工会議所

北海道拓殖銀行

北海道電力

北海道東北開発公庫北海道支店

札 幌 大 学

北海道産業調査協会

札幌通商産業局

,
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2札 幌圏における地域産業情報流通調査

2。1調 査 の 概 要

(1)調 査 の 主 旨

「札幌圏におけ る地域産業情報流通 のオン ラインネ ッ トワーク構築」 をテーマに調査研 究を行

うもので,国 の出先機関,自 治体,大 学,地 域企業等の地域機関におけ る コン ピュータ導入 ・利

用状 況,各 種情報 の利用ニーズ等情報 化の現状把握 及び オン ラインネ ットワークに関す る意識調

査を行 う。

(2)調 査 の 方 法

郵送に よるアンケ ー ト方式

(3)調 査 対 象

札幌圏 に所在する地域機 関

なお,札 幌圏 とは,札 幌 市,江 別市,千 歳市,恵 庭 市,広 島町,石 狩町,当 別町,厚 田村,新

篠津村,浜 益村の10市 町村 とす る。

(4)調 査 の 内 容

主な調 査内容は以下の とお りで ある。

イ コン ピュ一夕導入及 びオン ライン状況 調査

ロ オン ラインによる業務処理

ハ デ 一夕の利用状況,ニ ーズ調査

ニ オン ライン化意識調査

㈲ 調 査 の 時 期

昭和59年11月 ～12月

表2-1ア ン ケー ト回収結果

発送件数 回収件数 回収率(紛

公 的 機 関 33 28 84.8

各 種 団 体 98 67 68.4

製 造 業 176 64 36.4

非 製 造 業 185 103 55.7

建 設 業 48 29 60.4

卸 ・ 小 売 業 65 28 43.1

運輸 ・ 倉庫業 21 15 71.4

公益 ・ 金融 業 20 10 50.0

大学 ・情報サー ビス業 31 21 677

合 計 492 262 53.3
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本調 査 の機 関 別 ア ンケー ト発送件数と回収件数 は表2-1に 示す とお りである。発送件数

492件 に対 し回収件数 は262件 と なり回収率は53.3%で あった。

2.2コ ン ピュータ導 入 並 び に 各 種 情 報 の 利 用 状 況

2.2.1コ ン ピュータ導入状況

札幌圏vak・け る コンピュー タの機 関別導入状況は表2-2の とお りで ある。

表2-2コ ン ピュータ導入状況

回収数 導入 し
ている

導入率
(%)
近い将来導入
計画がある

導入計画
なし

公 的 機 関 28 20 71.4 1 7

各 種 団 体 67 13 19.4 14 40

製 造 業 64 49 76.6 15

非 製 造 業 103 87 84.5 6 10
'
建 設 業 29 21 72.4 3

・

5

卸 ・ 小 売 業 28 25 89.3 2 1

運 輸 ・倉 庫業 15 13 86.7 2

公益 ・金 融業 10 10 100

大学 ・情報サー ビス業 21 18 85.7 1 2
、

'

合 計 262 169 64.5 21 72

回収262機 関 の うち 「導入 している」 と回答 したものは64.5%と な っている。一方 「導入

していない し計画 もない」 と回答 した機関が72件 と全体の27.5%と な ってい る。

次に導入 している と直答 した機 関別の 内訳では,公 的機関71.4%,各 種団体19.4%,製 造

業76.6%,非 製 造業84.5%と な っている。非 製造業の各業種毎の内訳 では,公 益 ・金融業(

100%),卸 ・小売業(89.3%),運 輸 ・倉庫 業(86.7%),大 学 ・情報サー ビス業(8

5.7%),建 設業(72.4%)の 導 入割合 となっている。

更に,コ ンピュータ本体 の主記憶 容量,外 部記憶容量の大 きな もので は,公 的機関では主記憶

3,000KB～8,000KB,磁 気 デ ィスク装置の容量1,300MB～9,000MB,公 益 ・金

融業では主記 憶5,600KB～32,000KB,磁 気デ ィスク16,000MB,卸 ・小売業では

同様 に8,000KB～18,000KB,7,000MBと な っている。 製造業部門におい ては,非

製造業部門 と比較 した場合比較的規 模の小 さなコン ピュータの導入 が図 られてい る。

なま㍉ 北海道拓殖銀行が,北 海道でOA機 器 の導入が どの ように進展 し,と りわけ現在脚光を

浴 びているパ ソコン,オ フコン及 び多機能型 コン ピュータが どのように利用されているか,そ の

実態 を把握す るため,資 本金1千 万 円以上の北海道内に本社を有する企 業500社 と,北 海道 内

に事業所を有す る道外 企業100社 の 合計600社 を対象 に昭和59年10月 に アンケー ト調査 を

行 ってお り,そ の結果 は表2-3及 び表2-4に 示 すとおりである。
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この調査結果 に よると,北 海道におけるOA機 器 の導入率 は88.1%と ほ ぼ9割 に達 して おり,

業 種別では卸 ・小売業の導入率 が他 と比較 して高 くなっている。

表2-30A機 器 導入状況(注:北 海道 拓殖銀行調べ)

導入して 導入して フ ァ ク シ パ ソ コ ン 多機能型
企 業 数 ワ ー プ ロ コ ン ピ ュ

い る い な い ミ リ オ フ ロ ン
、 一 夕'

製 造 業 117 88.0 12.0 71.8 65.0 40.2 32.5

建 設 業 55 74.5 25.5 41.8 56.4 40.0 32.7

卸 、売 業 83

.

`

92.8 72 81.9 60.2 38.6 470

小 売 業 41 976 2.4 70.7 75.6 48.8 46.3

公益 ・サービス業 18 83.3 16.7 778 72.2 55.6 38.9

そ の 他 40 90.0 10.0 775 60.0 40.0 40.0

道 内 企 業 302 86.4 13.6 66.7 60.9 374 35.1
ト

道 外 企 業 52 98.1 1.9 94.2 71.2 65.4 59.6

大i企 業 175 93.1 6.9 81.7 68.6 55.4 49.7

中:企 業 179 83.2 16.8 59.2 56.4 279 279
1

道 内 大 企 業 123 91.1 8.7 76.4 675 5層1.2 45.5

道 内 中 企 業 179 83.2 16.8 59.2 56.4 279 27.9

全 企 業. 354 88.1 11.9 70.3 62.4 41.5 38..7
没

,

表2-40A機 器導入計画 (注:北 海道拓殖銀行調べ)

導入計画 導入計画 フ ァ ク シ パ ソ コ ン 多機能型
ワ ー プ ロ コ ン ピ ュ

が あ る が な い ミ リ オ フ ロ ン 一 夕

製 造 業
'

62.4 37.6 23.9 32.5 29.1 22.2

・

建 設 業 61.8 38.7 273 36.4 34.5 18.2

卸 売i業 65.1 34.9 39.8 373 36.1 30.1

小 売 業 53.7 46.3 24.4 29.3 171 19.5

公 益 ・サー ビス業 44.4 55.6 22.2 16.7 16.7 16.7

そ の 他 575 42.5 22.5・ 30.0 25.0 175

道 内 企 業 58.9 41.1 26.5 31.8 28.1 19.5

道 外 企 業 69.2 30.8 36.5 38.5 34.6 38.5

大 企 業 60.6
139
.4 28.0 343 30.9 26.3

中 企 業 60.3 39.7 279 31.3 274・ 18.4

道 内 大 企 業 56.9 43.1 24.4 32.5 29.3 21.1

道 内 中 企 業 60.3 39.7 279 31.3 27.4 18.4

全 企 業 60.5 39.5 28.0 32.8 29.1 22.3

吟
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OA機 器 の機種別には,フ ァクシ ミリが70.3%と 他 の機種に比較 して導入率が高 く,パ ソコ

ン ・矛フ コンについては62.4%と 過 半数の企業 で導 入されている。 一方多機能型 コンビ・・一夕

の導 入率 は38.7%と 他 のOA機 器に 比べ低い数字 となってい る。

次に導 入計画では6 .O.5%の 企業 が導入計画 を持 ってお り,OA化 の動 きは広 く企 業の中に浸

透 してきているといえる。

■

2.2.2デ ー タの利用状況'

今 回のアンケー ト調査では,各 調査 対象機 関が通常利用 している個別情報のほかに,地 域産業

情報 に関する63の 情報 を7つ の情報 分野毎に カテゴ リー化(表2-5)し,そ れ ら情 報の利用

状況 についての調査 を行 った。

この結果を機関別,情 報分野別に とりまとめた ものが表2-6～7で あ る。

機関毎の情報利用 の状況を,情 報分野 区分で比率に表わしたのが表2-6で あ る。調査対 象機

関計では,産 業 ・経済17..9%,経 済 ・統計一般16.7%,金 融 ・税務14,7%と 続 いて いる。

機関別の各情報分野利用状況では,公 的機 関では経済 ・統計一般が30.6%,産 業 ・経済動向が

22.2%,各 種 団体 では産業 ・経済が20.0%,業 界 ・経済紙誌が16、4%,製 造業 では産業 ・

経済動向 が20.6%,物 価 ・消費 ・労働が19.4%,建 設業では予算 ・投資動向が31.1%, ,各

種 計画 ・予測が21.7%,卸 ・小売業 では金融 ・税務 が18,4%,物 価 ・消費、・労働 及び経済 ・

統計一 般が各16.5%,運 輸 ・倉庫業 では産業 ・経済動向が25.6%,経 済 ・統計一般及 び金融

・税務が各17.9%,公 益 ・金 融業 では金融 ・税務が25.0%,産 業 ・経済動向及び物価 ・消費

・労働 が各20 .4%,大 学 ・情報サー ビス業 では業界 ・経済紙誌 ・その他 が32.7%,産 業 ・経

済動向が23.1%の 利 用割合 を占めており,各 地域機 関の持つ性格の違 いによ り利用 され る情報

分野が異な り,地 域 の各機 関の性格 に近い情報 の利用が行われている ことが うかがえる。

次に情報分野毎に各機関の利 用比率を表わ したのが表2-7で あ る。産業 ・経済動向は各種団

体 が26.2%,製 造 業 が22.1%,物 価 ・消費 ・労働 は製造業が25.8%,各 種 団体が25.0%,

経 済 ・統計一般は公的機 関が23.7%,各 種 団体 が22.3%,金 融 ・税務 は製造業 が24.6%,

各種 団体が20.5%,予 算 ・投資動向は建設業が35.5%,各 種 団体が19.4%,各 種 計画 ・予

測は建設業が23.7%,各 種 団体が20.6%,業 界 ・経済紙誌 ・その他は各種団体が28.8%,

製 造業 が22.5%の 利 用状況 とな ってい る。 特に各種団体においては,各 情報分野 にわたり所 要

情報の利 用を行 ってい ることが明 らか になった。
'
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表2-5 デ ー タ(統 計 名等)一 覧表

<産 業 ・経済動向>

OL鉱 工 業 指 数

02.生 産 統計(紙 パ,機 械,化 学)

03.工 業 統 計調 査

04.牛 乳 乳製品統計

05.エ ネルギー統計

06.
、北 海道石 炭統計

07.北 海道電力需給統計

08.商 業 統 計 調 査

09.鉄 道 貨物輸送 ・北海道陸運要覧

10.北 海 道の観光客入込み調査

11。 輸 出 入 統 計

12.農 作 物 統 計

13.北 海 道林 業統計

14.水 産 物流通 統計

15.農 業 基 本 調 査

く物価 ・消費 ・労働>

16.北 海道消費者物価指数

17.札 幌 市卸売物価指数,概 要

18.家 計 調 査

19.毎 月勤労者統計

20.農 家 経 済 調 査

21.百 貨 店 ・大型店販 売統計

22.自 動 車登録台数

23,物 価 資 料

24、 消費動向調査 ・買い物調査

25.商 品調査(普 及,ブ ラン ド)

<経 済 ・統計一般>

26.国 民(道 民)所 得 統計

27.国 勢 調査 ・住民基本台帳

28.就 業 構造基本調査

29.事 業 所 統 計

30.主 要 経 済 指 標

31、 中小企業経営指標

32.民 力

33.ビ ジネスサーーーベイ

34.統 計 サ ッポ ロ

35.地 域 経 済 総 覧

36.北 海道地域産業連関表

37.市 町 村 勢 要 覧

38.北 海 道 統 計 書

39.各 種 世 論 調 査

く金融 ・税務>

40.企 業 倒産情報(帝 国,商 工 リ)

41.北 海 道金融月報

42.日 銀 統 計 月 報

43.中 小企 業金融月報

44.株 価,地 価

45手 形 交 換 高

46,商 工 金 融 統 計

47.金 融機 関の調査報告(月 報 など)

48,国 税 局 統 計書

く予算 ・投 資動向>

49北 海 道開発事業予算 額

50.地 方 自治体予算

51.公 共 工事の動向,発 注率

52.設 備 投資計画調査

53.建 築 着工 統計 ・住宅統計

く各種計画 ・予測>

54.全 国総合 計画(新 経済,三 全総)

55.全 国 ビ ジ ョン

56.北 海 道総合計画(道 発展,新 北海道

地域 ビジ ョン)57
.市 町 村振興計画

58.工 業 再配置計画

59.工 場 立地動向調査 ・適地調査

60.経 済 見通 し(全 国,北 海 道)

<業 界 ・経済紙誌 ・その他>

6L業 界紙,団 体誌

62.エ コノ ミス ト,東 洋経済 など

63.各 種 名簿等(人 名録,会 社名鑑)

一20r
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表2-6地 域産業情報の利用状況(機 関別情報分野の比率)

公的機関 各種団体 製造 業 建 設業
卸 ・小売 運輸 ・倉 公 益 ・ 大学 ・情報

合 計
業 庫業 金 融 業 サービス業

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 職 % 噸 % 噸 % 回答数 % 蹴 %

産 業 経 済 24 222 39 2α0 33 206 3 28 14 13.6 10 256 14 206 12 23ユ 149 17.9

物価 ・消費 ・労働 9 83 30 154 31 194 5 4.7 17 165 5 128 14 206 9 173 120 14.4

経済 ・統計一 般 33 306 31 15.9 20 12.5 13 123 17 165 7 178 12 176 6 115 139 16.7

金 融 ・ 税 務 6 56 25 128 30 188 15 142 19 184 7 178 17 25.0 3 58 122 14.7

予 算 ・ 投 資 15 139' 18 72 11 69 3'3 31ユ 9 8.7 1 26 4 59 2 38 93 1L2

各種計画 ・予測 19 176 20 10.3 10 63 23 217 15 146 4 10.3 3 44 3 5.8 97 11.7

業界 ・経済紙誌 ・他 2 18 32 16.4 25 15.5 14 132 12 11.7 5 127 4 59 17 327 111 13.4

合 計 108 100 195 100 160 100 106 100 103 100 39 100 68 100 52 100 831 100
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表2-7 地域産業情報の利用状況(情 報分野別機関の比率)

公的機関 各種団体 製 造 業 建 設 業
卸 ・小売

業

運輸 ・倉

庫業

公 益 ・

金 融 業

大学 ・情報

サービス業
合 計

回答数 % 回答数 % 回答数 % 蹴 % 回答数 % 噸 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

産 業 経 済 24 16.1 39 26.2 33 22.1 3 20 14 94 10 67 14 94 12 8.1 149 100

物価 ・消費 ・労働 9 75 30 25 31 258 5 42 17 142 5 42 14 117 9 75 120 100

経済 ・統 計一般 33 237 31 223 20 144 13 94 17 12.2 7 50

'

12 86 6 43 139 100

金 融㌦ 税 務…
'÷ エ6 '4

9『 25
'205 31 246 "

15 123 19
15ρ

7 5.7
"1'7

139 3
^25

122 10wO

'予 算
・ 投 資' 15 16.1 18 19.4 !1 110 33 3『5 9 97

"1
1ユ'

ず4
43 2 2ユ 93 100

各種計画 ・予測 19 19.6 20 2α6 10 103 23 237 15 155 4 4ユ 3 3ユ 3 3ユ 97 100

業界 ・経済紙誌 ・他 2 ,18 32 28.8 25 225 14 126 12 108 5" 45 4 36 17
、
153 111 100

チ
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以上,情 報分野単位で まとめた調査結果に基づいて述 べたが,個 別の63情 報の利用状況につ

き,調 査対象機関の合計の なかで回答の多かった上位10位 までの情報名を列挙す ると表2-8

の よ うになる。

表2-8個 別 情報の利用状況(上 位10情 報)

順 位 情 報 名 件 数

1 業 界紙 ・団 体誌 61

2 企 業 倒 産 情 報 56

3 経 済 見 通 し 42

4 各 種 名 簿 3.2

5 金 融機 関 の調 査 報 告 29

6 北 海 道 総 合 開発 計 画 25

7 公 共 工 事 の動 向 ・発 注 率 25

8 北海道開 発事業予算額 24

9 北 海 道 統 計 書 23,

10 商 業 動態 調 査 22

また,個 別情報で,機 関別に利用件数の比較的多い情報を掲げると以下のようである。

○公 的 機 関 一 国勢調査 ・住民基本台帳

北 海道 統 計 書

市 町村 勢 要 覧

北 海道 総 合 計画

北 海道開発 事業予算

○各 種 団 体 一 業 界 紙 ・団体 誌

企 業 倒 産 情 報

中小 企 業経 営 指 標

経 済 見 通 し 、..

公共工事の動向 ・発注率

○製 造 業 一 業 界 紙 ・団 体誌

企 業倒 産 情 報

金 融機 関 の調 査 報告

物 価 資料

中 小企 業 経 営 指 標

○建 設 業 一 企 業倒 産 情 報

北海 道 開発 事 業 予 算 額

公共工事の動向・発注率

一23一



経 済 見 通 し

地 方 自治 体予 算

業 界 紙 ・団体 誌

○卸 ・小 売 業 一 企 業 倒産 情報

,経 済 見通 し

業 界紙 ・団 体 誌

金 融機 関の 調 査 報 告

商 業 統 計 調 査

北海道開発事業予算額

○運輸 ・倉庫業 一 企 業 倒 産 情 報

北海道の観光客入込み調査

各 種 名 簿

O公 益 ・金融業 一 企 業 倒 産情 報

北 海道 金融 月 報

日銀 統 計 月報

鉱 工 業 指数

国民(道 民)所 得統計

o大 学 ・情報サービスー業 界紙 ・団 体誌

各種 名簿

エコノ ミス ト・東洋経済等

農 作 物 統 計

北海道消費者物価指数

これ らか ら,個 別の各情報の利 用状況 についても,各 機関の性格 の相違 から多岐 にわたって利用

されてい ることが明 らかにな った。

(1)情 報 の赤児 目的

情報 の利用 目的 につ いて,機 関別,情 報分野別にまとめた ものが表2-9及 び表2-10で

あ るo
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表2-9情 報 の利用目的(機 関別)

閃

白

公的機関 各種団体 製 造 莱 噛 殴 業 卸 ・小
売 業

運 輸 ・
倉 庫 英

公 益 ・

金 融 業
大学 ・情報
サービス藁

合 計

回答数 勇 回答数 % 回答敏 % 回答数 チ 回答数 価 回答数 傷 回答数 多 回答散 % 回答数 %

1

情

報

の

利

用

目

的

① 踏計画立案のため 57 25.6 52 10.6 38 11.6 60 30.5 27 133 9 13.6 11 10.7 6 9.1 260 15.5

② 緒分析.資料として 66 29.5 105 21.4 48 14.7 44 22.3 46 22.7 14 21.2 56 54.4 12 18.2 391 23.3

③ 経営の指導・診断のため 68 13.9 25 7.6 11 5.5 8 3.7 4 6.1 2 L9 正18 7.0

④ 金葉経営のため(技術開発) 10 2.0 21 6.4 2 1.0 7 3.4 11 16.7 51 3.0

⑥"(生 産 ・販売関連) 1 0.4 22 4.5 57 17.4 26 i3.2 29 14.3 14 21.2 5 7.6 154 9.2

⑥:'(消 費者ニーズ・市醐 連) 1 0.4 13 2.6 44 13.5 21 10.7 22 10.8 7 10.6 7 10.6 115 6.9

⑦'〔 原材料管理 ・仕入関連) 3 0.6 18 5.5 7 3.6 5 2.5 2 3.0 35 2.1

⑥'(財 務 ・経理 ・労祖関連)

.

12 2.4 33 10.1 8 4.1 17 8.4 8 12.1 1 LO 4 6.1 83 5.0

◎ 行政施策の基礎資料として 74 33.2 9 L8 2 0.6 3 4.5 88 5.3

⑩ 教育・啓蒙 41 8.4 7 2.1 6 3.0 8 3.7 2 L9 9 13.6 73 4.4

⑪ サービス提供のため 11 4.9 67 13.6 2 0.6 2 1.0 7 3.4 3 4.5 1 1.0 4 6.1 97 5.8

Oそ の他(具 体的に)

景況把握 13 5.8 88 18.O 32 9.8 10 5.1 27 13.3 5 7.6 30 29.1 5 7.6 210

.

12.5

合 計 223 100 490 100 327 100 197 100 203 100 66 100 103 100 66 100 1,675 100

表2-10情 報 の利用 目的(情 報分野別)

産業 ・経済

動 向

物価 ・消

費・労動

経 済 統

雷†一 般

金 融
税 務

予算 ・

投資動向

各種計画
・予 測

菓界 ・経

済紙誌他

1

合 計

回答敏 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 叫 回答数 %

L

情

報

の

利

用

目

的

① 賭計画立案のため 36 13.1 19 8.2 63 20.5 7.8 44 23.2 60 27.5 22 8.8 260 15.5

② 膳分析資料として 69 25.2 56 24.2 92 30.0 47 22.8 43 22.6 51 23.4 33 B.3 391 23.3

③ 経営の指導 ・診断のため 14 5.ユ 13 5.6 28 9.1 21 10.2 7 3.7 19 8.7 16 6.4 118 7.0

④ 企栗経営のため(技術開発) 11 4.0 6 2.6 2 0.6 6 2.9 5 2.6 2 0.9 19 7.6 51 3.0

⑤ ・(生 産・販売関連)・ 34 12.4 17 1.4 17 5.5 15 7.3 25 132 15 6.9 31 12.4 154 9.2

⑥ ・(消 費者ニーズ・市場関連) 19 6.9 23 10.0 12 3.9 7 3.4 15 7.9 9 4.1 30 12.0 115 6.7

⑦'(原 材料管理 ・仕入関連) ・12
4.4 7 3.0 1 03 4 1.9 2 L1 9 3.6 35 2.1

⑥'(財 務 ・経理 ・労務関連) 3 L1 18 7.8 6 2.0 34 16.5
'1 05 2 0.9 19 7.6 83 5.0

⑥ 行政施策の基礎資料として
.

18 6.6 4 L7 29 9.4 4 L7 12 6.3 18 8.3 3 1.2 88 5.3

⑩ 教育 ・啓蒙 13 4.7 10 4.3 6 2.0 7 3.4 5 2.6 6 2.8 26 10.4 73 4.4

⑪ サービス提供の食め 13 4.7 26 11.3 16 5.2 7 3.4 7 3・7 12 5.5 16 6.4 97 5.8

⑫ その他(具 体的に)

景況把握 32 い.7 32 13.9 35 11.4 38

」

18.4

■

24

.

12.6 24 11.0 25 10.0 210 12.5

・合 計 274 100 231 100 307 100 206 100 190 100 218 100 249 100 1,675 100

.

●

機関別.合計では諸 分析 資料 として情報利用を行うと回答 した ものが23.3%,次 い で諸計画

立案のためが15.5%と な っている。 各機関別には,公 的機 関で は行政施策の基礎資料として

が33.2%,各 種 団 体で は諸分析 資料 としてが21,4%,製 造 業では生産 ・販売関連の企業経

営のため としてが17.4%,建 設業 では諸計画立案のためが30.5%,卸 ・小売業では諸分析

資料 としが22.7%,運 輸 ・倉庫業では諸分析資料 として,及 び生産 ・販売関連の企業経営 の

ためが各々21.2%,公 益 ・金融 業では 諸分析 資料と してが54.4%,大 学 ・情報サー ビス業

では諸分析 資料 としてが18.2%の 割・合で主に情報の利用 を行 っている。
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次に情報分野別にみた利用 目的 では,い ずれ の情報 分野 も諸分析 資料 と して利 用 され て い

る割合が 高い。 しか し,各 種計画 ・予測 に関する情報は諸 計画立案のた めに用い られ ている割

合が高い。

以上の 結果か ら,各 機 関,情 報 分野 にかかわ らず各機 関における分析 資料 と して種 々の情報

の利用が行われてい る傾 向が 強 く表われている。

② 情報 の入手先

情報の入手先 について,機 関別,情 報分野別 にま とめた ものが表2-11及 び表2-12で

あ る。 。

表2-11情 報 の入手先(機 関別)

〆

公的機関 各種団体 製造 業 建 設 業
卸 ・

小 売 業
運 ⇔ ・

倉 庫 業

公 益 ・

金 融 業

大学 ・情報

サー ビス業 合 計
回答敏 % 回答数 傷 回答数 価 回答数 % 回答数 価 回答数 蕎 回答数 % 回答数 % 回答数 %

21

情

報

の

入

手

先

① 新聞 ・雄島等 4 3.3 110 28.6 81 31.0 71 42.8 49 30.1 8 21.6 14 19.2 23 39.7 360 29.5

② 大学調査機関等 1 0.8 8 2.1 2 0.9 4 2.5 4 108 2 2.7 21 1.7

③ 金居機関 9 7.4 29 76 22 10.0 19 11.4 30 18.4 4 10.8 3 4.1 4 6.7 120 9.8

④ 取引先 ・同業者' 9 2.3 7 32 2 i.2 7 4.3 4 10.8 1 1λ 2 3.4 32 2.6

⑤ 業界団体(組合等) 7 5.7 46 12.0 37 16.9 16 9.6 14 8.6 9 243 8 1LO 4 6.7 14k U.5

⑥ 経済団体(道経連 ・商工会議所等) 6 49 31 8.1 28 12.8 22 13.3 14 8.6 2 5.4 4 55 12
20.7

119 9.7

⑦ 国・地方公共団体 90 73.8 131 34.1 42 19.2 32 19.3 41 252 6 162 29 39.7 11
19.0 382 313

① そO他(具 体的忙)

B本 化学技術情報センター(JICST) 5 4.1

シ

20 5.2 4 2.4 4 2.5 12 16.4 2 3.4 47
3.8

合 計 122 100 384 100 219 100 166 100 163 100 37 100 73 100 58 !00 1,222 100

表2-12情 報 の入手先(情 報分野別)

産 業 ・

経済動向

物価 ・消

費・労働

経 済 統

ε†一 般

金 融
税 務

予 算 ・

投資動向

各種計画
・予 測

巣界 ・経

済紙誌他
合 計

回答数 勇 回答数 % 回答数 % 回答教 % 回答数 チ 回答数 % 回答数 価 回答数 予

2

情

報

の

入

手

先

① 新関 ・雄蕊得 53 25.1 56 32.6 35 17.6 38 27.1 46 341 58 3LO 74 4L6 360 29.5

② 大学調査機関等 1 0.5 1 0.6 2 1.o
`
11 7.7 ! 0.7 3 1.6 2 1.1 21 1.7

③ 金融機関 6 2.8 11 6.4 20 10.1 41 29.3 12 8.7 26 13.9 4 2.2 120 9.ε

④ 取引先 ・同業者 5
'

2.4 5 2.9 6 4.3 2 1.5 3 1.6 11 6.2 32 2.6

⑤ 藁界団体(組 合等) 37 17.5 22 12.8 7 3.5 8 5.7 13 9.6 10 5.3 44 24.7 141 11.5

① 経済団体(道 経連・商工会議所等) 12 5.7 25 10.5 24 12.1 5 3.6 4 3.o 19 10.2 30 16.9 ll9 9.7

⑦ 国・地方公共団体 91 43.1 45 26.2 106 53.3 14 1加 53 39.3 65 34.8 8 4.5 382 31.3

⑥ その他(具 体的等)

日本科学技術情報センター(JICST) 6 2.8 7 4.1 5 2.5 17 12.1 4 3.0 3 L6 5 2.8 47 3.8

合 計 211 100 172 100 199 100 140 100 135 100 187 100 178 ioO 1,222 100

機関別の合 計では,情 報 の入手先として 国 ・地方公共団体が31.3%,新 聞 ・雑誌が29.5

%と 回答 してい るところが多い。

情報分野別にみた情報の入手先では,産 業 ・経済動 向,綴 斉 ・統計一般,予 算 ・投 資動向及

・ び各種計画 「予測 の情報分野については国 ・地方公共団体か らプ物価 ・消費 ・労働,金 融 ・税務

及び業 界 ・経済紙誌そ の他の分野 について は新聞 ・雑誌か ら必要情報 を入手す る割合 が高 くな
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ま た,入 手先と して国 ・地方公共団 体及 び新聞 ・雑誌の比率が他 と比較 した場合に高 くな
って

お り,国 ・地方公共団体の情報サー ビス体制の一層の充実が望 まれることになろう
。

(3)情 報 の入手媒体 、

情報の入手媒体 について識 関別,情 報分野別 にま とめたものが表2:13及 び表2_、4で

ある。

表2-13情 報の入手媒体(機 関別)

6

公的機関 各種団体 製 造 業 建 設 業 卸 ・

小 売 業

運 輸 ・

倉 置 薬
公 益 ・

金 融 業

×学 ・情報
センター藁 合 計

回答数 % 回答徴 勇 回答敏 傷 回答数 % 回答数 % 回答散 φ 回答数 % 回答数 % 回答数 傷

3

入

手

媒

体

① 電話 ・面談 13 11.4 19 7.3 10 5.9 12 10.3 7 6.4 3 8.3 64 7.0

② 印刷物 98 86ρ 232 892 158 93.5 105 89.7 101 91.8 31 86.1 67 98.5 38 90.5 830 90.6

◎ 磁気テープ 1 0.9
4 9.5 5 0.5

④ フ・ッビイディスク
1 2.8 1 0.1

⑤ ファクシミ1) 1 0.4 1 0.6
1 0.9

3 0.3

⑥ オンライン
1 0.9 1 2.8 1 L5 3 0.3

⑦ その他(具 体的`ζ)

2 1.8 8 3.1
10 1.1

合 計
▲14 100 260 ハ00 169 100 117 100 110 100 36 100 68 100 42 100 916 100

表2-14情 報 の入手媒体(情 報分野別)

産 菓 ・

経済動向

物 価,消

費 ・労働
経 済 統
計 一 般

金 融
税 務

予算 ・

投費動向

各種計画
・ 予 測

莫界・経

済紙捻他
合 計

回答数 % 回答数 傷 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 係 回答徴 傷,

3

入

手

媒
・

体

① 畷 ・面験 13 80 10 75 5 3.3 10 72 7 7.4 ls 13.0 4 3.4 64 7.0

② 印刷物 145 89.0 117 88.0 147 96.】 124 89.2 84 H9.4 99 86.1 1」1 95.8 830 90.6

③ 磁気テープ(MT) 4 2.5 1 0.8
5 0.5

④ フ・ッビイデ ィスク 1 0.8
1 0.1

⑤ ファクシミリ
3 2.2 3 α3

⑥ オンライン 2 1.5 1 0.7
▼

3 0.3

6そ の他(具 体的に)

1 0.6 2 1.5 1 0.6 1 0.7 3 3.2 1 0.9 1 0.8 10 1.1

合 計 163 正00 133 100 153 100 139 】OO 94 100 115 100 119 100 916 100

■

機関別合計では,印 刷物に よる入手が90.6%と 高い割合 を占めている。 各機関別 にみた場

合にお いて も,印 刷物による入手が高い率を示 している。

情報分野 別にみた場合 も機 関別 と同様 の傾向 を示 してお り,媒 体 としての印刷 物の 占める ウ`

エ イ トが高い。

磁気媒体及びオ ンラインによる情報の入 手につ硲てはその件数 も少なくなっているが,産 業 ・

経済動向及 び物価 ・消費 ・労働の情報 分野 のなか でMTに よる情報 入手 の例がみ られる。 また,

オ ンラインに よる情報入手 について も若干の例がみ られる。

この集 計表では磁気媒体や オン ラインに よる情報 入手の例は少なく表われているが ,各 機関の
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固有 のニーズに よって磁 気媒体化 され,或 いはオン ライン化 されて情報流通が 行われている情

報は更に多い ものと考え られ る。

(4)情 報 入手の難易

情報入手 の難 易について,機 関別,情 報分野別にま とめた ものが表2-15及 び表2-16

で ある。

表2-15情 報 入手の難易(機 関別)

公的機関 各種団体 製 造 業 建 設 業
卸 ・

小 売 莱

運 輸 ・

倉 庫 業

公 益 ・

金 融 業

×学 ・情報

サービス業
合 計

回答数 % 回答数 % 回答数 φ 回答数 % 回答徴 % 回答敢 % 回答敏 % 回答散 % 回答数 %

4
入
手
の
難
易

① 安易に入手できる 67 58.3 122 49.0 50 39.2 65 6L3 76 75.2 18 54.5 54 79.4 15 35.7 477 55.0

② 普通である 47 40.9 119 47.8 93 60.8 32 30.2 23 22.8 13 39.4 14 20.6 18 42.9 359 4L4

③ 難しさがある

1 0.9 8 3.2 9 8.5 2 2.0 2 6.1 9 21.4 31 3.6

合 計 115 100 249 100 153 100 106 10G 10) 100 33 100 68 100 42 100 867 100

■

▲

表2-16情 報入手の難易(情 報分野別)
産 業 ・

経済動向

物価 ・消

費 ・労働

経 済 統
計 一 般

金 融
税 務

予 算 ・

投資動向

各種計画
・ 予 測

業界 ・経

済紙誌他
合 計

回答数 φ 回答数 傷 回答数 % 回答数 % 回答数 価 回答敵 % 回答数 % 回答数 %

4
入
手
の
難
易

① 容易に入手でさる B3 53.9 59 48.O 94 61.4 80 64.0 49 53.8 42 400 70 603 477 55.0

② 普通である 66 42.9 58 47.2 56 36.6 44 352 36 39.6 55 52.4 44 37.9 359 4L4

③ 離しさが ある

5 3.2 6 4.9 3 2.0 1 0.8 6 6.6 8 7.6 2 L7 31 3.6

合 針 154 100 123 100 153 ]00 125 !00 91 100 105 100 116 100 867 100

機関別合計では,ほ とんどの機 関が 「普通 または容易に入手で きる」 と回答 して治り,概 ね

や,:現 状 の情報の入 手については特段の難 しさは表われてきていない。

一方
,難 しさが あると回答があ った ものが,大 学 ・情報 サー ビス業,建 設業 及び各種団体の

なかにみ うけ られ,情 報分野 では各種計画 ・予測,物 価 ・消費 ・労働 及び予算 ・投 資動向に数

字が あげ られてきてお り,情 報分野 によっては比較的入手 しにくい ものがあ る。

(5)情 報 の利用方法

情報の利用方法について,機 関別,情 報 分野 別 にま とめたものが 表2-17及 び 表2-18

で ある。

'
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表2-17情 報 の利用方法(機 関別)

●

公的機関 各種団体 製造 業 建設 藁
卸 ・

小 売 菜

運 輸 ・

倉 庫 業

公 益 ・

金 融 業

大学・情報
サービス桑

合 言†

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答散 % 回答数 チ 回答数 傷 回答数 % 回答数 4 回答数 勇

51

情
報
の

利
用
方
法

① そのまま利用 76 S3.9 209 68.3 136 82.4 96
75.6

87
81.3 28 84.8 47 45.2 24

53.3 703 68.4

② 単純集計 17 12.1 32 10.5 11 6.7 4 3.1 14 13.1 2 6.1 27 26.0 4
8.9
111

108

③ グラフ化 13 9.2 16 5.2 12 7.3 20 15.7 1 0.9 5
4.8

1
2.2 68 6.6

◎ 統計分析処理 35 24.8 43 14.1 6 3.6 7 5.5 4 3.7 3 9.1 25
24.0

16
35.6 139 13.5

⑤ その他(具 体的に)

6 2.0 1 0.9 7 0.7

合 計 141 100 306 100 165 100 127 100 107 100 33 100 104 100 45 100 LO28 100

表2-18'情 報 の利用方法(情 報 分野別.)

亀

産 業 ・

経過動向

物価 ・消

費・労働

経 済統
計 一 般

金 融
税 務

予算 ・

投資動向

各種計画
・ 予 測

業界 ・経

済紙誌他
合 計

回答数 % 回答教 % 回答数 勇 回答敏 傷 回答故 % 回答数 勇 回答数 叫 回答数 %

5

情
報
の

利
用

方
法

① そのまま利用 104 57.8 88 58.3 123 65ユ 1【3 、77.4 80 65.0 86 75.4 109 87.2 703 68.4

② 単純集計 33 18.3 21 13.9 22 1・L6 12 8.2 11 8.9 6 5.3 6 4.8 111 10.8

③ グラフ化 12 6.7 9 6.0 13 6.9 7 4.8 14 11.4 10 8.8 3 2.4 68 6.6

④ 統計分析処理 31 17.2 29 19.2 31 16.4 13 8.9 18 14.6 12 10.5 5 4.0 139 13.5

⑤ その他(具 体的K)

4 2.6 1 0.7 2 1.6 7 0.7

合 計 180 100 151 100 189 100 146 100 止23 lou 114 」oo 125 100 1,028 100

機 関別 には,各 機関 とも 「そのまま利用」 と回答 したところが多 く,合 計で68.4%と な っ

てい る。第2順 位は 「統計分析処理」で13.5%,第3順 位は 「単純集計」で10.8%と な っ

て おり,入 手情 報の加工 による情報利 用の動 きがみられ る。.

情 報分野別 には,業 界 ・経済紙誌 ・その他 については他の情報分野 と比較 した場合,「 その

まま利用」される割合が高 くなっている。 また,産 業 ・経済動向及び物価 ・消費 ・労働 に属す

る情報については,「 そ のまま利用 」されるだけでな く,何 らかの加工をされて利用 されてい

る割合が高 くなってい る。

(6)デ ー タの保 存方法

データの保存方法 について,機 関別,情 報分野別 にとりま とめた ものが,表2-19及 び表

2-20で あ る。

表2-19デ ー タの保存方法(機 関別)

● 公的機関 各種団体 製 造 菓 建 設 業
卸 ・

小 売 業

運 柏 ・

倉 庫 業

今 益.

金 融 業

大学 ・情報

サービス藁
合 計

回答数 % 回答数 価 回答数 % 回答数 傷 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答散 % 回答数 勇

24.5 39 37.9 6 15.4 4 4.5 1 2.3 208 2326 ー

デ
ー
タ
の
保存

方
法

①1回 限 り 6 5.2 74 30.2 52 32.9 26

② プアイル保存 101 87.8 '71 69.8 106 67.1 78 73石 64 62.1 32 82.1 64 7L9 32 74.4 648 72.2

③ 磁気媒体 MT
.

1 0.9 10 11.2 10 23.3 21 2.3

0.9
」

FD

」

5 4.3 2 1.9 1 1.1 8

1 2.6 皇0 1L2 13 1.4

DISK 2 L7

合 計 115 100 245 100 158 lOO 106 100 103 100 39 100 89 100 43 100 898 100
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表2-20デ ー タの保存方法(情 報分野別)

産 業 ・ 物価 ・消 経 済 統 金 融 予 算 ・ 各種言t画 業界・経
合 計経済動向 費・労働 計 一 般 税 務 投資動向 ・予 測 済紙誌他

回答数 % 回答散 % 回、答数 叫 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 φ 回答数 傷

6. ①1回 限 り 34 2L5 32 24.1 32 203 24 17.9 31 33.0
26 24.8 29 25.0 208 23.2

デ

1 ② プアイル保存 117 74.1 88 66.2 118 74.7 103 76.9 59 62.8 77 73.3
86

74.1
648 72.2

1

タ

の ① 磁気媒体 MT

-一 一 ー ー ー ー ー 一

4 2.5 7

-一 一 ー ー 一

5.3 4 2.5

-一

3

-一 ー ー ー 一

2.2 1

-一 一 一

1」 1 .0.9 1 0.9 21 2.3

保
一 一 一 一 一}一 一 一 一 一 一 一 一 ー 一 一 ー ー ー ー 一___ 一 一 一 嚇

存 FD 1 0.6 3 L9 1 0.7 2 2.1 1 0.9
8 0.9

← 一 一 　 一 ー 一 　 一 　 一 ー ー 一 一 ー 一 一 一 一 ∨ 一 一 一 ー 一 一 }一 一 ■ 一 一 一 一 一 一} 一 一 一.一 ー 一 　 　 一 一 　方 一 一 一 　 一, 一 一 一

法 lDISK 2 1.3 6 4.5 1 0.6 3 2.2 1 ▲.1
13

1.4

合 計 158 100 133 100

.

158 100 134 100 94 100 105 100 116 100 898 100

禽

機関別合計では,'「 フ ァイル保存」が72.2%と 最 も多く,次 いで 「1回 限 り」が23.2%

となってお り,磁 気媒体での保存は4,6%と 低 率 にとどま っている。 しか しなが ら,磁 気媒体

で入手 し利用 される情報数 よりも保存数が多いこ とか ら,自 機 関の業務に必要な情報 を磁 気媒

体情報 として保存す る傾向が うかがえる。

情報分野別には,物 価 ・消費 ・労働に関す る情報が磁気媒体化 されて保存 される割合が他 の

情報分野 と比較 して高くなってい る。

(7)デ ー タの必要度 ・

データの必要度について,機 関別,情 報 分野別にとりまとめた ものが,表2-21及 び表2

L22で あ る
。

'

表2-21デ ー タの必要度(機 関別).

「

・公的 機関

.

各種団体 製 造 業 建 設 業
卸 ・

小 売 業

運 輸 ・

倉 庫 業

公 益 ・

金 融 業

大学 ・情報
サ ービス業

合 計

回答数 φ 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 傷 回答教 % 回答数 % 回答敏 傷 回答故 %

τ

必

要

匿

① きわめて必要 77 70.6 92 34.7

.

47 29.4 47 44.3 33 31.4 14 35.9 49 ?2.1 22 42.3 381 42.1

② ある程度必要 32 29.4 173 65.3 108 67.5 57 53.8 72 68.6 25 64.1 19 27.9
.
30 59.7 516 57.1

③ その他 .

5 3.1 2 1.9 7 0.8

合 計 109 100 265 100 160 100 106 100 105 100 39 100 68 100 52 100 904 100

表2-22デ ー タの必要度(情 報分野別)

.

産 業 ・

経済動向

物価 ・消

費・労働

経 統

計 一 般

金 融
税 務

予 算 ・

投資動向

各種計画
・ 予 測

楽界 ・経

済紙誌他
合 計

回答数 % 回答数 % 回答数 価 回答数 % 回答籾 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

7

必

要

度

① きわめて必要 62 38.8 53 41.7 63 39.1 S9 45.4 53 54.6 54 49.1 37 31.1 381 42.1

② ある程度必要 97 60.6 74 58.3 97 60.2 66 53.1 44 45.4 55 50.0 80 67.2 516 57.1

③ その他

1 0.6 1 0.6 2 ].5 1 0.9 2 1.7 7 0.8

合 計 160 100 127 100 161 100 130 100 97 100 110 100 119 ]00 904 100

∨

`
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機 関別合計では,「 ある程 度必要」までを含めほ ぼ100%が 情報の必要性 を認め ている。

機関別に 「きわめて必要」 と回答があったのは公 的機関70.6%,.公 益 ・金融業72.1%の 割

合で,利 用情報 に対する必要度の高さを示 してい る。

(8)オ ン ラ イン希望 の有無

オンライン希望 の有無 について,機 関別,情 報 分野別に とりまとめたものが,表2-23及

び表2-24で ある。

機関別合計では,オ ン ライン希望 のあるものは現在利用 している情報 の20.8%,希 望 な し

は59.1%と な っている。

表2-23オ ン ライン希望の有無(機 関別)

`

公的機関 各種団体 製 造 業 建 設 業
卸 ・

小 売 業

運 輸 ・

倉 庫 業

公 益 ・

金 融 業

大学・情報

サービス業
合 計

回答数 % 回答数 % 回答数 勇 回答教 % 回答数 φ 回答数 % 回答数 % 回答数 %・ 回答敬 %

8,

オ

ン

ラ希

イ勺

① あり 27 24.8 28 123 31 23.1 2正 19.8 10 9.7 8 20.5 32 47.1 18 34.6 175 20.9

② なし 68 62.4 139 61.9 77 57.5 63 59.4 74 71.8 24 61.5 26 38.2 25 48.1 496 59.1

ン有
の無 ③ わか らない 14

シ

12.8 61 26.7 26 19.4 22 20.8 19 18.4 7 18.0 10 14.7 9 17.3 168 20.0

合 計 109 100 228 100 134 100 106 100 103 100 39 100 68 100 52 100 839 100

表2-24オ ン ライン希望 の有無(情 報分野別)

産 業 ・

経済動向

物価 ・消

費 ・労働

経 済 統

計 一 般

金 融
税 務

予 算 ・

投資動向

各槙まt画
・ 予 測

楽界・経

済紙誌他
合
,計

回答敏 勇 回答数 価 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答敏 % 回答数 %

8
オ
ンラ

イ
ンの

希望

有
無

① あり 24 工60 37 32.5 22 14.5 40 342 20 21.2 18 17.6 14 12.7

.

i75 20.9

② カし 93 62.0 51 44.7 92 60.5 56 47⑨ 59 62.8 66 64.7 79 7L8 496 59.1

③ わか ら友い 33 22.0 26 228 38 25.0 21 17.9 15 16.0 18 17.6 17 15.5 168 20.0

合 目† |50 100 114 100 152 1UO 工17

.

100 94 100 102 100 iIO 100 839 100

'

■
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機関別では,公 益 ・金融業でオ ンラインの希望割合が高 くなっている。 反面,卸 ・小 売業,

各 種団体ではオ ンライ ン希望 の割合が他 と比較 した場合低 くなっている。

情報分野別 には,金 融 ・税務,物 価 ・消費 ・労働 の情報 について のオン ライン希望が30%

を越 え る割合を示 してい る。

以上,デ ータの利用状況につき地域産業情報63デ ータを7つ の情報分野毎に とりま とめて考

察 したが,こ れ らデー タ以外に各調査対象機関が実際に利用 している情報 として以下のものが あ

る。

表2-25利 用 情 報 一 覧

情 報 名 利 用 目 的

建設物価指数 諸計画立案のため

〃 〃 経営の指導診断のため

航空旅客動態調査 諸分析資料として

生鮮(野 菜果実等)市 況 〃 〃

賃 金 管理 資 料 企 業 経 営 のた め

貯 蓄 と経済 教 育 啓 蒙

住 所 プ ア イ ル サー ビス提供のため

食糧 需給 表 〃 〃

φ

公的機関では諸計画立案,行 政施策の基礎資料並びにサービス提供等のために各種計画予測,一

般事務,公 共測量業務,技 術情報等を利用 しており,製 造業では企業経営等のための製造仕入,

販売在庫,経 理給与,技 術,物 流に関する情報を利用 している。

2.3今 後 の 機 関(企 業)活 動 に 必 要 と な る デ ー タ ニ ー ズ

今 回の調査に よる と現在使用 していないが今後更に必要とす る情報 ニーズ等 は資料3の とおりで

ある。

これ らデータニーズを前述の7情 報分類 男1挺整理す ると業界経済紙誌他が33件,各 種計画 が1

6件,経 済 統計一般 が11件,産 業経済 動向,予 算投 資動向が各9件,物 価 消費労働が8件,金 融

税務が3件 に分類される。

以下,各 機 関別に今後必要 としてい る主 たるデ ータニーズについて整理す る。

〔公 的 機 関 〕

① 中小企業事業団の 中小企業関連 情報検索のためSMIRS,日 本 経済 新 聞社 の記事検索の

ためNEEDS-IR,東 京 商工 リサーチの企業属性,企 業財務情況 の検索を 目的 としたTS

Rを それぞれ 情報セ ンター経 由でオ ンラインで入手した い。

② 行政施策 ならびに企業集積分析,市 場 調査等の 資料 として統計調査 対象事業所並 びに各種団

体等の名簿類,市 内企業総合情報,市 内企業 の進 出転 出情報等を磁気テープ,フ ロッピィディス
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ク,印 刷物 で入 手 した い。

〔各 種 団 体 〕

① 意見要望活動,経 営指導,市 場調査,サ ー ビス提供等のため景気動向見通 しに係る判断資料,

地 域振 興活性化 に係 る施策の遂行状況,消 費動 向調査,個 別企業のデータ等をオ ンライン又は

印刷物で入手 した い。

② 各地 域 で 行 われ る大 ・中 ・小等の プロジェク ト,イ ベン トについて のデータを企画参入,

早 期対応 す るために入手 した い。

〔製 造 業 〕

① 原料仕入,販 売戦略,需 要変化対応 のために市場情報 な らびにテレフォ ン・ショップさ らに

受注開発のため通信販 売資料 をオ ンライン,磁 気テープ,印 刷 物で入手 したい。

② 技術 ノウハ ウが一般に解放 され ることにより社内技術 を向上すべ く生産 技術情報 をデー タセ

ンターとのオ ンラインで入 手 したい。

〔建 設 業 〕

地方公共団体の各種計画 を始め新 規取引調査のための各種 名簿類,営 業計画のために公共工

事動向に関す る資料を ファク シミリ,印 刷物で入手 した い。

〔卸 ・ 小 売 業 〕

企業経 営のため市場関連,販 売関連 のために農作物統計,農 業基本 調査,自 動車登録台数等

の諸資料,サ ービス提供を 目的 と して異業種情報についてオ ンラインで入手したい。

〔運 輸 ・倉 庫 業 〕

便数計画等のた めに観光 客入 込み調査,需 要予測等のため に国な らびに地方公共 団体の各種

計画等 を入手 したい。

〔公 益 ・金 融 業 〕

諸計画立案,営 業 推進 のために地域別に細分化 されたデ ータな らびに諸 分析 資料のために道

内の景気動向指数GNPデ ー タを印刷物で入手 したい。

〔大学 ・情報サービス業 〕

① データベース用,各 種研究,文 献 検索,就 職関連資料 と して工業統計,商 業統計調査,事 業

所統計,主 要経済指標,ビ ジネスサーベイ等各種世論調査,投 資,内 外景気情報,国 立 国会図

書館図=書,会 社名鑑等 をオ ンラ イン,磁 気テープで入手 した い。

② 経営方針 のため北 海道地区 ハー ド・ソフ ト企業概況一 覧,人 事計画のための業種別の木 目細

かい初任給な らびに年令別給.与一覧(年 令別)を ハー ドコ ピーで入手 したい。

一33一



3オ ンライ ンの現状 と将来へ向けての意識

3.1地 域 内 オンライン 化 の 現 状 ・

第2章 のアンケー ト調査 の集計結果か らも明 らかにされた よ うに,札 幌圏 に所在す る各地域機関

においては,そ の導入機器 の規模 の大/j・は ある ものの,製 造業で76.5%,非 製 造業部門 計では5

8.6%,機 関 トータルでは63%の 機 関が,コ ンピュータを導入 してお り,種 々の業務処理 に利用

されている。

更に近年,コ ンピュータ導入の増加に伴い,従 来から行われて きた単体利 用か ら一足踏 みだ した

オ ンラインに よる処理へ の利用形態の移行 とい う新 たな展開が うか がえる。

(1)オ ン ラインの形態

札幌圏に所在す る非 製造業 部門の各地域 機関における,オ ンラインシス テムを利用 した情報流

通の現状については 表3-1に 示 すよ うな回答が得 られ た。

表3-1オ ン ラインの形態(複 数回答)

オ ン ラ イ ン の 形 態 件 数 回答機関数に対する割合

1.本 社 と 支 店 間 で 実 施 53 69.7(%)

2.支 店 と支 店 間 で 実 施 6 79

、

3,同 業 他 社 と実 施 6 79

4.異 業 種 他 社 と実 施 14 18.4

5.情 報 サー ビス機関 と実施 6 79
1

6.そ の 他 12 15.8.

回 答 機 関 数 76

この調査結果に よる と,コ ン ピュー タ導入機関(116機 関)に おけるオン ライン実施の割合

は76機 関,65,5%と な って おり,コ ンピュータを導入 している地域機関の相当数が,何 らか

の形でオン ラインによる情報流 通を行っていることが明 らかにされた。

オンラインに よる情報流通 の形態 では,本 社 と支店(本 部 と各 出先機関)を 結ぶ形態を採用 し

ている機 関が69.7%と な ってお り,オ ン ライン情報 流通形態の主流 を 占めている。

一方 ,異 業種他社 と結ぶオ ンラインを採用 し情報流通の促進を図 っている機関が18.4%(1

4機 関)と な って あらわれてお り,近 年の通信技術 ・コンピュータ利用技術の進歩を背景に,地

域の 各機関においては,経 営環境 の厳 しさや,企 業経営の新た な展開へ の対応を進める うえでの

減量経営,効 率的 運営 を コン ピュータの導入 と,オ ン ラインに よって対応 しよ うとする一面 も表

われてきてい ることも考え られ る。

オン ライン実施のなかで最 も大 きな割合を 占めている本社 と支店間の オン ラインでは,

・社内一般 情報(給 与,経 理 事務等)

・生産 ・販売関連情報
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、

等の各機 関固有 のデータが オン ライ ン情報流通の主流を占めており,組 織のなか におけ る縦割 り

的 情報が 多 く,各 機関の内部事務処理を最初にオ ンライン化 してい ることが うかがえ る。

また,本 社 と支店間 でオンラインを実施 している と回答があった各地域機関のなかには,併 せ

て他のオンライン形態 を も採用 している機関 もあり,系 列 組織,異 業種機関 とのオンライン実施

等 がみ られ,積 極的に他機関 とオンラインに よる情報流通を推進 して いる機 関も見 うけられ,情

報 のネットワーク化に対す る意欲の表われ とみることがで きよう。

② オンライン化計画

次に,現 在オ ンラインシス テムに よる業務処理を行っていないと回答 した機関について,近 い

将 来のオンライン システム構築の意識については,以 下の ようにと りま とめ られたが,そ の結果

を表3-2に 示 す。

表3-2将 来 のオンラインについて

将来 のオンラインについて 件 数 回答数に対する割合

1.現 在 シス テ ム の 構 築 中

2.3年 以 内 程 度 に は 実 施 予 定

3.現 在 の と こ ろ 予 定 は な い
`

3

12

23
∫

79(%)

31.6

60.5'

回 答 機 関数 3β 100

この結果に よると,シ ステムの構 築中及び近い将来(3年 以 内程度 まで)の オ ンライン化計画

を持つ機 関は トータルで39.5%と な ってお り,オ ンラインに よる情報流通実現に向けての対応

が うかがえるo

しかしなが ら,「 現在の ところ予定はない」 と回答 したオンライン未実 施機関が60.5%の 割

合 を占めている。 これは,小 規模 なコンピュータの導入が多い こと,コ ンピュータの導入 目的が

各機関の特定業 務のみの利 用にとどまってい る等,オ ン ラインを展開す る内外部の環境が 地域の

機 関によっては十分に整 っていないためと考え られる。

■

3・2将 来 の オ ンライン 化 へ 向 け て の 意 識

前項でも触れたよ うに,札 幌圏に所 在す る各地域機関に おいては,個 別の業務処理を行 うため,

コン ピュー タ導入を図ってお り,コ ン ピュータ導入機関の過半数の機 関がオンラインシステ ムを構

築 し情報の流通 を行 っている ことが明 らかになった。

オン ラインシス テムの形態は,そ の大部分が同一機関に属する ものであ り,個 々の機関が特定の

情報の流通 ・処理 を行 うことに主眼を置 いた ものが多 くなっている。

しか しなが ら,オ ンラインに よる情報流 通システムに関す る各地域機 関の将来へ向けての意識の

高 まりの一端 もうかが われ,今 後 と もこの傾向は続 くものと予 想され る。

この ように,地 域機 関内部及 び外部機 関との オンラインネ ットワークに よる情報流 通基盤 が整備

されつつ,か つ情報 流通に対す る意識 が高ま りつつある とい う土台 の うえ で,今 後の地域産業情報

の オン ラインネ ッ トワークに よる流通 についての関心度合いについては表3-3に 示 すような結果
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が得 られ た。

表3-3地 域 産業情報のオ ンライ ンネ ッ トワークについての関心度合

関 心 度 合

製 造 業 非 製 造 業

件 数
対象数に
対す る割合 件 数

対、象数に

対す る割合

L関 心 は あ る

2.何 と も い え な い

3.関 心 が な い

4.そ の 他

無 回 答

34

13

6

0

11

53.1(%)

20.3

9.4

0

172

124

34

5

1

34

62.6(紛

172

2.5

α5

172

対 象 件 数 64 100 198 100

G℃

図3-1

個別企業(援 閲)問 を直接詰ぶ形態

図3-2

中央にセンターを設置し企業(機 関)

がそのセンターと結ぶ形態

ジ 　
樽

研究所等 各種団体等
一

大学

研究所等

経済団体

各種団体等

図3-3

公的性格を持つ機関間を結び企業は

必要とする情報を随時利用する形態

図3-4

企業及び各掻閲が相互に情報の流通

を行う形態
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φ

ア ンケー ト調査票 に,現 状で考え られ るオンラインネ ットワーク形態の4つ のパターンを例示 し

その特定のパターンに とらわれずに,今 後の オンラインネ ットワークそのものにつ いての関心度 に

ついて各機 関の 自由な立場で回答を得た ものである。

この結果 に よると,ア ンケ ー トに回答 した各地域機 関の うち,製 造業部門では52.1%,非 製造

業部門では62.6%,合 計 では60.3%の 機 関が 「関心はある」 と回答 している。 また,こ れに 「

何 ともいえない」と回答 した ものまで含 めると,製 造業部門で は73.4%,非 製造業部 門では79.

8%,合 計 では78.2%の 機 関がオンラインネ ットワークに よる地域産業情報流通に対 し関心を示

してい ると受け とる ことがで きる。 更に,キ ャプテ ンシステ ム,INS,VAN等 を 利用 した情報

流 通 システ ム構築 の動 きや,道 内外 の各機関において情報流通 に関す る種々の調査 ・研究 ・提言等

が行われて澄 り,こ れ ら各種の調査結果 と十分連絡調整 を図 りつつ,調 査研 究を継続 し,地 域 の各 「

機 関の意識や社 会的背景 を踏まえ,当 地域の実態に適合 した情報流通 システムの実現 に向け,検 討

を重ねてい く必要が ある。

3・3地 域 産 業 情 報 の オ ンライン化 に 関 す る意 識

地域産業情報の流通をオン ラインシステムに よって行 うことが可能 となった場合に期待す るメ リ

ットについては表3-4に 示す ような回答が得 られた。

回答は 各機関において考え られる メリットの うち2つ の項 目を選択す る方法に より得た ものであ

るが,製 造業部門,非 製造業部門と も 「情報流通の即時性 ・迅速性」を第一の メリッ トとして挙げ

てい る。 この項 目については,対 象機関の過半 数が支持 している。

表3-4オ ン ラインによる地域産業 情報流通が可能となった場合の メリット(複 数回答)

製 造 業 非 製 造 業

対象件数に 対象件数に
件 数 対する割合 件 数 対する割合

1,情 報 流通の即時性 ・迅 速性 33 51.6(殉 119 60.1(殉

2,情 報 の正 確 性 13 20.3 34 172

3,情 報の二次加工 ・高度利用 13 20.3 57 28.8

4、 大量デー タの流通 0 0 7 3.5

5.継 続 的 な情報 流通 7 11.0 48 24.2

6.コ ス ト ・労 力 の 軽 減 17 26.6 24 12.1

7そ の 他 1 1.6 1 2.0

対 象 件 数 64 198

■

第二順位 として あげ られてい るのは,製 造業部門では 「コス ト・労 力の軽減」,非 製造業部 門で

は 「情報の二 次加工 ・高度利用」である。 オンラインに よる情報流通が実現 され る ことに より,情

報の入手,加 工に費やされる負担が軽減 され,従 来,手 のつけ られていなか った新た な情報加工へ
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の負担投入が可能 になる との期待 が大 きいもの と思われ る。

以上のよ うに,情 報 のホット性,オ ン ラインを採 用す ることによるコ ンピュータ資源の効率的活

用及 び機関活動への展開など,オ ンラインの メ リットを大量 デ ータの流通 より,利 用価値 の高い情

報の即時利用,効 果的活用 を図 るための分析指向がみ られ る。

今後ば,,こ れ らメ リットを確保 ・維持 してい くた めに も,異 機種 間の通信 ・デー タ交換 を可能 と

する機 能の充実,ま た,デ ー タの二次加工,高 度利用を促進するための利用 ソフ トウェアの開発 ・

充実が求め られ るこ とになろ う。

次いで,オ ンラインに よる地域産業 情報流通が可能とな った場合に注意す べき事項につ いては表

3-5に 示 す ような結果が得 られた。

アンケー トの回答は各機関において考え られる注意すべ きと思われる2つ の項 目を選択す る方法

によ って得た ものである。

表3-5オ ン ラインネッ トワー クによる地域産業情報 流通が

可能 とな った場合の注意すべき事項(複 数回答)

令

4

製 造 業 非 製 造 業

対象件数に 対象件数に
件 数 対する割合 件 数 対する割合

1.プ ラ イ バ シ ー の 保 護 30 46.9(θ 94 475(%)

2.コ ス ト・労力の負担 設定の方法 23 35.9 86 43.4

3,障 害 発生 時のデータの保護 21 3、2.8 82 41.4

4.民 間 情報サー ビス機関 との兼 ね合い 9 14.1 29 14.6

5.そ の 他 2 3.1. 4 0.2

4

対 象 件 数 64 198

この調査結 果で特徴的なことは,製 造業部門,非 製造業部門 ともに 「プライバシーの保護 」,「

コス ト・労・力の負担設定 の方法」,「 障害発生 時の データの保護」を挙げ ている機関が 多 く,そ の

順位 も機関の性格に よ.って変動 していないとい うことであ る。

特 に 「プライパ ジーの保護 」については 製造業部門 ・非製造業部門と もに47%前 後 の高い関心

を示 してお り,オ ンライ ンシステムの構築を実現 させ るにあた り,十 分な配慮 を求め られ ることに

なろ う。

第二順位 と して指摘されている 「コス ト ・労 力の負担設定の方法」について も,オ ン ラインに よ

る情報流通 システムが一般 に確立 されたものとな っていな いた め,今 後の オン ラインシステムの動

向 とも相 まって高い関心を示 している。 また 費用対効果の面か らも各機 関にとって有益 な情 報が得

られるか どうかの判断材料 と して も関心を持 ってい る一面が 存在す るように も思われる。

その他 として回答が あった もののなか には,著 作権の問題,統 計 データの場合の統計法 との兼ね

合いが指摘され ている。
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オン ライン化に よるメリ ット及びオン ラインを構 築す るに当た り注意すべ き項 目は概ね以上の よ

うに整理 され るが,「 必要 とする情報 を早 く正確に入手 し,入 手情報は各機関の各 々の目的 によっ

て加 工利用 し,そ の情報流通 の継 続性 の維 持に より,コ ス ト・労力の軽 減 を図る とい う期待 と共に,

情報の流 通にあた っては,プ ラパ シーの保護,コ ス ト・労 力の負担割 合をどのよ うに設定す るのか,

更 には障害対 策の徹底 をも併せ て行 う必要がある」 という基本的考え方 を各機 関 とも持 っている と

考え られ る。

'

3・4札 幌 圏 を 対 象 と す る 地 域 産 業 情 報 流 通 の オンライ ンネ ッ トワー ク構 築 の 可 能 性

札幌圏において,オ ン ライン ネットワークに よる地域産業情報流通を行 うと仮定 した場合の可能

性 について,各 機関の意識は表3-6に 示す ようにま とめ られ る。

オ ンラインネットワークの可能性につveて は,全 体の31.7%(83機 関)が 「望ま しいがまだ

まだ先」と回答したのが最も多く,次 いで,「 条件 が整えば近 い将来可能」(25.2・%),「 解 決すべ き

諸課題 が多 くまだ先」(17.5%)と 続 いてい る。 更に 「条件が整えば近い将来 可能」 と 「望ま し

いがまだ先」と回答 した機関の合計でみ る と56.9%(149機 関)の 機 関が,そ の実現時期 につ

いての差異はあるものの実現 を図る ことを望ま しいと考えていることが明 らかにな った。'

表3-6札 幌圏 を対象 とする地域産業情報流通 のオンラインネットワーク構築の可能性

製 造 業 非 製 造 業

件 数 割 合 件 数 割 合

1,条 件が整えば近 い将来可能

2.望 ま しいが まだ先

3,解 決す べき諸課題 が多 くまだ先

4.必 要 な い

無 回 答

8

21

11

4

20

'

12.5(⑨

32.8

172

6.3

31.3

'
58

62

35

3

40

29.'3(殉

31.3

177

1.5

20.2

対 象 件 数 64 100 198 100

この数字は表3-3で 示 した オンラインに対する関心度 の調査 で関心を示 した地域機関数 とほぼ一

致 しており,ま た製造 業部門では45.3%,非 製造業部 門では60.6%が 可能 性についての期待 を

持 って おり非製造業部 門が より高い関 心を示 している。

■

3・5地 域 産 業 情 報 流 通 の オンラ インネ ッ トワーク構 築 に 関 す る 意 見 等

札幌圏 を対象 とした地域産業情報流通 シス テム構築に関 し,各 地域機 関で どの ような意 見 ・問題

意識 を持っているかについて調査を行ったが,多 数の機関か ら多くの意見,提 言が寄せ られている。

内容的 にはオ ンラインの積極的推進に関 しての意見と,オ ンラインに対 して慎重な立場か らの意

見 とに大別 されるが,以 下にそ の概略 を記述す る。

○ 機 密保護上の問題 が九 採用については コス ト面が キーとなる。 オン ラインまでいか なくと も
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バ ッチ処理 で実現を図る ことも考え られ る。

○ 地域が経済的 に 自立 して おらず,全 国 ネ ットの情報面 にも左 右され るところが あると思われ,

両者の情報 を入手 したい。 費用対効果,即 ちコス トに見合 うだけの情報や メ リットが得 られ るか

が問題。

○ 情報の高速 ・正 確 ・選択性を有す るサービス網 の確立及び低 価格 で利用できるシステムの開発。

○ オンライン受信側 で どのメーカの コンピュー タで も受信で きるシステムが必要。 また,オ ンラ

インで受信 可能なデ ータの内容は利用者の意見が優先されるべきである。

○

o

○

o

○

参画す る人的余裕の創出,.自 社 ノウハウを どうす るか。

一部の人員 の意識向上で はな く,総 体的 な人員の理 解を得 ることが必要。

プ ライバシー等 との兼ね合 いを考慮 しつつ も,諸 官庁の持 つ情報の公開が必須条 件。

回線費用の低 減,税 制優遇)

プライバシー保護の徹底,回 線の 自由化 と料金の値 下げ,ハ ー ド・ソフ トの互換性等の問題 も

併せ て解決すべ き。

○ 今後の地域経済の発展は情報の流通が決 め手で あ り,早 期に実現すべ き。

O産 業 ・情報等の オン ラインに よる情報流通 システムは,既 に一一部構築され てい る分野 もあ り,

これ ら既存 のものを軸 と して地域ネ ットを図ることが できれ ば,人 的 ・コス ト的にも解決す る諸

問題を少 くするこ とがで きる と思 う。

○ ネ ットワーキングの時代において,財 政面 と,要 員の養成 がキーポ イン ト。

○ 情報流通 システムが完成された場合,そ の利用 方法 について徹底 的に教育 して くれ る機関が 必

要 と思われる。

○ 不慮 の事故の場合の バ ックアップ体制の確立。

○ 情報 の公益性 よ りも情報 の有益性に重点を置 く必要が ある。

○ システムが,コ ス トと引き合 うか ど うか十分に事前研 究が必要。

○ オンライン化を進め るため には,機 械 ・通信 ・人的費用に ついて具体的指標を示す必要が あ る。

以上の よ うに種 々の意見 ・提言 が寄せ られ,特 に,費 用対応果,要 員の確保 ・養成,プ ラパシー

問題 との関連,対 象範囲の選択 と情報公開等 に関す る意見が 多か った。

令

ピ
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4今 後の検討課題

今回のアンケー ト調査 の結果か ら,才[幌 圏に所在 する各地域機 関におい ては,コ ンピュータの導 入

を行ve,独 自のニーズ に基づいた業務処理 を行 うと共に,コ ンピュータ導入機関の約7割 に相 当する

機 関において は,オ ンラインシステムを構築 し,情 報 の流通を行 っているこ とが 明 らか にな った。

しか しなが ら,コ ンピュータ規模は,一 般に 「パ ソコツ 」 と呼ばれている小規模なものが多い と共

に,処 理内容 について も機 関内の個別 情報 をそ のまま流通させ る形態がかな りの ウエイ トを占め てお

り,情 報の高度利用 を行 うことに よる企画 ・立案業務,意 見決定に対す る本格的サポー ト体制を整え

るところまでには至 っていないのが現状 となっている。

また,ア ンケー トのなか で,デ ータの利用ニーズの面か ら,産 業 ・経済動向,物 価 ・消費 ・労働,

経済 ・統計一般,金 融 ・税務,予 算 ・投資動向,各 種 計画 ・予測等の情報分野 か ら63の 情報 を抽 出

し,こ れ ら情報の現在の利用状況及び今後のオ ンラインによる入手必要性 の有無に ついて も調査 を試

みた。 この結果,各 情報分野 と も平均 的に利用 されていることが 明 らかにな ったが,い ずれも情報入

手媒体は 印刷物等に よるものがほ とん どで,磁 気媒体に よるものは極めて少な く,入 手 情報 の利用 もそ

の まま利用す ると回答 したものが多か った。

しか し,こ れ ら情報 について も,情 報流通の必要性 と将来的 なオンラインニーズ も存在 しており,

各 機関が独 自に行っている個別業務情報流通の オン ライン実施状況 の進展 に伴 い,今 後 これ ら情報に

対 するニーズの高 まりが予想され る。

各機関 のオンライン実施形態か らは,同 一機関内オンラインネッ トワークを中心に システ ム構築が

進め られて おり,新 たな展開 として,異 業種機 関 とのオ ンライン化 の萌芽 もみ られるな ど,他 機 関と

結ぶオン ラインネッ トワークに よる情報流通 シス テムの実現に向け た基盤の整備 ・拡充は今後 とも広

が りをみせ ることに なろ う。

オ ンラインに よる情報流通を実現す るためには,情 報の送り側 と受け側の相互の合意に基づいて行

うことが大 前提で あり,近 年の分散 処理化へ向けての動向 も考慮 した検討 を重要な視点 として把 える

必要があ ろう。

今回のアンケー ト調査のなかで,地 域産業 情報流通 システム構築 に関す る種 々の意見が寄せ られて

い るが,今 後の問題点 として以下 の ように分類 ・整 理す ることができる。

① プライバ シー,機 密保護の問題

② 費用,要 員 の問題

③ 利用アプ リケー ション等に関す る問題

④ 安全対策に関す る問題

⑤ 対象範囲に関す る問題

これ ら,今 後の オン ラインに よる情報流通 システム構築に向け解決すべ き項 目について若干触 れて

みたい。
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4.1プ ラ イ バ シー ・機 密 保 護 の 問 題

近年,社 会的な関心を集めてい るプライバ シーの問題 はオン ライ ンネ ットワークを推進す る うえ

で も避けて通れ ない課題 となってい る。

個人の情報や各種 統計情報 において も,法 的に保護 されてい る部分 もあ り,現 在の段階ですべて

の細かい情報の内容までを流通させ ることは問題が多 い。

しか しなが ら,ニ ーズ としてはき.め細か い情報 の入手を希望する ことは当然で あり,今 後 とも各

種法制度や社会 の動向に注視 を怠 らず,利 用価 値の高い情報の流通の実現に向けて検討 を加 えてい ・

〈必要が ある。

また,公 的機関の情報公 開を早 急に望む という意見 もあり,情 報 の提供者 として の性格 を有す る

公的機関の今後の対応 も重要 な側面を持つ ことに なると思われ る。

4.2費 用 ・要 員 の 問 題

今回の調査 で回答の あった各機 関とも費用,要 員等の配置及 び教 育についての関心が高 くな って

いるo、

ネ ットワークを充実 し運 用 してい くため には,シ ス テム開発,デ ータの整備 ・投入及び利用技術

の確立など,先 行投 資的側面が大 きいとす る意見 もあり,ま た情 報流通面が軌道に乗 った場合で も

更新作業等 を行 う必要が ある等,経 営費用の計上について も考慮す る必要 が ある。,

したが って,ネ ッ トワーク シス テム構築に あたっては,重 複投資を避け ることや,あ る程度の受

益者負担 を求め るな どの対応 が求め られることになろ う。

また,シ ステ ムの構築に 当た り,標 準化の 可能な部分につ いては極力標準化の考え方を とり入れ

るなどの配慮 も必要 なこ ととして挙げ るごとがで きる。

要員の問題 では,ネ ッ トワークの利用 につ いては関心はあ るものの情報処理関連の要員不足を指

摘す る意見が述べ られている。特 に入手 した情報の加工を システム的に分析 ・開発する情 報担 当者

の 養成が現状では困難 とす る機 関もあ り,情 報 の高度利 用の実現 を図るため、にも,こ れ ら要員 を確

保 ・育成する体制 づ くりが緊急 の課題 となっている。

4.3利 用 ア ブ.リケ ーシ ョン 等 に 関 す る問 題

情報処理要員の確保 ・育成 とも関連す るが,入 手情報 の加 工 ・利用プ ログラム等の開発 を容易に

行い得ないと利用面での懸 念 を持つ意見がある。

地域機関の置かれ ている立場 はそれぞれの機 関の持つ性格 によって異なる ことか ら可能 な範 囲内

での利用 システ ムの開発 ・活用 を促進す るための交 流が重要になって くる もの と思われ,併 せて,

広報体制 の確立を 目指す等の配慮が必要 とな る。

更に,各 機関 に導入されている機種が 同一でない ことか ら,ス ムーズ な情報流通を即時的に行 う

ことにつ いて,オ ンライ ンの メリットとして挙げ てはいる ものの心配であるとす る意 見も多い。

これらのことか ら,異 機種間相互 の情報通 信を円滑 に行 うための インターオペ ラビリテ ィー確保

●
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の技術動向も考慮 し,技 術成果の積極的取り込みを目指すなど,新 技術の動向 を見極めた技術導入

を推進する必要 も見逃せない。

4.4安 全 対 策 に 関 す る 問 題

近年,コ ンピュータのハー ドウエア,ソ フ トウエア,デ ータ及び通 信 システ ムの安全対策に社会

的関心が高ま って きている。

オンラインネ ットワーク,特 に同一機 関内オ ンラインの枠を越えた他機 関とのオ ンラインネッ ト

ワーク を指向 する場合 には,シ ステ ム全体の安全性 ・信頼性 を確保す るこ とが重要 になろ う。例え

ば,シ ステ ムの二重化,回 線の二重化等のデ ュプ レ ックスについての検討や信頼性 ・安全性 を向上

させるための種々の検討が必要 に なるもの と思 われる。

また,錯 誤 によるデータやア プ リケ ーシ ョンの滅失を未然に回避す る方策の検討,万 一の事態 を

想定 した 総合的 リカバ リの体制 ・方法 についての研究を深め,情 報の送 り側,受 け側の両者が安心

して利用 できる信頼性の高いシス テム構築 を 目指すべ きで あろ う。

4.5対 象 範 囲 に 関 す る 問 題

今回の各地 域機 関に対して行 った調査では 先にも述べた ように,オ ン ラインネ ットワークの流通

形態 として以下 に示す4種 類 のパ ターンを例示 した。'

① 個別機関間を直接結ぶ形態 ・

② 中央 にセンターを配置 し各 地域機関が そのセンターと結ぶ形態

③ 公的性格 を持つ機 関間 を結び,他 の地域機関 は必要 とす る情報を随時利用す る形態

④ 各地域機関が相互 に情報流通 を行う形態 ・`

ア ンケー トのなかでは,以 上の例示 パターンに とらわれずに,オ ンライン ネ ットワークに よる情

報とい うことについて のみその 関心度等 を調査 したが,地 域産業情報の流通 を,将 来にわた り構 築

が進められ るであろうオン ラインネ ットワークシステ ムの第一段階 と仮定す るな らば,③ のネ ヅト

ワークの形態 を想定す ること も可能で あろ うか と思 われ る。

'
この場 合,地 域産業情報 の情報源は 国の出先 機関,自 治体,大 学 ・研 究機関,地 元の各種経済団

体等の公 的性格を強 く持 つ機関 が該当 して くるもの と思 われ る。

これ らの各機 関においては,業 務 の性格上,か なりの統計情報の コン ピュー タ処理が進め られ,

地 域の情報化の先導的役割を有 してい ると考え る こともでき,外 部公表情報の拡充 ・整 備への期待

は大きい。

一 部情報についてはMTベ ースでの 情報交換 の事例 も存在 してteり ,オ ンラインによる情報流通

実現へ向けて の準備段階 として,オ フ ラインベース(MT,EDD等)の 情 報流通の拡大が望 まれ

る ところで ある。

また,こ れ と同時に,情 報流通の実施者 である送 り側,受 け側の抱えているニーズ,シ ーズ両面

か ら,区 分,時 系列,入 手 タイ ミング等 の種 々の問題についても,個 別情報毎 に解決 を図る ことが
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オンライン化 にとっての足 がか りとなろ う。

更に,当 地域の経済 的立 ち遅れや 中央 との情報 格差 の広が りを心配す る意見 もあ り,中 央 とのパ

イプを切 り離 さず,必 要な場合には 中央の情報を も入手可能 とす るような考え方も取 り入れて お く

必要 もある ように思われ る。

また,従 来か ら,地 域 の各機関が 関心の高さを示 している 「情報のク リア リング ・レファレンス

機能の強化」につ いて も重要 な課題 と して 認識 してお く必要が あると思 われる。

当地域 にお いて も,種 々の統計情報,文 字 情報の各種 情報が発表 され 各地域機関にお いて もある

程度利用 されてveる と思われ るが,こ れまで矛ilfiiして きた 情報以外に も有効性の高 い情報 も多数存

在 してい る もの と考え られる。またg情 報の存 在は認識 していても,,そ の 公表機関,内 容,利 用可

能性の可否 について の問い合わせ先等が わか らない,ま たは,各 機関毎 に整備 されている情報が周

知されていない との意見 もあ り',情 報 のク リア リング機能,レ ファレンス機能を強化 し,デ ータ利

用の促進 に向けて のサー ビス機能の確立を図る必要があ る。

4.6ま と め

地域 産業情報流通のオン ライ ンネッ トワークを推進す るための各地域機関 におけ るコンピュータ

処理の現状,将 来の オンラインネ ットワークに関す る意識調査を行 った。

この結果は,オ ン ライン化を実現す るに当た り,事 前 に解決す べき問題 の提起や,利 用情報面で

はかな り広範囲にわた って おり,更 には 当地域 のみでな く全体を把えた情報のニーズ等が明 らかに

されているといえ よう。

また今年度につい ては,今 回調査研究の初 年度 にあた り,情 報のニーズ調査,情 報流通の オンラ

イ ン化へ向けての概括的 なメ リット及び考慮すべき事項 についての とりま とめ作業 を行い考察 を行

うにとどま った。

次年度 以降は更 に今回のニーズ調査を踏 まえ情報提供面等の調査 を行い,当 地域に最 もマ ッチした

オ ンライン ネットワークシス テムのあ り方につ いて研究 を深め てい くこととしたい。

、

●

一44一



◆ 〉 ● 吟

ー

《
O

ー

資 料1 デ ー タの 利 用状 況 ・ニー ズ(機 関 別)

公的機関 各種団体 製 造 業 建 設 業
卸 ・ 小

売 業

運 輸 ・ ・

倉 庫 業

公 益 ・

金 融 業

大 学 ・情 報

サ ー ビス業
合 計

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答徴 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

1

.情

報

の

利

用

目

的

① 諸計画立案のため 57 21.9 52 20.0 38 146 60 23.1 27 10.4 9 3.5 11 42 6 23 260 100

② 諸分析資料として 66 16.9 105 26.9 48 12.3 44 11.3 46 11.8 14 3.6 56 10.3 12 3.1 391 1・00

③ .経 営の指導 ・診断 のため 68 57.6 25 2L7 11 9.3 8 6.8 4 3.4 2 1.7 118 100

④ 企業経営のため(技 術開発) 10 19.6 21 4L2 2 3.9 7 13.7 11 21.6 51 100

⑤ ・(生 産 ・販 売関連) 1 0.6 22 14.3 57 37P 26 16.9 29 18.8 14 9.1 5 3.2 154 100

⑥'(消 費者ニーズ ・市場関連) 1 0.9 13 ll.3 44 38.3 21 18.3 22 19.1 7 6.1 7 6.1 115 100

⑦'(原 材料 管理 ・仕入関連) 3 8.6 18 51.4 7 2α0 5 143 2 5.7 35 100

⑤"(財 務 ・経理 ・労務関連) 12 145 33 39.8 8 9.6 17 20.5 8 9.6 1 L2 4 4.8 83 100

⑨ 行政施策の基礎資料 として 74 841 9 10.2 2 2.3 3 3.4 88 100

⑩ 教育 ・啓蒙 41 562 7 9.6 6 8.2 8 11.0 2 2.7 9 123 ● 73 100

⑪ サニ ピス提供の ため ll 1L3 67 69.1 2 2.1 2 2.1 7 72 3 3.1 1 LO 4 4.1 97 100

⑫ その他(具 体的 に)

景況把握 13 62 88 4L9 32 15.2 10 4.8 27 129 5 2.4 30 143 5 2.4 210 100
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公的機関 各種団体 製造 業 建 設 業
卸 ・

小 売 業

運 輸 ・

倉 庫 業

公 益 ・

金 融 業

大 学 ・情 報

サ ー ビス業 合 計
回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 、.% 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

2

情

報

の

入

手

先

・

,

① 新 聞・雑誌等 .1 L1 】10 305 81 22.5 71 19.7 49 13.6 8 2.2 14 3⑨ 23 6.4 360 100

② 大学調査機関等 1 4.8 8 38.1 2 9.5 4 19.0 4 19.0 2 9.5 21 100

③ 金融機関 9 75 29 242 22 18.3 19 158 30 25.0 4 3.3 3 2.5 4 3.3 120 100

④ 取引先 ・同業者
●-,←一.・. ・ 「 -'T

9
一

28.1
.

7 2L9 2 6.3 ・7 21.9 4 12.5 1
'3
.1 2

6・3`
32 100'

⑤ 業 界団体(組 合等). 7 5.0 46 32.6 37 26.1 】6 11.3 14 9.9 9 6.4 8 5.7 4 2.8 141 100

⑤.締 団体鱒 樺:・ 商工会誌 等) 6 5.0 31 26.1 28 23.5 22 18.5 14 11.8 2 L7 .4 3.4 12 10.1 119 100・

⑫、砂 敬 欲 賑. 9
.0
22.6 131 34.3 42 110 32 8.4 41 10.7 6 1.6 2『9 76 11 2.9 382 100

.1▼

i⑧ ㌻そ⑳他`(具体的 κ ・ :

旦靴 端 縮 蘂 ン・一日ICST)・ 5 10.6一 20 42.6

「w

4 8.5 4

8.5

8.5 12 25.5 2 4夕 47 100…
.、r

、「 ・A7、L

」
・
,1-.:.『

公的機関
.

各種団体 製 造 業 建 設 業
卸 ・

小 売 業

運 輸

倉 ・庫 業

◆ 公 益 ・

金 融 業

大学 ・情報

セ ンタ ー業 合 計
: 回答数 % . .回答数 .% 回答数 % ・回 答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %、

夕 」 、.

○.電 話三 面談 一 一.」A9

13

ト

20.3
w 1; 2、9.7 10 15.6、 ・12 188 7 10.9 3 4.7 64 100

3. :1⊇ 晒 ∵ ∵ 一. 98 1L8 232 28.0 158 19.0・105 12.7 101 12.2 31 3、7』 67 8.1 38 4.6 830 100

入1 ③;磁 デ 〉(MT) 1
『20

.O

'

〉 '■--今A-'・ →

.

4 80.0 5 100
:

'㌧.∴
,

手
■`

ト

'
⑧ ㍗7ピ イテ・ス ク 1 100 1 100

媒
■
.、 ■㍉ 「'

⑤ フ 杉 シ ミ〉リ

,.

1 333 1 33.2 1 33.2
3 100A「 ・

ふ・.

体 ⑥ オ ン ラ イン ・

,祈
.

.

1 33.3 1 33.3
'

1
ト

333 3 100
'

・'
仁 一 ・・⑦ ・ ・そ の 他 一 ・ 一 一・.一 ・」. 「 ・ ,. 、 」 「

一'.,L
.,

㊨

..-rr

2 20.0『 8 80.0
10 100

L 今 4
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公的機関
..

各種団 体 製 造 業
」も

建 設 業 卸 ・

小 売 業

運 輸.・

倉 庫 業

公 益 ・

金 融 業

大学 ・情 報

サ ー ビス 業
合 計

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %
、

、

か
入
手
の
難
易

二

① 安易に入手で きる 67 N=0 122 25.6 60 12.6 65 13.6 76 15.9 18 3.8 54 11.3 15 3.1 477 100・

② 普通である 47 13.1 119 33.1 93

'

25.9 32 8.9 23 6.4 13 3.6 14 3.9 18 5.0 359 100

③ 難 しさがある

1 3.2 8 25.8 9 290 2 6.5 2 6.5 9 29.0 31 100

ー

⇒
同
一

公的機関 各種団体 製造 業 建'設 業 卸 ボ'

小 売 業

運 輸
、・

倉 庫 業

公 益 ・

金 融 業'

大学 ・情報

サー ビス業 合 計
回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

5

情

報

の

利

用

方

法

'

① そのまま利用 76
'・ 「

10.8 209 29.7 136 19.3 96 13.7 87 124 28 4.0 47

,

6.7 24 3.4 703 100

② 単純集計 17 153 62 288 ‥ 9.9 4
、 3.6 14

.
12.6 2 1.8 27 24.3 4 3.6 ll1 100

③ グ ラ フ化 ・ 13 19.1 16
'
23.5 12 17.6 20 29.4 1 L5 5 7.4 1 1.5 68 100

④ 統計分析処理 35 252 43 30.9 6 4.3 7 5.0 4 2.9 3 2.2 25 18.0 1
..6
lL5 139 100

⑤ その他(具 体的κ)...

6
』65

.7 1 14.3
7. 100

;

)
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公的機関 各種団体 製 造 業 建 設 業
卸 ・

小 売 業

運 輸 ・'

倉 庫 業

今 益.

金 融 業

大学 ・情報

サ ー ビス業
合 計

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

6
デ
ー
タ
の

保存

方
法

①1回 限 り 6 2.9 74 35.6 52 25.0 26 12.5 39 18.8 6 2.9 4 1.9 1 0.5 208 100

② プ アイル保存 101 15.6 171 264 106 16.4 78 12.0 64 9.9 32 4.9 64 99 32 4.9 648 100

③ 磁気媒体

、

MT 1 4.8 10 47.6 10 476

-一 ・

21 100

.」

FD. 5 62.5 2 25.0
、

1 12.5

一 一

8 100

L_一_一__

DISK 2

一 一 一 一

15.4 1 7.7 10 76.9

一 一 一 一

13 100

ー

《
o◎
ー

、

公的機関 各種団体 製 造 業 建 設 業
卸 ・

小 売 業

運 輸 ・

倉 庫 ・業

公 益 ・

金 融 業

大学 ・情報

サ ー ビス業
合 計

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

7

必

要

度

'

① きわめて必要 77 20.2 92 24.1 47 123 47 12.3 33 8.7 14 3.7 49 12.9 22 5.8 381 100

② ある程度必要 32 5.2 173 33.5 108 20.9 57 11.0 72 14.0 25 48 19 3.7 30 5.8 516 100

③ その他

5 71.4

・

2

r● 幽

28.6

,

7 100

:

公的機関 各種団体 製 造 業 建 設 業
卸 ・

小 売 業

運 輸 ・

倉 庫 業

公 益 ・

金 融 業

大学 ・情報

サー ビス業
合 計

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

:合

;
ラ

鐸
の無

① あ り 27 15.4 28 16.0 31 17.7 21 12.0 10 5.7 8 4.6 32 ]8.3 18 10.3 175 100

-

・② な し 68 13.7 139 28.0 77 15.5 63 12.3 74 14.9 24 48 26 5.2 25 5.0 496 100

③ わ からない 14 8.3 61 36.3 26 15.5 22 2.2 19 113 7 4.2 10 6.0
'9

5.4 168 100

v

` ■
■
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資料2 デー タの 利 用状 況 ・ニー ズ(情 報 分 野 別)

産業 ・経済

動 向

物価 ・消

費 ・労働

経 済 統

計 一 般

金 融

税 務

予算 ・

投 資動 向

各種計画
・ 予 測

業界 ・経

済紙誌他
合 計

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答教 %

L

情

報

の

利

用

目

的

① 諸計 画立案のため 36

.

13.8 19 73 63 24.2 16 6.2 44 169 60 23.1 22. 8.5 260 100

② 諸分析 資料 として 69 176 56 14.3 92 23.5 47 12.0 43 11.0 51 13.0 33 8.4 391 100

③ 経営 の指導 ・診断のため 14 ll.9 13 U.0 28 23.7 21 178 7 5.9 19 16.1 16 13.6 118 100

④ 企業経営のため(技 術開発) 11 21.6 6 11.8 2 3.9 6 11.8 5 9.8 2 39 19 373 51 100

⑤'(生 産 ・販 売関連) 34 22.1 17 11.0 17 11.0 15 9.7 25 16.2 15 9.7 31 24.1 154 100

⑥ 〃(消 費者 ニーズ ・市場関連) 19 16.5 23 20D 12 10.4 7 6.1 15 13.0 9 7.8 30 26.1 115 100

⑦ 〃(原 材料管 理・仕入関連) 12 34.3 7 20⑩ 1 2.9 4 11.4 2 5.7 9 25.7 35 100

⑧ ・(財 務 ・経理 ・労務 関連) 3 3.6 18 21.7 6 72 34 41.0 1 1.2 2 24 19 22.9 83 ▲00

⑨ 行政施策の基礎 資料 として 18 475 4 4.5 29 330 4 45 12 136 18 20.5 3 2.4 88 100

⑩ 教育 ・啓蒙

'

13 178 10 13.7 6 8.0 7 9.6 5 6.8 6 8.2 26 35.4 73 100

⑪ サー ビス提供のため 13 13.4 26 263 16 16.5 7 72 7 72 12 12.4 16 16.5 97 100

⑫ そ の他(具 体的に)

景況把握 32 15.2 32 15.3 35 38 18.1 24 1L4 24 11.4 25 1L9 210' 100
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産 業 ・

経済動 向

物価 ・消

費 ・労働

経 済 統

計 一 般

金 融

税 務

予 算 ・

投 資動向

各種計画
・予 測

業界 ・経

済紙誌他
合 計

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

2

情

報

の

入

手

先

① 新聞 ・雑誌等 53 14.7 56 15.6 35 9.7 38 10.6 46 128 58 16.1 74 20.6 360 100

② 大学調査機関等 1 4.8 1 48 2 9.5 11 524 1 4B 3 14.3 2 9.5 21 100

③ 金融機関 6 5.0 Il 9.2 20 16.7 41 34.2 12 】0.0 26 2L7 4 33 120 100

④ 取引先 ・同業者
'5

15.6
・5・

15.6・ 一.6 18.8
吟

2 63 3 9.4 11 24.4 32 100 、

⑤ 業界団体(組 合等) 37 26.2 22 15.6 7 50 8 5.7 13 9.2 10 7.1 44 31.2 141 100

⑥ 経済団体(道 経連 ・商工会 議所等) 12 10.1 25 21.0 24 20.2 5 4.2 4 34 19 16.0 30 25.2 119 100

⑦ 国 ・地方公共団体 91 23.8 45 11.8 106 ,277 14 2.7 53 139 65 17.0 8 2.1 382 100

⑥ その他(具 体的等)

日本科学技術 情報 センター(JICST) 6

奄

12.8 7 .14.9 5 10.6
・

17 36.2
、

4 8.5 3 6.4 5

,F

10.6 47 100

産 業 ・

経済動向

物 価,消

費 ・労働

経 済 統

計 一 般

金 融

税 務

予算 ・

投資動 向

各種計画
・ 予 測

業界 ・経

済紙誌他 、
合 計

回.答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

3

入

手

媒

体

① 電話 ・面談

、

13 20.3 10 15.6 5 7.8 10 15.6 7 10.9 15 22.4 4 6.2 64 100

② 印刷物 145 17.5 117 14.1 147 17.7 124 14.9 84 】0.1 99 11.9 114 .127 830 100

③ 磁気 テープ(MT) 4 30.0 1 20.0 5 100
'

④ フ ・ ッピ イデ ィス ク 1 100
'

1 100

⑤ フ7ク シ ミ リ
'

3 100 3 100

⑥ オ ン ラ イ ン 2

≡

66.7 1 23.3 3 100

⑦ その他(具 体的 に)

1 10.0 2

'

20.0 1 10.0 1 10.0 3 32.0 1 10.0 1 10.0 10 100

⑱ ■ ■
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産 業 ・

経済動向

物価 ・消

費 ・労働

経 済 統

計 一 般

.金 融.

税 務

予 算 ・

投資動 向.

各種計画
・ 予 測

業界 ・経

済紙 誌他
合 計

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

4
入

手
の

難
易

① 容易に入手で きる 83 174 59 1・2.4 94 19.7 80 16.8 49 10.3 42 8.8 70 14.7 477 100

② 普通である 66 10.4 58 16.2 56 15.6 44 12.3 36 10.0 55 15.2 44 123 359 100

③ 難 しさが ある

,

5 16.1 6 1'9.4

・

3 9.7 1 3.2 6 19.4 8 25.5 2 6.5 31 100

ー

O
－
ー

産 業 ・

経過動 向

物価 ・消

費 ・労働

経 済 統

計 一 般,

金 融

税 務

予算 ・

投 資動向

各種計画
・ 予 測

業 界 ・経

済 紙誌他
合 計

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

5

情

報

の

利

用

方

法

① そのまま利用 104 14.2 88 12.5 123 , 175 ll3 16.1 80 11.4 86 13.2 109 15.5 703 100

② 単純集計 33 23.7 21 18.9 22 19.8 12 10.8 11 9.9 6 5.4 .6 54 111 100

③ グラフ化 12 176 9 13.2 13 19.1 7 10.3 14 20.6 10 4.0 3 4.4 68 100

④ 統計分析処理 31 223 29 209 31 22.3 13 9.4 18 129 12 8.6 5 3.6 139 100

⑤ その他(具 体的に)

4 571 1 143 2 22.6 100



産 業 ・

経済動向

物 価 ・消

費 ・労働

経 済 統

計 一 般

金 融

税 務

予 算 ・

投資動向

各種計画
・ 予 測

業界 ・経

済紙 誌他
合 計

回答数 % 回答数 % 回答数 %』 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

6

デ

ー

タ

の

保

存

方

法

①1回 限 り 34 16.3 32 15.4 32 15.4
『24

115 31 149 26 12.5 29 139 208 100

② ファイル保存 117 18.1 88 13.6 118 18.2 103 15.9 59 9.1 77 1L9 86 12.2 648 100

③ 磁気媒体 MT 4 19.0 7 23.3 4 19.0 3 143
'

1 4.8 1 48 1 4.0 21 100

FD 1 12.5 .3 375 1 127
-

・2 25.O
I

1 12.5 " 8 100

DISK 2 15.4 6 46.2 1 77 3 22.1 1 77
A

13 100

l

O
N
ー

産 業 ・

経済動 向

物価 ・消

費 ・労働

経 統

計 一一 般

金 融

税 務

予 算 ・

投 資動向

各種計画
・ 予 測

業 界 ・経

済紙誌他
合 計

回答数 % 回答数 % 回答数 %、 回答数 % 1司若 君 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

7

必

要

度

① きわめて必要 62 16.2 53 13.9 63 16.7 59 15.5 53 138 54 14.2 37 9.7 381 100

② ある程度必要 97 18.8 74 14.3 97 18.8 69 13.4 44 8.5 55- 10.7 80 15.5 516 100

③ その他

1 143 1 14.3 2 28.6 1 143 2 28.6 7 100

産 業 ・

経済動向

物価 ・消

費 ・労働

経 済 統

計 一 般

金 融

税 務

予 算 ・

投資動 向

各種計画
・ 予 測

業界 ・経

済紙誌他
合 計

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

8
オ
ン

希う
望イ
有ン
勉

① あり .24 13.7 37 21.1 22 】2.5 40 22.8 20 1L4 i8
.

10.2 14 8.0 175 100

② な し 93 18.7 51

'

10.2 92 18.5 56 11.2 59 11.8 66 133 79 15.9 496 100

③ わか らない 33 19.6 26 15.4 38 22.6 21 12.5 15 8.9 18 10.7 17 10.1 168 100

● ◆ ●



ー

切
●
1

■

資 料5今 後 必要 とす る デー タ名

デ ー タ 名

(統 計 名,資 料名)
利 用 目 的 入手希望媒体

オン ライン

希望の有無
備 考

(公 的 機 関)

商 業 統計 調 査 販売統計資料

主 要経 済 指標 〃

経 済 見 通 し 〃

統計調査対象事業所名簿,セ ンサス等

各種団体所属事業所名簿

＼

地区別連関表作 成

地区別経済見通 し作成

ノ

テ ー プ 有

以上 を関係づけるシステ ム

各行政機関,各 種団体が調査する統計
の市町村別集計量

同 上 テ ー プ 無

全 道 企 業 名簿 企業集積分析,市 場調査 印 刷 物 等
一

SMIRS
中小企業事業団の中小企業関連
情報検索

(情 報 センター)

CPU端 末

(情 報センター)

有

NEEDS-IR 日本経済新聞社の記事検索
(〃)

〃

(〃)

有



ー

O
《

ー

デ 一 夕 名

(紡 計名,資 料名)
利 用 目 的 入手希望媒体 オ ンライン

希望 の有無
備 考

TSR
東京商工 リサーチの企業属性企
業財務状況の検索

(情 報 センター)

CPU端 末

(情 報 センター)

有

市内企業総合情報
、

行政施策の基礎資料 フ ロ ッピ イデ ィス ク 無
市内企業の業種別従業員数,
資本金等のデータ

市 内企i業の進 出,転 出情報 〃 印 刷 物 無
≡

(各 種 団 体)

景気動向見通しに係わる判断資料 意見要望活動 国,地 方公共団体

地域振興 ・活性化に係わる施策の遂行
状況

〃 〃

レファレンス機能に関す るデータ 有

任意組織のサークル グループ等の名称
・活動に関す るデー タ 無

情報 の人的 ネットワークに関す るデータ 無

事 業所 統 計 商工業者数の把握 国,地 方公共団体 無



ー

㎝
m

ー

■

デ ー タ 名

(統 計名,資 料名)
利 用 目 的 入手希望媒体

オ ンライン

希望の有無
備 考

消費動向調査,買 物調査
〉

経営指導 国,地 方公共団体 無

北海道電力需給統計

株 価 ・地 価 当 ク ラ ブ で

北海道総合計画(道 発展新北海道,地
域 ビジョン 事 業 の 参考

各種名簿等(人 名録,会 社名鑑)

業 界 デ ー タ ベ ー ス 組合員に情報提供 電 話 回線 有

購 買 ・情 報 販売するため 印 刷 物 有 ■

道内 市内景況度 市場 の 調 査 〃

、

有

個別企業のデー タ サー ビス提供のため等

プ ロ ジ ェ ク ト 企画参入 ・早期対応 調査機関の速報 大 ・中 ・小 ・地 域,特 性

イ ベ ン ト 〃 〃



ー

O
①

ー

デ 一 夕 名

(統 計 名,資 料名)
利 用 目 的 入手希望媒体

オン ライン

希望 の有無
備 考

地 域 民 間工事 民間工事の実績早期キャッチ
印刷
これに準ず るもの

有

〃 需 要 〃 見通 し 〃
主として建築工事における計画
的施設の予測

建設工事技術,工 法

一

施工技術の進歩向上 〃 機械化,技 術革新を含む

(製 造 業)

公共工事の動向,発 注率
一

北海道総合計画(道 発展,新 北海道,

地 域 ビジョン
販 売 資 料

市町村振興計画

経済見通 し(全 国,北 海道)

o

テ レ フ ォ ン シ ョ ップ 需 要 変 化 対応 印 刷 物 有

通 信 販 売 受 註 開 発 〃 有

v



一

口
や
ー

■

デ ー タ 名

(統 計名 ・資料名)
利 用 目 的 入手希望媒体

オン ライン

希望の有無
備 考

医療(輸 血)情 報 血液の安定確保,他 医 療 機 関 有

市 場 情 報 販 売 戦 略 MT 有

'P-

生産技術 情報 技術 ノ ウハウが一般 に解放 され

る事に より社内技術 を高め る
有 デ ー タ ー セ ン タ ー と の 連 絡

牛乳 ・乳製品統計 原 料 仕 入 月 刊 誌 等 無

エネルギー統計 熱 料 ・ 動 力 〃 無

農 作 物 統 計 原 料 仕 入' 〃 無

消費者動向調査,買 い物調査 販 売 企 画 〃 無

経済見通し(全 国,北 海道) 〃 〃 無

(建 設 業)

物 価 資 料



1

切
◎◎

ー

デ 一 夕 名

(統 計名,資 料名)
利 用 目 的 入手希望媒体

オンライン

希望の有無
備 考

北 海 道総 合 計画

市町村振興 計画
F

、工 業 再 認 置 計 画 一 『"

A.,"→,, 一.「 一.一 一 A一

プ ←

工場立地動向調査適地調査

各'種 名 簿 等 新規 取 引調 査
印 刷 物
ファク シミリ

三 無

公共 工事動 向 営 業 計 画 〃 無

(卸 ・ 小 売 業)

農 作 物 統 計
市場関連

企業経営のため販売関連
オ ン ラ イ ン 有

農 業 基 本調査 〃 〃 〃 有

自動車登録台数 μ" 〃 有

●



一

朝
Φ

ー

■

デ ー タ 名

(統 計名,資 料 名)
利 用 目 的 入手希望媒体

オ ンライン

希望 の有無 『
備 考

異 業 種 情 報 サ ー ビス 提 供 オンライン接続 有

(運 輸 ・ 倉 庫 業)

,一 、

観光客入込み調査 便 数 計 画 等

北海道総合計 画 需 要 予 測 等

(公 益 ・ 金 融 業)

各種データで地方公共団体等の総体で
は なく,更 に地域別に細分化した もの一

諸計画立案∴営業推進 印 刷 物 無

景気動向指数(道 内版) 諸 分析 資 料 無

GNPの 道 内版 〃 無

第三次産業粗資本ス トック(KP3) 〃 無



ー

Φ
O

ー

デ 一 夕 名

(統 計名,資 料名)
利 用 目 的

'

入手希望媒体
オン ライン

希望 の有無
備 考

(大 学 ・情報サー ビス業) 一

北海道地区ハード・ソフト企業一覧 経営方針 ・計画 ハ ー ド コ ピ ー 無 通産局の台帳に全て登録が必要

業種別の初任給ならびに年令別給与一
覧(年 度別)

・ ← 一

人 事 計 画 〃 無"
商工会議所で発行しているもの
があるが,業 種別に木目細か く

工 業 統計 調 査 デ ー タ ベ ー ス 用^ MT 無

商業 統計 調 査 〃 〃 無

北海道消費者物価指数 〃 〃 無

札幌市卸売物価指数概況 〃 〃 無

事 業 所 統 計 〃
『

〃 無

主 要経 済 指 標 〃 〃 無

ビジ硫スサーベ イ 〃 〃 無

統 計 サ ッ ポ ロ
♂

〃 〃 無



一

合

ー

●

デ ー タ 名

(統 計名,資 料 名)
利 用 目 的 入手希望媒体

オンライン

希望の有無
備 考

地域経済総覧 デ ー タ ベ ー ス 用 MT 無

各 種 世論 調査 〃 〃 無

業界紙,団 体誌 〃 〃 無

各種名簿等(人 名録,会 社名鑑) 〃 〃 無

北海道開発事業予算額 〃 〃 無

地 方 自治 体 予算 〃 〃 無

公共工事の動向,発 注率 〃 〃 無

各 種 世 論 調 査 研 究 〃 無

投 資 情 報 〃 有

内外 景 気情 報 〃 有

経 済 金 融 動 向 〃 有



1

デ ー タ 名

(統 計名,資 料 名)
利 用 目 的 入手希望媒体

オン ライン

希望の有無
備 考

企業 分析 情報 研 究 有

高 校生 意識 調 査 カ リキュラム編成

大 学 生 〃
〃

, '「

`

国立国会図書館図書 文 献 検 索 MT 右

会 社 名 鑑 就 職 情 報 〃 有

ー

Φ
N

l



資料4札 幌 圏におけ る地域産業情報流通に駕 す るアンケー ト調査票
(提 出期限 昭和59年12月10日 まで)

●

機関(会 社)名

所 在 地

連 絡 先 (氏 名)電 話

恐 縮 です が,以 下 の 質 問 に 泊 答え くだ さい。 該 当事 項 に○ 印を つ け て い さい。

(コ ン ピュー タ 導入 お よ び オ ン ラ イン状 況 調 査)

Q1-1貴 社(機 関)で は.コ ン ビ=.一 夕(パ ソ コン,

1.導 入 してい る(導 入 時 期 は,年
,月)

2.導 入 してい な いが,近 い 将来 導入 計 画が あ る(導 入 計 画 の 時期 は,

3.導 入 してvaなveし,計 画 も ない 。'

札幌圏 とは

・札幌市 ・江別市 ・千歳市

・恵庭市 ・広島市 ・石狩市

・当別町 ・厚田村 ・新篠津村

・浜益村 の各市町村と します。'

オフコンを含み,製 造工程制御用を除 く)を

年 月)。

、
Ql-2コ ンピュータが導入され ている場合は,そ の現状を,導 入 していないが将来9t画 が ある場合は,.そ の計画について記

入 して ください。(札 幌圏に所在するものに限る)o

① コンピュータの機種 名,主 記憶容 量,台 数な ど

三夕
ピ本

|ユ体

機 種 名

主記憶容量 KB KB KB KB KB

台 数

デ ク
ィ装
ス置
記憶容 量 KB

、

MB MB MB MB

磁

気 プ
テ装
1置

台 数 含

記録密 度 BPI BPI BPI BPI BPI

トラ ック数
.

「

② フ ロ ッ ピィデ ィ ス クは,次 の どれ をお 使 い で すか 。

1.片 面単 密2.片 面 倍密3,両 面 単 密4.両 面 倍 密

③ 端末 機(多 機 能 端 末機 を 除 く)の 台 数 は,何 台で す か。'
(台)

(オ ン ライ ンに よる 業務 処 理)

Q1-3貴 社(機 関)で は コン ピュー タに よ る オ ン ラdン の業 務処 理 を 行 って い ます か。

1.行 っ てい る。2.行 ってい なve。

'

<行 っている場合>

1.本 社 と支店 間で行って いる。4.異 業種他 社と行ってい る。

2.支 店 と支店 間で行ってい る。5.情 報 サービス機関 と行 って いる。

3,同 業他社 と行っている。6.そ の他()。

<行 っていない場 合>

1、 現在オ ンラインシステムを構築 中で ある(そ の相手:)。

2近ve将 来(3年 以 内程度)実 施する予定である(そ の相手:)。

3.現 在の ところ予定はない。

(デ ー タの利用状況,ニ ーズ調査)

Q2-1貴 社(機 関)が 実際に利用 している地域 産業情報の利用状況等について 男ll紙の 「デー タ(統 計名等)一 覧表」を参

照の うえ,質 問にお答え くだ さい。

① 最 も よく利用 しているデータ名を男|1紙の 「デー タ(統 計 名等)一 覧表」か ら,10個 以内選択 していただき,調 査

表 の表顕(上 部)に そ の番号 を記入 して ください。(例1)。
'

別紙にないデ ータ名に つveて は,番 号にかえて,そ のデ ータ名を記入 して ください(例2)。

② ① により表顕に記入されたデータ名それぞれ について,表 側(左 側)の 質問にま堪 え ください。

回答項 目は,① ～⑫ の ように用 意されていますので,該 当欄κ○ 印をつ げて ください。

そ れ以外の回答 の場合には,そ の他の欄 に記入 し,デ ー タとの交点に○ 印をつけて ください。

(う ら面につづ く)

一63一



(デ ー タ の 利 用 状 況 ・ ニ ー ズ 調 査)

統計デ ータ名
、

調 査 区 分

貴社(機 関)で よく使われるデータ(統 計)名(男lj紙 の番号を記入のこと)

例1

01

例2
技
術
情
報

a b C d e f 9 h i j

1

情

報

の

利

用

目

的

① 諸計画立案のため

② 諸分析 資料 と して

マ

③ 経営の指導 ・診断の ため

④ 企業経営のため(技 術開発) ○

⑤'(生 産 ・販売関連) ○

⑥ ・(消 費者ニーズ ・市場関連)

⑦ 〃(原 材料 管理 ・仕入 関連)

⑧ ・(財 務 ・経理 ・労務 関連)

⑨ 行政施策の基礎資料として
"

A

⑩ 教育 ・啓蒙

◎ サー ビス提 供のため

⑫ その他(具 体的に)

景況把握
○ 、

ヲ

2

情

報

の

入

手

先

① 新聞 ・雑誌等 ○

② 大学調査機関等
,

③ 金融機関 .

④ 取引先 ・同業者 ←
・

⑤ 業界団体(組 合等)
L.

、

⑥ 経済 団体(道 経連 ・商工会議所等)

⑦ 国 ・地方 公共団体 ○

⑥ その他(具 体的に)

日本科学技術情報 セ ンター(JICST)
○

.

3

入

手

媒

体

① 電話 ・面 談
.

② 印 刷 物 ○

③ 磁気テ ープ(MT)

④ フ ロップ ィデ ィス ク

⑤7ァ ク シ ミ リ

⑥ オ ン ラ イ ン ○

⑦ その他(具 体的に)

1.
① 容 易に入手で きる ○

② 普通で ある ○

③ 難 しさ がある

、

5
情

碧
利.
用
方
法

① そのまま利用 .○

② 単純集言†

③ グラフ化 ○

④ 統計分析処理

⑤ そ の他(具 体的に)

、

、
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`

統計 データ名

調 査 区 分

貴社(機 関)で よく使われるデータ(編 †)名(男|」紙の番号を記入のこと)

例1

01

例2
技
術
情
報

a b e d e f 9 h i 」

膓

ム
の
保方存法

ε)1回 限 り
・

② プアイル保存 ○ ○

3)磁 気媒体 MT

FD
←

○

DISK ・

7

必

要

度

① きわめて必要

② ある程度必要 ○ ○

③ そ の 他

;
ラ

膓
の 希
望

① あ り ○

② な し'

'

3)わ か らない

Q2-2現 在は利用 していないが,今 後利用 したvaデ ー タ,又 は今後の機関(企 業)活 動のために必要となる地域産業情報

には,ど んなデー タが あると考 えられます か。

下表にデ ータ名,利 用 目的 等差 し支えない範囲で記入 して ください。

今後必要 とするデータ名

,

■

デ 一 タ
'

(統 計名,資 料名)

名
利 用 目 的 入手希望媒体

オ ンライン

希望 の有無
備 考

一 一

,

`

(う ら面 につづ く)
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(オ ンライン化意識書眉査 ～

近年,通 信回線を介 した ・ン ピュ ータ利用技術の進郷 よ娼 社(機 関)内 オ・ラインシステ・のみ ならず ・VANva

み られるよ うな新たな形態に よる情報流通 シス テムの芽生えが うかが えます。

一 方,地 域振興を促 すための手段 としての高度情報通信 システ ムの利用について各方面で論議される機会が多 くな って

きて 唾 す。 このような背景 のもと,地 域の自立を発展促進 させるための情報流通を促進するため・桃 園 に斯 る地域

産業情報流通のオンラインネ ットワークシステムを考えた場 合,下 図 に示す ような種 々の形態 を促進す ることが 可能か と

思われ ます.下 図の想定図を参考 に以下の難 自 答下さい.(形 鰍 は とらわれな くそ結構 で'す)・

(図L1),(図 一2).・(図 一3)・(図 一4)

〇
一別企皐(徴 閃)問 を直接鎗ぶ形8

センター

一

中央にセンターを殴直し企漠(捷閃)公 的性格を縛つ偲間間を結び企累は

がモのセンタ_と鰭ぶ彫目 必要とする喘 を鯛 朋 する形日

田・.BtS体 等 持

研見所等

餌 経済団体

各種団体等

全量及び各原図が相互に頂相の環通

を行う杉田

Q3-1地 域産 業 情報 の オ ン ラ イン ネ ッ トワ ーク に よ る流 通 に つ いて,ど の よ うに か考 え で す か。

1)・ 関 心 は あ る。3)・ 関心 が な い。

2).何 と もい えrkv・ 。4)・ そ の他()。

Q3-2オ ン ライ ン ネ ッ トワー クに よる 地域 産 業 情 報流 通 が可 能 とな っ た場 合,貴 機 関 では どの よ うな メ リッ トが あ る と

お 考 え です か。2つ お答 え下 さ い。

1).情 報 流通 の 即時 性 ・迅 速性 。5)・ 継 続 的 な 情 報流 通 。1

2)・ 情 報 の正 確 性。6)・ コ ス ト ・労 力 の軽 減。

3).情 報 の二 次加 工 ・高 度 利 用 が 可能)7)・ そ の他()。

4).大 量デ ー タの 流通 。

Q3-3オ ・ ラィ ・ ネ 。 ト・一 クに よ る地域 産業 情 報 流 通 が 可能 と な・ た 場合 ・そ れ を利 用 す るvaあftb注 意 す べ き事 項

は どの よ うな 。と と 培 え で す か。2つs・rgえ 下 さい。:

1).プ ライ バ シー の保 護。4)・ 民 間 情 報 サ ー ビス産 業 との兼 ね あ い。

2).・ ス ト学 力の 負担設定 の族5)・ そ の他(!・

3)・ 障害発生時のデータの保護。

Q3-4札 幌圏を対 象 とす る地域 産業情報の オンラインネットワーク構 築の可能性 についてど うお考えですか。

1)・ 条件が整えば近い将来 可能)3)・ 解 決す べき諸課題が多 く難 しい。

・2)・ オン ライン化 は望ま しいがまだ先。4)・ 必要 がなve。

Q3_5札 幌圏に 紺 る地域情 報のオ ・ライ・に よる情輌 通 システ・構築に関 し,人 的面'技 術面'云 ト面等につ

いて御意見 ・御要望など何 で も結構ですので,御 記入下さい。

御協 力 ありがと うございました。
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首都 圏経 済情 報流通 調査
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1調 査研究の概要

1.1調 査 研 究 の 目 的

全 国の4割 経済圏で ある関信越 地域には首都で あり日本経済 の中枢である東京都,及 びこれを と

りま く千 葉,埼 玉,神 奈川等首都 圏 とその周辺 に位置 する7県 が存在 してい る。

首都圏に おいては技術革新 と情報化 がきわめ て進んでい る。

情報化の進 展の状況 をみ るどコン ピュータ設置台数 では昭和53年 度 か ら57年 度 までの4年 間

に2.35倍(全 国2、18倍)の 増加,ま た情報 サー ビス業の うちソフトウェア開発企業 は全国の5

7.7%を 占めてい る。

産業分野では市場 ニ ーズの多様化,高 度化,短 くな る商 品寿命,熟 練労働力の不足な どさまざま

な課 題が生 じてk・ りこれに対応す るためFA化,LAN(企 業 内情報通信網),あ るいはCATV

事 業 へ の参入,VAN事 業 の展開な どが進んでいる。

また,技 術革新に伴 って変化する産業構造及 び社会 ニーズに対応した経営戦略の ため の管理 中枢

機 能 も首都圏 に集 中 してお り,地 域の構造データ,生 産,消 費活動に対す るデー タ等首都圏経済情

報 に対す る要望は非 常 に強 い ものがある。 こうした ニーズを踏まえ,正 確,詳 細 な一次情報,あ る

いは加工 された二次情報 を可能な限 り迅速に流通 させるためには,今 後 オ ンラインによるネッ トワ

ーク化が必要 不可欠 である。

当地域委員会では,首 都圏が今後 とも,地 域発展,国 の発展の中心 として活躍 し,ま た均衡の と

れた国土発展に貢献 してい くための役割 ・課題 をさ ぐりつつ,そ のためには今後 どの ような情報 シ

ステムを構築すべ きかについて検討 しオンラインネッ トワークに よる首都圏経済情報流通 システム

の ビジ 。ンを作成 す るとともに,そ の形成 のための具体的方策を研究す ることを目的 とす る。

●

■

1.2研 究 項 目

(1)地 方 公共 団体,企 業,商 工団体の情報ニ ーズ調査(59年 度)

首 都 圏の地域特性 か ら必要 とされ る情報でかつ最 もネッ トワークの実現性の高い数 値情報(統

計情報)を 中心 に情報 ニーズを調査 する。併せて,オ ンライン情報流通促進のための方策 シス

テ ム形態等について も調査す る。

(2)現 状 分析

イ.前 記調査 の結果 を もとに オン ライン流通 が必要な経済情報,流 通 の可能性,流 通 の対 象範囲

条 件等について とりまとめるo(59年 度)

ロ.オ ン ラインに よる経済情報流通を促進するに あた って技術的,社 会的,制 度的 な問題 点及 び

課 題 を明 らかにする。(59年 度 一61年 度)

ハ.経 済情報作成機 関,流 通機関,利 用機関等 ネッ トワー クを実現す るにあた っての実現 ステ ッ

プ,実 現方法 につ いて検討 する。(59年 度 一61年 度)

(3)首 都 圏情報の整備 及び流通 に必要な通信技術等の利用に関 する調査 研究。(60年 度)
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情報処理 システム,通 信 ・伝送 システ ムな どの新 しい技術 について調査す るとともに首都圏に

おけ る情報の流通 と活用 方法 を検討 する。

1.3推 進 体 制

委員会構成メンバー:

東京商工会議所,首 都圏の都県(東 京,千 葉,埼 玉,神 奈川)

公庫,東 京電力㈱,東 京通商産業局,㈱ 日本情報処理開発協会

日本開発銀行,中 小企業金融

◆

頓
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2ア ンケ ー ト調 査 の概 要

2.1調 査 の 概 要

2.1.1調 査趣 旨

情報化が急速に進展す るなかで情報 ネッ トワークを含めた情 報流通 システ ムのあ り方が注 目さ

れつつ ある。

関信越地域委員会 では地 域経済情報 の有効活用を図 るための手段 と して将来的 には オンライン

に よる分散型 ネットワークが必要で あると考 え,そ の促進 のための方法論 について検討す ること

とした。

オンラインネッ トワー ク化の必要性 につ いては様 々な見解が あるが,最 も重要 と思われるのは

情報発生源に よる情報 の整備 ・オン ラインに よる提供体制の確立 とい う点である。 なぜな ら情報

発生 源の組織,な い しは機関が一番デ ータ内容 を知 っており,そ の意味で正確性 の保持が期待で

きる。経済的 効果 とい う点か らは データ作成のための二重投資がさけられ る。 迅速性 とい う点で

も情報発生源か らのデ ータ入手が当然早い。

そのほか利用者側か らみれば情報 の内容が印刷物に比べて細か く提供 される こともあ り,利 便

性 が高いとい う事 も考 え られる。

この ようにオ ンライン化は情報発生源か らのデー タを最 も有効に利用 出来得 る手段 と思われる。

しか し,オ ンライン化を進 めるにあたっては様々な検討課題が ある。

まず,ニ ーズが どの程度 あるか,ま た需要 を満たす環境が どの程度整備 されてい るか,を 分析

し,オ ンライン化促進のための技術的,経 済 的側面,社 会制度等の検討 を行 う必要がある。

59年 度 のアンケー ト調査 は首都圏経済情報 のオ ンライン化 をどう促進す るか とい う見地か ら

首都圏経済情報に対 するニーズ分析 ・環境整備 の度合 い等を調べた ものである。

■

●

2.1.2調 査 内容

主な調査項 目は次の10点 で ある。

① 首都圏地域 経済統計情報 利用状況

② 〃 利用特性

③ 〃 利用上の問題点

④ 〃 オン ライン化希望 の有無

⑤ 今後 必要 とな る地域経済 統計情報等

⑥ 情報入手に あた って具備すべ き要件

⑦ 首都圏 オンラインネッ トワー クを可能 とする諸条件

⑧ 首都 圏オ ンラインネッ トワークに よる情報入手の メリット,問 題点,課 題

⑨ 首都圏オン ラインネットワー クの可能性について

⑩ 首都 圏 オンラインネ ッ トワークへ の参加意識
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2.1.5調 査 対象機関'

首 都圏の都県,特 別区,市,商 工会議所 ・中小企業団体,銀 行等金融機関,企 業(協 会,団 体,

新 聞社等),シ ン クタンク,国 等約180機 関

2.1.4ア ンケー ト回収結果

アンケー ト発送数 と回収結果は表2-1の とお りで ある。

表2-1ア ン ケー ト回収結果

< 都 ・県

特 別 区

市

商工会議所
中小企業団
体 中 央 会

銀 行 等

金融機関

「

シンクタンク 民 間 国 計

発 送 数 4 47 26 41 29 28 8 183

回 収 数 4 34 21 29 17 14 4 123

回収率(% 100 72.3 80.8 70.7 58.6 50.0 50.0 67.2

2.2結 果 の 概 要

アンケー ト調査 に際 しては,表2-2の 様 に34分 類 に統計分野を分か ち,調 査を実施 した。 ま

た,送 付先 につい ては表2-3の7分 類に区分けしてい る。以下,こ の分類に基づき説明を行 う。

2.2.1利 用現況

統計 データの利用現況 を捉 え るために,統 計分野の別,統 計名別,目 的別の観点 より利用現状

を考察 したい。

(1)統 計 分野別統計利用状況

表2-4は どの様 な統計分野が利用 されているかを集計 した ものである。

第3次 産 業及 び貿 易関係の情報が多 く利用されてtoり,「 商業貿易」の97件,「 通貨 ・

金融及 び保険」の31件 が 目立 っている。基礎 資料 と目される 「土地」 「人 口」の分野は,幅

広 く利用されてい る。 「賃金」 ・ 「家計」 ・ 「財政」 を合せて考える と,利 用の頻度 は高い。

企業 まわ りの情報で ある 「事業所」 「製造業」丁企業 及び経営」が高い頻度 となって お り,

「物価」 も加え ると,29.6%の 高率になる。

② 統計名別利用状況

表2-5は,個 々 の統 計 名別の利用頻度 をみ た ものである。商工情報 の基礎 的資料 と目さ

れ る 「商業統計」 「事業所統計」 「工業 統計」が概 して高い頻度 となっている。 「国勢調査」

は第3位 の頻度 となってk－り,商 工情報 と伯仲 してい る。

e

■

●
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表2-2統 計 分野一覧

●

01土 地

03人 口

05事 業 所

07林 業

09鉱 業

11建ov業

13産 業 活動 関係 指数

15運 輸 及 び 通 信

17サ ビ ス 業

19通 貨 ・金融及 び保険

21賃 金

23住 居

25国 民 及 び県 民共 済

27保 健 衛 生

29社 会 及 び 文 化

31司 法 及 び 警 察

33国 際 統 計

02気 象

04労 働

06農 業

08水 産 業

10製P業

12電 気 ・ガス及び水道

14物 資 需要 及 び流通

16商 業 及 び 貿 易

18企 業 及 び 経 営

20物 価

22家 計

24財 政

26社 会 保 障

28教 育

30公 務 員 及 び 選 挙

32災 害 及 び 事 故

34総 合 及 び そ の 他

表2-3機 関類区分

?

◆

01都 ・ 県

02特 別 区 ・市

03商 工会議所 ・中小企業団体

04銀 行及び金融機関等

05シ ン ク タ ン ク

06民 間

07国 の 機 関
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表2-4統 計分野別利用頻度 表2-5統 計名別利用頻度

統 計 分 野 利用統計数 率 統 計 名 利用頻度数

01土 地 25 2.2 商 業 統 計 73

02気 象 1 0.1 事 業 所 統 計 70

03人 口 127 ll.3
国 勢 調 査 65

04労 働 4】 3.7 工 業 統 計 63

05事 業 所 65 5.8
消 費 者 物 価.指 数 57

06農 業 16 L4 家 計 調 査 53

07林 業 1 0.1 国 民 所 得'統'計 52

08水 産 業 0 0
卸 売 物 価 指 数 40

09鉱 業 4 0.4 人 口 動 態 調 査 38

10製 造 業 85 7.6 鉱工業生産出荷在庫指数 35

ll建 設 業 27 2.4 景 気 動 向 指 数 30

12電 気 ・ガ ス及 び水 道 2 0.2 建 築 着 工 統 計 28

13産 業 活 動 105 9.4
法 人 企 業 統 計 26

14物 資需 要 及 び流 通 17 1.5
県 民 所 得 統 計 25

15運 輸 及 び 通 信 5 0.5
住 宅 統 計 25

16商 業 及 び 貿 易 97 8.7 百 貨 店 販 売 統 計 22

17サ ー ビ ス 業 17 .L5 全 国 推 計 人 口 21

18企 業 及 び 経 営 67 6.0 地 方 財 政 統 計 21

19通 貨 ・金融及び保険 31 2.8
毎 月 勤 労 統 計 19

20物 貨 115 10.3 '貯 蓄 動 向 調 査
19

21賃 金 38 3.4 地 価 情 報 17

22家 計 69 6.2 小 売 物 価 統 計 15

23住 居 35 3」, 国 際 収 支 表 15

24財 政 24 2.1 消 費 者 動 向 調 査. 15

25国 民 及 び 県民 共済 78 7.0 主要 ・中小企業 短期経済予測. 15

26社 会 保 障 1 0.1 産 業 関 連 表 14

27保 健 衛 生 0 0 日 本 外 国 貿 易 統 計 14

28教 育 2 0.2 農 林 業 セ ン サ ス 14

29社 会 及 び 文 化 0 0
民 間 給 与 実 体 調 査 14

30公 務 員 及 び 選 挙 2 0.2 労 働 力 調 査 12

31司 法 及 び 警 察 0 0 機 械 受 注 実 績 調 査 12

32災 害 及 び 事 故 0 0' 就 業 構 造 基 本 調 査 10

33国 際 統 計 7 0.6 雇 用 動 向 調 査 10

34総 合 及 び そ の 他 f7 L5 主要企業経営分 析調 査 9

輸 出 確 認 統 計 7

全 国 消 費 実 態 調 査 6

資 金 循 環 勘 定 6

建 設 工 事 着 工 統 計 5

建 設 工 事 受 注 統 計 5

賃 金 構 造 基 本 調 査 5

●

■

●

一74一



表2-6は,統 計 名 単位 で か つ,利 用 主体 の 類型別 での利用の傾向をみ た ものである。

但 し,利 用頻度10件 以 上の ものに限 っている。

利用主体別 に利用頻度 をみ ると,都 県は 「事業所統計」 「工業統計」,特 別区 ・市は 「国勢調

査 」,商 工 会議所等は 「商業統計」,銀 行及 び金融機 関等は 「家計調査」,シ ンクタンクは 「国

勢調査」,民 間は 「国民所得統計」,国 の機 関は 「家計調査 」 「県民所得統計」が,各 々高い頻

度を示 して いるo

表2-6'統 計 名 ・機関類別利用現況

統 計 名
利用頻度 OI都 県 02特 別区市 03商 工会議所

・中小企業団体
04銀 行及び金

融機関等

05シ ンクタンク 06民 間 07国 の機

関
w

商 業 統 言十 73 2 30 18 14 7 2 0

事 業 所 統 計 70 4 27 16 ll 8 3 r

国 勢 調 査 65 2 31 7 7 10 6 2

工 業 統 計 63 4 25 12 11 6 5 0

消 費 者 物 価 指 数 57 1 22 9 11 5 7 2

家 計 調 査 53 2 5 12 21 7 3 3

国 民 所 得 統 計 52 1 8 4 20 6 11 2

卸 売 物 価 指.数 40 1 7 6 13 5 8 0

人 目 動 態 調 査 38 1 18 3 5 4 5 2

鉱工業 生産 出荷在庫指数 35 2 1 6 17 2 5 2

景 気 動 向 縮 数 30 1 6 6 12 1 4 0

建 築 着 工 統 計 28 1 4 5 7 4 5 2

法 人 企 業 統 計 26 0 0 0 18 2 5 1

県 民 所 得 統 計 25 3 3 4 7 3 2 3

住 宅 統 計 25 1 1 1 3 7 1 1

百 貨 店 販 売 統 計 22 1 2 8 6 1 2 2

全 国 推 計 人 口 21 1 8 2 0 3 5 2

地 方 財 政 統 計 21 1 15 0 3 2 0 0

毎 月 勤 労 統 計 19 3 2 4 3 1 5 1

貯 蓄 動 向 調 査 19 0 0 0 15 2 1 1

地 価 情 報 17 1 5 1 6 2 2 .0

小 売 物 価 統 計 15 1 6 6 1 0 1 0

国 際 収 支 表 15
'0

0 0 10 3 1 1

消 費 者 動 向 調 査 15 1 6 6 1 0 1 0

主要 ・中小企業短期経済予測 15 0 0 2 10 1 1 1

産 業 関 連 表 14 1 1 2 0 6 3 1

日 本 外 国 貿 易 統 計 14 0 0 1 6 2 5 0

農 林 業 セ ン サ ス 14 1 9 1 0 2 1 0

民 間 給 与 実 態 調 査 14 0 0 4 1 2 6 |

労 働 力 調 査 12 0 4 2 0 2 3 1

機 械 受 注 実 績 調 査 12 0 o 1 6 0 3 2

就 業 構 造 基 本 調 査 10 0 7 1 0 2 0 0

雇 用 動 向 調 査 10 1 1 3 0 2 3 0

 

,
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(3)利 用 目的

統計の利用 目的を,2つ の視点か ら考えたい。第1は,利 用主体はいか なる目的をもって統

計 データを利用 してい るか(表2-7(a),(b)),第2は,統 計分野 ごとにみて,利 用 の 目

的 の傾向は どうか(表2-8(a),(b),(c))で あ る。

第1の 観 点か らみる と,第1位 は 「研究調査 のため」,第2位 は 「諸計画の立案の ため」 と

なっている。両者 とも,利 用主体において,意 思 ・政策 の決定段階で使用 されてお り,社 会活

動 には,統 計情 報利用は欠 くことが できない ことが分かる。特別区 ・市に比べて公的機 関の類

型 に入 りなが ら国のブ ロック機関は 「研究調査 のため」 との回答が多かったのは特徴的である。

統計 分野別にみる と,人 口,製 造業,産 業 活動一般,商 業及び貿易,物 価,国 民及 び県民経

済関連の情報 ニーズが高 く,こ れ らの構造 デ ータはすでに述べた ように,「 諸計画立案のため」

「研究調査 のため」に利用 され ることが多い。

利用 目的 と統計分野の クロスで企業 ニーズをみると,「 企業経営のため(原 材料管理 ・仕入

関連)」 には 「物価」情報,「 企業経営のため(消 費者ニーズ ・市場 関連)」 には 「人 口 」

「家計」情報,「 企業経営のため(生 産 ・販売関連)」 には 「製造業 」情報,「 企業経営 のた

め(財 務,経 理 ・労務関連)」 には 「賃金」情報 が よく使われている。 また,公 的機関の 「経営

の指導 ・診断のため」の情報ニーズとしては 「製造業」 「商業 及び貿易」 「企業 及び経営」等

の情報がよ く使われてい る。

4
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表2-7(a)機 関 類 別 利 用 の 目 的
因 実 数

1諸 計画立
案のため

2研 究調査
の ため

3f青 報サー
ビスのため

4教 育 ・教

養のため

5経 営 の指

導 ・診断の
ため

6企 業経営
のため(原

材料管理 ・
仕入関連)

7企 業経営
のため(技

術開発)

8企 業経営
のため(消

費者 ニーズ
・市場関連)

9企 業経営
の ため(生

産 ・販売関
連)

10企 業経営
のため(財

務 ・経理 ・
労務関連)

11行 政施策
の基礎資料

として

12そ の他

合 計

01都 県 11 3 9 0 0 0 0 0 0 0 32 3 58

02特 別 区 ・ 市 】89 144 55 2 24 0 1 4 2 2 227 0 650

03商 工会議所 ・中小企業団体 36 107 86 2 64 2 0 30 22 8 19 4 380

04銀 行 及 び 金 融 機 関 等 129 241 77 0 27 1 4 87 21 9 7 2 605

05シ ン ク タ ン ク 21 }15 27 2 3 0 1 2 1 4 12 0 188

06民 間 73 63 38 0 19 8 1 27 37 29 12 12 319

07国 の 機 関 19 27 12 0 2 0 | 8 0 3 15 0 87

合 計 478 700 304 6 139 11 8 158 83 55 324 21 2287

表2-7(b)機 関 類 別 利 用 の 目 的(百 分比)
囲 横パーセン ト

ー

ベ
や

ー

】 諸計画立
案のため

2研 究調査
の ため

3情 報サー
ビスのため

4教 育 ・教

養のため

5経 営の指

導 ・診断の
ため ・

6企 業経営
のため(原

材料管理 ・
仕入関連)

7企 業経営
のため(技

術開発)

.8企 業経営
のため(消

費者ニーズ
'市場 関連)

9企 業経営
の ため(生

産 ・販売関
連)

10企 業経営
の ため(財

務 ・経理 ・
労務関連)

11行 政施策
の基礎資料

と して

12そ の他

合 計

01都 県 19.0 5.2 15.5 0 0 0 O 0 0 0 552 5.2 100

02特 別 区 ・ 市 29.1 22.2 8.5 0.3 3.7 0 02 0.6 0.3 0.3 34.9 0 100

03商 工会議所 ・ 中小企業団体 9.5 282 22.6 0.5 16.8 0.5 0 7.9 5.8 2.1 0 1.1 100

04銀 行 及 び 金 融 機 関 等 2L3 39.8 12.7 0 4.5 0.2 0.7 14.4 3.5 1.5 L2 0.3 100

05シ ン ク タ ン ク |1.2 6L2 14.4 1.1 LO 0 0.5 1.1 0.5 2.1 6.4 0 100
「

06民 間 22.9 19.8 11.9 0 6.0 2.5 0.3 8.5 IL4 9.1 3.8 3.8 100

07国 の 機 関 2L8 3LO 13.8 0 2.3 0 1.2 9.2 0 3.5 17.2 0 100

合 計 20.9 30.6 13.3 0.3 6.1 0.5 0パ1 6.9 3.6 2.4 14.2 0.9 100

'
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表2-8(a)統 計 分 野 別 利 用 の 目的
㈹ 実 数

1諸 計画立

案のため

2研 究調査
のため

3情 報 サー
ビスのため

4教 育 ・教

養 のため

5経 営の指

導 ・診断 の
ため

6企 業経営
のため(原

材料管理 ・
.仕 入関連)

7企 業経営
のため(技
術開発)

8企 業経営
の ため(消
費者 ニーズ
市 場関連)

9企 業経営
のため(生
産 ・販売関
連)

10企 業経営
のため(財

務 ・経理 ・
労 務関連)

H行 政施策
の基礎資料
として

12そ の他

合 計

01土 地 IO 14 5 0 1 0 0 3 1 0 9 1 44

02気 象 1 1 1 0 0 0 0 0 | 0 0 0 4

03人 目 87 75 24 2 2 0 0 19 10 2 71 1 293

04労 働 7 24 12 1 2 0 0 3 1 5 10 2 67

05事 業 所 34 40 17 0 10 0 0 6 2 0 31 0 140

06農 業 9 10 3 0 2 0 0 0 0 0 10 0 34

07'林 業 0 0 1 0
'0

0
'0

0 0 0
'0 1 2

08水 産 業 0 0 0 0 0. 0 0 0 0. 0 0 0 0

09鉱 業 1 3 2 0 0 1 0 o 0 0 1 0 8

10製 造 業 30 56 30 0 22 1 2 4 11 2 26 1 185

11建 設 業 7 21 12 0 3 0 1 4 4 0 6 0 58

12電 気 ・ガス及 び水 道 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

13産 業 活 動 4} 70 30 0 8 2 0 13 8 3 25 1 201

14・物 資 需 要 及 び 流 通 6 8 7 0 3 0 0 2 0 0 4 1 31

15運 輸 及 び 通 信 3 1 0 0 1 o 0 0 0 0 2 2 9

16商 業 於 び 貿 易 36 65 35 0 19 0 0 15 8 1 21 2 202

17サ ー ビ ス 業 6 10 3 1 4 0 0 5 1 1 4 0 35

18企 業 及 び 経 営 23 39 |7 0
4

18 1 0 13 5 10 4 1 131

19通 貨 ・金融 及 び保険 17 24 9 0 4 0 2 10 2 2 1 1 72

20物 価 ・`2 67 33 1 10 4 0 14 9 10 31 3 224

21賃 金 13 17 9 0 10 1 0 5 4 13 4 0 76

22家 計 20 47 20 0 10 0 0 21 9 1 10 1 139

23住 居 16 22 ll 0 0 0 0 1 0 0 16 0 66

』
24財 政 16 14 3 0 0 0 2 5 1 0 13 0 54

25国 民 及 び 県 民 経 済 38 55 16 0 8 1- 1 14 5 5 16 3 162

26社 会 保 障 1 | 0 0 0 0 0 0 o 0 0 0
12

27{呆 健 衛 生 0 O 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

28教'育 2 1 1 〔} 0 0 o 0 0 o 2 0 6

29社 会 及 び 文 化 o' 0 0 o 0 0 0 0 0 0 0 0 0

30公 務 員 及 び 選 挙 o [ 1 0 1 0 0 1 1 0 0 0 5

31司 法 及 び 瞥 察 0 O o 0 0 0 o 0 0 0 0 0 0

32災 害 及 び 事 故 o 0
「o

0 0 0 0 0. o 0 0 0 0

33国 際 統 計 2 7 1 o 0 0 0 0 0 o o O 10

34総 合 及 ζド ーそ ζ～)f也 lo 5 1 1 1 0 0' 0 0 0 7 0 25

合 計 478 700 304 6 139 11 8 158 83. 55 324 21 2287

■ ● ひ



■ ● ◆

表2-8(b)統 計 分 野別 利 用 の 目的(分 野 別百 分 比)

・

ー
-

"
這

一

旬 横パーセン ト
12† 画立案
のため

2研 究調査
のため

3情 報サー
ビスのため

「

4教 育 ・教
養 のため

5経 営の指
導 ・診断の
ため

6企 業経営
のため(原

材料管理 ・
仕 入関連)

7企 業経営
のため(技
術開発)

8企 業経営
の ため(消

費者ニーズ
・市場関連)

9企 業経営
のため(生

産 ・販売関
連)

10企 業経営
のため(財

務 ・経理 ・
労 務関連)

u行 政施策
の基礎資料
として

12そ の他

合 計

01土 地 22.7' 31.8 |1.・1 0 2.3 0 0 6.9 2.3 0 20.5 2.3 100

02気 象 25 25 25 0 0
'0

0 0 25 0 0 0 100

03人 口 29.7 25.6 8.2 0.7 0.7 0 0 6.5 3.4 0.7 242 0.3 100

04労 働 10.5 35.8 17.9 L5 3.0 0 0 4.5 1.5 7.5 14.9 3.0 100
05事 業 所 24.3 28.6 12.1 O 7.1 0 0 4.3 L4 0 22.1 0 100

06農 業 26.5 29.4 8.2 0 5.9 0 0 0 0 0 29.4 0 100

07林 業 0 0 50 0 0 0 0 0 o 0 0 50 100

08水 産 業 0 0 o 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

09鉱 業 i2.5 37.5 25 0 0 12.5 0 0 0 0 12.5 0 100

10製 造 業 16.2 30.3 16.2 0 11.9 0.5 L1 2.2 6.0 L1 14.1 0.5 100

11建 設 業 12.1 36.2 20.7 0 5.2 0 1.7 6.9 6.9 0 10.3 0 100

12電 気 ・ガス及 び水道 0 100 o 0 0 0 L7 0 0 0 0 0 100

13産 業 活 動 20.4 34.8 14.9 0 4.0 1 0 6.5 4.0 L5 12.4 0.5 100

14物 資 需 要 及 び 流 通 19.4 25.8 22.6 0 9.7 0 0 6.5 0 0 12.9 32 100

15運 輸 及 び 通 信 33.3 Il.1 0 0 11.1 0 0 0 0 0. 22.2 22.2 100

16商 業 及 び 貿 易 17.8 32.2 三7.3 0 9.4 0 0 7.4 4.0 0.5 10.4 LO 100

17サ ー ビ ス 業 17.1 28.6 8.6 2.9 11.4 0 0 14.3 2.9 2.9 11.4 0 100

18企 業 及 び 経 営 17.6 29.8 13.0 0 13.7 0.8 0 9.9 3.8 7.6 3.1 0.8 100

19通 貨 ・金 融及 び保 険 23.6 33.3 12.5『 0 5.6 0 2.8 [3.9 2.8 2.8 L4 L4 100

20物 価 18.8 29.9 14.7 0.5 4.5 1.8 2.8 6.3 4.0 4.5 13.8 1.3 100

21賃 金 17.1 22.4 11.9 0 13.2 L3 0 6.6 5.3 17.1 5.3 0 100

22家 計 14.4 33.8 14.4 0 7.2 0 0 15.1 6.5 0.8 7.2 0.7 100

2住 居 24.2 33.3 16.7 0 0 0 0 1.5 0 6 242 0 100

24財 政 29.6 25.9 5.6 0 0 0 3.7 9.3 1.9 0 24」 0 100

25国 民 及 び 県 民 経 済 23.5 34.0 9.9 0 4.9 0.6 3.7 8.6 3.1 3.1 9.9 1.9 100

26社 会 保 障 50 50 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ,100

27保 健 衛 生 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

28教 育 33.3 16.7 16.7 0 '0 0 0 0 0 0 33.3 0 100

29社 会 及 び 文 化 0 0 0 0 o 0 0 0 0 0 0 0 0
「

30公 務 員 及 び 選 挙 0 20 20 0 20 0 0 20 20 0 0 0 100

31司 法 及 び 警 察 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

32災 害 及 び 事 故 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

33国 際 統 計 20 70 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 100

34総 合 及 び そ の 他 40 20 ・1 4 4
'
0 0 0 0 0 28 0 100

合 計 20.9 30.6 13.3 0.3 6.1 0.5 0.4 6.9 3.6 2.4 14.2 0.9 100
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表2-8(c)統 計 分 野 別 利用 の 目的(目 的 別 百 分比) ㈱ 縦パーセン ト

1諸 計画立

案のため

2研 究調査
のため

3情 報サー
ビスのため

4教 育 ・教
養のため

・5経 営 の指

導 ・診断 の
ため

6企 業経営
のため(原

材料管理 ・
仕入関連)

7企 業経営
のため(技

術開発)

8企 業経営
のため(消

費者 ニーズ
・市場関連)

9企 業経営
のため(生
産 ・販 売関

連)

10企 業経営
のため(財

務 ・経理 ・
労務関連)

ll行 政施 策
の基 礎資料
として

12そ の他

合 計

01土 地 2.1 2 1.6 0 0.7 0 0 1.9 1.2 0 2.8 4.8 1.9

`)2気 象 0.2 0.1 0.3 0 0 0 o 0 L2 0 0 0 0.2

03人 口 18.2 10.7 7.9 33.3 L4 0 0 12.0 】2.1 3.6 2L9 4.8 12.8

り4労 働 1.5 '3
.4『 4.0 16.7 1.4 0 o L9 L2 9.1 3.1 9.5 2.9

鴨 事 業 所 7.1 5.? 6.0 0 7.2 0 0 3.8 2.4 0 9.6 0 6.1

r}6農 業 1.9 1.0 LO 0 1.4 0 0 0 0 0 3.1 0 1.5

7林 業 0 L4 0.3 0 0 u 0 0 0 0 0 4.8 0.1

08水 産 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

09鉱 業 0.2 0.4 0.7 0 0 9.1 0 0 0 0 0.3 0 0.4

10製 造 業 6.3 8.0 9.9 0 15.8 9.1 25 2.5 13.3 3.6 8.0 4.8 8.1

11建 設 業 1.5 3.0 4.0 0 2.2 0 12.5 2.5 4.8
・

0 1.9 0 2.5

12電 気 ・ガス 及び水 道 0 0.3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.1

13産 業 活 動 8.6 10.0 9.9 0 5.8 18.2 0 8.2 9.6 5.5 7.7 4.8 8.8

14物 資 需 要 及 び 流 通 1.3 L1 2.3 0 2.2 0 0 1.3 0 0 L2 4.8 1.4

15運 輸 及 び 通 信 0.6 0.1 0 0 0.? 0 0 0 0 o 0.6 9.5 0.4

16商 業 及 び 貿 易 7.5 9.3 1L5 0 !3.7 0 0 9.5 9.6 L8・ 6.5 9.5 8.8

ロ サ ー ビ ス 業 1.3 1.4 LO 16.7 2.9 0 0 3.2 1.2 1.8 1.2 0 1.5

18企 業 及 び 経 営 4.8 5.6 5.6 0 13.0 9.1 0 8.2 6.0 18.2 1.2 4.8 5.7

19通 貨 ・金融 及 び保障 3.6 3.4 3.0 0 2.9 0 25 6.3 2.4 3.6 0.3 4.8 3.5

20物 価 8.8 9.6 10.9 16.7 7.2 36.4 0 8.9 10.8 18.2 9.6 14.3 9.8

21賃 金 2.7 2.4 3.0 0 7.2 9.1 0 3.2 4.8 23.6 1.2 0 3.3

22家 計 4.2 6.7 6.6 0 72 0 0 13.3 10.8 L8 3.1 4.8 6.1

23住 居 3.4 3.6 3.6 0 0 0 0 0.6 0 0 4.9 0 2.9

24財 政 3.4 2.0 1.0 0 0 0 25 3.2 L2 0 4.0 0 2.4

25国 民 及 び 県 民 経 済 8.0 7.9 5.3 0 5.8 9.1 12.5 8.9 6.0 9.1 4.9 14.3 7.1

2で 社 会 保 障 0.2 0.1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.1

27保 健 衛 生 o 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

28教 育 o.4 0.1 0.3 0 0 0 0 0 0 0 0.6 0 0.3

四 社 会 及 び 文 化 0 0 0 o 0 0 0 0 0 0 0 0 0

① 公 務 員 及 び 選 挙 0 0.3 0.3 0 0.7 0 0 0.6 1.2 0 0 0 0.2

31司 法 及 び 警 察 0 O 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

32災 害 及 び 事 故 o 0 0 0 0 0 0 0 0 o 0 0 0

33国 際 統 計 O.4 LO 0.3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.4

詞 総 合 及 び そ の 他
.

2.1 0.7 0.3 16.7 0.7 0 0 0 0 0 2.2 0 1.1

合 計 100 |00 100 100 |00 100 100 100 100 100 100 100 100

6 ` ▲ 鯵



2.2.2統 計 データの利用特性

統計 データの利用特性 を捉 えるために,入 手方法 ・媒体,利 用地域区分,加 工方法 ・レベルの

3つ の観点に分けて,考 察 を したい。

(1)入 手 方法 ・媒体

表2-9～12が,入 手 方法 ・媒体を まとめたものであ る。都県では55.3%,特 別 区 ・市

では35.7%の 割 合 で統計 入手は 「内部組織か ら」 と回答 してい るのに対 して,商 工会議所 ・

中小企業 団体では46,2%が 「県市町村か ら」 としてい る。 シンクタンクでは41.5%,国 の

機 関では24.1%,銀 行 及 び金融機 関等では27.3%の 割合 で 「市販の統計書 か ら」 と答えて

い るo

入手媒体 としては,「 印刷物」で入手す るというのが1032件 で全体的に多い。次いで131

件 の 「コピー ・閲覧」 にな る。銀行及び金融機 関等 では,「 オンライン」媒体での入手 が2L

3%と 高 く特徴的であ る。

統計分野別にみ ると,「 内部組織か ら」得 られ る情報 としては,「 人 口」 「事業所」 「製造

業 」が相対的に高い他,「 その他民間の団体」か ら得 られる もの として,「 建設業」 「通貨 ・

金融及 び保険」が高 くな ってい る。 入手媒体 を考 えてみて も,各 統計分野 とも 「印刷物」 が高

い頻度にな っているが,「 産業活動 」分野については,15.0%,「 企業及 び経営」分野 で は

17%,「 通 貨 ・金融及 び保 険」分野では23%の 割 合で 「オンライン」で入手 と答えている。

声
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表2-9(a)機 関 類 別 入手 の方 法
㈱ 実 数

1内 部組織
か ら

2市 販の統

計 書

.

3県,市 町

村 など

4情 報 セ ン

タ ーな ど

5そ の他民

間 の団体

6企 業 7デ ー タ ・
パ ン クか ら

8定 期刊行

物な ど

9そ の他 合 計

01都 ・ 県 26 1 1 0 0 1 1 2 15 47

02特 別 区 ・ 市 149 66 ・140 0 2 0 1 46 14 418

03商 工会議所 ・ 中小企業 団体 4 32 92 11 8 8 1 34 9 199

04銀 行 及 び 金 融 機 関 等 19 129 49 6 24 8 99 79 59 472

05シ ン ク タ ン ク 19 73. 13 12 3 1 9 35 11 176

06民 間 1515 38 11 1 5 0 .11 79 29 1689

07国 の 機 関 9 14 9 0 6 0 1 7 12 58

合 計 1741 353 315 30
「

48・ 18 123 282 149 3059

表2-9(b)機 関 類 別 入手 の方 法(百 分比)
旬 横 パ ーセ ン ト

ー

oo
N

l

'

1内 部組織
か ら

2市 販 の統.

計書

3県,市 町
村 など

4情 報 セ ン

タ ーな ど

5そ の他民
間の団体

6企 業 7デ ー タ ・
パ ン クか ら

8定 期刊行

物 など

9そ の他
合 計

01都 ・ 県 55.3 2.1 2.1 0 0 2.1 2.1 4.3 31.9 100

02特 別 区 ・ 市 35.7 15.8 33.5 0 0.5 0 0.2 ll 3.4 100

03商 工会議所 ・ 中小企業団体 2.0 16.1 46.2 5.5 4.0 4.0 0.5 17.1 4.5 100

04銀 行 及 び 金 融 機 関 等 4.0 27.3 10〆1 1.3 5.1 L7 21.0 16.7 12.5 100

05シ ン ク タ ン ク 10.8 41.5 7.4 6.8 L7 0.6 5.1 19.9 6.3 100

06民 間 89.7 2.3 0.7 0.1 0.3 0 0.7 4.7 1.7 100

07国 の 機 関 15.5 24.1 15.5 0 10.3 0 L7 12.1 20.7 100

合 計 56.9 1L5 10.3 1.0 1.6 0.6 4.0 9.2 48 100

● ' ふ
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表2-10(a)統 計 分 野 別 入 手 の 方 法 旬 実 数

1内 部組織

か ら
2市 販 の統
計書

3県,市 町

村 など
4情 報 セ ン

タ ー な ど

5そ の他民
間団体

6企 業 7デ ー タ ・
パ ン クか ら

8定 期刊行

物な ど

9そ の他
合 計

Ol土 地 10 5 6 1 4 1 0 5 5 37

02気 象 1 0 0 O 0 0 1 1 1 4

03人 口 46 49 49 0 1 3 3 26 7 184

04労 働 7 4 14 0 1 0 1 13 8 48

05事 業 所 24 21 24 2 0 0 3 10 5 89

06農 業 9 4 4 0 0 0 0 2 2 21

07林 業 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1

08水 産 業 0 0 3δ 0 0 0 0 0 0 0

09鉱 業 0 1 1 0 0 0 1 0 1 4

10製 造 業 22 35 30 0 2 0 4 15 11 119

11建 設 業 1 7 9 2 5 1 3 9 3 40

12電 気 ・ ガ ス 及 び 水 道 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2

13産 業 活 動 20 21 26 1 1 0 16 27 21 133

14物 資 需 要 及 び 流 通 7 5 6 1 1 0 1 4 2 27

15運 輸 及 び 通 信 2 1 2 0 0 2 1 1 0 9

16商 業 及 び 貿 易 20 28 28 4 2 2 15 22 14 135

17サ ー ビ ス 業 2 5 7 0 6 0 0 4 1 25

18企 業 及 び 経 営 10 15 6 4 3 5 17 20 11 91

19通 貨 ・ 金 融 及 び 保 険 4 13 4 2 5 0 7 7 5 47

20物 価 19 31 30 3 2 1 13 53 12 164

21賃 金 4 13 7 1 4 0 1 12 3 45

22家 計 6 31 12 2 5 1 12 15 15 99

23住 居 9 13 10 0 1 0 4 7 4 48

24財 政 7 10 10 3 3 1 1 6 2 43

25国 民 及 び 県 民 経 済 8 31 20 2 2 1 16 17 16 ll3

26社 会 保 障 1 0 1 0 0 0 0 0 0 2

27保 健 衛 生 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

28教 育 2 1 0 0 0 0 0 0 0 3

29社 会 及 び 文 化 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

30公 務 員 及 び 選 挙 0 0 1 1 0 0 0 0 0 2

31司 法 及 び 警 察 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

32災 害 及 び 事 故 0 0
'0

0 0 0 0 0 0 0

33国 際 統 計 0 5 0 1 0 0 2 2 1 ll

34総 合 及 び そ の 他 0 2 7 0 0 0 1 6 1 17

合 計 241 353 315 30 48 18 i23 284 151 1563
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横 パ ー セ ン ト表2-10(b)統 計 分野 別 入 手 の 方法(分 野別 百 分 比)

1内 部組織
か ら

2市 販の統
計書

3県,市 町

村 など
4情 報 セン

ターな ど

5そ の他民
間 の団体

6企 業 7デ ー タ ・
パ ン クか ら

8定 期刊行

物な ど

9そ の他
合 計

01土 地 27.0 13.5 16.2 2.7 1・0.8 2.7 0 13.5 13.5 100

02気 象 25 0 0 0 0 0 25 25 25 100

03人 目 25 26.6 26.6 0 0.5 1.6 1.6 14.1 3.8 100

04労 働' 14.6 8.3 29.2 0 2.1 0 2.1 27.1 16.7 100

05事 業 所 27.0 23.6 27.0 2.3 0 0 3.4 1L2 5.6 100

06農 業 42.9 19.1 19.1 0 0 0 0 9.5 9.5 100

07林 業 O 0 100 0 0 0 0 0 0 100

08水 産 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

09鉱 業 0 25 2`5 0 0 0 25 0 25 100

10製 造 業 18.5 29.4 25.2 0 1.7 0 3.4 12.6 9.2 100

11建 設 業 2.5 17.5 22.5 5 12.5 2.5 7.5 22.5 7.5 100

'12電 気 ・ ガ ス 及 び 水 道 0 100 0 0 0 0 0 0 0 100

13産 業 活 動 15.0 15.8 19.6 0.8 0.8 0 12.0 20.3 15.8 100

14物 資 需 要 及 び 流 通 25.9 18.5 222 3.7 3.7 0 3.7 14.8 7.41 100

15運 輸 及 び 通 信 22.2 11.1 22.2 0 0 222 11.1 1L1 0 100

16商 業 及 び 貿 易 14.8 20.7 20.7 3.0 L5 1.5 11.1 16.3 10.4 100

17サ ー ビ ス 業 8 20 28 0 24 0 0 16 4 100

18企 業 及 び 経 営 11.0 16.5 6.6 4.4 3.3 5.5 18.7 22.0 12.1 100

19通 貨 ・ 金 融 及 び 保 険 ,8.5 27.7 8.5 4.3 10.6 0 14.9 14.9 10.6 100

20物 価 11.6 18.9 18.3 1.8 1.2 0.6 7.9 32.3 7.3 100

21賃 金 8.9 28.9 15.6 .2.2 8.9 0 2.2 26.7 6.7 100

22家 計 6.1 31.3 12.1 2.0 5.1 1.0 12.1 152 15.2 100

23住 居 18.8 274 20.8 0 2.1 0 8.3 14.6 8.3 100

24財 政 16.3 23.3 23.3 7.0 7.0 2.3 2.3 14.0 47 100

25国 民 及 び 県 民 経 済 7.1 27.4 17.7 1.8 1.8 0.9 14.2 15.0 142 100

26社 会 保 障 50 0 50' 0 0 0 0 0 0 100

27保 健 衛 生 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

28教 育 66.7 33.3 0 0 0 0' 0 0 0 100

29社 会 及 び 文 化 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

30公 務 員 及 び 選 挙 0 0 50 50 0 0 0 0 0 100

31司 法 及 び 警 察 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

32災 害 及 び 事 故 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

33国 際 統 計 0 45.5 0 9.1 0 0 18.2 18.2 9.1 100

34総 合 及 び そ の 他 0 Il.8 4L2 0 0 0 5.8 35.3 5.9 100

合 計 15.4 22.6 20.2 L9 3.1 1.2 7.9 18.2 9.7 100

●b'心
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表2-10(c)統 計 分野 別 入手 の 方法(入 手 先 別 百 分 比) ぱ)縦 パ ー セ ン ト

1内 部組織
か ら

2市 販の統
計 書

3県,市 町
村 など

4情 報 セ ン
ター な ど

5そ の他民

間 の団体

6企 業 7デ ー タ ・
パ ン クか ら

8定 期刊行

物な ど

9そ の他
合 計

01土 地 4.2 1.4 1.9 3.3 8.3 5.6 0 L8 3.3 2.4

02気 象 0.4 0 0 0 0 0 0.8 0.4 0.7 0.3

03人 口 19.1 13.9 15.6 0 2.1 16.7 2.4 9.2 4.6 11.8

04労 働 2.9 1.1 4.4 0 2.1 0 0.8 4.6 5.3 3.1

05事 業 所 10.0 6.0 7.6 6.7 0 0 2.4 3.5 3.3 5.7

06農 業 3.7 1.1 1.3 0 0 0 0 0.7 .1.3 1.3

07林 業 0 0 0.3 0 0 0 0 0 0 0.1

08水 産 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

09鉱 業 0 0.3 0.3 0 0 0 0.8 0 0.7 0.3

10製 造 業 9.1 9.9 9.5 0 4.2 0 3.3 5.3 7.3 7.6

11建 設 業 0.4 2.0 2.9 6.7 10.4 5.6 2.4 3.2 2.0 2.6

12電 気 ・ ガ ス 及 び 水 道 0 0.6 0 0 0 0 0 0 0 0.1

13産 業 活 動 8.3 6.0 8.3 3.3 2.1 0 13.0 9.5 13.9 8.5

14物 資 需 要 及 び 流 通 2.9 1.4 1.9 3.3 2.1 0 0.8 L4 1.3 L7

15運 輸 及 び 通 信 0.8 0.3 0.6 0 0 11.1 0.8 0.4 0 0.6

16商 業 及 び 貿 易 8.3 7.9 8.9 13.3 4.2 1】.1 12.2 7.8 9.3 8.6

17サ ー ビ ス 業 0.8 L4 2.2 0 12.5 0 0 1.4 0.7 1.6

18企 業 及 び 経 営 4.2 4.3 1.9 13.3 6.3 27.8 13.8 7.0 7.3 5.8

19通 貨 ・ 金 融 及 び 保 険 L7 3.7 1.3 6.7 10.4 0 5.7 2.5 3.3 3.0

⑳ 物 価 7.9 8.8 9.5 10 4.2 5.6 10.6 18.7 8.0 10.5

21賃 金 1.7 3.7 2.2
.

3.3 8.3 0 0.8 4.2 2.0 2.9

22家 計 2.5 8.8 3.8 6.7 10.4 5.6 9.8 5.3 6.9 6.3

23住 居 3.7 3.7 3.2 0 2.1 0 3.3 2.5 2.7 3.1

24財 政 2.9 2.8 3.2 10 6.3 5.6 0.8 2.1 L3 2.8

25国 『民 及 び 県 民 経 済 '3
.3 8.8 6.4 6.7 4.2 5.6 13.0 6.0 10.6 7.2

26社 会 保 障 0.4 0 0.3 0 0 0 0 0 0 0.1

27保 健 衛 生 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

28教 育 0.8 0.3 0 0 0 0 0 0 0 0.2

29社 会 及 び 文 化 0 0 0 0 0 0 0 0 o 0

30公 務 員 及 び 選 挙 0 0 0.3 3.3 0 0 0 0 0 0.1

31司 法 及 び 警 察 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

32災 害 及 び 事 故 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

33国 際 統 計 0 1.4 0 3.3 0 0 1.6 0.7 0.7 0.7

34総 合 及 び そ の 他 0 0.6 2.2 0 0 0 0.8 2.1 0.7 1.1

合 計 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100



表2-11(a)機 関 類別 入手 の媒体
囲 実 数

1印 刷 物 2コ ピ ー ・閲 覧 3機 械可読媒体
(磁 気テープ等)

4オ ン ラ イ ン 5そ の 他
合 計

01都 ・ 県 37 6 4 0 1 48

02特 別 区 ・ 市 260 49 11 0 7 327

03商 工会議所 ・ 中小企業団体 161 9 0 0 0 170

04銀 行 及 び 金 融 機 関 等 281 32 11 90 8 422

05シ ン ク タ ン ク 123 13 7 8 0 151

06民 間 138 19 14 12 0 183

07国 の 機 関 32 3 0 3 5 43

合 計 1032 131
'47

113 21 1344

ー
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表2-11(b)機 関 類 別 入手 の媒 体(百 分比)

囲 横パーセン ト

1印 刷 物 2コ ピ ー ・閲 覧 3機 械可読媒体
(磁 気テープ等)

4オ ン ラ イ ン 5そ の 他 合 計

01都 ・ 県 77.1 12.5 8.3 0 2.1 100

02特 別 区 ・ 市 79.5 15.0 3.4 0 2.1 100

03商 工 会議所 ・ 中小企業 団体 94.7 5.3 0 0 0 100

04銀 行 及 び 金 融 機 関 等 66.6 7.6 2.6 21.3 1.9 100

05シ ン ク タ ン ク 81.5 8.6 4.6 5.3 0 100

06民 間 75.4 10.4 7.7 6.6 0 100

07国 の 機 関 74.4 7.0 0 7.0 11.6 100

合 計 76.8 9.8 3.5 8.4 1.6 100

⑨
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実 数
統計 分野別入手の媒体表2-12(a)

計合

31

2

591

45

76

17

1

0

5

98

≡2
271

19

6

201

18

83

44

341

43

86

37

29

96

1

0

3

0

2

0

0

9

18

4413

他のぞ5

0

0

3

0

2

0

0

0

0

1

2

0

1

0

0

5

0

1

0

1

2

1

1

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

21

ン狛ンオ4

0

1

1

2

0

0

0

0

1

4

3

0

19

2

0

12

1
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横 パ ー セ ン ト統計分野別入手 の媒体C分 野 別百分 比)表2-12(b)

1印 刷 物

A」-

2コ ピー ・閲覧

`

3… 機 械可続媒体

(磁 気テ ープ等)

一 「 」

4オ ン ラ イ ン 5そ の 他 合 計

Ol土 地 71.0 22.6 6.5 0 0 100

02気 一象 50 0-'^ 0 50 0 100

03人 目 74.2 17.0" 6.3 0.6 1.9 100

04労 働
'88

,9' 2.2 4.4 4.4 0 100

05事 業 所 ,77.6 13.2『 6.6 0 2.6 100

06農 業 76.5 23.5- 0 0 0 100

07林^業 100. 0 0・ 0 0 100

08水 産 業 0 0 0 0 0 0

09鉱 業 80 0
・0 20 0 100.

10製 造 業 76.5 11.2 7.1 4.1 1.0 10.0

11建 設 業 72.7 12.1 0 9.1 6.1 100

12電 気 ・ ガ ス 及 び 水 道 100 0 0. 0 0 100

13産 業 活 動
一73

.2 6.3 4.7 15.0 0.8 100

14物 資 需 要 及 び 流 通
.79
,0　 ～

'10
.5 0 10.5 0 .100

15運 輸 及 び 通 信 83.3
一16

.7一 0 0 0 100

16商 業 及 び 貿 易 74・1 8.3 3.3 10 4.2 100

17サ ー ビ ス 業 77.8 16.7 0・ 5.6 0 100

18企 業 及 び 経 営 71.1 8.4. 2.4 16.9 1.2 100

19通 貨 ・ 金 融 及 び 保 険 63.6 9.1 4.6 22.7 0 100

20物 価
'82

.8 6.0 1.5 9.0 0.8 100

.21賃 金
86.1 9.3 0 0 4.7 100

22家 計 77.9 5.8 1.2 14.0 L2 100

臼 住 居 86.5 2.7 0』 8.1 2.7 100

24財 政 75.9 20.7, 0 3.5 0 100

25国 民 及 び 県 民 経 済 77.1
"6
.'3

『3
.1 12.5 1.0 100

'26社 会 保 障 100 0 0 0 0 100

27保 健 衛 生 0 0 0 0 0 σ

28教.育 66.7., 33.3 0 0 0 100

29社 会 及 び 文 化 0. 0 0 0 0 0

30公 務 員 及 び 選 挙 100' 0 0 0 0 100

3】 司 法 及 び 警 察 0 0 0 0 0 0

32災 害 及 び 事 故 0 0 0 0 0 0

33国 際 統 計 77.8 0 ・0 222 0 100

34総 合 及'び そ の 他 葛3.3

　 5

.6

^5
,6 5.56 ・0 ・100

合 計 76.8
'9
.8 3.5 8.41 1.6 100

ぺ、
◆■

ー

oo

oc

ー



珂⇔つ

縦パ ー セ ン ト統計分野別入手の媒体(媒 体別百分比)表2-12(c)

1印 刷 物 2コ ピー ・閲 覧 3機 械可続媒体

(磁 気 テープ等)

4オ ン ラ イ ン 5.そ の 他 合 計

Ol土 地 2.1 5.3 43 0 0 2.3

02気 象
,

0.1 0 0 0.9 0 0.2

03人 目 11.4 20.6 21.3 0.9 14.3 11.8

04労 働 3.9 0.8 4.3 1.8 0 3.4

05事 業 所 5.7 7.6 10.6 0 9.6 5.7

06農 業 1.3 3.1 0
.

0 0 1.3

07林 業 0.1 0 0 0 0 0.1

08水 産 業 0 0 0 0 0 0

09鉱 業 0.4 0 0 0.9 0 0.4

10製 造 業 7.3 8.4 14.9 3.5 48 7.3

11建 設 業 2.3 3.1 0 2.7 9.6 2.5

12電 気 ・ ガ ス 及 び 水 道 0.2 0 0 0 0 0.2

13産 業 活 動 9.0 6.1 12.8 16.8 4.8 9.5

14物 資 需 要 及 び 流 通 L5 1.5 0 1.8 0 L4

15運 輸 及 び 通 信 0.5 0.8 0 0 0 0.5

16商 業 及 び 貿 易 8.6 7.6 8.5 10.6 23.8 8.9

17サ ー ビ ス 業 1.4 2.3 0 0.9 0 1.3

18企 業 及 び 経 営 5.7 5.3 4.3 12.4 4.8 6.2

19通 貨 ・ 金 融 及 び 保 険 2.7 3.1 4.3 8.9 0 3.3

20物 価 10.8 6.1 4.3 10.6 4.8 10.0

21賃 金 3.6 3.1 0 0 9.5 3.0

22家 計 6.5 3.8 2.1 10.6 4.8 6.0

23住 居 3.1 0.8 0 2.3 4.8 2.8

24財 政 2.1 4.6 0 0.9 0 2.2

25国 民 及 び 県 民 経 済 7.2 4.6 6.4 10.6 4.8 7.1

26社 会 保 障 0.1 0 0 0 0 0」

27保 険 衛 生 0 0 0 0 0 0

28教 育 0.2 0.7 0 0 0 0.2

29社 会 及 び 文 化 0 0 0 0 0 0

30公 務 員 及 び 選 挙 0.2 0 0 0 0 0.2

31司 法 及 び 警 察 0 0 0 0 0 0

32災 害 及 び 事 故 0 0 0 0 0 0

33国 際 統 計 0.7 0 0 L8 0 0.7

34総 合 及 び そ の 他 1.5 0.8 2.1 0.9 0 1.3

合 計 100 100 100 100 100 100
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(2)利 用 地域区分

表2-13～14が,利 用地域区分をまとめたものであ る。

都 県 と特別区 ・市,商 工 会議 所 は,そ の機 関特 性 に よ り 「都道 府県」単位 で利用する こ

とが多 く,各 々40%,34.4%,48.4%と 答 えてい る。更に特別区 ・市 と商工会議所は各

々27.3%,17.6%の 割 合 で 「町丁別」のデ ータ利用 を図 っている
。 対 して銀行 ・金融機関,

民 間は各 々65.2%,63.8%と 「全国」単位で利用 してい る。

国は,ほ ぼ同程度 に 「都道府県」 「全 国」の利用 を してい る。

統計分野別にみる と,「 企業及 び経営 」 「通貨 ・金融及 び保険 」 「物価」 「家計」 「財政」

「国民及び県民経済」等は 「全国」の地域区分で利用 されることが多 く,一 方,「 運輸及び通

信」 「サ ービス業」 「農業」 「人 口」 「事業 所」 「住居」は 「都道府県」単位 の利用が最 も多

い。 しか し,「 土地」 「人 口」 「事業所」 「農業」 「運輸及び通信」 「サ ービス業」等につい

ては 「町丁別」 とか な り細 かい地域区分で利用されることも多い。'

,
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表2-13(a)機 関 類 別 利 用 地 域 区 分
囲 実 数

1全 国 2都 道 府 県 3町 丁 別 4'メ ッ シ ュデ ー タ 5そ の 他
合 計

01都 ・ 県 10 24 7 4 1'5 60

02特 別 区 ・ 市 67 136 108 15 69 395

03商 工 会議所 ・ 中小企業 団体 72 121 44 7 6 250

04銀 行 及 び 金 融 機 関 等 245 79 30 2 20 376

05シ ン ク タ ン ク 89 82 13 11 4 199

06民 間 139 50 21 7 1 218

07国 の 機 関 21 17 6 0 11 55

合 計 643 509 229 46 126 1553

-

Φ
]

1

表2-13(b)機 関 類別 利 用 地域 区分(百 分比)
駐)横 パ ー セ ン ト

1全 国 2都 道 府 県 3町 丁 別 4メ ッシュデー タ 5そ の 他
合 計

01都 ・ 県 16.7 40 11.7 6.7 25 100

02特 別 区 ・ 市 17.0 34.4 27.3 3.8 17.5 100

03商 工 会議所 ・ 中小企業団体 28.8 48.4 17.6 2.8 2.4 100

04銀 行 及 び 金 融 機 関 等 65.2 21.0 8.0 0.5 5.3 100

05シ ン ク タ ン ク 44.7 41.2 6.5 5.5 2.0 100

06民 間 63.8 22.9 9.6 3.2 0.5 100

07国 の 機 関 38.2 30.9 10.9 0 20 100

合 計 41.4 32.8 14.8 3.0 8.1 100



実 数表2-14(a)統 計 分 野 別 利 用 地.域 区 分
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横パ ー セ ン ト
表2-14(b)統 計 分野 別 利 用地 域 区 分(分 野別 百 分比)

1全 国 2都 道 府 県 3町 丁 別 4メ ッシュデータ 5そ の 他 合 計

OI土 地 17.7 26.5 29.4 8.8 17.7 100

02気 象 50 50 0 0 0 100

03人 口 24.9 35.9 24.9 6.3 8.0 100

04労 働 51.0 40.8 8.2 0 0 】00

05事 業 所 2L2 37.5 24.0 7.7 9.6 100'

06農 業 21.1 3L6 21.1 0 26.3 100

07林 業 O 100 0・ 0 0 100

08水 産 業 0 0 0 0 0 0

09鉱 業 50 37.5 0 0 12.5 100

10製 造 業 38.7 31.5 16.9 3.2 9.7 100

11建 設 業 45 32.5 10 5 7.5 100

12電 気 ・ ガ ス 及 び 水 道 100 0 0 0 0 100

13産 業 活 動 56.4 25.4 lL1 2.4 4.8 100

14物 資 需 要 及 び 流 通 37.5 37.5 12.5 4.2 8.3 100

15運 輸 及 び 通 信 28.6 42.9, 28.6 0 0 100

16商 業 及 び 貿 易 38.5 31.1 17.8 3.7 8.9 100

17サ ー ビ ス 業 30.4 34.8 26.1 0 8.7 100 .

18企 業 及 び 経 営 62.0 21.5 7.6 L3 7.6 100

19通 貨 ・ 金 融 及 び 保 険 76.5 1L8 0 2.9 8.8 100

20物 価 47.2 36.8 9.2 0 6.8 100

21賃 金 52.3 36.4 6.8 0 4.6 100

22家 計 51.1 39.1 4.4 0 5.4 100

23住 居 30 42 12 6 10 10ρ

24財 政 42.4 39.4 9.1 0 9.1 100

25国 民 及 び 県 民 経 済 55.9 29.0 8.6 0 6.5 100

26社 会 保 障 ・0 0 0 0 100 100

27保 健 衛 生 0 0 0 0 0 0

28教 育 0 0 0 0 100 100

29社 会 及 び 文 化 0 0 0 0 0 0

30公 務 員 及 び 選 挙 50 0 50 0 0 100

31司 法 及 び 警 察 0 0 0 0 0 0

32災 害 及 び 事 故 0 一 〇 0 0 0 0

33国 際 統 計 85.7 0 0 0 14.3 100

34総 合 及 び そ の 他 16.7 27.8 38,…9 0 16.7 100

合 計 4L4 32.8 14.8 3.0 8.1 100
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縦 パ ー セ ン ト表2-14(c)統 計分野別利用地域区分(地 域区分別百 分比)

1全 国 2都 道 府 県 3町 了 別 4メ ッシ ュデ ー タ 5そ の 他
合 計

01土 地 0.9 L8 4.4 6.5 4.8 2.2

02気 象 0.2 0.2 0 0 0 0.1

03人 口 9.2 16.7 25.8 32.6 15.1 15.3

04労 働 3.9 3.9 1.8 0 0 3.2

05事 業 所 3.4 7.6 1α9 17.4 7.9 6.7

06農 業 0.6 1.2 L8 0 4.0 1.2

07林 業 0 0.2 0 0 0 0.1

08水 産 業 0 0 0 0 0 0

09鉱 業 0.6 0.6 0 0 0.8 0.5

10製 造 業 7.5 7.7 9.2 8.7 9.5 8.0

11建 設 業 2.8 2.6 1.8 4.4 2.4 2.6

12電 気 ・ ガ ス 及 び 水 道 0.3
『0

0 0 0 0.1

13産 業 活 動' 1LO. 6.3 6.1 6.5 4.8 8.1

14物 資 需 要 及 び 流 通 1.4 1.8 L3 2.2 1.6 1.6

15運 輸 及 び 通 信 0.3 0.6 0.9 0 0 0.5

16商 業 及 び 貿 易 8.1 8.3 10.5 10.9 9.5 8.7

17サ ー ビ ス 業 1.1 1.6 2.6 0 1.6 1.5

18企 業 及 び 経 営 7.6 3.3 2.6 2.2 4.8 5.1

19通 貨 ・ 金 融 及 び 保 険 40 0.8 0 2.2 2.4 2.2

⑳ 物 価 12.0 1L8 6.6 0 8.7 10.5

烈 賃 金 3.6 3.1 1.3 0 1.6 2.8

22家 計 7.3 7パ 1.8 0 4.0 5.9

宏 住 居 2.3 4.1 2.6. β・5
4.0 3.2

24財 政 2.2 2.6 1.3 0 2.4 2.1

25国 民 及 び 県 民 経 済 8.1 5.3 3.5 0 4.8 6.0

缶 社 会-保 障 0 0 0 0 0.8 0.1

27保 健 衛 生 0 0 0 0 0 0

28教 育 0 0 0 0 L6 OJ

29社 会 及 び 文 化 0 0 0 0 0 0

30公 務 員 及 び 選 挙 0.2 0 0.4 0 0 0.1

31司 法 及 び 警 察 0 0 0 0 0 0

32災 害 及 び 事 故 0 0 0 0 0 0

田 国 際 統 計 0.9 0 0 0 0.8 0.5

詞 総 合 及 び そ の 他 0.5 1.0 3.1 0 2.4 L2

合 計 100' 100 100 100 100 100
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(3)加 工 方法 ・レベル

表2-15～18が,加 工方法 ・レベルを まとめたものであ る。,

全 般的に見てみ ると,「 電 卓 を主 として使用」が36.8%,「 特 に加工 は行 わない」が

28.0%で 電 算 機 を利用 してでの加工 は相対的に少ないことが分かる。

国の機関は 「電卓を主 として使 用」に片寄 って おり,対 して都県は 「特に加工 を行 わない」

に片寄 ってい る。その中にあって,銀 行及 び金融機 関等 は28.4%の 割 合 で 「コンピュータ

と対話形式 で加工」 と答えてい るのは特 徴的 である。

統計分野別にみると,各 分野 とも 「電 卓を主 と して利用」に片寄 ってい る中に.あって 「企業

及 び経営」,「 通貨 ・金融 ・保険」は相対的 に 「コン ピュータと対話形式で加工」の頻度が高

いのが特徴的である。

統計 データを どの ような加工 レベルで利用 しているか とい う観点か ら全般的 にみ ると,「 グ

ラフ表 レベルの作成」,「 入力デー タをそ のまま利用」 「表計算(単 純集計 ・クロス集計)」

とい う順位 にな ってい る。国の機関は,「 グラフ表 レベルの作成」に大 き く片寄 って おり,対

して都県では幾分 「統計解析処理」 に片寄 ってい る。

統計分野別にみ ると,「 企業 及び経営」は他分野に比 して,「 統計解析処理」がなされ るこ

とがやや高 い。 「国民及 び県民経済」は,低 い頻度 であるが,「 モデル分析」が なされる傾向

が ある。

●
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表2-15(a)機 関 類 別 加 工 方 法
旬 実 数

1電 卓 を主 とし
て 使用

2コ ン ピュ ー タ

と対 話 形 式 で 加

工

3リ ス ト等 を打

ち出 して机 上で
加工する

4他 機関に 目的
とす るものを作
成 して もらう

5プ ログラムを

自機関で作成 し
て加工

6特 に加工 は行
わない

7そ の 他

合 計

01都 ・ 県 8 8 5 0 8 30 8 67

02特 別 区 ・ 市 127 1 16 15 11 130 0 300

03商 工会議所 ・ 中小企業 団体 71 11 23 17 2 48 10 :172

04銀 行 及 び 金 融 機 関 等 119 113 52 3 6 103 i2 ;398

05シ ン ク タ ン ク 68 36 40 8 44. 22 :0
1
218

06民 間 108 33 5 1 22 56 10 22・5

07国 の 機 関 23 3 0 3 5 9 iO 43

合 計 524 205 141 47 98 398 10 ・1423

ー

Φ
⑦

1

表2-15(b)機 関 類 別加 工 方法(百 分比)
㈱ 横 パ ー セ ン ト

1電 卓を主と し

て使用
2コ ン ピュ ー タ

と対話 形 式 で加

工

3リ ス ト等 を打

ち出 して机上で
加工 する

4他 機関に 目的

とする ものを作

成 して もらう

5'プ ログラムを

自機関で作成 し
て加工

6特 に加工 は行

わない

7・ そ の 他

合 計

Ol都 ・ 県 】1.9 11.9 7.5 0 11.9 44.8 11.9 100

02特 別 区 ・ 市 42.3 0.3 5.3 5 3.7 43.3 0 100

03商 工会議所 ・ 中小企業団体 41.3 6.4 13.4 9.9 1.2
'

27.9 0 100

04銀 行 及 び 金 融 機 関 等 29.9 28.4 13.1 0.8 1.'5 25.9 0.5 100

05シ ン ク タ ン ク 31.2 16.5 18.4 3.7 20.2 10.1 0 100

06民 間 48 14.7 2.2 0.4 9.8 24.9 0 100

07国 の 機 関 53.5 7.0 0 7.0 1L6 20.9 0 100

合 計 36.8 14.4 9.9 33 6.9 28.0 α7 100

s ●
φ ●
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表2-16(a)機 関 類 別 加 工 レ ベ ル
㈱ 実 数

1入 力デ ータを

そ の才ま利用
2表 計算(単 純
集計 ・クロス集
計)

3グ ラ フ'表 レ
ベ ル の作 成

4統 計解析処理 5モ デ ル 分 析 6そ の 他

合 計

01都 ・ 県 20 6 18 17 2 0 63

02特 別 区 ・ 市 120 82 111 21 12 7 353

03商 工会議所 ・ 中小企業団体 45 26 42 15 22 6 156

04銀 行 及 び 金 融 機 関 等 117 70 184 70 21 13 475

05シ ン ク タ ン ク 88 76 79 57 38 0 338

06民 間 59 65 62 38 25 0 249

07国 の 機 関 7 18 27 8 1 0 61

合 計 456 343 523 226 121' 26 1695

ー

○
ベ
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表2-16(b)機 関 類 別 加工 レベル(百 分比)
旬 横 パ ー セ ン ト

1入 力データを

そのまま利用

2表 計算(単 純

集計 ・ク ロス集
計)

3グ ラブ ・表 レ
ベ ルの 作 成

4統 計解析処理 5モ デ ル 分 析 6そ の 他
合 計

01都 ・ 県 31.8 9.5 28.6 27.0 3.2 0 100

02特 別 区 ・ 市 34.0 23.2 31.4 6.0 3.4 2.0 100
'0
3商 工会議所 ・ 中小企業 団体 28.9 16.7 26㌦9 9.6 14.1 3.9 100

04銀 行 及 び 金 融 機 関 等 24.6 17.7 38.7 14.7 4.4 2.7 100

05シ ン ク タ'ン ク 26.0 22.5 23.4 16.9 11.2 0 100

06民 間 23.7 26.1 24.9 15.3 10.0 0 100

07国 の 機 関 11.5 29.5 44.3 13.1 L6 0 100

合 計 26.9 20.2 30.9 13.3 7.1 1.5 100
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表2-17(a)統 計 分 野 別 加 工 方 法 旬 実 数

1電 卓を主と し

て使用

2コ ン ピュータ

と対話形式 で加
工

3リ ス ト等 を打
ち出 して机上で

加工す る

4他 機関に 目的
とする ものを作

成 して もらう

5`プ ログラムを

自機関で作成 し
て加工

6特 に加工は行
わない

7;そ の 他

合 計

01土 地 8 2 3 0' 2 14 0 ・29

02気 象 1 1 1 0 1 1 0 5

03人 口 74 13 17 10 24 36 1 175

04労 働 15 9 2 0 1 18 0 45

05事 業 所 34 4 11 6 8 23 1 87

06農 業 5 0 1 0 0 9 0 15

07林 業 0 0 0 0 0 1 0 1

08水 産 業 0 0 0 0 0 0 0 0

09鉱 業 2 1 1 0 0 1 0 5

10製 造 業 46 16 16 5 10 27 0 120

11建 設 業 14 6 8 2 4 4 0 38

12電 気 ・ ガ ス 及 び 水 道 1 0 0 0 0 1 0 2

13産 業 活 動 48 27 13 7 9 37 2 143

14物 資 需 要 及 び 流 通 6 1 4 1 0 5 0 17

15運 輸 及 び 通 信 3 0 0 0 0 2' 0 5

16商 業 及 び 貿 易 52 18 12 8 6 32 0 128

17サ ー ビ ス 業 8 1 3 .2 1 5 0 20

18企 業 及 び 経 営 28 22一 5 0 4 16 4. 79

19通 貨 ・金 融 及 び 保 険 13 12 7 1 2 10 1 46

20物 価 45 16 8 1 3 55 ,0 128

21賃 金 21 7 1 2 1 12 0 44

22家 計 24 18 5 1 4. 28 0 80

田 住 居 21 5 5 0 4 8 0 43

24財 政 15 1 6 0 2 7 0 31

25国 民 及 び 県 民 経 済 31 21 9 1 11 31 1 105

26社 会 保 、 障 1 0 0 0 0 0 0' 1

27保 健 衛 生 「0 0 0 0 0 0 0 0

28教 育 0 0 0 0 0 2 0 2

29社 会 及 び 文 化 0 0 0 0' 0 0 0 0

30公 務 員 及 び 選 挙 1 0 0 0 0 1 0 2

31司 法 及 び 警 察 0 0' 0 0 0 0 0 0

32災 害 及 び 事 故 0 0 0 0 0 0 0 0

33国 際 統 計 4 3 2 0 0 3 0 12

34総 合 及 び そ の 他 3 1 1 0 1 9 0 】5

合 計 524 205 141 47 98 398
A

10 1423
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表2-17(b)統 計 分 野 別 加 工 方法(分 野別 百 分比) .旬 横 パ ー セ ン ト

1電 卓を主 とし
て使用

2コ ン ピュ ー タ

と対 話 形 式 で 加

工

3リ ス ト等 を打

ち出 して机上で
加工する

4他 機 関に自的

とす るものを作
成 して もらう

5プ ログラムを

自機関で作成 し
て加工

6特 に加工は行
わない

7そ の 他
合 計

01土 地 27.6 6.9 10.3 0 6.9 48.3 0 100

02気 象 20 20 20 0 20 20 0 100

03人 口 42.3 7.4 9.7 5.7 13.7 20.6 0.6 100

04労 働 33.3 20 4.4 0 2.2 40 0 100

05事 業 所 39.1 46 12.6 6.9 9.2 26.4 1.2 100

06農 業 33.3 0 6.7 0 0 60 0 100

07林 業 0 0 0 0 0 100 0 100

08水 産 業 0 0 0 0 0 0 0 0

09鉱 業 40 20 20 0 0 20 0
'100

10製 造 業 38.3 13.3 13.3 42 8.3 22.5 0 100

11建 設 業 36.8 15.8 2Ll
'5
.3 10.5 10.5 0 100

12電 気 ・ ガ ス 及 び 水 道 50 0 0 ;0 0 50 0' 100

13産 業 活 動 33.6 18.9 9.1
'4
.9 6.3 25.9 1.4 100

14物 資 需 要 及 び 流 通 35.3 5.9 23.5 .5.9 0 29.4 0 100

15運 輸 及 び 通 信 60 0 0 0 0 40 0 100

16商 業 及 び 貿 易 40.6 14.1 9.4 6.3 4.7 25 0 100

17サ ー ビ ス 業 40 5 15 10 5 25' 0 100

18企 業 及 び 経 営 35.4 27.9 6.3 0 5.1 20.3 5.1 100

19通 貨 ・ 金 融 及 び 保 険 28.3 26.1 15.2 2.2 4.4 21.7 2.2 100

20物 価 35.2 12.5 6.3 、0.8 2.3 43.0 0 100

21賃 金 47.7 15.9 2.3 4.6 2.3 27.3 0 100

22家 計 30 22.5 6.3 1.3 5 35 0 100

23住 居 48.8 11.6 11.6 0 9.3 18.6 0 100

24財 政 48.4 3.2 19.4 0 6.5 22.6 0 10 .0

器 国 民 及 び 県 民 経 済 29.5 20 8.6 1.0 10.5 29.5 1.0 100

26社 会 保 障 100 0 0 0 0 0 0
'100

27保 健 衛 生 0 0 0 0 0 0 0 0

28教 育 0 0 0 0 0 100 0 100

29社 会 及 び 文 化 0 0 0 0 0 0 0 0

30公 務 員 及 び 選 挙 50 0 0 0 0 50 0 100

31司 法 及 び 警 察 0 0 0 0 0 0 0 0

32災 害 及 び 事 故 0 0 0 0 0 0 0 0

田 国 際 統 計 33.3 25 16.7 0 0 25 0 100

34総 合 及 び そ の 他 20 6.7 6.7 0' 6.7 60 0 100

合 計 36.8 14.4 9.9 3.3 6.9 28.0 0.7 100



i⑰ 縦パ ー セ ン ト
統計分野別加工方法(加 工方法別百分比)表2-17(c)

'、 ・ 、

1電 卓 を主 とし
て使用

2コ ン ピ ュー タ

と対 話 形式 で加

工

3リ ス ト等 を打
ち出 して机上で

加工する

4他 機関 に目的

とする もの を作
成 して もらう

5プ ログラムを

自機関で作成 し
て加工

6特 に加工は行
わ ない

7'そ の 他

'

合 計

01土 地 1.5 1.0 2.1 0' 2.0 3.5 0 2.0

02気 象 0.2 0.5 0.7 0 LO 0.3 0 0.4

03人 口 14.1
'6
.3 1.2.0 2L3

.
24.5 9.1 10 12.3

04労 働 2.9 4.4 1.4 0 1.0 4.5 0 3.2

05事 業 所 6.5 2.0 7.8 12.8 8.2 5.8 10 6.1

06農 業 1.0 0 0.7 0 0 2.3 0
』1

.1

07林 業 0 0 0 0 0 0.3 0 α1

08水 産 業 0 0 0 0' 0 0 0 0

09鉱 業 O.4 0.5 0.7 0 0 0.3 0 0.4

10製 造 業 8.8 7.8 11.4 。10
.6 10.2 6.8' 0 8.4

11建 設 業 2.7
.'
2.9 5.7 4.3 4.1 1.0 0 2.7

12電 気 ・ ガ ス 及 び 水 道 0.2 0 0 0 0 0.3 0 0.1

13産 業 活 動 9.2 13.2 9.2 14.9 9.2 9.3 20 10」

14物 資 需 要 及 び 流 通 1.2 0.5 2.8 2.1 0 1.3 0 1.2

15運 輸 及 び 通 信 0.6 0 0` 0 0 0.5 0 0.4

16商 業 及 び 貿 易 9.9 8.8 8.5 17.0 6.1 8,0・ 0 9

17サ ー ビ ス 業 L5 0.5 2.1 4.3 1.0 L3
'0

1.4

18企 業 及 び 経 営 5.3 10.7 3.6 0 4.1 4.0 40 5.6

19通 貨 ・ 金 融 及 び 保 険 2.5 5.9 5.0 2.1 2.0 2.5 10 3.2

釦 物 価 8.6 7.8 5.7 2.1 3.1 13.8 0 9

21賃 金 4.0 34 0.7 4.3 1.0 3.0 0 3.1

2家 計 4.6 8.8 3.6 2.1 41 7.0 0 5.6

鴎 住 居 4.0 2.4 3.6 0 4.1 2.0 0 3.0

勿 財 政 2.9 0.5 4.3 0 2.0 1.8 0 2.2

宏 国 民 及 び 県 民 経 済 5.9 10.2 6.4 2.1 11.2 7.8 10 7.4

宏 社 会 保 障 0.2 0 0 0 0 0 0 0.1

刀 保 健 衛 生 0
'0

0 0 0 0 0
'0

田 教 育 0 0 0 0 0 0.5 0 0.1

四 社 会 及 び 文 化 0 0 0 0 0 0 0 0

30公 務 員 及 び 選 挙 0.2 0 .0 0
.
0 0.3 0 0.1

31司 法 及 び 警 察 0 0 0 0』' 0 0 0 0

泣 災 害 及 び 事 故 0 0 0 0・ 0 0 0 0

田 国 際 統 計 0.8 L4 1.4 0 ・0 0.8 0 0.8

詞 総 合 及 び そ の 他 0.6 0.5 0.7 0 1.0 2,3. 0 .1.1

合 計 100 100 100 10'0 100 100 100 100
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表2-18(a)統 計 分 野 別 加 工 レ ベ ル ⑰ 実 績
.

l

l

Ii三
1

、

1入 力 データを
その まま利用

1表 計 算(単 純'

集 計 ・ク ロス集

計)

3グ ラ フ ・表 レ
ベ ルの 作成

4統 計解析処理 』5モ デ ル 分 析 6そ の 他
合 計

㊨

・

01土 地 11 6 8 3' 1 1 30

02気 象 1 1 1 1 1 0 5

03人 口 53 54 63 34 15 2 221

04労 働 13 9 18 5 1 0 46

05事 業 所 28 25 30 10 7 2 102

06農 業 10 3 8 0 0 0 21

07林 業 0 0 0 0 0 0 0

08水 産 業 0 0 0 0 0 0 0

09鉱 業 1 0 2 1 0 0 4

10製 造 業 44 36 47 19 7 2 155

11建 設 業 13 9 17 6 4 0 49

12電 気 ・ ガ ス 及 び 水 道 0 1 0 0 0 0 1

13産 業 活 動 45 26 51 24 12 1 159

14物 資 需 要 及 び 流 通 5 2 6 '3
0 1 17

15運 輸 及 び 通 信 4 0 1 0 0 0 5

16商 業 及 び 貿 易 37 37 53 18 8 6 159

17サ ー ビ ス 業 5 5 10 2 2 0 24

18企 業 及 び 経 営 29 11 30 27 6 0 103

19通 貨 ・ 金 融 及 び 保 険 11 6 19 12 2 0 50

20物 価 37 27 39 10 12 7 132

21賃 金 12・ 11 14 7 6 0 50

22家 計 27 16 32 10 5 3 93

23住 居 18 13 16 6 6 1 60

24財 政 11 11 13 2 1 0 38

25国 民 及 び 県 民 経 済 26 31 40 24 20 0 141

26社 会 保 障 0 1 1 0 0 0 2

27保 健 衛 生 0 0 0 0 0 0 0

28教 育 2 0 0 0 0 0 2

29社 会 及 び 文 化 0 0 0 0 0 0 0

30公 務 員 及 び 選 挙 1 0 0 0 1 0 2

31司 法 及 び 警 察 0 0 0 0 0 0 0

32災 害 及 び 事 故 0 0 0 0 0 0 0

33国 際 統 計 4 1 2 1 2 0 10

34総 合 及 び そ の 他 8 1 2 1 2 0 14

合 計 456 343 523 226 121 26 1695
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表2-18(b)'統 計 分野 別 加 工 レベル(分 野別 百 分比) ⑰ 横 パ ー セ ン ト

1入 力デ ータを

その まま利用

2表 計算(単 純

集計 ・クロス集
計)

3グ ラフ ・表 レ
ベ ルの作 成

4統 計解析処理 5モ デ ル 分 析 6そ の 他
合 計

01土 地 36.7 2'0 26.7 10 3.3 3.3 100

02気 象 20 20 20 20 20 0 100

03人 目 24.0 24.4 28.5 15.4 6.8 0.9 100

04労 働 28.3 19.6 39.1 10.9 2.2 0 100

05事 業 所 27.5 24.5 29.4 9.8 6.9 2.0 100

06農 業 47.6 14.3 38.1 0・ 0 0 100

07林 業 0 0 0 0 0 0 0

08水 産 業 0・ 0 0 0 0 0
'0

09鉱 業 25 0 50 25 0 0 100

10製 造 業 28.4 23.2 30.3 12.3 4.5 1.3 100

11建 設 業 26.5 18.4 34.7 12.2 8.2 0 100

12電 気 ・ ガ ス 及 び 水 道 0 100 0 0 0 0 100

13産 業 活 動 28.3 16.4 32.1 15.1 7.6 0.6 100

14物 資 需 要 及 び 流 通 29.4 1L8 35.3 17.7 0 5.9 100

15運 輸 及 び 通 信 80 0 20 0 0 0 100

16商 業 及 び 貿 易 23.3 23.3 33.3 11.3 5.0 3.8 100

17サ ー ビ ス 業 20.8 20.8 4輻7 8.3 8.3 0 100

18企 業 及 び 経 営 28.2 10.7 29.1 262 5.8 0 100

19通 貨 ・ 金 融 及 び 保 険 22 12 38 24 4 0 100

20物 価 28.0 20.5 29.6 7.6 9.1 5.3 100

21賃 金 24 22 28 14 12 0 100

2家 §十 29.0 17.2 344 10.8 6.4 3.2 100

脇 住 居 30 21.7 26.7 10 10 1.7 100』

24財 政 29.0 29.0 34.2 5.3 2.6 0 100

25国 民 及 び 県 民 経 済 18.4 22.0 28.4 17.0 14.2 0 100

26社 会 保 障 0 50 50 0 0 0 100

27保 健 衛 生 0 0 0 0 0` 0 0

28教 育 100 0 0 0 0 0 100

29社 会 及 び 文 化 0 0 0 0 0 0 0

30公 務 員 及 び 選 挙 50 0 0 0 50 0 100

31司 法 及 び 警 察 0 0 0 0 0 0 0

3ゴ 災 害 及 び 事 故 0 0 0 0 0 0 0

33国 際 統 計 40 10 20 10 20 0 100

34総 合 及 び そ の 他 57.1 7.1 14.3 7.1 14.3 0 100

合 計 26.9 20.2 30.9 13.3 7.1 1.5 100

⑨ ● 4
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表2-18(c)統 計 分野 別 加 主 レベ ル(加 工 レベ ル別 百 分比)
㈱ 縦 パ ー セン ト

S

ω

T

1入 力デー タを
その まま利用

2表 計算(単 純
集 計 ・クロス集

計)

3グ ラ フ ・表 レ
ベ ル の作 成

4統 計解析処理 5.モ デ ル 分 析 6そ の 他

合 計

01土 地 2.4 1.8 1.5 1.3 0.8 3.9 L8

02気 象 0.2 0.3 0.2 0.4 0.8 0' 0.3

03人 目 11.6 15.7 12.1 15.0 12.4 7.7 13.0

04労 働 2.9 2.6 3.4 2.2 0.8 0 2.7

05事 業 所 6.1 7.3 5.7 4.4 5.8 7.7 6.0

06農 業 2.2 0.9 1.5 0 0 0 1.2

07林 業 '0 0 0 0 0 0 0

08水 産 業 0 0 0 0 0 0 0

09鉱 業 0.2 0 0.4 0.4 0 0 α2

10製 造 業 9.7 10.5 9.0 8.4 5.8 7.7 9.1

11建 設 業 2.9 21 12 0 3 0 2.9

12電 気 ・ ガ ス 及 び 水 道 0 0.3 0 0 0 0 0.1

13産 業 活 動 9.9 7.6 9.8 10.6 9.9 3.9 9.4

14物 資 需 要 及 び 流 通 L1 0.6 1.2 1.3 0 3.9 1.0

15運 輸 及 び 通 信 0.9 0 0.2 0 0 0. 0.3

16商 業 及 び 貿 易 8.1 10.8 10.1 8.0 6.6 23.1 9.4

17サ ー ビ ス 業 1.1 1.5 1.9 0.9 L7 0 L4

18企 業 及 び 経 営 6.4 3.2 5.7 12.0 5.0 0 6.1

19通 貨 ・ 金 融 及 び 保 険 2.4 L8 3.6 5.3 1.7 0 3.0

20物 価 8.1 7.9 7.5 4.4 9.9 26.9 7.8

21賃 金 2.6 3.2 2.7 3.1 5.0 0 3.0

22家 計 5.9 4.7 6.1 4.4 4.1 11.5 5.5

田 住 居 4.0 3.8 3.1 2.7 5.0 3.9 3.5

24財 政 2.4 3.2 2.5 0.9 0.8 0 2.2

25国 民 及 び 県 民 経 済 5.7 9.0 7.7 10.6 16.5 0 8.3

26社 会 保 障 0 0.3 0.2 0 0 0 0.1

ガ 保 健 衛 生 0 0 0 0 0 0 0

28教 育 0.4 0 0 0 0 0 0.1

29社 会 及 び 文 化 0 0
"

0 0 0 0 0

30公 務 員 及 び 選 挙 0.2 0 0 0 0.8 0 0.1

、

31司 法 及 び 警 察 0 0 0 0 0 0 0

32災 害 及 び 事 故 0 0 0 0 0 0 0

33国 際 統 計 0.8 0.3 0.4 0.4 L7 0 0.6

34総 合 及 び そ の 他 1.8 0.3 0.4 0.4 1.7 0 0.8

合 計 100 100 100 100 100 100 100



2.2.5利 用上の問題点

問題点を明ら掴こするたぬ 入 手難易,利 用上の問題,更 に,入 手上の問題 の観点か ら考察 したい。

(1)入 手 の難易

表2-19～20が 入 手の難易をま とめた ものである。全般的にみ ると 「容易に入手で き

た」が1位 で,「 入手 するため に目的地 まで出掛けた」が2位 で あるが,2位 なが らかな り差

が ある。その中で民間 とシンクタンクは 「入手す るために 目的地 まで 出掛けた」が相対的に幾

分高い傾向にあ る。

統計分野別にみ ると,「 容易に入手できた」に各分野 とも片寄 ってい るが,「 企業及び経営」

「建設業」 「製造業」 「賃金」 「財政」は,「 入手するため 目的地 まで出掛けた」が相対的に

幾分高い傾向にある。

② 利用上の問題

表2-21～22が 利用上の問題 をまとめた ものである。 「公表時期が合 わない(古 いな

ど)」,「 調査事項が無い」,「 地域区分が合わない」の順位 にな ってい る。 国の機関では過

半数,商 工 会 議所 で は約4割 の統計デ ータが 「公表時期が合わない(古 いな ど)」 と答えて

いるの に対 して,都 県では過半数の統計 デー タが 「地域区分が合わない」 と答えている。 ネッ

トワーク化 においては,以 上の点 を考慮 する ことが重要 である。

統計 分野別にみる と,「 企業及 び経営」 「労働」 「産業活動」は 「公表時期 が合 わない(古

いなど)」 との回答が多 く,「 農業」は 「調査事項が ない」 との回答が多い。

「利用地 域区分が合 わない」 との回答は,「 土地」 「人 口」 「賃 金」 「家計」 「財政」で幾

分 高い傾向にある。

③ 入手 上の問題点

表2-23が 入手上の 問題を まとめたものである。

デ ータ作成機 関が公的機関 の場合で問題があったとするのが131件,商 工団体等が作成機関

の場 合は,113件 とな ってい る。全般的に 「未公開データで ある」 「入手源が分 か らない」

が 高 くなってお り,ネ ットワークを考 えた場合示唆される内容にな ってい る。

問題 あ りとされる ものは,「 県民所得統計」 「地域別 消費動向」 「ベ ンチャーとビジネス企

業 統計 」が あげ られてい る。
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表2-19(a)機 関 類 別 入手 難 易

囲 実 数

1容 易に入手 で

きた

2入 手するため
目的地まで出掛
けた

3何 処にあるか
確認が困難であ
った

4利 用目的に適
合 した内容を知
るのが困難であ
った

5そ の 他

合 計

01都 ・ 県 45 0 0 1 2 48

02特 別 区 ・ 市 264 2 1 5 15 287

03商 工会議所 ・ 中小企業団体 153 11 2 2 0 168

04銀 行 及 び 金 融 機 関 等 272 31 6 8 0 317

05シ ン ク タ ン ク 118 15 0 1 1 135

06民 間 123 22 0 0 0 145

07国 の 機 関 33 5 0一 0 0 38

合 計 1008 86 9 17 18 1138

表2-19(b)機 関 類 別 入手 難 易(百 分比)
駐)横 パ ー セ ン ト

一

1容 易 に入手で

きた

2入 手するため
目的地まで出掛
けた

3何 処にあるか
確認が困難であ
った

4利 用 目的 に適

合 した内容 を知
るのが困難 であ

あった。

5そ の 他

合 計

01都 ・ 県 93.8 0 0 2.1 4.2 100

02特 別 区 ・ 市 92.0 0.7 0.3 1.7 5.2 100

03商 工会議所 ・ 中小企業 団体 91.1 6.6 1.2 1.2 0 100

04銀 行 及 び 金 融 機 関 等 85.8 9.8 1.9 2.5 0 100

05シ ン ク タ ン ク 87.4 1L1 0 0.7 0.7 100

06民 間 84.8 15.2 0 0 0 100

07国 の 機 関 86.8 13.2 0 0 0 100

合 計 88.6 7.6 0.8 1.5 1:6 100
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横 パ ー セン ト統計 分野別 入手 の難易(分 野別百分比)表2-20(b)

1容 易に入手で
きた

2入 手す るため
目的地 まで 出掛
げ た

3何 処 にあるか
確認 が困難であ
った

4利 用目的に適
合 した内容を知
るのが困難であ

った

5そ の 他

合 計

01土 地 95.8 4.2 0 0 0 100

02気 象 100 0 0 0 0 100

03人 口 92.4 4.6' 0 0.8 2.3 100

04労 働 92.7 7.3 0 0 0 100

05事 業 所 92.4 ].5 L5 3.0 1.5 100

06農 業 93.8 6.3 0 0 0 100

07林 業 100 0 0' 0 0 100

08水 産 業 0 0 0 0 0 0

09鉱 業 100 0 0 0 0 100

10製 造 業 87.1 1L8 0 0 1.2 100

11建 設 業 74.1 25.9 0 0 0 100

12電 気 ・ ガ ス 及 び 水 道 100 0 0 0 0 100

13産 業 活 動 86.0 7.5 0 2.8 3.7 100

14物 資 需 要 及 び 流 通 88.2 5.9 5.9 0 0 100

15運 輸 及 び 通 信 100 0 0 0 0 100

16商 業 及 び 貿 易 91.8 5.1 輻0 1.0 1.0 100

17・ サ ー ビ ス 業 82.4 11.8 0 0 5.9 100

18企 業 及 び 経 営 84.9 13.6 0 1.5 0 100

19通 貨 ・ 金 融 及 び 保 険 80.7 2.9 0 6.5 0 100

20物 価 93.0 1.7 0.9 1.7 2.6 100

21賃 金 79.5 18.0 2.6 0 0 100

2家 計 86.1 9.7 1.4 1.4 1.4 100

刀 住 居 89.2 8.1 0 2.7 0 100

勿 財 政 74.1 148 3.7 7.4 0 100

25国 民 及 び 県 民 経 済 93.7 3.8 2.5 0 0 100

26社 会 保 障 100 0 0 0 0 100

27保 健 衛 生 0 0 0 0 0 0

28教 育 100 0 0 0 0 100 .

29社 会 及 び 文 化 0 0 0 0 0 0

30公 務 員 及 び 選 挙 100 0 0 0 0 100

31司 法 及 び 警 察 0 0 0 0. 0 0

32災 害 及 び 事 故 0 0 0 0 0 0

33国 際 統 計 100 .0 0 0 0 100

34総 合 及 び そ の 他 66.7 11.1
一

0
● も

5.6 16.7 100

合 計 88.6 7.6 . 0.8 1.5 1.6 100
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表2-20(c)統 計 分 野別 入手 の 難 易(入 手別 百 分 比)
間 接 パ ー セ ン ト

1容 易に入手で

きた

2入 手す るため

目的地 まで出掛
け た

3何 処に あるか
確認が困難であ
った

4利 用 目的 に適
合 した内容 を知
るのが困難であ
った

5そ の 他
■

合 計

01土 地 2.3 L2 0 0 0 2.1

02気 象 0.1 0 0 0 0 0.1

03人 口 12 7.0 0 5. 16.7 11.5

04労 働 3.8 3.5 0 0 0 3.6

05事 業 』 所 6.1 1.2 1】.1 11.8 5.6 5.8

06農 業 1.5 L2 0 0 0 1.4

07林 業 0.1 0 0 0 0 011

08水 産 業 0 0 0 0 0 0

09鉱 業 0.4 0 0 0 0 α4

10製 造 業 7.3 11.6 0 0 5.6 7.5

11建 設 業 2.0 8.1 0 0 0 2.4

12電 気 ・ ガ ス 及 び 水 道 0.2 0 0 0 0 0.2

13産 業 活 動 9.1 9.3 0 17.7 22.2 9.4

14物 資 需 要 及 び 流 通 1.5 L2 11.1 0 0 1.5

15運 輸 及 び 通 信 0.5 0 0

.

0 0 0.4

16商 業 及 び 貿 易 8.9 5.8 11.1 5.9 5.6 8.6

17サ ー ビ ス 業 1.4 2.3 0 0 5.6 L5

18企 業 及 び 経 営 5.6 10.5 0 5.9 0 5.8

19通 貨 ・ 金 融 及 び 保 険 2.5 4.7 0 1L8 0 2.7

⑳ 物 価 10.6 2.3 11.1 11.8 16.7 10.1

21賃 金 3.1 8.1' 1工1 0 0 3.4

22家 計 6.2 8.1 1L1
,

5.9 5.6 ・36
.3

刀 住 居 3.3 3.5 0 5.9 0 3.3

24財 政 2.0 4.7 11.1 1L8 0 2.4

宏 国 民 及 び 県 民 経 済 7.3 3.5 2'2.2・ 0 0 6.9

26社 会 保 障 0.1 0 0 0 0 0.1

27保 健 衛 生 0 0 0 0 0 0

28教 育 0.2 0 0 0 0 0.2

四 社 会 及 び 文 化 0 0. 0 0 0
'

0

30公 務 員 及 び 選 挙 0.2 0 0 0 0 0.2

31司 法 及 び 警 察 0馳
0 0 0 0 0』

32災 害 及 び 事 故 0 0 0

-

0 0 0

33国 際 統 計 0.7 0 0 0 0 0.6

34総 合 及 び そ の 他 1.2 2.3 0 5.9 16.7 L6

合 計 100 100 100 100 100 100

● ●
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表2-21(a)機 関 類 別 問 題 の あ っ た事 項
㊧ 実 数'

1調 査事項
がない

2地 域区分
が合わない

3時 系列区

分(周 期)
が合 わない

4公 表時期
が合わない

(古 いなど)

5客 体数 ・

抽出数 が不
十分

6統 計ごとに項 目
の定 義(集 計単位

等)が 異 な り困 る
ことが多い

7調 査項 目の分類
が不適当,使 い も
のにならない

8時 系列デ
ータに欠陥

が あ り困る

事がある

,

9そ の他

合 計

01都 ・ 県 0 4 0 1 0 1 0 0 0 6

02特 ・ 別 区 ・ 市 45 50 18 56 19 22 9 5 19 243

03商 工会議所 ・ 中小企業団体 11 3 2 19 4 0 0 0 1 40

04銀 行 及 び 金 融 機 関 等 8 13 7 51 8 3 4 9 22 125

05シ ン ク タ ン ク 13 12 19 20 0 2 2 3 13
冤8 ・4

06民 間 11 8 14 34 7 5 3 2 3
P

87 .

07国 の 機 関 0 4 3 15 2 0 0 1 0 2'5

合 計 88 94 63 196 40 33 18 20 58 610

一
〇
Φ
ー

表2-21(b)機 関 類 別問 題 の あ った事 項(百 分比)
㊧ 横パ ー セ ン ト

1調 査事項
が ない

2地 域区分
が合わない

3時 系列区
分(周 期)
が合わない

4公 表時期
が合わない
(古 いな ど)

5客 体数 ・
抽 出数が不
十分

6統 計 ごとに項 目
の定義(集 計単位
等)が 異な り困る
ことが多い

7調 査項 目の分類
が不適 当,使 い も
のにな らない

8時 系列デ
ータに欠陥

が あ り困る
事が ある

,L

9そ の他
-A

合 計

01都 ・ 県 0 66.7 0 16.7
A

0 16.7 0 0 0 100

02特 別 区 ・ 市 18.5 20.6 7.4 23.1 7.8 9.1 3.'7 2.1 7.8 100

03商 工会議所 ・ 中小企業団体 27.5 7.5 5 47.5 10 0 0 0 2.5 100

04銀 行 及 び 金 融 機 関 等 6.4 10.4 5.6 40.8 6.4 2.4 3.2 7.2 17.6 100

05シ ン ク タ ン ク 15.5 14.3 22.6 23.8 0 2.4 2.4 3.6 15.5 LOP.w

06民 間 12.6 9.2 16.1 39.1 8.1 5.8
'

3.5 2.3 3.5 100

07国 の 機 関 0 16 12 60 ・8 0 0 4 0' 100

合 計 14.4 15.4 10.3 32」 6.6 5.4 3.0 3.3 9.5 100
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表2-22(a)統 計 分 野 別 問 題 の あ っ た 事 項 、旬 実 数

計合

11

0

91

13

44

10

0

0

1

66

12

0

50

3

0

56

4

15

17

56

20
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20

13
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0

0

2
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1

0
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4

8
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0

0

0
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0
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障保会社26

生衛健保27

育教28

化文び及会社29

挙選び及員務公30

察警び及法司31

故事び及害災32

計総隈国33

他のぞび及合総34

計合

4 ●
A ぐ



一
ご

.・・ ・ タ ・

表2-22(b)統 計 分野 別 問 題 の あ った事項(分 野 別 百分 比)
鶴 横パーセント

1調 査事項

が無 い

2地 域区分

が合 わない
3時 系列区

分(周 期)
が 合わない

4公 表時期

が合 わない

(古 いな ど)

5客 体数 ・

抽出数が不
十分

6統 計 ご とに項 目

の定義(集 計単位

等)が 異 な り困 る
こ とが 多い

7調 査項 目の分類
が不適 当,使 い も
のに ならない

8時 系列デ
ータに欠陥

が あ り困る

事がある

9そ の 他1

合 計

'

01土 地 27.3 18.2 9.1 18.2 18.2 0 0 0 9.1 100

02気 象 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

03人 口 16.5 23.1 9.9 30.8 4.4 6.6 2.2 1.1 5.5 100

04労 働 0 23.1 0 46.2 23.1 7.7 0 0 0 100

05事 業 所 ・18 .2 13.7 15.9 29.6 2.3 4.6 4.6 4.6 6.8 100

06農 業 40 10 20 10 10 10 0 0 0 100

07林 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

08水 産 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

09鉱 業 0 0 0 100 0 0 b 0 0 100

10製 造 業 16.7 9.1 12.1 22.7 9.1 10.6 76 4.6 7.6 100

11建 設 業 8.3 16.7 16.7 33.3 8.3 8.3 0 0 8.3 100

12電 気 ・ ガ ス 及 び 水 道 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

13産 業 活 動 14 16 10 38 4 4 0 4 10 100

M物 資 需 要 及 び 流 通 0 33.3 0 33.3 0 0 0 0 33.3 100

15運 輸 及 び 通 信 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

16商 業 及 び 貿 易 16.1 10.7 10.8 25 3.6 7.] 8.9 3.6 14.3 100

17サ ー ビ ス 業 25 0 25 50 0 0 0 0 0 100

18企 業 及 び 経 営 0 13.3 0 60 6.7 6.7 6.7 0 6.7 100

19通 貨 ・ 金 融 及 び 保 険 17.7 1L8 0 29.4 5.9 0 0 11.8 23.5 100

20物 価 12.5 17.9 10.7 30.7 7.1 3.6 1.8 3.6 12.5 100

21賃 ㍉ 金 10 5 5 55 15 5 0 5 0 100

22家 計 9.7 22.6 6・.5 29.0 19.4 0 3.2 3.2 6.5 100

23住 居 25 20 15 20 10 0 0 0 10 100

24財 政 7.7 30.8 0 30.8 0 15.4 0 0 15.'4 100

25国 民 及 び 県 民 経 済 11.3 12.9 16.1 4L9 L6 1.6 1.6 48 8.1 100

26社 会 保 障 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

27保 健 衛 生 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

28教 育 0 0 0 0 0 0 0' 50 50 100

29社 会 及 び 文 化 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

30公 務 員 及 び 選 挙 0 0 0 0 0 0 0 0 100 100

31司 法 及 び 警 察 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

32災 害 及 び 事 故 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

33国 際 統 計 25 0 0 0 0 25 0 0 50 lob

詞 総 合 及 び そ の 他 0 0 0 62.5 0' 12.5 0 0 25 100

合 計 14.4 15.4 10.3 32.1 6.6 5.4 3.0 3.3 9.5 100
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表2-2? .(c)統 計 分 野 別 問題 の あ った事 項(問 題 点別 百 分 比)
㈱ 縦 パ ー セ ン ト

1調 査事項
が無 い

2地 域区分
が合わない

3時 系列区
分(周 期)
が合わない

4公 表時期
が合わない

(古 いな ど)

5客 体数 ・
抽出数が不
十分

6統 計 ごとに項 目
の定義(集 計単位

等)が 異な り困 る
ことが多い

7調 査項 目の分類
が 不適 当.使 い も
の にな らない

.

18時 系列 デ
' 一 夕に欠陥

が あり困 る

事 がある

9そ の他

合 計

01土.地 3.4 2.1 L6 1.0 5 0 0 01 1.7 1.8

02気 象 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

03人 口 17.1 22.3
・

14.3 14.3 10 182 11.1 5 8.6 14.9

04労 働 0 3.2 0 3.1 7.5 3.0 0 0 0 2.1

05事 業 所 9.1 6.4 1L1 6.6 2.5 6.1 11.1 10 5.2 7.2・

06農 業 4.6 L】 32 0.5 2.5 3.0 0 0 0 1.6

07林 業 0 0 0 0 0 0 0「 0 0
.'

0

08水 産 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

09鉱 業 0 0 0 0.5 0 0 0' 0' .0 α2

10製 造 業 12.5 6.4 12.7 7.7 15 21.2
・

27.8
'

15
,

8.6 10.8

11建 設 業 1.1 21 12 0 3 0
、

1 4 4 52.1

12電 気 ・ ガ ス 及 び 水 道 0 0 0 0' 0 0 0 0 0 o`

13産 業 活 動 8.0 8.5 7.9 9.7 5 6.1 0
-

10 8.6 8.2

14物 資 需 要 及 び 流 通 0 1.1 0 0.5 0 0 0 0 1.7 0.5

15運 輸 及 び 通 信 0 0 0 0 0 0'
『0

0 0 σ

16商 業 及 び 貿 易 10.2 6.4 9.5 7.1 .5
・

12.1
・..

27.8 10 13.8 9.2

17サ ー ビ ス 業 1.1 0 1.6 1.0 0 0 0 0 0

-

α7

18企 業 及 び 経 営 0 2.1 0 .46 2.5 3.0
工

5.6
.

・'一.0 A

1.7 2.5

19通 貨 ・ 金 融 及 び 保 険 3.4 2.1 0 2.6 、2 .5' 0 0 10 6.9 2.8

20物 価 8.0 10.6 9.5 8.7 1q 6.1 5.'6 10 12.1 9.2

21賃 金 2.3 1.1 1.6 5.6 7.5 3.0 0 5 0

.

3.3

22家 計 3.4 7.5 3.2 4.6 15 0 5.6 5 3.5 5.f

23住 居 5.7 4.3 4.8 2.0 5 0 0 0
A

3.5 3.瓢

24財 政 1.1 4.3 0 2.0 0 6.1 0
'

0 3.5 2.1

25国 民 及 び 県 民 経 済 8.0 8.5 15.9 13.3 2.5 3.0 5.6 15 8.6 10.2

26社 会 保 障 .
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

27保 健 衛 生 0 0 0 0 0 0 0='『 0 0 0

28教 育 0 0 0 0 0 0 0 5
-

L7 0.3

29社 会 及 び 文 化 0 0 0 0 0・ 0 0 0 0 0

30公 務 員 及 び 選 挙 0 0 0 .0 0 0 0 0 1.7 0.2`

31司 法 及 び 警 察 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

32災 害 及 び 事 故 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.

33国 際 統 計 1.1 .0.' 0 0 0 3.0 0 ⊥ 0 3.5 0.7

34総 合 及 び そ の 他 0 0 0
'2
.6 0 3.0 0 0 3.5 L3

合 計 100 100 100・ 100 100 .100 100 100 100 100

● ■
■ 舎
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表2-23入 手 上 問 題 が あ っ た事 項

統計主体 A B C

国,地 方公共団体 商工団体,業 界, 情 報サービス機関
その他公的機関が 企業等が実施 して が提供 しているデ 合 計

入手上 作成 している統計 いる統計を入手す 一夕を入手す る場

の問題 を入手する場合 る場合 合

1,欲 しい 統 計 デ ー タ

の入手源が不明のこ 18 32 20 70

とが多い

2欲 しいと思 って も

未 公開データである 47 24 4 75

3.地 元 の組織 に問い
■

合わせて もよ くわか 7 20 1 28

らな い ことが多い

4.入 手 デ ー タ を か な

り加工 しなければな 26 20 13 59

らない

5.統 計 データの入手

費用が不適正に思 う 2 1 33 36

こ とが多い

6.印 刷 物 しか入手で
.

きないため再入力の

ための時間とコス ト
24 11 3 38

が か かる

7.そ の 他

7 5 4 16
・

合 計 131 113 78 322
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2.2.4オ ンライン化希望の有無

表2-24～25は オ ンライン希望 の有無 を まとめたものである。

全般的には 「無し」40.4%,「 わ からない」31%,「 有 り」28.5%の 順 になっている。

どの統計分野について,オ ン ラインの希望 があるかをみ ると,「 人 口」の14.3%「 産 業活動」

の11.7%「 商 業及 び貿 易」1■7%が 目立 っており,概 して第3次 産業関係の情報を希望する

傾向が認め られ る。'

表2-24(a)機 関類別 オンライン希望 囲 実数

1有 り 2無 し 3わ からない 合 計

01都,県 13・ 9 23 45

02特 別 区 ・市 84 93 83 260

03商 工会議所 ・中小企業団体 20 44 45 109

04銀 行及び金融機関等 65 114 81 層260

05シ ン ク タ ン ク 44 42 24 110

06民 間 31 75 29 135

07国 の機 関 16 10 12 38

合 計 273 387 297 957

●

表2-24(b)機 関類別 オンライン希望(百 分比)
囲 横 ノマー セ ン ト

1有 り 2無 し 3わ か らない 合 計

01都 ・県 28.9 20.0 51.1 100

02特 別 区 ・市 32.3 35.8 31.9 100

03商 工会議所 ・中小企業団体 18.4 40.4 41.3 100

04銀 行及び金融機関等 25.0 43.9 31.2 100

05シ ン ク タ ン ク ・ 40.0 38.2 21.8 100

06民 間 23.0 55.6 21.5 100

07国 の 機関 42.1 26.3 31.6 100

合 計 28.5 4α4 31.0 100

●
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表2-25(a)統 計 分野 別オ ンライン希望 囲 実数

1.有 り 2無 し 3.わ か ら な い 合 計

01土 地 4 8 8 20

02気 象 1 0 0 1

03人 口 39 51 27 117

04労 働 8 14 14 36

05事 業 所 13 26 18 57

06農 業 3 5 5 13

07林 業 0 0 1 1

08水 産 業 0 0 0 0

09鉱 業 0 2 1 3

10製 造 業 21 26 28 75

11建 設 業 7 6 6 19

12電 気 ・ガス及び水道 1 1 0 2

13産 業 活動 32 27 26 85

14物 資需要及び流通 2 5 6 13

15運 輸 及び通信 0 1 2 3

16商 業 及び貿易 32 25 29 86

17サ ー ビス 業 4 7 4 15

18企 業及び経営 9 27 15 51

19通 貨 ・金融及び保険 12 9 8 29

20物 価 25 47 30 102
'

21賃 金 5 16 13 34

22家 計 20 26 12 58

23住 居 8 15 8 31

24財 政 5 13 4 22

25国 民及び県民経済 17 23 24 64

26社 会保障 0 1 0 1

27保 健衛生 0 0 0 0

28教 育 0 0 1 1

29社 会及び文化 0 0
1

0 0

30公 務員及び選挙 0 1 0 1

31司 法 及び警察 0 0 0 0

32災 害及び事故 0 0 0 0

33国 際 統計 3 1 1 5

34総 合 及びその他 2 4 6 12

合 計 273 387 297 957
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表2-25(b)統 計分 野別オ ンライン希望(分 野別百分比)
横 パ ー セ ン ト

1有 り 2無 し 3わ からない 合 計

01土 地 20 40 40 100

02気 象 1100 0 0 100

03人 口 33.3 43.6 23.1 100

04労 働 22.2 38.9 38.9 100

05事 業 所 22.8 45.6 31.6 100

06農 業 23.1 38.5 38.5 100

07林 業 0 0 100 100

08水 産 業 0 0 0 0

09鉱 業, 0 66.7 33.3 100

10製 造 業 28 34.7 37.3 100

11建 設 業
/

36.8 31.6 31.6 100

12電 気 ・ガス及び水道 50 50 0 100

13産 業活動 37.7 31.8 30.6 100

14物 資需要及び流通 15.4 38.5 46.2 100

15運 輸 及 び通信 0 33.3 66.7 100

16商 業及 び貿易 37.2 29.1 33.7 100

17サ ー ビ ス 業 26.7 46.7

'

26.7 100

18企 業及び経営 17.7 52.9 29.4 100

19通 貨 ・金融及び保険 41.4 31.0 27.6 100

20物 価 24.5 46.1 29.4 100

21賃 金 14.7 47.1 38.2 100

22家 計 34.5. 44.8 20.7 100

23住 居 25.8 48.4 25.8 100

24財 政 22.7 59.1 18.2 100

25国 民及び県民経済 26.6 35.9 37.5 100

26社 会保障 0 100 0 100

27保 健衛生 0 0 0 0

28教 育 0 0 100 100

29社 会及び文化 0 0 0 0

30公 務員及び選挙 0 100 0 100

31司 法及び警察 0 0 0 0

32災 害及び事故 0 0 0 0

33国 際 統計 60 20 20 100

34総 合 及びその他 16.7 33.3 50 100

合 計 28.5 40.4 31.0 100

一116一
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表2-25(c) 統計分野別オンライン希望(希 望別百分比)囲 縦 パ ー セ ン ト

L有 り 2無 し 3.わ か ら な い 合 計

01土 地 1.5 2.1 2.7 2.1

02気 象 0.4 0 0 0.1

03人 口 14.3 13.2 9.1 12.2

04労 働 2.9 3.6 4.7 3.8

05事 業所 4.8 6.7 6.1 6.0

06農 業 1.1 1.3 1.7 1.4

07林 業 0 0 0.3 0.1

08水 産 業 0 0 0 0

09鉱 業 0 0.5 0.3 0.3

10製 造業 7.7 6.7 9.4 7.8

11建 設 業 2.6 1.6 2.0 2.0

12電 気 ・ガス及び水道 0.4 0.3 0 0.2

13産 業 活動 11.7 7.0 8.8 8.9

14物 資需要及び流通 0.7 1.3 2.0 1.4

15運 輸 及び通信 0 0.3 0.7 0.3

16商 業 及び貿易 11.7 6.5 9.8 9.0

17サ ー ビス 業 1.5 1.8 1.4 1.6

18企 業及び経営 3.3 7.0 5.1 5.3

19通 貨 ・金融 及び保険 4.4 2.3 2.7 3.0

20物 価 9.2 12.1 10.1 10.7

21賃 金 1.8 4.1 4.4 3.6

22家 計 7.3 6.7 4.0 6.1

23住 居 2.9 3.9 2.7 3.2

24財 政 1.8 3.4 1.4 2.3

25国 民及び県民経済 6.2 5.9 8.1 6.7

26社 会保 障 0 0.3 0 0.1

27保 健衛生 0 0 0 0

28教 育 0 0 0.3 0.1

29社 会及び文化 0 0 0 0

30公 務員及び選挙 0 0.3 0 0.1

31司 法 及び警察 0 0 0 0

32災 害及び事故 0 0 0 0

33国 際 統計 1.1 0.3 0.3 0.5

34総 合及 びその他 0.7 1.0 2.0 1.3

合 計 100 100 100 100
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2.2.5今 後 必要 とする地域経済情報

表2-26は,現 在の使用の有無を問わず,今 後首都圏情報 として利用 して行 きた い分野を と

りまとめたものである。

上位 より,「 企業及 び経営」が16.5%,「 総 合及びその他」が11、4%,「 産 業活動」が1

0.1%,製 造業 が8.9%,「 商 業及び貿易」が7.6%,「 運 輸及び通信 」6.3%と な って お り,

「企業及び経営」 「産業活動」 「製造業」 「商業及び貿易」 の企業関係情 報を合 わせて考 えると

43.1%も の 高率にな り,企 業活動を行 ううえでの情報を欲 っしてい ることが分 かる。

「総 合及びその他」に,あ げ られている情報 としては,各 種刊行物(白 書,報 告書,月 報,雑

誌の類),新 聞,日 経新聞 「首都 圏版」等があり,従 来か らの数値情 報とは異なるものを欲っ してい

るのが特徴的であって,近 時の コンピュータの発展成果 を合 わせ考え ると,興 味深い。

●

t

◆
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表2-26今 後 必要 とする情報
囲 頻度順

回 答 頻 度 パ ー セ ン ト

18企 業及び経営 13 16.5

34総 合及びその他 9 11.4

13産 業 活動 8 10.1

10製 造 業 7 8.9

16商 業及び貿易 6 7.6

15運 輸 及び通信 5 6.3

25国 民及び県民経済 4 5.1

03人 口 4 5.1

14物 資需要及び流通 3 3.8

17サ ー ビ ス 業 3 3.8

24財 政 3 3.8

11建 設 業 2 2.5

19通 貨 ・金融及び保険 2 2.5

21賃 金 2 2.5

28教 育 2 2.5

22家 計 2 2.5

04労 働 2 2.5

01土 地 1 1.3

33国 際 統計 1 1.3

02気 象 0 0

05事 業 所 0 0

06農 業 0 0

07林 業 0 0

08水 産 業 0 0

09鉱 業 0 0

12電 気 ・ガス及び水道 0 0

20物 価 0 0

23住 居 0 0

26社 会保障 0 0

27保 健衛生 0 0

29社 会及び文化 0 0

30公 務員及び選挙 0 0

31司 法 及び警察 0 0

32災 害及び事故 0 0

合 計 79 100
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2.2.6情 報 入手 にあた って具備すべ き要件

表2-27は,今 後首都圏情報を入手 する際,具 備すべき要件 と して重要 と思われ るものを示

してい る。回答 では 「迅速性」(40%)を あげている機 関が最 も多 く,次 いで 「正確性」(2

0%).「 情 報の高度加工」(18%)で あ った。都 ・県においては 「大量 データの利用」(5

0%)を 最 も重要 と してお り,・組織の大 きさと統計情報作成機関 としての特質 を表わ してい る。

商工 会議所 ・中小企業団体,銀 行等金融機関,シ ンクタンク,民 間,国 では,特 に 「迅速性」

を重要視 してお り統計情報利用機関 と しての立場を示 している。 「安価性」'については,9%と

少 な く,現 状では情報その ものに対 する経済性が問題 となっていない ことを示す。回答の多か っ

た 「迅速性」,「 正確性」 「情 報の高度利用」等 について,こ の要件 を満足させ る入手媒体 と し

ては次のよ うな ものが多か った。

迅 速性 ……オンライ ンによる情 報の入手 ・加工(50件)

正 確性 ……印刷物(14件).機 械 可読 な媒体(磁 気 テープフロッピー等)(11件)

高 度利用… コンピ ュータによる必要 データの アウ トプ ットリス ト,オ ンラインによる情報の

入手加工(20件),機 械 可読 な媒体(9件)

ψ

φ
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表2-27情 報 入 手 に あ た っ て 具 備 す べ き 要 件

一
己

機関類別 1迅 速 性 21L確 性 3大 量データの利用
4少 量データの

利用 5情 報の高度利用 6安 価 計

01都 ・県 25.0 0.0 50.0 0.0 25.0 0.0 100.0

02特 別 区 ・市 31.8 22.0 6.3 3.2 37.0 9.5 100.0

03商 工 会議所 ・中小企業団体 42.1 15.8 10.5 7.9 15.8 7.9 100.0

04銀 行等金融機関 41.2 21.2 1L5 0.0 9.6 11.5 100.0

05シ ン ク タ ン ク 4L4 20.7 10.3 0.0 13.8 13.8 10α0

06民 間 43.5 21.7

'

0.0 8.7 21.7 4.0 100.0

07国 の機関 50.0 25.0 12.5 0.0 12.5 0.0 100.0

計 39.8
=

19.9 10.0 32 18.1 9.0 100.0



2.2.7首 都 圏オン ライン ・ネ ッ トワー クを可能 とす る諸条件

首都圏 オンライン ・ネ ッ トワークを実現化す る第1ス テップとして,図2-1の よ うに当面,国,

地 方公共団体の公表 可能 な地域 経 済 情 報 を対 象 に,こ れを作成,利 用 してい る機 関相互の ネッ

トワーク(情 報提供側 と しては,公 的機 関,利 用者側 と しては,公 的機関,民 間)を 想定 した場

合,首 都圏 オンライン ・ネ ッ トワークを可能 とする諸条件 の うち最 も考慮すべき点は何かとい う

問 に対 し,表2-28で 示 され るよ うにまず,「 システムの経済性,利 便性」をあげている機 関

が多い(36%)。 次 に 「異機種 間接続機構の標準 化」(249・),「 社 会制度」(17 .%),

「ニ ーズの把握」(16%)と 続 いてい る。

機関類別にみると,都 県では 「システムの経済性 ・利便性」(.67%)「 社会制度(プ ライバ

シー保護)」(33%),区 ・市で も 「社会制度(プ ライバシー保 護)」(38%).「 シ ステ

ムの経済性 ・利便性」(28%)と 「社会制度(プ ライバシー保護)」 を重視 している傾向が強

いのが特徴的であ る。

その他の条件 としては,「 デ ータの信頼性の継続」(銀 行),「 デ ータの最新性の保持」(シ

ン クタンク),「 情報提供側の体制整備(情 報公開の制度化等)」(市)等 の意見が出 されてい

るo ,

●

,

一ー一一.⇒ 季=多 躍 劉

⊂ 三⊃ 一.一ーーー一(≡ 塾(注)

/ク ♪・

地 域
シンクタンク

璽魏
魏す ることも

できる。

、

図2-1首 都 圏 オ ン ライ ン ・ネ ッ トワ ー ク(第1ス テ ップ構 想 図)
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2-28オ ン ラ イ ン ・ネ ッ ト ワ ー ク を 可 能 と す る諸 条 件

－
N
ω

機関類別

1各 機関のコン

ピュータ設置状況

2異 機種間接続

機構の標準化(プ
ロ トコール)

3シ ステムの経

済性 利便性

4社 会制度'

(プ ライバシー

保護)

5ニ ーズの把握 6そ の 他 計

01都 ・県 0.0 0.0 66.7 33.3 0.0 0.0 100.0

02特 別 区 ・市 2.4 9.5 28.6 38.1 2L4 0.0 100.0

商工会議所 ・03
中小企業団体

17.4 30.4 34.8 0.0 13.0 4.4 100.0

銀行等その他04
金融機関

0.0 30.9 42.9 9.5 14.3 3.4 100.0

05シ ン ク タ ン ク 8.7 26.1 34.8 13.0 17.4 0.0 100.0

06民 間 10.5 31.6 31.6 15.8 10.5 0.0 100.0

07国 の 機 関 0.0 33.3 33.4 α0 33.3 0.0 100.0

計 5.6 23.6 36.0 17.4 16.2 1.2 100.0



2.2.8首 都 圏オンライン ・ネ ッ トワークによ る情報 利 用の メ リッ トと課題'"

表2-29に 示 され るようにオ ンライ ンによる情報入手 ・加工 のメリッ トについては 「迅速性」

(36%),「 情 報の高度 かつ多様 な加工利用」(30%),「 費 用,労 力の負 担 軽 減 」(16%)

等 が 多い。 メ リッ トの第1に あげられた 「迅速性」 とは,情 報発生機関か らデータをオ ンライン

で直接入手することによ りデータが整備 され る時期 と利用時期 とのずれが縮 まるとい うことであ

り,デ ータの早期 入手 を望む利 用者にと って非常に有益であ る。'また,「 データの高度かっ多様

な加工利用」とは,「 統計書等に まとまって しま うとその後の活用が限定 され るが,加 工が容易

になれば活用 され る」(市),「 精度 の向上が期待で きる」(市)等 の意見に示され るように,オ

ンライ ンでは地域区分,業 種分類,会 社規模別等のかなり詳細 な情 報の入手が可能であ るため,

利 用 者はそれをもとに して 目的 とす る区分の集計竺あ るいは分析をす ることが出来 るようになる。

このよ
、うに利用者側がほ しい形 で利 用 しやすいよ うに提供で きるとい う点 で大 きなメ リットがあ

る。 さらに 「費用,労 力の負担軽減」'とは,デ ータ作成 ・更新の2重 投資の回避 とい うことであ り,

い かに安 く必要情報を手に入れ るか とい う点か ら大変望 ま しい ことである。

問題点 ・課題 については表2-30に 示 され るよ うに 「プ ライバシーが守 られないおそれがある」

(32%),「 費用 ・労力負担設定の困難性」(32%),「 障害 時のデrタ 保護」(22%)等

が 主な回答であ った。 …'

国,都 県,区 市等 では,プ ライバシー問題を重視す る傾向 が強 く,一 方,商 工会議所 ・中小企

業団体,銀 行等金融機関 では費用,労 力負担問題 を重視 している。

,

■
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表2-29オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワ ー ク に よ る メ リ ッ ト

」
N
O

機関類別

1迅 速 性 2正 確 性
3情 報の高度か
っ多様な加工利用
が可能

4費 用 ・労力の

負担軽減

5大 量データの

利用

6そ の 他 計

01都 ・県 12.5 0.0 37.5 25.0 25.0 0.0 100.0

02特 別区 ・市 36.5 6.4 33.3 12.7 11.1 0.0 100.0

・3転鍾 臨 40.6 5.4 27.0 16.2 10.8 0.0 100.0

銀行等04
金融機関

36.4 7.3 25.4 18.2 12.7 α0 100.0

05 .シ ン ク タ ン ク 34.5 10.3 24.1 20.7 10.4 0.0 1.00.0

06民 間 37.5 12.5 37.5 12.5 0.0

ψ

α0 100.0

07国 の 機 関 36.8 9.1 27.3 18.2 9.1 0.0 100.0

計 36.1 7.5 29.5 16.3 10.6 0.0 100.0



表2-30オ ン ライ ン ・ネ ッ トワー ク構 築 上 の 課 題

－
N
①

機関類別

1プ ライバシー

が守 られないおそ

れがある

2情 報サービス

業の事業圧迫

3費 用 ・労力負

担設定の困難性

4障 害 時のデー

タ保 護

5そ の 他 計

01都 ・県 42.9 0.0 14.3 42.8 α0 100.0

02特 別 区 ・市 50.8 1.7 27.1 17.0 3.4 100.0

商工会議所 ・03

中小企業団体
ユ1.5 23.1 34.6 23.1 7.7 100.0

銀行等04
金融機関

20.5 2.3 43.2 22.7 11.3 100.0

,05シ ンク タ ン ク 25.0、 10.0 25.0 30.0 10.0 100.0

.06民 間 33.4 11.1 33.3 22.2 0.0 100.0

07国 の 機 関 33.3 16.7 16.7 16.7 11.6 100.0

計 32.2 7.2 3L7 22.2 6.7 100.0
■'

w
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2.2.9首 都 圏オンライン ・ネ ッ トワー ク構築の可能性

オンライン・ネットワーク構 築の可能性については表2-31の よ うに 「可能ではあるが時間がか

かる(51%)」 と回答 した機関が最 も多 く,次 いで 「何 ともいえない(24%)」 、 「難 しい

(14%)」,「 条件を設定 すれば近 々可能(10%)」 と なってい る。

「条件を設定 すれ ば近 々可能」 と 「可能 ではあ るが時間がかかる」 の合計でみると,シ ンクタ

ンク(77%),都 県(75%),銀 行(71%),民 間(64%),商 工 会議所 ・中小企業団

体(53%),国(50%),区 ・市(50%)の 順 とな っている。

なお,主 な意見 は次 のとお りであ る。

① 「コ ンピ ュータ間のオンラインについてはデータ保護 意識が強いので,テ ープ,フ ロッピー

等によるデ ータ提供 も考え られ る」(県)(民 間)

② 「各 自治体で個別 にネ ッ トワークデータシステムの構 築を始めている。これ らと連動 した形

でシステムを構築 され たい。 また経費負担 を十分,利 用者サイ ドか ら検討されたい」(県)

③ 「どの よ うな情 報がどこにあるのか,ど のようなデータ加工のあ り方が望 ま しいか,シ ステ

ムの問題点等ユーザ側の要望処理の ための窓口を中央 に設け ることが必要」(県)

④ 「収録デ ータの内容 をク リア リングする方法 と体制の整備」(銀 行)

⑤ 「情報専任担 当者の必要を生 じると考えられ るので体制の整備 に時間がかか る」(中 小企業

団体)

⑥ 「利用す る立場 か らすれば,パ ーソナル コンピ ュータによるアクセスが容易 であ ること。

利用料金が安い こと」(市)(シ ンクタンク)

⑦ 「各機 関との制度面での調整に時間がかかる」(市)

⑧ 「本 区の個人情報保 護関係の条例では、個人情報処理 のため.国,他 自治体 とオ ンライ ン化

できない ことになっている」(区)

⑨ 「朱 設置 の機 関に対す るきめ細かい資金助成.導 入指導を与え,オ ンライ ン・ネ ッ トワーク

化を重要 な施策 と して推進 すれば可能」(商 工 会議所)

⑩ 「情報を入手 ・加工で きる装備を持 ってい る者 と無い ものとの情報格差が増大 するおそれが

あ る」(銀 行)(シ ンクタ ンク)

⑪ 「各機関の ソフ ト面、 アプ リケーシ ョン面 での同 レベル化(処 理方法の統一化)を 図 ること

が必要」(商 工 会議 所)

⑫ 「システムエ ンジニアの不足,デ ータベースに関する理解,技 術水準,ユ ーズウェアが関係

団体であま りにも差 があ りすぎる。 この格差是正が必要」(商 工会議所)

⑬ 「広 義の プロ トコルすなわ ちデータ利 用主体か らみての利 用方法(検 索方式,デ ータ レイア

ウ ト)な どの標準化が必要」(民 間)

⑭ 「広 範囲な情報の公開」(シ ンクタ ンク)

⑮ 「デ ータは町,丁 レベルの細かいデー タがほしい。 指定統計を見ても各都市で作 っていると

ころと作 ってい ない処があ り,統 一性に欠け る面がある」(銀 行)
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⑯

⑰

⑱

⑲

⑳

⑳

「データ提供 ・主体サ イ ドの負担が過重 とならないよう配慮す る必要があ る」(国)

「設備投資,運 用 コス トの負担者の決定」(銀 行)

「データ著作権の問題の検討」(銀 行)

「権限分野 の明確化」(シ ンクタンク)

「経済性,高 度なシステムの構築,維 持が経済的にできるか否か検討が必要」 く民間)

「安 くすると既存 の民間データサービス業がや っていけな くなる」(シ ンクタ ンク)

表2-31首 都 圏オ ンライン ・ネ ッ トワー ク構築 の可能性

機関類別

1条 件を設定す

れば近々可能

2可 能ではある

が時間がかかる
3難 し い 4何 ともいえない 計

01都 ・県 0.0 75.0 0.0 25.0 100.0

02特 別 区 ・市 3.1 46.9 31.2 18.8 100.0

商工会議書 ・03
中小企業団体

21.1 31.6 1α5 36.8 100.0

銀行等金融機04
関

3.6 67.9 7.1 21.4 100.0

05シ ン ク タ ン ク 30.8

.

46.1 15.9 8.7 1 、00.0

06民 間 0.0 63.6 0.0 36.4 100.0

07国 の 機 関 25.0 25.0 α0 5α0' 100.0

計 9.9 5L4 14.4
、

24.3 100.0

七
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2.2.10首 都 圏オンライン ・ネ ッ トワークへの参加意識

首都圏 オンライン ・ネ ッ トワークが実現 した場合の参加意識 についての回答は,表2-32に

み られるように,「 わからない(66%)」,「 参加希望(30%)」,「 参加希望せず(4%)」

の 順であった。機関類別にみ ると 「参加希望」の回答が最 も多いのは商工会議所 ・中小企業団体

で あり逆に最 も少ないのが県である。

県では 「データ提供側にな るので提供することができる体制が確立すれば参加す ることになる

と思 う」 といった意見 に代表 され るよ うに提供側 として慎重な態度をとっている。一方 利用者側

である商工 会議所では 「当機関の性格 上,情 報のオンライン ・ネ ッ トワーク化は願 っでもない事

である。 この活用によ り,さ らに一層正確,迅 速.機 動性の ある事業,施 策が講ぜ られる」 「ユ

ーザーが必要 と思われる情報を即提 供できる」等の意見が多 く積極的な参加 の意 向が伺える
。ま

た,そ の他の機関(区 役所,銀 行,シ ンクタンク)で は,「 首都圏 オンライン ・ネ ッ トワークが首都

圏に所在す る官公庁,民 間企業間の ネ ッ トワーク(情 報は地域的な ものに限 らない)と い う方向

であれば本行 にとっても非常に有益 なものとなるため今後 とも当構想の帰趨 を見守 りたい。」

(銀 行),「 費 用的に見合 うものであれば情報収集の為にも参加 したい」(銀 行),「 有 益 な諸

条件を具備 したシステムであればぜ ひ参加 したい」(民 間)と の積極的意見があ る。

一 方
,「 わか らない」 と回答 した理由 と して,「 情報の内容,参 加のための費用により考慮 し

たい。」(民 間)(銀 行)(シ ン クタンク),「 今後の進展状況 を注 目 しながら検討」(民 間)

等,費 用対効果の関係について述 べた意見が 多い。

「参加希望」の機関について も 「わか らない」 と回答 した機関 についても,デ ータを利用する側

と しては システムの内容がニ ーズに合 ったものであり,低 価格 であれば ネ ッ トワークに参加する

意向を示 してお り.デ ータを提 供する側 と しては提供体制が確立すれば参加 することにな るだろ

うとの意向である。,

表2-32首 都 圏オンライン ・ネ ッ トワークへの参加 意識

■

機 関 類 別 1参 加希望 2参 加希望せず 3わ か らない 計

01都 ・県 0.0 0.0 100.0 100.0

02特 別 区 ・市 22.8 8.6 68.6 100.0

03商 工会議所 ・中小企業団体 43.8 0.0 56.2 100.0

04銀 行等金融機関 33.3 0.0 66.7 100.0

05シ ン ク タ ン ク 23.1 0.0 76.9 100.0

06民 間 36.4 9.1 54.5 100.0

07国 の 機 関 50.0 0.0 50.0 100.0

計 30.0 3.6 66.4 100.0
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3地 域情報化の実態について

5.1地 方 公 共 団 体 及 び 公 的 機 関 に お け る 情 報 化 の 現 状

5.1.tゴ ンピュータ利用台数

わが国の公的部門(国 の行政機関,特 殊法人,地 方公共団体)に お けるコ ンピュータの利 用台

数は1983年 度 末現在2681台 で あ り,そ の内訳は国の行政機関371台,特 殊法人838台,

地 方公共団体1472台 とな っている。(こ の場合のコンビ=一 夕は買取価格,ま たは買取換算価格

が1000万 円以 上の汎用デジタル型 のものをい う)。この うち,地 方公共団体 では47都 道 府県及

び市区町村(3278団 体)の94.4%の3096団 体(委 託 および超小型 コンピュータの利用団体を

含む)が コ ンピェ一夕を利 用 してい る状況 にある。(コ ンピュータ白書1984-85)

首都 圏地域で も59年 度 の当アンケー ト調査結果 によると,国 では75%,県 で は100%,

区 ・市では77%が 「導入済み」,区 ・市では17%が 「導入 していないが近い将来導入計画が

ある」 と してお り,外 部委託 も合わせ るとほとんどの地方公共団体で コンピュータ利用が進 んで

いるとみ られる。導入率の最 も低い商工 会議所等においては,現 状 で31.3%,「 導入計画があ

る」が37.5%の 状 況である。(表3-1)

端末 機の台数は国では1～5台 が50.0%,11台 以 上50.0%,都 県 は11台 以 上100%

で あ り,区 ・市では11台 以 上62.5%,1～5台20,8%,6'～'10台 が16.7%,商 工 会議所

では1～5台 が67%と い う状況であ り,機 関内での分散処理が進展 してい る。(表3-2)

また,フ ロッピー ・デ ィスクの形式は両面倍密が主流である。(表3-3)

,

,

表3-1コ ン ピュータ導入状況調査

機関類別

1導 入 してい る

2導 入 していな

いが,近 い将来

導入計画がある

3導 入 していな

い し,計 画 もな

い

計

01都 ・県 100.0 0.0 0.0 100.0

02特 別 区 ・市 77.2 17.1 5.7 100.0

・3霊 夢闘 31.3 37.5 31.2 100.0

銀行等金融機04
関

100.0 0.0 0.0 100.0

05シ ン ク タ ン ク
185

.7 0.0 14.3

L

100.0

06民 間 84.6 7.7 7.7 100.0

07国 の 機 関 75.0 0.0 25.0 100.0

計 79.1 8.9 120 100.0

も
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表3-2端 末機の台数別比率 とパ ソコン ・オ フコンの導入台数

■

機関類別

端 末 機 の 導 入 台 数 別 比 率 パソコン・オフコン

の 導 入 台 数無 し 1～5台 6～10台 11台 以 上 計

01都 ・県 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0 666

02特 別 区 ・市 0.0 20.8 16.7 62.5 100.0 157

・3薗禾撒 岳 33.3 66.7 0.0 0.0 100.0 9

銀行等金融機04
関

0.0 0.0 0.0 100.0 100.0 2300

05シ ン ク タ ン ク 0.0 11.1 333 55.6 100.0 103

06民 間 α0 22.2 11.1 66.7 100.0 856

07国 の 機 関 0.0 50.0 0.0 50.0 100.0 48

計 L3 14.1 10.3 74.3 100.0 4139

表3-3フ ロ ッ ピ ー ・ デ ィ ス ク の 形 式

■

＼
機関類別＼ 1片 面単密 2片 面倍密 3両 面単密 4両 面倍密 計

01都 ・県 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0

02特 別 区 ・市 24.1 10.4 6.9 58.6 100.0

商工会議所・03
中小企業団体

0.0 0.0 α0 10α0 100.0

銀行等金融機04
関

27.6 3.5 10.3 58.6 100.0

05シ ン ク タ ン ク 16.7 16.7 8.3 58.3 100.0

06民 間 14.3 0.0 0.0 85.7 100.0

07国 の 機 関 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0

計 20.9 7.0 7.0 65.1 100.0
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5.1.2コ ン ピュータ適用業務

地方公共団体 での コンピュータ適用業務 は,税 務,給 与,各 種統計等 の大 量定型業務か ら財務管

理,公 営住宅管理,住 民登録 各種証明書作成等の業務へ拡大 してお り,更 に行 政 情 報 を統一

的 に管理 し,各 種計画の策定 等に役立てる為の総 合行政情 報システムの形成が行 われている。

5.1.5情 報 ネ ッ トワー ク化状況

オ ンラインによる情報交換の実施状況 は,国(中 央)の 行政機関・特殊法人に比較するとまだ低い

状況にある。1

59年 度 の アンケー ト調査によると,首 都圏地域の都県では回答機 関数4の うちオ ンラインに

よる情報交換実施回答数4(相 手先 ごとの ため重複回答可,以 下(回 答数)4/4(回 答機 関数)

で示す。),区 ・市 では22/34,商 工 会議所で2/21で あ るのに比べ ると,地 方公共 団体 での

オン ライ ン化は進んでい る。

情報交換の相手機関は出張所等.出 先機 関,あ るいは情 報サー ビス機関等が主であ り,出 先機

関との情報交換 においては業務 レベルで発生す る個人情報等が主流 とみられ る。 しか し,オ ンラ

イ ンによる情報交換の実施予定をみ ると.区.・ 市での 「現在 オ ンラインシステムを構築 中」 「近

い将来(3年 以 内)予 定 はある」等に対 する回答がかなり多 く(回 答数の43%),地 方 公共団

体 でのオ ンライン化はかな り早 いペースで進む ことが予想 され る。(表3-4,表3-5)

●

し
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● ● ●

表3-4オ ンラインによ る情 報交換の実施状況

一
ω
ω

＼
機醜 男1」＼

1.本 社 と支店間

で行 ってい る

2.支 店 と支店間

で行 ってい る

3,同 業 種他社 と

行 っている

4.異 業 種他社 と

行 っている

5,情 報 サービス

機関と行 っている
6.そ の 他 計

01都 ・県 50.0 0.0 0.0 0.0 25.0 25.0 100.0

02特 別 区 ・市 36.4 0.0 0.0 4.5 4.5 54.6 100.0

商工会議所 ・03
中小企業団体

0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 50.0 100.0

銀行等金融機04
関

31.1 15.6 18.2 19.5 14.3 1.3 100.0

05シ ン ク タ ン ク 18.2 0.0 9.1 9.1 27.3 36.3 100.0

06民 間 60.0 0.0 0.0 0.0 20.0 20.0 100.0

07国 の 機 関 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0

計 33.1 9.4 11.8 13.4 15.0 17.3 100.0



表3-5オ ン ラインによる情報交換の実施予定

機関類別

1現 在 オ ンライ

ン ・システムを構

築中である

2近 い将来(3

年以内程度)実 施

する予定はある

3現 在 の ところ

予定は無い 計

01都 ・県 0.0

㎡

0.0 100.0 100.0

02特 別 区 ・市 25.0 17.9 57.1 100.0

商工会議所 ・03
中小企業団体

0.0 25.0 75.0 100.0

銀行等金融機04
関

33.3 25.0 41.7 100.0

05シ ン ク タ ン ク 9.1 36.4 54.5 100.0

06民 間 12.5 50.0 37.5 100.0

07国 の 機 関 0.0 33.3 66.7 100.0

計 17.3 26.7 56.0 100.0

5.2民 間 に お け る情 報 化 の 現 状 ・

5.2.1コ ン ピュータ利用台数,

「通産省の電子計算機 納入下取調査」(1982年6月 末現在)に よ ると,地 域別汎用電子計算機実

動状況は,首 都圏では,44,500セ ッ ト数(40.3%対 全 国比),金 額 に して2,473,401百 万円

(51.1%,同)で あ る(全 国 は110,388セ ッ ト数,4,837β64百 万円)。 この うち東京都 は,

36,238セ 。 卜数(32.89・ 同),1,912,496百 万 円(39・5%洞)と セ・.卜数 で3害1・ 錨

では4割 を占めている状況 であ る。1地 域で1,000億 円以上の設置規模をもつ ところは,表3-

6の よ うに9地 域であるが,東 京都 は,中 で もずばぬけた設置規模を有 して いる。

表3-6

京

阪

川

知

岡

庫

城

道

島

奈

海

東

大

神

愛

福

兵

茨

北

広

1兆9,125億 円

6,120億 円

4,018億 円

2,781億 円

1,291億 円

1,289億 円

1,161億 円

1,150億 円

1,043億 円

(39.5%)

(12.7%)

(83%)

(5.7%)

(2.7%)

(2.7%)

(2.4%)

(2.4%)

(2.2%)

出所:電 子計算機納入下取調査1982年
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製造業におけ るコンピュータ導入 状況は,「 地域情報化の実態 に関するアンケー ト調査(通 産

省)」 ⑰によると東京通産局管内で77.2%(全 国77.8%)で あ り,機 種別内訳は.大 ・中型機導

入 は同27.6%(全 国17.5%),小 型 機導入同29%(全 国28.0%),超 小 型機導入同43.

8%(全 国47.6%)と な っている。 コンピ ュータ導入台数での管内,全 国差はないが,管 内は

大型機の導入が多 く,こ れは全 国に比べて事業所規模の大 きいところが多いためである。

囲 通産省立地公害局地域振興室が1984年 度 実施 した。調査対象は,1,049事 業 所(57年

工 業統計30人 以上の製造事業所の うち5%抽 出),う ち回答企業は283事 業所,回 収率

26.7%で あ る。地域区分は東京通産局管内である。以下 「地域情 報化調査」 と略す。

● 今回 の 当地 域 調 査 で は 製 造業 以 外 の 銀行,シ ンクタンク,民 間(連 盟,協 会,会 社,新 聞社

等)の コンビ=一一タ導入状況 は表3-1の よ うに 「導入 している」が銀行100%,シ ンクタ ン

ク85,7%,民 間84.6%と な ってお り,「 近い将来導入予定」を も含め るとその導入率 は約9

割 といえ る。 また,端 末機の台数(表3-2)は11台 以 上が銀行100%,シ ンクタンク56

%,民 間67%の 割 合であ り,分 散処理が進 んでいる。

5.2.2コ ン ピュータ適用分野

製造業 におけるコンピュータ適 用分野は,生 産管理 ・計画(70.1%),製 品 在庫管理(70.6

%),資 材 管理(71.5%)等 の 業務が多い。 統計計算業務 は36.4%で あ る。(表3-7)

表・一 ・ 製造業におけ・・ン・・一・適用分野 鴫 ≧1i;1

業 務 回 答 数 回 答 率 全 国

1生 産 管 理 ・ 計 画 150 70.1 57.1

2人 事 管 理 82 38.3 30.8

3給 与 計 算 137 64.0 67.9

4会 計 ・ 経 理 150 70.1 63.8

5財 務 計 算 100 46.7 43.2

6製 品 在 庫 管 理 151 70.6 65.0

7資 材 管 理 153 71.5 54.7

8販 売 管 理 125 58.4 57.9

9顧 客 管 理 60 8.0 25.3

10市 場 予 測 15 7.0 2.8

11経 営 計 画 28 10.1 10.0

12技 術 計 算 70 32.7 29.4

13統 言十 言十 算 78 36.4 31.0

]4設 計 試 算 43 20.1 15.7

15文 書 作 成 114 50.3 51.3

16そ の 他 45 21.0 16.4

出所:地 域情報化調査 通産省
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5.2.5情 報 ネ ッ トワーク化状況

製造業 におけるオン ライ ン化状況(表3-8)を み ると,「 汎用 コン ピュータを導入 しオ ンラ

イン化 してい る事業所」は,61.7%(全 国53.7%)で あ り,「 情報 ネッ トワーク化 してい る

事業所」 は,66、1%(全 国48.3%)で あ る。

情報ネ ッ トワークを事業所内 ネッ トワークと,事 業所間(企 業間)ネ ッ トワー クに分けると,

事 業所内では,一 部ネ ッ トワーク化が27.7%(全 国20・4%),大 半 を ネ ッ トワー ク化が16・

9%(全 国12.2%)で あ る。事業所外では,社 内他部門 ・他 事業所 とのネ ッ トワーク化が46.

9%(全 国31.8%)と 多 く,親 会社や子会社,あ るいは商社,仕 入れ先企業,販 売先企業,金

融機 関等 との企業間 ネ ッ トワークは未だ少ない。

情報の進展がいわれ る中で,企 業間ネ ットワークは,普 及率.規 模 ともに小 さ く,本 格的 な展

開に至 っていない状況 であ る。 しか し,今 後の ネ ッ トワーク化の予定 と しては,「 ネ ッ トワーク

化 しない」事業所は10.2%と 少な くなり,企 業間 ネッ トワークに して も今後,増 加 してい く傾

向 にあ る。

・ 表 ・一 ・ オ ・ライ・化 状況 鴫 蕊 顯;1

利 用 形 態 回 答 数 回 答 率 全 国

1汎 用 コン ピュータ導入,バ ッチ処理

2汎 用 コン ピュータ導入,オ ンライン化'

3パ ソ コンを導入,単 体利用めみ

4パ ソコンを導入,端 末 と しても利用

34

113

103

58

18.6

61.7

56.3

31.7

12.9

53.7

29.1

60.5

出所:地 域情報化調査 通産省

表3-9ネ ッ トワ ー ク化 状 況 囲嵩≧;;1

ネ ッ ト ワ ー ク 形 態 回 答 数 回 答 率 全 国

1ネ ッ トワーク化 しそいない 60 33.9

、

51.7

2事 業 所内/一 部 ネ ッ トワーク化, 49 27.7 20.4

3事 業 所内/大 半を ネッ トワーク化 30 16.9 12.2

4事 業所以外/社 内他部門・他事業所 83 46.9 31.8

5事 業所以外/親 会社 12 6.8 8.5

6事 業所以外/子 会社 15 8.5 3.8

7事 業所以外/商 社 1 0.6 0.6

8事 業所以外/仕 入れ先企業 4 2.0 15

9事 業所以外/販 売先企業 10 5.6 3.8

10事 業所以外/金 融機関 4 2.3 0.8

11事 業所以外/そ の他
A

3 1.7 1.7

出所:地 域情報化調査 通産省
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情報 ネッ トワークの展開を業態別 にみ ると,同 一企業間の他 には製造業の同業種間(親 会社,

子 会社系列 を中心 と したネッ トワーク),製 造 業と商業間(商 社,販 売 元 との間 のネ ッ トワー

ク),製 造 業 と異業種間(仕 入れ先企 業との間の ネットワーク),製 造 業 と金融 間(銀 行 との間のネ

ットワーク)と の間で展開 されてい る。

現状では,製 造業 と商業間の製品取引情報を扱 うネ ッ トワークあるいは原材料 を製造する業種

との間の異 業種間 ネ ットワーク,さ らに広 い異業種 と して金融 を扱 う銀 行 との ネッ トワークは各

個別企業 との個別情報ネ ッ トワークであ り,汎 用的な情報 ネッ トワークはほとんど組 まれていな

い状況であ る。(表3-10)

表3-10企 業 間 ネッ トワー クの現状 と今後

■ 相 手 ネ ッ トワ ー ク状 況 今 後 の 予 定

社内他部門事業所 46.9% 46.7%

親 会 社 6.8% 4.4%

子 会 社 8.5%
、

17.5%

仕 入 れ 先 企 業 2.3% 13.9%

商 社 α6% 4.4%

販 売 先 企 業 5.6% 13.9%

金 融 機 関 2.3% 16.1%

そ の,他 1.7% 3.6%

出所:地 域情報化調査 通産省

企業内あ るいは,企 業間でのネッ トワークで流通 す る情報は表3-11め よ うに受注情 報,発
　

注情報,顧 客情報,製 品在庫情報,資 材在庫情報,売 上情報,企 画 ・設計情報等がある。現状で

は企画 ・設 計情報め ネッ トワーク割合は2"83事 業 所の うち30事 業 所 とその割合は他の情報 に

比べて決 して多 くはないが,「 今後 ネットワー'クで流通す る予定」と回答 している事業所は61事

業 所あ り,今 後 のネ ッ トワーク増加率が著 しい。企画 ・統計情報の うち企画情報の中には.企 業

個票データの集計結果,あ るいは外部入手等による経済情報の統計処理が含 まれている可能性が

あ る。

製造業以外 での情 報ネッ トワーク化状 況 を 当地 域 の ア ンケー ト調査結果か らみ ると,銀 行で

は回答機 関数29の うちオンラインによる情報交換実施回答数77(相 手 先毎 のため重複回答有)

(以 下(酪 数)77/2、(⊇ 関数 、書,))シ ・クタ・クでは11/、,・ 民 間(連 盟・協会

公*±,新 聞社等)で は10/、4で あ り,銀 行のオ ンライン化が著 しい 俵3-4)・

情 報ネ ッ トワークの相手は 「本 社と支店間」が銀行 では31%,シ ンクタンクでは18%,民

間 では60%,「 情 報サー ビス機関と」が銀行で14,3%,シ ンクタンク27.3%,民 間20.O

%で あ るほか 「同業他社と」 が銀行で18%,シ ンクタ ンク9%,「 異 業種他社」が銀行で20

%.シ ンクタ ンクで9%と な ってお り,銀 行 ではかな り異業種間ネ ッ トワークも進展 している現

状である。
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表3-11情 報分野別 ネッ トワー クに よる情報流通状況

単位:%

情 報

分 野

ネットワ

相手

受 注 情 報 発 注 情 報 顧 客 情 報 製品在庫情報 資材在庫情報 売 上 情 報 企画 ・設計1青報 そ の 他

現 在 今後行
う予定
現 在 今後行
う予定
現 在 今後行
う予定
現 在 今後行
う予定
現 在 今後行
う予定
現 在 今後行

う予定
現 在 今後行

う予定
現 在 今後行
う予定

社 内 他 部 門
他 事 業 所

79.7 70.8 77.6 67.4 85.0 833 90.5 80.2 90.1 83.3 87.6 76.7 90.0 90.2 56.5 48.3

親 会 社 14.6 16.0 13.3 9.3 12.5 8.3 7.1 8.3 4.5 63 8.8 12.8 10.0 6.6 4.3 3.4

子 会 社 9.8 11.3 19.4 17.4 10.0 14.6 7.9 14.6 8.1 11.5 7.1 15.1 10.0 .9.8 一 3.4

商 社 1.6 8.5 2.0 4.7 2.5 10.4 1.6 2.1 0.9 2.1 27 7.0 3.3 3.3 4.3 3.4

仕 入れ先企業 4.9 5.7 24.5 38.4 2.5 4.2 4.0 9.4 6.3 15.6 0.9 2.3 6.7 4.9 4.3 一

販 売 元 企 業 17.9 23.6 8.2 11.6 10:0 18.8 5.6 8.3 一 一 10.6 15.1 10.0 8.2 一 3.4

金 融 機 関 一 0.9 一 1.2 2.5 2.1 一 一 一 一 一 1.2 一 1.6 30.4 41.4

そ の 他 一 一 1.0 一 一 一 0.8 一 一 一 一 一 一 一 13.0 6.9

回 答 数 計 158 145 143 129 50 68 148 118 122 114 133 112 39 76 26 32

回 答事業所計 123 106 98 86 40 48 126 96 111 96 113 86 30 61 23 29

出所:地 域情報化調査 通産省
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5.2.4情 報 入手活動

製造業における情 報入手活動の実態は表3-12,表3-13に み られ るように技術情報では,

技 術の開発状況(75%),部 品 ・材料 に関する情報(73%),技 術 に関す る文献 ・資料検 索

(74%),生 産 設備に関する情報(74%)等 が 多 く,経 営情報では,同 業他社の動向(79

%),統 計 情報(49%),国 内 ・海外 の経済ニ ュース(48%),展 示 会 ・セ ミナー等の開催

情 報(48%),商 品 市況情報(47%)等 が 多い。

表3-12情 報収集 しているもの(経 営情報) 鴫 蒸総鶉ll
情 報 分 野 回 答 数 回 答 率 全 国

1商 品市況情報 66 46.8 46.9

2証 券取引市況 24 17.0 14.0

3金 融市況 40 90.5 29.5

4国 内 ・海外の経済 ニュース 68 48.2 48.4

5経 済成長 ・物価上昇率等の予測 40 20.4 30.2

6統 計情報(経 済統計,工 業統計等) 60 48.9 44.7

7企 業の信用情報 64 45.4 49.3

8同 業他社の動向 112 79.4 76.6

9天 候 ・気象及び農水産物の育成状況 9 6.4 11.2 〆

10展 示会 ・セ ミナ ー等 の開催情報 68 48.2 46.3

11そ の 他 } 一 一

出所 二地域情報化調査 通産省

表3-13情 報収集 してい るもの(技 術情報)

鴫蕊鶉1;
情 報 分 野 回 答 数

'
回 答 率 全 国

1技 術の開発状況 135 75.0 76.3

2部 品 ・材料 に関す る情報 132 73.3 67.9層

3技 術に関する文献 ・資料検索 133 73.9 70.3

4生 産設備に関する情報 134
7

74.4
'

73.7

5ソ フ トウェアの商品情報 59 32.8 33.5

6特 許情報 90 50.0 60.3

7学 会,セ ミナーの開催に関する情報 75 41.7 4'1.9

8そ の 他 一 一 0.6

出所:地 域情報化調査 通産省
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情報入手の手段で最 も多い ものは専 門紙誌 ・業界紙誌(技 術情報85.3%経 営 情報78.2%)

であ り,次 いで一般紙誌 ・書籍(技 術情報40.3%,経 営 情報47.3%),社 内の人間が直接収集

(技 術情 報30,6%.経 営情 報30.2%)で あ る。 データベース利用は技術情報7.4%,経 営 情

報3.4%で あ りまだ少ないといえ る。

入手情報の整理方法 としてのデータベース化も技術情報4、1%,経 営 情報1.3%と ほ とんど行

われていない状況であ る。デ ータベース化の内訳は表3-14に 示 され るよ うに特許情報,技 術

に関する文献 ・資料検索,生 産設備 に関する情報等が主であ る。製造業では情 報ニーズは非常 に

高 く,オ ン ライン化が進んでいるにもかかわ らず,自 機 関でのデー タベ ース構築はほ とんど行 っ

てい ない。

表3-14入 手 情報のデー タベース化状況

情 報 分 野 件 数 率

1技 術の開発状況 2 11.8

技
2部 品 ・材料に関する情報

3技 術に関する文献 ・資料検索

3

7

17.6

41.2

術 4生 産設備に関する情報 4 23.5

情 5ソ フ トウ ェアの商品情報 2 11.8

6特 許情報 8 47.1

報
7学 会,セ ミナーの開催に関す る情報 1 5.9

8そ の他 技術情報 一 一

9商 品市況情報 1 5.9

10証 券取引市況 一 一

11金 融 市況
一 一

経
12国 内 ・海外 の経済 ニュース

一 一

嘗 13経 済成長 ・物価上昇率等の予測
一 一

14統 計情報(経 済統計,工 業統計等) 2 11.8

情 15企 業の信用情報 1 5.9

報
16同 業他社の動向

17天 候 ・気象及び農水産物の育成状況

2

一

11.8

一

18展 示 会 ・セ ミナー等の開催情報 1 5.9

19そ の他 経営情報 一 一

出所:地 域情報化調査 通産省

5.2.5情 報 処理産業の実態

表3-15に 「1983年 に おける通産局別情報処理産業の事業所数,従 業者数.年 間売上高」

を示 したが,-首 都 圏では事業所数910(対 全 国比42.4%).従 業 者数74,375人(同58.1

%),年 間 売上高722,041百 万 円(同65.9%)で あ る。中でも東京都へ の集中度が高 く.東

京都では事業所数725(同33.8%),従 業 者数63,087人(同49.3%),年 間 売上高

、
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610,469百 万 円(同55,7%)と い う状況 である。

表3-15通 産 局別情報処理産業の事業所数,従 業者数,年 間売上高(1983年)

■

●

事 業 所 数 従 業 者 数 年間 売 上高

(件) (%) (人)
'(%)

(百 万円) (%)

札 幌 通 産 局 63 2.9 2,187 1.7 16,512 1.5

仙 台 〃 87 4.1 3,553 2.8 23,110 2.1

東 京" 1,076 50.1 81,950 64.0 766,673 70.0

首 都 圏

東 京 都

910

725

424

33.8

74,375

63,087

58.1

49.3

722,041

610,469

、

65.9

55.7 .

名古屋 通 産 局 176 8.2 7,584 5.9 56,893 5.2

大 阪 〃 486 22.6 23,007 18.0 170,731 15.6

広 島 〃 116 、5.4 4,173 3.3 25β16 2.4

四 国 〃 32 1.5 1,028 α8 6,900 0.6

福 岡 〃 109 5.1 4,329 3.4 27,190 2.5

沖縄総合事務局 3 0.1 128 0.1 1,210 0.1

計 2,148 100.0 127,978 100.0 1,095,301 100.0
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4地 域 経 済 情 報 オ ンライ ンネ ッ トワークの効果

首都圏の情報化 はコンピュータの普及にみられ るよ うに順調な進展を遂げてお り,コ ンピュータの

利用形態 も従来 のバ ッチ形式か ら企業内(組 織内),企 業 間(組 織間)の オ ンライン化へ と進みつつ

あ り,従 来の業種 の枠を こえた情報化が進展 しつつある。地域において も情報化の進展に伴 い,従 来

とは異質の新たな流れ と課題に直面す ることとなってい る。当地域の情報化 については3章 で述べたよ

うに,か な り普及 しているものの,事 業体の事業計画,あ るいは行政組織 体の政 策立案に利用 される

よ うな(高 度情報処理 に関わ る)情 報のオ ンラインによる流通はあまり行われていないのが実情 であ

る。,

しか し59年 度 アンケー ト調査の中の 「統計分野別 オンライン希望 の有無」からは多分野にわたって

の オンラインニーズが明らかとな った。特 に土地 ・人口等構造統計データや,商 業,貿 易,通 貨,

金 融,保 険等 第3次 産業活動関連情報,あ るいは産業活動一般 に関す る情報の オンラインニ ーズは全

体の3割 強である。情報流通が成 り立 ち得 る基本原則は情報に対す る需要(ニ ーズ)と 供給(提 供,

利 用体制)で あるが,需 要 サイ ドからの地 域経済情報オ ンラインネッ トワークは充分成立 し得る可能

性が ある。 づ

地域経済情報のオ ンラインネ ッ トワークが実現 した場合,そ の効果 として次の ことが想定 される。

その第1点 は多 目的,有 効 な情報利用が可能 にな ることである。

例 えば.民 間の経済団体が幅広 い情報を集 めて企 業経営に役立つ内容に処理 して会員 に情報提供 し

ょうとする場合,正 確で速効性のある具体的情報が必要 であり,ま たそれを相手の役立 つ内容に加工す

る必要があるが,オ ンラインではかな り細分化 されたデータの入手が可能であるため,目 的に応 じて

データの再編成 あ るいは二 次加工が自由に行える利点があ る。 民間,地 方 自治体 を問 わず,目 的に応

じたデータの再編加工利用 を可能にするとい うことがオ ンライン化の最 も著 しい効果 の1つ であ る。

第2点 は迅速 な情報入手 であ る。従来は コンビ=一 夕で統計処理 し,印 刷 され たもの,あ るいは磁

気 媒体等に整備 されたものを入手 し利用 していたが,オ ンラインでは コン ピュータで統計処理するの

とほぼ同時期 に外部か らのデータ入手が可能 となる。 さらには従来の統計の二次集計 ・加工のために印

刷物の データを コンピュータに再入力す るとい う手 間が 省ける ことなどを考 え合わせると,オ ンライ

ンによる情報入手 ・利用はかな り迅速化す るといえ る。

その第3点 は公的機関,民 間機関が必要 とする情報入手にあたっての コス ト軽減である。

情報作成機関による情報提供によ り,各 機 関ともデータ作成,デ ータベース構築 に係 る無駄な投資

を避 けることがで き,デ ータの システム化による連携 ・共同利用の方向が可能 となる。

第4点 は地域間情報化格差の是正である。我が国の情報化は東京 ・大阪等大都 市圏を中心に進展 し

て きてお り,首 都圏への情報の集 中度 はかな り強い。想定 している地域経済情報の オンラインネ ッ ト

ワークは地域的に閉 じたシステムではな く,地 域間において も必要情報を相互流通す ることが出来 る

ため,情 報化の地域間格差 を是正 し,全 国的にバ ランスの とれた進展を促すことに なる。 現状ではハ

ー ドウ ェア面 での整備は公的 ・民間両機関 とも地域的格差は縮小 してきており,デ ー タの地域間流通
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も充分可能性のある状況となっている。首都圏は情報化の先進状況から地域間情報格差是正の役割を

も担ってい るといえる。

第5点 は産業の情報化の進展による地域経済活性化である。

「情報」 は産業界 にとって今や経営戦略の最 も重要 な武器 であ る。特に公的機 関は産業 ・経済 に係

る貴重なデータを豊富 に所有 しており,こ れ らデータは産業界が企業立地,新 商品開発,技 術開発を

行 う際の情 報と して充分役立ち得るものであ り,企 業活動の効率化 ・競争の活発化 ひいては経済 の活

発化を もたらす ことが期待 される。 また,企 業規模のちがいによる情報格差是正 にもつながると思わ

れ る。

第6点 は地方公共団体 での情 報公開の進展である。

本来公的機関が作成 した情報はプライバシー等 に係る個人情報を除 き,共 通財産 と して,ど の機 関

でもその有効活用を図 ることが可能であ る。 しか しこれ まではコ ンピュータ可読媒体 による情報整備

の 不充分 さ、情報利用手続 きの煩雑 さ,あ るいは法制度上の問題 があ り,流 通が滞 っている面もあ っ

た。

オ ンライ ンに よる地域経済情 報流通の実現は新 たな流通情報ニーズを喚起し,そ の結果,情 報提供体

制 の拡充,法 制度見直 しの原動 力となり,ひ いては地方公共団体の情報公開の進展を促す ことともな

ろ う。

第7点 は首都圏地 域での地域経済情報 オンラインネ ットワーク化は地域の複数企業,地 域公共団体

等による地域ぐるみの情報化の先駆的実例となる。

首都圏 には中枢管理機能が集 中 してお り,企 業経営戦略の 中心 とい う地域特性か ら経済情報の必要

性 は非常に強い。情報内容 も地域経済統計情報か ら,文 献,雑 誌,学 術 ・研究情報 と非常 に幅広 いも

のが要求 されるが,こ れ らの情報をオ ンラインネッ トワーク化す ることは 「必要性」(ニ ーズ)と

「コンピュータによるデータの整備状況」(シ ーズ)か ら,首 都 圏ではか なり実現可能性があり,具

体的展望 を示せば地域関係者の コ ンセンサ スが得やすい。
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5地 域 経 済 情 報 オ ン ライ ンネ・ッ トワーク流通 の課題

5.1情 報 シ ス テ ム 構 築 上 の 課 題

前章では地 域経済情報オ ンラインネ ッ トワークにより想定 される効果について述べたが,.こ れ は

オンラインネッ トワークが軌道にの った場合 の話で あって,現 実的にはここに至 るまで様 々な困難

がある。

情報ネ ッ トワークが成功す るかど うかは使 う側か らは値段 と内容で決 まる。時系列的に も項 目的

にもニーズに合 った情 報を 出来 るだけ早 く,安 く手に入れ ることが利用者側 の願いであ り.提 供者

側は市場予測 及び採算性をみながら見通 しがあれば ネッ トワークの構築,提 供体制確立をめざすと

い うことになる。 ところが ここに情報あ るいは情報 システムの持つ くせ と難 しさがあ る。

その1つ は情報の閉鎖性 と拡張性 であ る。非常 に重要 な情 報は問外不出であ り,ご っそ り内部で

見せ合 うと ころに意味があ り,公 開 され ると価値を持 たな くな るもの もある。一方内部だけでの流

通 では同 じ内容,同 じレベルに情 報がかたよるきらいが あ り,新 情報 を吸収 するためにはある程度

グループを拡張せ ざるを得 ない面 もあ る。 これはプ ライバシーとは別の側面 での情報の特性 であ り,

情 報流通 にあたってはどの程度 までの情報 をどのよ うなグル ープ間で流通 させるのかが問題とな っ

て くるo

その2は 必要情報は変化す るとい う点で ある6情 報は 目に見 えず,た だで さえニーズの把握が難

しい。 その上,社 会 構造の変化,生 活様式 の変化等によ りたえず変化するものである。 これをど う

とらえ てい'くかが問題であ る。

その3は 流通にあた っての合意性の問題 であ る。例 えば グ リー ンカー ドが 国民の合意が 得られぬ

まま実現 しなか ったことに もみ られ るよ うに,合 意 が無 ければい くら良いと思われる情報流通 シス

テムも実 らない。 いかに して地域の コンセンサスを得るか とい うことは(ニ ーズの把握の裏がえ し

であるが)非 常に重要 なことである。

このように情報,あ るいは情 報システムの特性を把握 した上でいかに最適 なネッ トワークシステ

ムを組むか という観点か ら現在特 に 目立 っているソフ ト面での基 盤整備の問題点,課 題をあげて検

討 したい。

■

5.1.1地 域 経済情報整備上の課題

59年 度 調査ではオンライン情報流通 の第1ス テップとしては,ま ず公的機関の公表 可能な情報

(統 計情報中心)を 首都 圏に在す る公的 ・民間機関,あ るいは一般ユーザが利用する形態を想定

しているため.こ の場合の情報源 は国,あ るいは県等地方公共団体 であ る。

今回の調査結果 か ら出された地域経済情報整備上の問題点 としては,情 報 そのものの問題 と情報

を整備 してい くうえでの問題 点が ある。

情報そのものの問題点 として は,

① 使用 目的 にそ った地 域区分 で集計 されていない,あ るいは複数の統計の間での地域区分の
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整合性 がはかれない等地域区分 が合わない。

② 必要 とする調査事項が 無い。

③ 途中から調査 票に変更が生 じた り,あ るいは何種類かの統計を使用す る場 合調査周期が異

っていた りす ることによ り,時 系列区分 が合 わない。

④ 客体数 ・抽出数が不十分である。

⑤ 調査項 目の分類が不適当で使え ない。

⑥ 時系列 データに欠 陥があ り困 る事がある。

⑦ 公表時期が合わない'

等 があげられている。

具体 的な例では商業統計,事 業所統計,国 勢調査,工 業統計,国 民所得統計,家 計調査等利用

頻 度が高い統計については 「調査事項が無い」 「地 域区分が合わない」 「時系列 区分が合わな同

等 の問題点が複数の利 用機関から指摘 されている。特に 「公表時期 が合わない」 とい う問題につ

いてはかな りの機関からの指摘があ る。 このよ ケに官庁統計については利用頻度が高いゆえに問

題点の指摘 も多 く,情 報の有効活用のためにはデー タ同士の横断的な整合性,早 期公表 をはか る方向

での検討 も必要 であ る。

一方
,情 報を整備 してい く上 での問題点 としては,

① コンピュータ設置状況,② 整備す るための人的コス ト,費 用,③ 情報処理技術.

④ 組織体制 に係わるものが指摘 され る。

② と③ については別途述べ ることと し,こ こでは④について若干ふれ たい。

情報を処理 し,管 理する部門の 在 り方が昨今話題 となっている。

1つ の組織の 中で情報処理 ・管理部門は情 報発生源 と利用側 との間の交通整理 を行 うセクシ ョ

ンであ ると言え る。組織によってはこの セク シ ョンの確立が行われてお らず.な かなか情報の体

系的整備が 出来ないとの意見 もあ る。`

情 報整備 にあた っては,常 に時代 の先を読 む目が要請 され,ど のような統計情報が今後重要 と

なるか とい った見識が要求 され る。 この ように中長期的立場 に立 った情報整備を行 う上で,そ の

中枢 となるセクシ ョンの確立は必要不可欠 である。

このよ うに情報整備上の問題点をかかえている組織はあるものの。 かな りの機 関で業務処理結

果 の コンピュータ可読媒体整備 は進 んでい る。特 に首都圏の都県ではデータベース構 築を進 めて

お り,外 部への提 供を実施 している機関もある。 また,国 の一部ではすでに磁気 テープ,オ ンラ

イ ン等によ るデータ交換が行われてい る。

このよ うに可能 なところか ら情 報交換を実施 しつつ,情 報流通基盤整備を図 るとい う観点が重

要 であ り,今 後 とも地域経済統計 データについての磁気 テープ,フ ロッピーあるいは磁気 デ ィス

クによ る時系列整備,情 報交換 の実施が望 まれ る。

民 間で作成 されてい る経済情報の流通は次のステ ップとな ろう。 ・

企業活動に伴 って発生す る情報の一部は現在で も公的機関の調査によって把握 されているが,
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現在個別 システムで企業内あるいは企 業間 で流通 してい る産業 ・経済 ・経営 に関する情報につい

て も,将 来は システムの共有化,ネ ッ トワークの普 及により個別 データでは な く集計 データと し

て把握す ることが可能 とな る。

現 状では民間企業の事務 管理.事 務処理等 のコンピュータ化,ネ ッ トワーク化が個別 システム

と して普 及 してい るが,各 企業内におけ る,あ るいは関連業界間において流れ る情報,例 えば帳

票類の異 なりや受発注処理の手順における不統一が ネッ トワークの拡張 をはばむ もの とな るため,

ビジネ スプ ロ トコルの標準 化が検討 されつつある。

'

5.1.2情 報提 供の際のシステム構築

情報整備の高度の段 階と してのデータベース構築(日 常の業務活動によって生ず る情 報を計画

策定等の ために利用す る体制 まで考えてシステム化を行 うこと)に ついては国 ・地方 自治体です

でに個別に手 がけてい るところもあ る。

データベース構築は利用者 インターフ ェイスがす ぐれている事(検 索.加 工が容易),デ ータ

の更新が容易であること,経 費の節減(何 度 もプログ ラム開発をする必要 がない)等,利 点が多

く,今 後 とも情報化の進展 に伴い各機 関ごと必要に応 じて構 築す ることが予想 され る。

現状 では データベースに構築 されたデータより印刷物の方が細かいなどの問題 もあるが,少 く

とも印刷物 より細 かい データの蓄積,再 編加工が 出来 るとい うメ リッ トを生 か したシステム作 り

が必要 である。 また使 いやすい システム とするため,ニ ーズに合わせたデータベース構造の検討,

機 密保 護対策,シ ステム障害時対策,操 作性等 を充分検討す ることが望 ま しい。 またネ ッ トワー

クの観 点からは今後地域経済情報オ ンラインネ ッ トワークを促進 するにあた っては,こ れ ら個別

の データベースを相互 に利用できるソフ トウェア(共 通 コマン ド,デ ータベー ス ・デ ィクシ ョナ

リ一等)の 開発が必要 となる。

また,デ ータによ っては各機 関の処理方式の統一化をはかることも質の高 いデータ作成.ソ フ

ト開発費の軽減等 に有効である。

●

5.1.5デ ー タベースの構築 ・運用にあた って の資金

データベ ースの開発時には相当の経費を要 し,ま た,シ ステムの更新,維 持 に伴 って経常的 な

経費が必要であ るためi民 間に対 しては情報化推進策と して.減 税 ・融資等 の処置が必要 となる

場 合もあ る。

また,公 的機関であ って も,諸 経費を最少限にするためには,情 報の提供にあたって,あ らか

じめ計算機等資源の運用 コス ト,デ ータに関す る経済価値(情 報作成.加 工に係る労働 コス ト)

等 にっいて検討 し,受 益者負担 の考え方 を取 り入れた利用料金の設定等 の対策が必要 であ る。

■

5.1.4情 報 処理技術者の育成

技術革新を背景 と してハー ドウェア ・コス トの著 しい低減が図 られる一方 で,
コン ピ ュー タの普

一146一



及に伴 うソフ トウェア需要 の急激な増大に対応する情報処理技術者の不足 が問題 となってい る。 ソ

フ トウェアの複雑化,多 様 化に伴 い特にシステム ・エンジニア等上級情報処理技術者の養成が急

務 である。特に機能性,サ ー ビス性 に優れた ソフ トウェアの 開発 に あ た り,各 情報作成機 関で

はデータ内容について も情報処理について も詳 しい情報専任 担当者の育成 が急務 である。

●

5.2情 報 流 通 ・利 用 上 の 課 題

利 用者にと って最適 なネッ トワークシステムとは内容が利用 ニーズにあってお り,使 いやす く安

い とい うことであ る。 これ らの条件を満たすためにネッ トワークシステムに要求 される機能は次の

よ うなものであろう。

,

5.2.1情 報 の クリア リング機能 の充実

地域データを機関相互に有効利用す るためには情報の クリア リング機能の充実(情 報名,情 報

作成機 関,情 報概要,情 報入手 の方法等について案内す る機能)が 不可決である。 この機能は利

用者が最短 コースで 目的 とする情報 にたど りつ くための補助機能であ り,利 用ニーズにあった情

報内容 の一次選択を可能 とす る。

ク リア リング情報の整備 にあた っては,ま ず クリア リングす る項 目の選定 が重要 である。

統計調査 目録 と しての 「統計調査総覧」においては統計調査 ごとに次の事項を収録 している。

(a)国 等 が行 う統計調査

①統計調査名 ②実施機関 ③ 目的 ④沿革 ⑤調査の構成(調 査票の種類)⑥ 調査対

象(単 位,地 域,属 性,抽 出率)⑦ 調査方法(選 定,客 体数,配 布.収 集 記入,把 握時

期)⑧ 周期 ・期 日(周 期,実 施期 日)⑨ 調査系統 ⑩調査事項 ⑪ 集計 方法 ⑫表象地

域 ⑬結果 の公表 ⑭備考

(b)地 方公共団体が行 う統計調査

①統計調査名 ②実施機関 ③対 象選定の方法 ④地域 ⑤調査単位 ⑥ 周期

ク リア リング機能充実への取 り組みについて若干述べると.デ ータベースのク リアリング情 報

としては,総 務 庁等 が57年 度 から整備 している中央官庁で運用中のデー タベースを対象とす る

「各省庁データベー ス台帳」,ま た,デ ータベース ・サー ビス企 業(予 定 の者,公 的機関 も含む)

の 申告によ り通産省が とりまとめている 「デー タベース台帳総覧」等 がある。

また,電 算機 によ るク リア リングシステムの研究もい くつ か行 われてい る。 クリア リングシス

テムで扱われる情 報はかな り広範 囲にわたって収集 ・整備 され ていることが望 まし く地域経済情

報オ ンライン流通 促進 にあた ってはク リア リング情報の整備,ク リア リング情 報の提供 ・サー ビ

スを行 う地域情報セ ンターの育成等が必要で ある。

5.2.2ネ ッ トワー クにあた っての標準化

使 いやすいシステムとい う意味 で標準 化は大切なことである。公的 ・民 間機関を問わず.従 来
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の閉 じたシステムが拡大 していった場合,異 機種 コンピュータ同士の接続が 問題 となる。

異機種間 コン ピュータの接続 様式が不統一であると,ネ ッ トワークの大 きな障害 となる。

プロ トコルにっいてはシステ ム相互間の インタニオペ ラピ リテ ィの確保 とい う観点からその標

準化が注 目されてお り,ノ ー ド間の伝送制御 レベルプロ トコル(デ 一夕 リンクレイア)の 統一化,

ENDTOENDプ ロ トコル(ネ ッ トワー ク,ト ランス ポー トレイア)の 統一化,あ るいはフ ァ

イル転送,コ マン ド統一(プ レゼンテー シ ・ン レイア,ア プ リケーシ ・ン レイア)等 が検討 され

つつある。

今後は広 義のプロ トコル,す なわちデータ利用主体か らみての ビジネス ・コン トロールの標準

化(帳 票類,商 品 コー ド等 の標準化)が 必要 である。 また.ど こか らでも,だ れ もが利用 し得 る

ネットワークの構築 にあ たっては検 索用端末 のインテ リジ ェンシーを活用す るなどネ ッ トワークイ

ンテ リジ ェンシーの高度 化等 も必要 となる。"L

●

5.5基 盤 整 備 上 の 課 題

5.5.1関 係 法制 度の整備

「個人情報保護 関係の条例 では,現 状が個人情報処理の ため,国,他 自治体とオンライン化で ・

きないことになってい る」(区)等,'地 域 経済のオ ン'ライ ン化にあたってはい くつか法制度 上の

規制が存在する。

ニーズに対応 した広範囲なデータ提供を可能 とす るため,法 制度 の見直 し等,関 係法制度の整

備 について早急 に検討 を行 う必要がある。

一方
,ネ ッ トワークの普及に伴いプ ライバシーの保護等個人情報保護対策に関わる法的処置 に

ついては充分検討 する必要 がある。個人情報の漏洩等が人為的に発生 した場 合は,経 済社会に大

きな影響を及ぼす可能性が高い。地域経済統計情報でニーズが多い商業統計,'事 業 所統計,工 業

統計,国 勢調査等 について も集計 データの相互流通は同一計算機 内で個票 データと共存する可能

性 もある。同時に秘密 の漏洩を防ぐための技術 について も具体的に検 討す る必要があ る。

'その他 ソフ トウ
ェアの著作権 が問題 となってい る今 日,デ ータベース等の法的保護たっいて も

検討 し,情 報提供者が経済的,社 会的損失を被 らないよ う対処す る必要が ある。

5.5.2マ イ ナス インパ ク トへの対応

情報化の進 展 は地域 産 業経 済に対 して大 きなインパ ク トを与え ると同時 にマイナスイ ンパ ク

トをも生 じさせ る。 マイ ナスイ ンパ ク トをいかに少 な くす るかが重要な課題であ る。地域経済 オ

ンライ ンネ ッ トワークを促進す る際,起 こりうると考え られ るマ イナスインパク トと しては次の

ことがあげ られ る。

第1に 公的機関の情報サービス と民間の情報サー ビスとの競合関係の懸念 である。

公的機関の情報は地 域の企業,団 体等 にとって非常 に有効であ り,積 極 的に情報公開,情 報サ

ー ビスが図 られ ることが望 ま しい。 しか し民間のデータベースサ ービス業者の中にはすでにこれ
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●

らの情報を提供 している企業 もあ り,競 合関係が心配 される。 このため,地 域情 報化の推進.地

域情報サー ビス産業 の健全な育成 とい う面での配慮 が必要 となろう。 また,こ れらの情報サービ

スが根 づ くためには情報提供 者,利 用者を含めた地域 コンセ ンサスを得なが らネ ッ トワーク化を

図 ることが肝要である。

第2に コンビ:・一夕関連装置を持 つ者 と無い者 との情報格 差拡大の恐れであ る。

特に中小企業者,一 般 消費者の保護 に対す る配慮が要請 される。中小企業者に対 しては きめ細

かな資金助成,導 入指導が必要であろ う。 また,取 引先ご とに端末機 を複数設置 する等 とい うこ

とが生 じないよう,ビ ジネス ・プロ トコルの統一化,等 が早急 に必要である。

第3に コ ンピュータセキュ リティの問題 である。

地域経済,社 会活動が コンピュータの普及によりコンピュータシステムへの依 存を強めつつ あ

る。 この結果,ひ とたび天災,人 為的要因によるシステム障害が発生すると社会的な混乱を起 こ

す可能性が高い。

昭和52年 に通産 省で 「電子計算機 システム安全対策基準」が制定 され てい るが,今 後 とも政

府が安全対策 に対するガイ ドラインを事業活動の実態 に応 じて示 してい くことが必要 であ る。

む す び

59年 度 は調査研究活動の一年 目と して首都圏 経済情報ニーズ調査を行い,オ ンライン流通が必要

な経済情 報.流 通の可能性,流 通の対象範 囲等を明らかにするとともに,流 通促進 にあた っての技術的,'

社 会的,制 度的 な問題点及び課題 を浮 きぼ りに した。

調査内容 については,オ ンライ ン流通促進のための第1ス テ ップと して 「流通対象情報は公的機 関

の地域経済情 報を主 とする」 「首都圏に存在す る機 関が必要 と している情報 とす る」 等 の 条 件 を設

けたが,結 果 は予想 された とおり首都圏という地 域特性はすなわち全国の縮図であ るとい うことであ

り,デ ータ的に 「地域を限定 したもの では利用出来 ない」,「全国的なネッ トワークの中の地域 ネッ ト

ワークの位置づ けを してほ しい」 とい う意見がかな りあ った。

こうした状況の 中で,「 首都圏 オ ンラインネッ トワーク」は先駆的役割を持 ちつつ も将来的にはネ

ッ トワークの輪 を全国 レベルに広げ る方向になろ う。

■
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統計名別利用現況資料

設 問

統 計 名

1利 用 の 目 的

利 用 頻 度

1諾 計画立案の

ため

2研 究調査 のた

め

3情 報サー ビス

のため

4教 育 ・教養 の

ため

5経 営の指導診

断のため

6企 業経営のた

め(原 材料管

理撚 連)

7企 業経営のた

め(技術開発).

8企 業経営のた

め(消 費者 ニ

ーズ ・市場関

連)`

9企 業経営 のた

め(生 産 ・販

売関連)

10企 業経営 のた

め(財 務 ・経

理・労務関連)

商 業 統 計 73 29 49 25 0 21 1 0 14 7 1

事 業 所 統 計 70 36 43 2】 0 21 0 0 8 5 1

国 勢 調 査 65 42 43 14 1 2 0 0 6 5 1

工 業 統 計 63 24 38 22 0 14 0 1 2 7 1

消 費 者 物 価 指 数 57 21 34 14 2 6 1 0 7 3 5

家 計 調 査 53 14 39 15 0 7 0 0 17 6 0

国 民 所 得 統 計 52 27 35 8 1 5 0 0 8 5 2

卸 売 物 価 指 数 40 13 27 14 0 3・ 1 0 4 3 4

人 口 動 態 調 査 38 29 21 8 0 2 0 0 7 4 1

鉱工業生産 出荷在庫指数 35 6 25 12 0 2 2 0 3 2 1

景 気 動 向 指 数 30 12 14 8 0 5 1 0 4 2 2

建 築 着 工 統 計 28 13 22 9 0 1 0 0 1 1 0

法 人 企 業 統 計 26 11 20 4 0 4 0 0 4 3 3

県 民 所 得 統 計 25 10 17 1 ,0 7 0 1 5 2 1

住 宅 統 計 25 12 14 6 0 0 0 0 2 0 0

百 貨 店 販 売 統 計 22 6 16 11 0 3 1 0 5 3 2

全 国 推 計 人 口 21 15 11 2 0 0 0 0 4 2 0

地 方 財 政 統 計 21 13 12 1 0 0 0 0 2 0 0

毎 月 勤 労 統 計 19 3 工2 6 0 2 1 0 2 2 4

貯 蓄 動 向 調 査 19 12 14 6 0 3 0 0 9 3 1

地 価 情 報 17 6 7 6 0 1 0 0 3 1 0

小 売 物 価 統 計 15 4 8 7 0 4 0 0 、2 2 0

国 際 収 支 表 15 7 12 4 0 0 0 0 0 0 0

消 費 者 動 向 調 査 15 4 9 6 0 4 0 0 5 1 1

主要 ・中小企業短期経済予測 15 9 11 6 0 3 0 0 2 1 1

産 業 連 関 表 14 4 9 2 0 2 0 0 0 0 0

日 本 外 国 貿 易 統 計 14 6 10 5 0 0 0 0 2 1 0

農 林 業 セ ン サ ス 14 8 9 4 0 2 0 0 0 0 0

民 間 給 与 実 態 調 査 14 6 2 4 0 2 0 0 1 1 7

労 働 力 調 査 12 2 0 0 o 0 0 0 0 b 3

機 械 受 注 実 績 調 査 12 3 10 4 0 0 0 0 1 0 0

就 業 構 造 基 本 調 査 10 4 6 1 0 0 0 0 1 0 0

雇 用 動 向 調 査 10 2 6 4 0 3 0 0 0 1 1

主 要 企 業 経営 分析 調査 9 2 2 2 0
'7

0 0 0 2 2

輸 出 確 認 統 計 7 4 3 1 0 1 0 1 1 0 0

全 国 消 費 実 態 調 査 6 2 1 2 0 0 0 0 3 0 1

資 金 循 環 勘 定 6 4 5 2 0 1 0 0 2 0 1

建 設 工 事 着 工 統 計 5 2 2 2 0 o 0 0 1 1 0

建 設 工 事 受 注 統 計 5 2 3 2 0 0 0 0 0 1 0

賃 金 構 造 基 本 調 査 5 1 3 2 0 1 0 0 0 0 1
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設 問

統 計 名

利 用 の 目 的 ‖ 入 手 のS方 法

11行 政施策 の基

礎資料として

12そ の他(具 体

的に) 1内 部組織か ら 2市 販の統計書

3県.市 町村 な

ど

4情 報センター

など

5そ の他民間の

団体 6企 業

7デ ー タ ・バ ン

ク か ら

8定 期刊行物な

ど

9そ の他(具 体

的に)

商 業 統 計 32 0 21 24 35 1 1 0 1 12 7

事 業 所 統 計 34 0 25 27 28 1 1 0 3
・

ll 4

国 勢 調 査 36 o 24 27 23 0 1 1 0 11 4

工 業 統 計 31 0 21 21 24 0 1 1 1 9 7

消 費 者 物 価 指 数 20 2 11 18 17 2 0 0 6 22 5

家 計 調 査 8 0 2 24 7 2 2 1 10 12 12

国 民 所 得 統 計 12 1 5 20 11 0 1 0 15 15 9

卸 売 物 価 指 数 6 1 6 12 11 1 0 0 7 17 6

人 口 動 態 調 査 21 0 14 14 19 0 0 0 0 10 2

鉱工業生産 出荷在庫指数 2 2 5 7 7 0 1 1 12 8 8

景 気 動 向 指 数 3 1 4 3 4 1 1 0 3 13 6

建 築 着 工 統 計 6 0 6 7 7 1 3 0 4 9 4

法 人 企 業 統 計 0 0 3 11 2 1 1 0 10 6 7

県 民 所 得 統 計 9 0 4 12 11 0 1 0 2 1 1

住 宅 統 計 14 0 5 10 8 0 1 0 2' 4 2

百 貨 店 販 売 統 計 3 1 5 4 6 0 4 2 3 3 3

全 国 推 計 人 口 10 o 5 9 8 0 0 0 3 5 2

地 方 財 政 統 計 15 0 9 8 9 0 1 0 0 4 1

毎 月 勤 労 統 計 2 0 2 2 4 0 2 0・ 2 5 5

貯 蓄 動 向 調 査 1 0 3 11 3 0 1 0 2 8 4

地 価 情 報 5 1 6 3 4 1 4 1 0 6 3

小 売 物 価 統 計 5 0 2 2 5 1 1 0 0 5 1

国 際 収 支 表 0 2 2 6
㊨

1 0 0 0 8 3 5

消 費 者 動 向 調 査 3 1 4 3 7 1 0 0・ 0 6 1

主要・中小企業短期経済予測 0 0 2 2 1 1 2 0 3 7 5

産 業 連 関 表 4 0 3 7 2 1 0 0 0 2 0

日 本 外 国 貿 易 統 計 0 0 0 4 2 0 0 0 5 6 3

農 林 業 セ ン サ ス 8 0 7 2 5 0 0 1 0 2 1・

民 間 給 与 実 態 調 査 0 1 1 4 1 2 3 0 0 7 1

労 働 力 調 査 4 0 3 1 5 0 0 0 0 3 2

機 械 受 注 実 績 調 査 0 0 0 3 2 0 0 0 4 2 4

就 業 構 造 基 本 調 査 6 0 4 2 6 0 0 0 0 1 0

雇 用 動 向 調 査 0 0. 0 0 0 0 0 0 o 3 1

主 要 企業 経 営 分析 調査 0 0 0 3 1 1 1 0 1 3 1

輸 出 確 認 統 計 1 0 1 2 1 1 0 0 1 3 1

全 国 消 費 実 態 調 査 1 0 1 1 1 0 0 0 0 3 0

資 金 循 環 勘 定 0 o 0 3 0 0 0 0 3 2
'

1

建 設 工 事 着 工 統 計 0 0 0 1 2 o ・1 0 0 3 0

建 設 工 事 受 注 統 計 0 0 0 1 2 0 0 0 1 2 0

,

賃 金 構 造 基 本 調 査 0 0 2 2 0 0 0 0 0 2 0

1

一
巴

ー



1

設 問

統 計 名

田,入 手 媒 体 W入 手 の 難 易 V利用地域区分

1印 刷 物 2コ ピ ー ・閲 覧

3機 械可能媒体

(磁 気テ ープ

等)

4オ1ン ラ イ ン

5そ の他(具 体

的に)

1容 易 に入手で

きた

2入 手す るため

目的地 まで出

掛け た

3何 処にあ るか

確認が困難で

あった

4利 用目的に適

合 した内容 を

知 るのが困難

であ った

5そ の他(具 体

的に) 1全 国

商 業 統 計 70 9 3 1 2 65 4 1 1 3 25

事 業 所 統 計 64 11 5 0 2 62 4 1 3 2 24

国 勢 調 査 61 12 7 0 2 59 5 0 1 3 29

工 業 統 計 56 5 6 1 1 56 5 0 1 2 25

消 費 者 物 価 指 数 54 6 1 6 0 52 2 0 0 2 35

家 計 調 査 51 4 1 10. 1 46 7 0 1 1 37

国 民 所 得 統 計 49 2 2 13 0 50 1 2 0 1 41

卸 売 物 価 指 数 39 3 1 6 1 40 0 0 0 0 33

人 口 動 態 調 査 34 11 2 0 0 37. 1 0 0 0 12

鉱工業生産出荷在庫指数 29 1 3 13 o 33 2 0 0 0 28

景 気 動 向 指 数 29 2 0 2 1 30 0 0 0 o 23

建 築 着 工 統 計 24 3' 2 4 2 22 6 0 1 0 15

法 人 企 業 統 計 25 1 2 9 1 20 6 0 0 0 23

県 民 所 得 統 計 22 5 1 1 0 19 5 0 0 1 6

住 宅 統 計 23 1 0 2 0 25 0 0 0 0 8

百 貨 店 販 売 統 計 18 2 0 4 1 21 1 0 0 0 11

全 国 推 計 人 口 20 4 1 1 0 20 】 0 0 1 16

地 方 財 政 統 計 20 3 0 0 0 20 2 1 0 0 10

毎 月 動 労 統 計 16 1 2 2 2 17 2 0 0 0 12

貯 蓄 動 向 調 査 19 2 0 2 0 16 2 0 0 0 16

地 価 情 報 16 3 2 0 0. 15 0 1 1' 0 5

小 売 物 価 統 計 15 0 0 0 0. 13 1 0 0 1 6

国 際 収 支 表 14 0 ℃ 7 1 15 0 0 0 0 15

消 費 者 動 向 調 査 15 1 0 0 0 14 0 0 1 0 5

主要 ・中小企業短期経済予測 14 1 0 3 0 14 1 0 0 0 15

産 業 連 関 表 11 2 1 1 0 .12、 1 1 0 0 8

日 本 外 国 貿 易 統 計 11 3 2 4 1 13 1 0 0 0 13

農 林 業 セ ン サ ス 12 4 0 0 0 14 1 0 0 0 3

民 間 給 与 実 態 調 査 14 1 0 .0 0 12 1 1 0 0 10.

労 働 力 調 査 12 1 0 0 0 10 2 0 0 o 5

機 械 受 注 実 績 調 査 9 2 0 4 1 12 0 0 0 0 12

就 業 構 造 基 本 調 査 9 2 0 0 o 9 O 0 O ! 3

雇 用 動 向 調 査 9 1 0 0 0 9 1 0 0 0 7

主要 企業 経 営 分析 調査 9 0 0 0 .0 7. 1 o 1 0 7

輸 出 確 認 統 計 7 1 0 1 0 7 0 O・ 0 0 4

全 国 消 費 実 態 調 査 6 0 0 0 0 6 0 1 0 0 5

資 金 循 環 勘 定 6 0 0 3 0 5 1 o 0 0 6

建 設 工 事 着 工 統 計 5 1 0 0 1 2 3 0 1 0 3

建 設 工 事 受 注 統 計 5 0
'

0 1 ・0 4 | O o 0 5.

賃 金 構 造 基 本 調 査 5 0 0 0 0 4 1 0 0 0 4
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設 問

統 計 名

利 用 地 域 区 分 W加 工 方 法

■2都 道 府 県 3町 丁 別

4メ プシ ュデ 一

夕

5そ の他(具 体

的 に)

1電 卓を主 とし

て使用

2コ ンピ ュータ

と対話形式で

加工

3リ ス ト等 を打

ち出して机上

で加工す る

4他 機関に目的

とす るものを

作成 して もら

う

5プ ログ ラムを

自機関で作成

して加工

6特 に加工 は行

わない

7そ の他(具 体

的に)

商 業 統 計 42 28 8 11 39 5 10 9 6 25 1

事 業 所 統 計 45 30 8 8 37 7 11 8 10 25 1

国 勢 調 査 43 37 1工 10 37 7 9 3 11 21 0

工 業 統 計 36 22 4 10 31 9 10 5 7 23 0

消 費 者 物 価 指 数 35 6 1 4 21 9 5 1 2 25 0

家 計 調 査 26 4 0 4 21 16 5 2 4 18 0

国 民 所.得 統 計 10 4 0 3 2工 19 6 1 8 17 0

卸 売 物 価 指 数 18 4 0 2 17 7 3 0 2 17 0

人 口 動 態 調 査 25 19 2 6 26 2 6 5 5 6 1

鉱工 業生産出荷在庫指数 12 0 0 4 11 14 6 0 2 14 1

景 気 動 向 指 数 10 1' 0 0 12 2 2 0 0 14 1

建 築 着 工 統 計 16 5 1 ・4 15 7 3 0 4 7 0

法 人 企 業 統 計 2 1 0 1 12 12 2 0 3 6 0

県 民 所 得 統 計 20 6 0 1 13 3 3 2 3 5・ 1

住 宅 統 計 17 5 1 3 1 .5 2 4 0 3 7 0
百 貨 店 販 売 統 計 9 4 0 2 .9 5 5 1 0 4 0

全 国 推 計 人 口 14 4 2 0 12 4 2 1 8 5 0

地 方 財 政 統 計 12 2 0 4 13 2 3 0 2 6 0

毎 月 動 労 統 計 8 1 0 2 11 6 0 0 1 8 1

貯 蓄 動 向 調 査 7 1 0 0 10 2 2 0 0 8 ,0

地 価 情 報 7 5 4 5 4 2 2 0 1 10 0

小 売 物 価 統 計 7 4 0 2 6 0 0 1 0 8 0

国 際 収 支 表 0 0 0 0 8 7 2 0 0 4 0

消 費 者 動 向 調 査 8 3 1 2 5 1 1 0 0 6 0
主要 ・中小企業短期経済予測 2 1 0 1 8 4 0 0 0 4 0

産 業 連 関 表 7 1 0 1 5 6 4 1 3 3 1

日 本 外 国 貿 易 統 計 2 2 0 0 8 4 2 0 2 5 0

農 林 薬 セ ン サ ス 8 4 0 2 4 0 1 0
'0

8 o'

民 間 給 与 実 態 調 査 7 2 0 0 8 2 0 0 0 6 0

労 働 力 調 査 5 2 0 1 7 2 1 0 0 3 0

機 械 受 注 実 績 調 査 0 0 0 0 3 3 3 0 0 4 0

就 業 構 造 基 本 調 査 5 4 0 1 5 2 1 1 1 3 0

雇 用 動 向 調 査 7 1 0 0 3 2 1 0 0 6 1

主 要 企 業 経営 分析 調査 1 1 1 1 4 0 0 0 0 5 0

輸 出 確 認 統 計 1 0 0 2 5 1 1 0 0 3 0

全 国 消 費 実 態 調 査 2 0 0 0 2 0『 1 0 0 2 0

資 金 循 環 勘 定 0 0 0 0 3 4 1 0 1 1 0

建 設 工 事 着 工 統 計 1 1 0 1 1 1 1 1 0 2 0

建 設 工 事 受 注 統 計 1 0 0 0 ] 1
・

3 0 0 1 0

賃 金 構 造 基 本 調 査 1 0 0 0 1 2 1 0 1 1 0

i
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設 問

統 計 名

粗 加 工 レ ベ ル 遁 問 題 の あ っ た 事 項

1入 力デ ータを

その まま利用

2表3†算(単 純

集計 ・ク ロス

集計)

3グ ラフ ・表 レ

ベルの作成 4統 計解析処理 5モ デ ル 分 析

6そ の他(具 体

的に)

1調 査事項が無

い

2地 域区分が合

わない

3時 系列区分が

合 わない

4公 表時期が合

わない(古 い

など)

5客 体故 ・抽出

数が不十分

商 業 統 計 29 29 32 13 7 3 9 6 9 19 1.

事 業 所 統 計 30 31 33 13 8 2 8 8 1▲ 19 2

国 勢 調 査 28 27 30 15 7 1 8 9 5 26 1

工 業 統 計 28 23 31 11 6 1 8 4 4 12 2

消 費 者 物 価 指 数 19 11 18 6 7 3 3 5 3 8 2

家 計 調 査 .20 15 28 10 5 2 3 6 2 10 6

国 民 所 得 統 計 21 19 26 16 20 0 5 2 7 工8 1

卸 売 物 価 指 数 15 9 16 6 5 3 3 3 2 5 1

人 目 動 態 調 査 15 18 19 10 5 1 4 7・ 2 3 2

鉱工業生産 出荷在庫指数 13 6 21 9 3 1 1 3 0 6 0

景 気 動 向 指 数 12 3、 7 4 0 2 1 2 0 4 0

建 築 着 工 統 計 16 9 16 5 4 1 4 4 2 5 1

法 人 企 業 統 計 15
『

7 18 12 5 0 0 0 1 4 0

県 民 所 得 統 計 8 11 10 8 4 0 2 3 2 8 0

住 宅 統 計 13 11 12 5 5 0 3 3 2 2 2

百 貨 店 販 売 統 計 5 5 16 4 2 0 1 2 0 1 1

全 国 推 計 人 口 9 8 11 8 4 0 3 5 2 3 1

地 方 財 政 統 計 12 8 13 4 1 0 1 4 0 4 0

毎 月 勤 労 統 計 6 5 9 4 3 0 0 1 0 5 2.

貯 蓄 動 向 調 査 9 6 8 3 0 1 0 2 1 3 2

地 価 情 報 7 3 4 2 1 1 1 2 2 1 2

小 売 物 価 統 計 5 2 0 0 2 1 0 0 0 4 1

国 際 収 支 表 5 4 10 4 1 0 2 0 0 0 0

消 費 者 動 向 調 査 2 3 6 1 1 1 0 2 0 0 0

主要 ・中小企業短期経済予測 7 2 6 4 0 0 1 2 0 0 0

産 ※ 連 関 表 7 6 6 6 3 0 0 1 0 2 1

日 本 外 国 貿 易 統 計 5 7 7 3 2 1 1 0 1 1 1

農 林 菓 セ ン サ ス 7 3 6 o 0 .0 4 1 2 1 1

民 間 給 与 実 態 調 査 4 5 5 1 0 0 0 0 0 5 1

労 働 力 調 査 2 3 7 2 0 0 0 0 0 1 1

機 械 受 注 実 績 調 査 3 3 7 2 0 0 1 1-,
'δ1

2 1

就 業 構 造 基 本 調 査 2 2 5 2 0 0 1 1 0 1 0

雇 用 動 向 調 査 4 2 3 3 0 0 0 1 0 2 0

主 要 企 業経 営 分析 調査 4 1 3 1 0 0 0 0 0 1 0

輸 出 確 認 統 計 2 2 5 1 1 0 1 0 1 0』 2

全 国 消 費 実 態 調 査 1 0 1 1 0 1 0 0 0 0 0

資 金 循 環 勘 定 3 1
'

5 2 1 0 1 0 0 2 0

建 設 工 事 着 工 統 計 0 2 3 0 0 0 0 0 0 1 0

建 設 工 事 受 注 統 計 2 0 3 0 0. 0 0 0 0 0 0

賃 金 構 造 基 本 調 査
'1

2 2 2 1 0 1 1 0 1 1
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設 問

統 計 名

問 題 の あ っ た'事 項 昧 オ ン ラ イ ン の 希 望 有 無

6統 計 ごとに項

目の定義(集
計単位等)が
異な り困 るこ
とが多い

7調 査項目の分

類が不適 当.

使い ものにな

らない

8時 系列デ ータ

に欠陥があ り

困 る事がある

9そ の他(具 体

的に) 1有 り 2無 し 3わ か ら な い

商 業 統 計 4 2 2 2 20 22 21

事 業 所 統 計 4 3 2 3 18 22 19

国 勢 調 査 4 1 0 2 20 23 17

工 業 統 計 4 3 3 3 .14 21 17

消 費 者 物 価 指 数 1 0 1 2 14
.、 25 13

家 計 調 査 0 1 1 1 20
乙'.16

8

国 民 所 得 統 計 2 1 1 4、 11 17 14

卸 売 物 価 指 数 1 0 0 2 7 15 11

人 口 動 態 調 査 1 0 1 2 12 14 7

鉱工 業生産出荷在庫指数 0 1 0 0 11 7 11

景 気 動 向 指 数 0 0 0 2 5 ll 9
建 築 着 工 統 計 1 0 0 2 8 8 7

法 人 企 業 統 計 1 0 1 0 8 8 7

県 民 所 得 統 計 0 0 2 0 2 7 10

住 宅 統 計 0 0 0 1 7 8 7

百 貨 店 販 売 統 計 0 0 0 0 4 7 7.
全 国 推 計 人 口 1 0 0 0 6 13 2

地 方 財 政 統 計 2 0 0 1 4 13 4
毎 月 動 労 統 計 0 0 1 0 7 4 5

貯 蓄 動 向 調 査 0 0 0 2 4 8 6
地 価 情 報 0 0 1 2 3 5 7
小 売 物 価 統 計 O 0 0 2 1 6 6
国 際 収 支 表 1 0 0 1 5 3 6

消 費 者 動 向 調 査 0 1 0 1 1 8 3
主要・中小企業短期経済予測 0 0 1 1 3 4 4
産 業 連 関 表 0 0 0 1 6 4 1
日 本 外 国 貿 易 統 計 1 2 0 2 5 5 3

農 林 菜 セ ン サ ス 1 0 0 0 3 4 4
民 間 給 与 実 態 調 査 0 0 0 0 0 7 6
労 働 力 調 査 0 0 0 0 0 6 5

機 械 受 注 実 績 調 査 1 0 0 0 3 4 3
就 業 構 造 基 本 調 査 0 1 0 0 1 4 4
雇 用 動 向 調 査 0 0 0 0 1 2 4
主要 企 業経 営分析 調査 o 0 0 0 1 3 3
輸 出 確 認 統 計 1 1 0 1 4 1 0
全 国 消 費 実 態 調 査 0 0 0 1 1 3 0
資 金 循 環 勘 定 0 0 0 1 3 1 0
建 設 工 事 着 工 統 計 0 0 0 0 2 1 0
建 設 工 事 受 注 統 計 0 0 0 0 1 0 0

賃 金 構 造 基 本 調 査 0 0 0 0 1 2 2

・

一

嵩

朝
ー



●

、

'

●

'
.

〆

!



地域内情報流通調査(各 論皿)

名古屋 大都市 圏情 報流 通調査

(東 海 ・北陸地域)
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1調 査研究の概要

1.1目 的 と 計 画

「東海環状テクノベル ト構想」等 で指摘 されているように,名 古屋大都 市圏 は全国有数の工業集

積 を持ちなが ら中枢管理機能の面 で東京,大 阪両大都市圏 と比べ脆弱であ り,こ の点の克服が当地

域の今後の活性化,発 展を図 る上で基本的課題の一つ とされている。

,と りわけ,情 報流通 は経済,行 政,社 会文化の各面 における中枢管理機能 の中心問題 であ り,地

域の一体的発展のためには急速に発展 しつつある情 報処理,通 信技術の成果 を十分に活か した展望

が求め られている。

高度情報化革命の進行 は中央と地方の情報 ギャップを縮小 させ,地 域経済の新 たな発展の契機 と

なるとも言われてい るが,一 方で,大 量の情 報流通が進めば進むほど,情 報の収集,供 給地は一点

集 中化 し.そ の結果,首 都圏,東 京の 中枢管理機能のみが益 々強化 され,特 に,東 西両経済圏の間

にある当地域は中枢管理機能の弱体化 も懸念 され るところであ る。

これ らの点を踏 まえ,名 古屋大都 市圏におけるオンラインネッ トワークによ る情報流通 システム

のあ り方を検討す ることが本調査研究 の目的であ る。

このため,59年 度(初 年度)は 名古屋大都市圏における情報化の現状 と情 報ニーズについて調

査 し,望 ましいオ ンラインネ ッ トワークシステムの基本的条件 について検 討,整 理 することとした。

60～61年 度 は,よ り具体的な分野 ・テーマを重点的にと りあげ.対 象情 報の特性やシステム

構成上の問題点等,オ ンライ ン情 報流通 システムの具体的実現形態の あ り方を調査,研 究すること

とする。

●

1.2推 進 体 制

国 ・地方自治体 地域経済団体 地元金融機関 学識経験者で構成する委員会を設置 して行った。

1.5実 施 経 過

① 委員会の開催 第1回 昭和59年 度調査研究実施計画の検討

第2回 昭和59年 度調査研究の成果報告

② アンケー ト調査の実施

調査対象 東海3県 の主要企業622社

実施時期 昭和59年11月 ～12月

昭和59年10月25日

昭和60年3月18日

⑨
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2名 古屋大都市圏の現状 と情報化のインパクト

●

2.1名 古 屋 大 都 市 圏

名古屋市を中心 と し愛知,岐 阜,三 重の東海三県にわたる地域は我が国有数の入 口,産 業の集積

地 であ り,東 京圏,大 阪圏に次ぐ大都 市圏を形成 している。

この東海3県 の面積 は国土の5.7%で あ るが,人 口は約1000万 で全国の8 .4%,事 業 所数 は

同 じく8.8%,卸 売販売額は9.5%を 占めている。名古屋市を中心とする半 径50㎞ 圏 域には41

市が 存在 し,人[]210万 都 市名古屋を 中心 と して,40万 台 の岐阜,30万 台 の豊田,20万 台

の四日市,一 宮,春 日井,岡 崎 の4市,10万 台 の鈴鹿,大 垣,各 務原,小 牧.瀬 戸の5市 などが

放射状に位置 している。

図2-1は この圏域の通勤通学者の流入先第一位 市町村間 を結んだものであ るが,名 古屋を中心

とす る日常生活圏が愛知,岐 阜,三 重の3県 に及ぶと共に,周 辺に岐阜,大 垣,'四 日市。津。豊橋

といった比較的独立 した都 市が位置 し,こ れら諸都 市を含む圏域全体が,名 古屋 を中心に複合的 に

つ なが ってい ることがわかる。

市町村別の人 口増加率を45→50年 で比較す ると,人 口急増地域が,名 古屋の より周辺地域へ

移 っており,名 古屋を中心 とす る日常生 活圏域が拡大 しつつあ ることが推測 できる。(資 料1,資

料2)

また,こ の ことは国勢調査におけ るDID面 積 の推移か らも明らかで,全 国的 に45年 を ピーク

と してDID面 積 の伸び率は小 さ くなってきてい るが,東 海3県 については比較的高 い水準にとど

まっており,東 京圏,大 阪圏 と比較 して もなお都市部の拡大が進 んでい る(資 料3)。

商取引の面から見 ると,こ の圏域の 中心都 市である名古屋市は全国的 な商業 中心地 の一つであり,馳

愛知県の取 引先 県の数は,東 京,大 阪に次い でい る(資 料4)。 と りわけ愛知,岐 阜,三 重3県 の

つなが りは強 く,例 えば,卸 売業の仕入先,販 売先第一位県(自 県を除 く)の 分布を見ると,岐 阜,

三 重の 自県以外 の卸売,仕 入先の第一位 は愛知県であ り,こ の地域が広域 的な商取 引圏を形成 して

い ることが推測 できる(資 料5)。
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資料 昭和55年 国勢調査

注1 は常住地をもとに流出先第1位 市町村間を結んだもの

図2-1

注2
`三』*当 該都市への周辺都市からの流入

.
人 口総数

○_。 。人以上

○ ・・… 人以上

○ ・・,… 人以 上

010,000人 未 満

*た だ し,○ は1以 上の市町村から

流入のある市町村

通勤 ・通学流よりみた 日常生活圏(昭 和55年)

一160一

'

●

々



■

2.2産 業 構 造 と 中 枢 管 理 機 能

東海3県 の産 業構造を見 ると,第 一次,第 二次産業の割合が他の大都 市圏に くらべ相対的に高 く,

第三次産業の割合が低 い(資 料6)。 これは,当 地域が都市部周辺 に比較的広 い農村部を控 えてい

ることや,機 械工業 を中心と した製造業の発達の ためであ る。製造業では,自 動車をは じめとする

輸送機械工業に代表 され る加工組立産業や繊維,陶 磁器 といった地場産業の全国に占め る割合が大

きい(資 料7)o

これ ら製造業 の高い成長の結果.例 えば,愛 知県は昭和52年 以 降,年 間工 業出荷額第一位の県

となるなど,当 地域は我が国有数の生産基地 と しての地位を保 ってきた。

一方
,都 市における生産機能,管 理機能や,生 活サー ビス機能などの うち,行 政,経 済,文 化面

において,広 域 的な影響力を有す る管理機能 と しての中枢 管理機能は,生 産機能の大 きさに比較 し

て相対的 に小 さい。当地域の中枢都 市であ る名 古屋市について国土庁 の報告は,「 高位,低 位の中

枢管理機能が減少 し,中 位の 中枢 管理機能が停滞傾向」 にあ り 「近年の総合的な中枢管理機能の集

級 はかな り減少 している」囲と述 べて・・る(資 料8)。

(注)「 中枢管理機能等高次都市機能の地域的展開と都市の広域的機能連関に関する調査」国土庁 昭和

58年3月

中枢管理機能 は,行 政 的中枢管理機能,経 済的中枢管理機能,文 化的中枢管理機能 に分けられる

ことがある。 ここでは,産 業経済における取引 関係,企 業系列関係等を通 じた広域的な影響力 と し

て,地 域経済 の一体的発展 に深 くかか わる経済的 中枢管理機能に重点を置 き,指 標 として.金 融機

関貸出残高,資 本金10億 円以上企業 の本社数,情 報サービス業従業者数,学 術研究機関従業者数,

手 形交換高,情 報サー ビス業年間売上高を取 り上げ人 ロー人当たりの水準 を全 国と比較 してみ る。

図2-2は,こ れら中枢管理機 能指標 と生産機能指標を名古屋圏の水準が高 い順に,並 べた もの

であ るが,左 側に製造品出荷額,工 業 用地など生産機能指標,右 側 に中枢管理機能指標 と分かれ,

人 口水準 を基 準 と して見た場合,生 産機能が高 く,中 枢管理機能が低い ことが明らかである。一方,

東 京圏については,逆 に左側が低 く右上が りのパター ンとなってお り,中 枢管理機能の強 さを物語

ってい る。三大都 市圏の 中枢管理機能 指標を過去 からの推移で見 ると,名 古屋圏における中枢管理

関連指標 の水準は,東 京圏の約1/5～1/18で,し か も東京圏の場合,手 形交換高,情 報 サー

ビス産業従業者数の よ うに,明 らかに全 国に占める比重を増 してい るものがあ るの に対 し,名 古屋

圏 ではそのような もの は見 られ ない(資 料9～14)。

近 年,当 地 域の主力産業であ る輸送機械工業の成長は電子関連産業等の急速な伸びに比べ,相 対

的に鈍化 して きてお り,例 えば.当 地域の鉱工業生産指数 の推移を見ると,最 近は全国水準を下ま

わる状態 が続 いてい る(図2-3)。 今後当地域経済の新 たな発展のためには,地 域経済を支 える

地元企業の先端的技術,技 術複合化への積極的対応,新 たな分野の開拓等 が必要 であり,こ のため

研究開発機能を 中心 とする中枢管理機能の強化が重要な課題 となってい る。
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5
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7

8

9

0
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3

4

5
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1

1

1

1

1

1
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料資2

3.あ る項 目の指標=

名 古屋圏:愛 知,岐 阜.三 重 東京圏:東 京.神 奈川,千 葉,埼 玉

大阪圏:大 阪,京 都,兵 庫

全国都道府県市区町村別面積調 建設 省

昭和59年 版住 民基本台帳に基づ く全 国人 口,世 帯数表 自治省

昭和57年 版 工業統計表 通産省
〃

〃

昭和57年 商業統計表(産 業編)通 産省

昭和56年 事業所統計調査報告書 総理府
　

電子計算機納入下取調査(昭 和59年 第1四 半期)通 産省
「大都市圏の整備」昭和59年 国土庁大都市圏整備局監修

〃

〃

〃

〃

昭和58年 特定サービス業実態調査 通産省

ある地域のある項 目値/あ る地域の人口
ある項目の全国値 全国人口

図2-2三 大 都 市 圏 の 主要 経 済 指標
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2.5高 度 情 報 化 の イ ン パ ク ト

近年,コ ンピュータ,半 導体,光 通信、衛星通信等 に代表 され る,情 報処理技術,通 信技術の著

しい進歩 とその結合によ り,情 報化が社会のあらゆる分野に広 範に浸透 しつつあ り,今 後,21世

紀 にかみて,社 会のあらゆる分野 を有機的に結ぶ ネッ トワークカS構築され,多 様な情報サー ビスが

全国津 々浦々にまで供給 され る高度情報化社会が到来 しょうと してお り,当 地域において もデ ィジ

タル転 送網の整備が進め られつつある(資 料15)。`

この ような社会では,情 報を大量,迅 速かつ効率的に収集,分 析 し,必 要 な判断をより的確 に行

うことので きる可能性 が増大 し,情 報を有効 に活用す るか否かが,決 定的な重要性 を持つ ようにな

るといわれ る。

当地域は,3大 都 市圏の一つ と して独 自の経済 圏を形成 してい ると同時に,我 が国有数の生産基

地 と して,東 京 を中枢都市とする後背地 としての性格を合わせ持 っていると考 えられ るが.高 度情

報化は当地域にどのような影響を もたらすのか。

第一には,全 国の情報 ネッ トワーク化が進み,大 量の情 報流通が,進 めば進むほど,東 京の情報

収集,発 信地と しての機能は強 くなり,管 理 中枢機能が強化 され,当 地域 はその後背地 としての性

格を強めることが考 えられ る。

第二には,例 えば,当 地域 に活動の本拠を置 く企業 にとって,オ ンラインネ ッ トワークなど情 報

化の手段 を駆使す ることにより,従 来の企業活動の範 囲を超えた活動の可能性が開坑 地元の産業

の発展につなが るとい う点であ る。

情報化の進展 により,産 業経済 の諸機能の地域的分担 関係に も影響が現れるだろ う。例えば,あ

るアンケー ト調査に よれば,東 京 に本社を置 く最大のメ リッ トは情報収集の便利 さであ る(図2-

4)。 今後東京の情報 中心性が高 くなるに従 って,企 業の意志決定 の中枢 と しての本社機能はよ り東

京へ集 中 し,一 方で生産機能 あるいは,広 義の中枢管理機能の 中で も.研 修機能,技 術研究,生 産・

資材 ・購買管理 機能 などは,よ り周辺に分散化することが考え られ る(図2--5)。
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当地域が今後,単 なる生産基地からより創造的開発型の生産基地として発展 してい くためには,

情報化の進展により東京から分散化の傾向を強める機能を効果的に受けとめつつ,地 元産業の独自

の情報ネットワークを発展させ両者を有機的に結合させ,地 域経済の一体的発展を図ることが必要

で あ る 。
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注.上 場企業を中心とした主要230社(回 収数)に 対する調査

出所:本 社機能の集中と分散の相互関係に関する

調査報告書(人 と国土の将来像に関する調査 皿)

(昭 和59年3月)国 土庁委託調査(社)日 本経済調査協議会

図2-4東 京 に本 社 を置 くメ リ ッ ト(百 分比)
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情報化の進展により,本 社から移転が可能になる部門図2-5
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3情 報化の現状 と情報ニーズ

情報化は,産 業の情報化・社会・家庭 の情報化・ また情報にかか る産 業の成長 とい った社会の様 々

な面で進みつつあ り,そ こで使用 され るメディアも様々であ るが,こ こでは製造業を中心と した地元

企業におけるコンピュータの利用 とオ ンライン化の状況 についてと りまとめる。

汎用電子計算機納入下取調査 によれば,東 海3県 における汎用 コンビ=一 夕の実働台数は,昭 和55

年 末 に6,700台 であ ったが,58年 には13,000台 と年率10数%の 割で急速 に普及 している。 ま

た,情 報処理実態調査 により,コ ンピュータを設置 している企 業の内,オ ンライ ン処理 を行 っている

企業の割合を見 ると,49年3月 に,名 古屋通商産業局管 内で10.3%で あ った ものが,57年3月

には,49.8%と オ ンライン化の波 も急速 に拡大 しつつある。 しか し,コ ン ビ=一 夕実働台数を東京

圏 と比較すると約1/5で,伸 び率 も下回 ってお り,オ ンライン化企業数の割合 も東京通商産業局管

内 と比較すると.49年3月 には2.4ポ イ ン ト程度の差 であったものが,57年3月 には13ポ イ ン

トと拡大 し,図3-1で 明 らかなよ うに,東 京の水準 と比べ て2年 程度の遅れを生 じている。

%

100
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60

4e

20

e

数字は%

62.960 .9

477 498
4 5

3

24 23.8

17.2
127

10. ll5
◆ ■
■ ●■ ■ ● ・ ・.
■ ■ ●
■ ◆ ● ■ ●.■ ■ .
ふ 令 ■ ● ● ◆

囲49/3

∈∋52/3

巨]55/3

皿m57/3

東京 名古屋 大阪

資料:我 が国情報処理の現状
通産省

図3-1オ ンライン化企業数の割合(%)

当地域におけるコンピ ュータの利用状況 について,今 回行 ったア ンケー ト調査結果を基 に,よ り詳

細に見てみ ることとす る。

今回の調査 は,愛 知,岐 阜,三 重 に活動 の本拠を持つ従 業者30人 以 上1,000人 以 下の製造業事

業所622を 選 び郵送 方式 で行 い,38%の 回収 を得た(表3-1～2,図3-2)。

回収企業の事務所当た りの従業者は134人,企 業当 たり資本金1億 円,年 間売上高35億 で,平

均1.5工 場,4.2か 所 の支店,営 業所を持 つ。
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O

調 査 票 回収 状 況表3-1

発送 数 回収 数 回収 率(%)

合 計 622 236 37.9

県

別

愛 知 397 156 41.2

岐 阜 125 45 36.0

三 重 100
'
35 35.0

従 業 員 規 模別 回 答事 業 所 の 平均 徴表3-2

従業員規模(人) 資本金平均
(百 万)

年間販売高平均
(百 万)

企業当たり
工場数

企業当たり
支店数

回答事業所数

1～49 60 1,727 1.6 3.9 46

50～99 64 2,443 1.5 2.7 60

100～299 107 3,841 1.5 4.1 68

300～999 306 10,373 2.3 7.7 20

合 計 101 3,501 ・1
.5 4.2 236

口 回答事業所数
口 調査事業所数■
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5.1コ ン ピ ュ ー タ 利 用 の 現 状

{1}コ ン ビ=・一夕利用状況

コンピュータを利用 してい る企業は82%,今 後利 用の予定 とす ると ころを含め ると93%に

の ぼ り,ほ とんどの事業所が コン ピュータを利用 しは じめているといえる(図3-3)。

一
%巳 」利 用 してい る

0102030405060708090100E⊃ 今 後利用
`1皇 介.

1～49

59～99

100～299

300～999

合 計

z1難"6灘iぷ 『ン ・評i鰍20
.・・

口 利 用 しない

N=45

N=58

N=65

N=20

N=229

霧…無難 …難 簸iil灘i難灘 難 ・x:…il

欝 欝…蒙 雛 難}欝懇 懇…灘蒙○亨;オ,

難i難・蓑i馨》1叢…纏 ・…懸 篤;蕪、i。灘 鑓議ii鎗三騰

鑓茎嚢羅誓1・糞『譲簿:環i蕪 灘『『㌶鍵難 ・鐸1・.§・

㈱Nは 有効回答数
以下同様

図3-3従 業 員 規 模 別 コ ン ピ ュー タ利用 状 況

利用 している コンピュータを大 ・中型,小 型,超 小型 に分けて見ると,大 ・中型 を利用 してい

る事業所が12%,小 型 が47%,超 小 型 が57%で あ り(図3-4),利 用 している事業所の

事業所当た り利用台数は,大 ・中型,小 型 が1.2台,超 小型が2.6台 で ある(表3-3)。 今 後

の予定 について も,小 型.超 小型の利用が高 い。 このよ うに,コ ンピ ュータの利用については,

小 型,超 小型 の普及が著 しく,ま た,大 ・中型 について も着実に普及 しつつあるといえる。

%

70

60

50

40

30

20

10

大 ・中型機 小型機

N=188晶 現状

N=236翻 今後

は実数

超小型機

(注)
コ ン ピ ュ ー タ の 区 分

超
小
型
機

買取価格

1千 万 円未 満

月額 レンタル料等
22万3千 円未満

パ ソコンを含む

買取価格
1千 万円以上

4千 万円未 満

月額 レンタル料等
22万3千 円以 上

88万9千 円未満

中
・

大
型
機

買取価格

4千 万 円以上

月額 レンタル料等
88万9千 円以上

図3-4コ ン ピ ュ ー タ 種 類 別 導 入 率
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表3-3コ ン ビ=一 夕種類別導 入台数と事業所当りの導入台数

コ ン ピ ュ ー タ の 種 類 導 入 台 数
事 業 所 当 り
の 導 入台 数

現

状

大 ・中 型 機 28 1.2

小型機 104 1.2

超 小 型 機 285 2.6

今

後

大 ・中 型 機 21 1.1

小型機 55 1.3

超小型機 148 2.2

N=188

N=236

コ ン ピ ュー タ の利 用 分 野 に っ い て,図3・-5か ら 図3-7は.機 種 別 コ ン ピ ュ ー タ 利 用 事 業 所

における分野別の利 用割合を示 した もの であ るが,大 ・中型では,総 じて多 くの分野で高い割合

を示 しているが,超 小型 では個 々の分野の割合はそれほど高 くない。 これは大 ・中型 の場 合,一

台 の コンピュータを同時に汎用的 に使用する傾向があ るのに対 し.機 種が小 さ くな るに従 って専

用 的使 い方が多 くな るため と思 われ る。

利 用分野 と しては,大 ・中型,小 型では販売管理,給 与,会 計 ・経理,製 品在庫管理 などが多

く,さ らに,大 ・中型の場合,財 務計算,生 産計画,資 材管理,人 事管理など広範な処理が加 わ

る。超小型の場 合は,文 書作成のための利用が最 も多い。

今後の利用予定 と しては,大 ・中型の場合,生 産計画,資 材管理,製 品在庫管理などが多い。

また,経 営計画,技 術計算.設 計試算などの伸びが特徴的であ る。 このことは小型のばあいも基

本 的には同様 で,単 純 な集計計算処理 か ら,生 産計画,経 営計画 など,、よ り総合的な処理.ま た,

事 後処理か ら事前の予測.試 算的分野 に コン ピュータの利用分野が拡大 しつつあることを示 して

い るといえ る。%
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コンピ ュータ利用分野(小 型)図3-6
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(21ネ ッ トワ ー ク 化

昭和40年 代 か らTSS処 理 あるいはオ ンラインリアルタ イム処理とい ったオ ンライ ン方式の

処理が大企業を中心に普及 しは じめていたが,近 年パ ソコ ン等の急速な普及,通 信 コス トの低下

等 によ りオ ンラインネ ッ トワークが急速に拡大 しつつある(資 料16,17)。 汎 用コ ンビ=一一

タの利用形態 にっいて,現 状 ではバ ッチ処理のみとす る回答が61%で あ るのに対 し,今 後 の予

定 ではオンライン化 もす るとの回答が71%と 逆 転 してい る。 パソコンについて も,現 状では79

%が 単 体利用 との回答であ るが,今 後では端末機 と しても利用の予定 とするところが65%に な

っている(図3-8)。

%琢 パッチ処理のみ

100蓋 置 オ ンラ イン化

＼ 〉
務s

翻 単体利用

⊆ヨ 端末機として

N=93

図3-8オ ン ラ イ ン化,ネ ッ トワ ー ク 化 の状 況

ネ ッ トワ ー ク 化 の 状 況 に つ い て は,個 々 の 機 器 を 単 独 で利 用 し,ネ ッ トワ ー ク 化 は して い な い

と す る と こ ろ が,現 状 で76%で あ るが,今 後 で は32%と 減 少 して い る(図3-9)。
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図3-9ネ ッ トワーク化の状況(オ ンライ ンの相手)
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オンライ ン化の相手 については,現 状 では,事 業所内を除 くと社内の他部門 ・他事業所が最 も

多 く,次 いで親会社,販 売先企業,子 会社の順で続 く。 また今後について も同様 で.い ずれ もオ

ンライン化を進めたいとする所が 多い。 このよ うに,オ ンライン化は,企 業取 引関係,系 列関係

を中心 と して広が りつつ あるといえる。

次 にコンピュータで処理す る情 報のや りとりについて見てみ ることとする。

情報の提供,受 領の相手 と しては,オ ンライ ン化の進展と同 じく,社 内他 部門 ・他事業所,販

売先企業,親 会社などを中心 に様 々な情報をや りとりしているが,相 手先別 に見ると,社 内他部

門 ・他事業所 との間では,売 上情 報,製 品在庫情報,受 注情報,資 材在庫情 報,発 注情報,顧 客

情報など幅広 い情報が,親 会社との間では、受注情報,売 上情報,製 品在庫情報などが,仕 入先

企業 との間では,発 注情報が,販 売先企業 との間では,受 注情報,売 上情報,顧 客情報 といった

ものが主にあげ られている(表3-4,図3-10～13)。

今後の予定 と しては,現 状の相手 の他 に,さ らに,子 会社,仕 入先企業などが 目立 つ。現状と

比較すると,社 内他部門,他 事業所を中心 と した設計企画情報,・仕入先企業 を中心 と した発注情

報及び資材在庫情報,社 内他部門,他 事業所,子 会社を中心と した顧客情報などの増加が 目立つ。

すなわち,親 企業との間の多様な取引情報を媒介 としたネ ッ トワーク化,発 注情報を媒介 とし

た仕入先 とのネ ッ トワーク化,受 注情報を媒介 とした販売先とのネッ トワーク化 の動 き,ま た単

な る取 引情報を超えた企画設計,顧 客に関す る情報もネッ トワーク化の対象 とな りつつあること

が窺われ る。

表3-4コ ン ピュータで処理 する情報の提供 ・受領

情報の

種類

提供 ・受領の

相手先

現 状 今 後

受
注
情
報

発
注
情
報

顧
客
情
報

製
品
在
庫
情
報

資
材
在
庫
情
報

売
上
情
報

企

㌣
設
計
情
報

そ
の
他

受
注
情
報

発
注
情
報

顧
客
情
報

製
品
在
庫
情
報

資
材
在
庫
情
報

売
上
情
報

企

寧
設
計
情
報

そ

の

他

1.社 内他部門 ・他事業所 53 29 23 69 46 71 7 5 39 28 28 48 50 41 20 5

2.親 会 社 23 10 2 12 4 19 0 4 20 10 4 11 5 12 3 2

3.子 会 社 3 8 0 0 1 3 0 0 5 11 5 4 3 5 3 0

4.商 社 1 5 0 1 0 2 0 1
一4 5 1 2 1 3 0 1

5.仕 入 れ先企業 2 17 2 3 5 2 0 0 4 27 1 6 14 5 0 0

6.販 売先企業 33 8 12 8 1 19 4 2 22 5 13 11 4 8 6 0

7.金 融機関 1 0 1 0 0 0 0 5 1 0 2 0 0 0 0 7

8,そ の 他 2 1 0 1 0 1 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0

N=188 N=236
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図3-13情 報 の提 供 ・受領

(販 売先企業)

の
他

(31コ ン ピュー一夕の導入,オ ンライン化の問題点

コ ンピュータの導入 にあた っての問題点 としては,

① 利用分野 が拡大 し,能 力が追い付 かな くな った。

②導入 したが,使 い こなす人材がいないので充分に利用 していない。

などが多い(図3-14)。 その他.開 発要員を増やすことが難 しい,能 力不足である,養 成が

難 しいなど,人 材 に関することが比較的多い。 また,プ ログラム開発の時間,費 用 がかかるとい

った意見に代表 されるシステム開発の生産性 に関す ること,シ ステムあるいは業務 の標準化の必

要性 などが指摘 されている。
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●

また,オ ン ラ イ ン化,ネ ッ トワ ー ク化 に 関 す る問 題 と して は,

①ソフ トウユアが不充分で多様な処理ができない

②情報処理機器の機種 ・仕様が異なるため使いに くい

.③ 相手方との情報処理技術のレベルに格差があり,シ ステムの活用が充分にできない。

④効果の割 りに費用がかかる。

な どが多い(図3-.15)。
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●

■

●

5.2情 報 ニ ー ズ 、

地域 の産業経済 に関す る情報化の進展方向を見 る上で,企 業 における情報 ニーズの所在 を明 らか

にす ることは極 めて重要である。

そこで今回は,技 術情報,経 営情報について,重 点的に収集 している情報分野,そ の情報源,情

報の地域的範囲,情 報の利用に当たっての問題点について調査 した。

この結果によると,日 常特に重点的に収集 している情報としては,技 術情報では,

① 生産設備に関する情報

② 技術の開発情報

③ 部品材料に関する情報

経営情報では,

① 業界情報

②

③

経済動向情報

製品情報

などが多い。 また,全 体に技術情 報が経営情報に比べて多い(図3-16)。
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図3-16重 点 的 に 収 集 して い る情 報

一175一



情報の入手先と しては,技 術情 報を 中心と して,、

① マスコ ミ1

② 見本市

③ 仕入先

が多いが,業 界情報では,社 長会,販 売先が,消 費者 ニーズに関 する情報 や製品情報 では,販 売先

が比較的多い。 その他。技術文献にっいては、 マス コ ミ,学 会 ピ大学が,同 じく経済動 向情報につ

いては,マ スコ ミの他,金 融機関が,信 用情報 では,調 査機関などが特徴的であ る(表3-5)。

●

■

一176一



■

●

●

表3-5情 報 区 分 別 入手 先
N=210

技術開発情報 部品材料 技術文献 生産設備 ソフ トウ エア 特許情報 学 会 セ ミナー
自社内(東 京) 7 4 3 4 1 1 0

自社内(海 外) 1 1 2 1 0 0 0

自社内(そ の他) 3 3 3 3 1 1 0

自社内(本 社 ・自工場 内) 29 21 14 22 0 7 1

仕入れ先 35 98 28 60 2 3 6

販売先 29 32 14 21 5 6 0

受注先 31 31 22 27 0 5 1

見本市 66 52 35 98 8 5 3

社長会等 18 13 16 22 0 2 5

調査機関 22 18 31 20 6 33 8

学会大学 30 7 37 6 1 11 10
マ ス コ ミ 50 42 43 48 7 14 10

経済団体 7 0 6 2 0 1 6

金融機関 1 0 0 1 0 0 0

自治体 1 0 8 2 1 8 5

その他 8 7 8 10 2 3 2

その他技術情報 品質デザイン 経済動向 消費者ニーズ 製品情報 金融情報 商 品市況
自社内(東 京) 0 3 1 2 4 1 4

自社内(海 外) 0 0 1 0 0 0 0

自社内(そ の他) 0 0 0 4 3 0 6

自社内(本 社 ・自工場 内) 0 7 1 3 4 0 4

仕入れ先 0 3 5 2 11 1 11

販売先 0 17 5 12 29 1 18

受注先 0 4 9 6 17 0 8

見本市 0 18 1 8 21 0 3

社長会等 0 0 14 3 10 2 4

調査機関 0 3 22 2 5 9 6

学会大学 0 0 0 0 0 0 0

マ ス コ ミ 0 11 46 4 17 13 16

経済団体 0 1 24 1 2 4 2

金融機関 0 0 35 0 0 17 1

自治体 0 0 ・5 0 1 2 1白

その他 0 1 2 1 3 OlO
'

信 用情報 業界情報 教育訓練 人材情報 展示会セ ミナー一 合 計
自社内(東 京) 3 6 1 1 1 0 47

自社内(海 外) 0 0 0 0 0 0 6

自社内(そ の他) 3 5 0 0 1 0 36

自社内(本 社 ・自工場内) 1 12 2 2 2 0 132

仕入れ先 5 29 0 0 5 1 305'

販売先 16 38 1 0 3 0 247

受注先 8 28 6 0 1 0 204

見本 市 0 12 0 0 5 0 335

社長会等 5 48 4 1 0 0 167

調 査機 震141
1 18 11 5 1 0 261

学会大学{0 2 8 2 1 o 115
マ スコ ミ:7 31 8' 5 12 0 384

経済漂11 9 11 3 7 o 87

金 融 織関19 】 612 0 1 1 84

巨 ・偉i・1・1、
{

4 1 0 43

そ碗i2:・|o 0 3 0 561
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情報の地域範囲については,

① 全 国的な情報

② あらゆ るレベルの情報

とするところが 多い。 部品材料 に関す る情報 については,地 域的 な情報 とするところ も比較的 多い

(表3-6)。 自社開発製品の割 合の大小別 に入手情報の地域的範囲を見 たのが表3-7で あ るが,

例 えば,自 社開発20%未 満 と80%以 上 とを比較すると,地 域か ら世界 まであらゆ るレベルの情

報を収集 との回答の割合は前者よ り後者が高 く,主 に地域的な情報を収集 とするところでは逆 に前

者が後者よ り高 い。(注.今 回の調査結果 では企業規模 と自社開発製品の割 合との間には特に有意,

な 関係は見 られない。)

●

表3-6情 報 区 分別 情 報 地 域 区 分
N=210

技術開発情報
1

部品材料 技術文献 生産設備.ソ フ トウェア 特許情報 学 会 セ ミナー その他技術情報

あ ら ゆ る レベ ル 39 22 29 18 3 13 0 0

世界的 11 8 9 11 1 3 0 0

全国的 62 68 61 79 5 26 14 0

地域的 13 22 4 17 2. 1 8 0

その他 0 1 0 0 0 0 0 0

品質デ ザイ ン 経済動向 消費者ニーズ 製品情報 金融情報 商品市況 信用情報 業界情報

,あ らゆ る レベ ル 11 21 4 8 7 4 0 19

世界的 1 8 0 6 0 3 1 3
1

全国的 11 28 10 29. 9 17 31 52

地域的 2 7 1 5 5 5 10 16 .

その他 0 2 1 1 0 0 1 0
,t

教育訓練 人材情報 展示会 セ ミナニ その他経営情報 合 計

あ らゆる レベル 0 0 2 0' 200

世界的 0 0 0 0 65
`

全国的 10 4 10 0 526
一

地域的 10 5 5 0 138
シ

その他 0 0 0 0 6

鯵

合
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表3-7自 社開発製品割 合別情報地域区分

縦構成比%

N=210

20%未 満 20～40% 40～60% 60～80% 80%以 上 回 答 数

あらゆ るレベル 14.1 19.4 17.3 2L1 28.7 19.8

世界的 5.1 4.5 13.5
.
12.2 4.9 63

全国的 59.7 62.7 61.5 48.9 59.4 58.8

地域的 20.5 13.4 7.7 16.7 5.7 14.3

その他 0.5 0.0 0.0 1.1 L2 0.7

合 計 100.0 100.0 100. .0 100.0 100.0 100.0

MA 370 67 52 90 244 823

'

今後重点的に収集したいと考えている情報.必 要性が高くなると思われる情報については,技 術

の開発情報が最 も多 く,次 いで,生 産設備 に関する情報,業 界情報,部 品 ・材 料に関する情報,技

術 に関す る文献資料情報の順 である(図3-17)。 また,こ の点に関する具体的内容 と して,次

のものが主な意見 としてあげ られ てい る。

%
1zo

N=207go
旬 グラフ中の数字は実数

80

70

6Z

SO

4D

3e

20

1Z13131
z

纏 縫;il曇鵠 翼 翼舘 麟警標5
開 、 文 語 卜 他 、 勧 者 情 売 惜 情 、 情 合 他
発2献 傭ワ 覇 向二報 況報響 日遁

ナ イ ズ

商1ノ ナ
o`
ロOl

図3-17重 点 的に収集 したい情報(今 後)

●

〈技術情報〉

① 新 技術に より開発 された部品,材 料等 がどのような分野 に利用 され てい るか,又 は利用で き

るか(部 品,材 料 に関す る情報)

② 実用例が豊富かつ具体的で,導 入 コス ト,ラ ンニングコス トが明らかな もの(ソ フ トウェア

情報)

③ 単 なるメーカー発表 の情報 でな く.ユ ーザーが比較検討する場 に役立つ客観 的な情報。

④ コス ト分析が出来 る内容の情 報(技 術の 開発情報,生 産設備に関す る情報)
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⑤ 会社の実体に応 じた情報(中 小企業向け)(生 産設備に関する情報)

⑥ 文字にされた情報ではわかりにくいので実際に見分する必要があり,そ のための方法等の情

報(生 産設備に関する情報)

〈経営情報〉

① 経済の先行きをよ く見た上で.生 産,販 売に結びつけたいので,過 去2,3年 間の流れと今

後の予想(経 済動向情報)

② 新鮮で信頼性の高いもの(消 費者ニーズ,業 界情報)

③ 品質,価 格,コ ス ト,将 来性(製 品情報)

情報の利用に当たっての不満,問 題点については,技 術情報.業 界情報を中心に①多様な情報が

得られない。②情報入手 までに時間がかかる。③体系化された情報がなくわかりにくい。④情報量

が少ないなどの回答が多い。その他部品材料,業 界情報などでは新鮮な情報が少ないとするところ

も目立つ(表3-8)

句
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表3-8 情 報 区 分 別 問 題 点

N=210

技術開発 部品材料 技術文献 生産設備 ソフ トウェア 特許情報 学 会 セ ミナー その他技術情報

時間がかかる 43 31 35 36 3 21 4 0

地元情報少 16 20 12 18 1 2 7 0

全国世界少 22 21 22 20 0 7 3 0

コ ス ト高 13 2 16 4 0 13 4 0

多様でない 49 54 42 52 4 5 7 0

体系化か く 44 42 30 39 6 10 4 0

解析不十分 14 7 9 19 4 5 4 0

新鮮でない 23 29 17 20 1 1 1 0

信頼性低 2 7 5 6 0 0 2 0

情報最少 35 37 26 41 3 8 4 0

その他 3 3 3 3 0 1 2 0

品質デザイン 経済動向 消費者ニーズ 製品情報 金融情報 商品市況 信用情報 業界情報
時間がかか る 9 11 5 12 4 5 24 27

地元情報少 5 14 4 7 6 7 3 17

全国世界少 4 12 2 8 3 4 0 15

コ ス ト高 6 2 1 3 1 1 20 5

多様でない 9 22 10 18 7 10 11 33

体系化か く 6 20 5 19 2 5 6 24

解析不十分 5 15 3 5 3 2 1 5

新鮮でない 4 10 3 13 4 6 6 24

信頼性低 3 7 4 4 0 5 19 9

情報量少 11 14 5 16 7 7 7 26

その他 0 1 0 0 0 0 0 0

教育訓練 人材情報 展示会セミナー その他経営情報 合 計

時間がかか る 4 2 1 0 277・

地元情報少 10 6 5 0 160

全国世界少 1 0 1 0 145

コ ス ト高 2 3 0 0 96

多様でない 3 2 7 0 345

体系化か く 7 1 3 0 273

解析不十分 3 0 4 0 108

新鮮 でない 6 3 3 0 174

信頼性低 2 1 1 0 77

情報量少 6 3 2 0 258

その他 2 0 2 0 20
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では,こ の ような問題 は,地 域性 とどうかかわ るのか,こ の点に関連 して,情 報収集 の面で,東 京

に本社を構え る企業に比べハ ンデ ィキ ャップあるいは逆にメ リッ トを感 じることがあ るかという点に

っいて,良 く感 じる,た まに感 じることが あ る とす る と ころは,メ リッ トについてよ りもハンデ ィ

キ ャップにっいての方が 多いが,大 半はどちらもほとんど感 じないと している点が注 目され る(表3

・-9)

表3-9東 京 に対 するハ ンデ ィキャップ,メ リッ ト

よ く感 じる た まに感 じる ほとんど感 じない 回 答

ハ ン デ ィ キ ャ ッ プ

メ リ ッ ト

21

3
.

33

10

148

175

200

200・

●

ハ ンデ ィキャップの面について ,記 載 され た意見をとりまとめると次のよ うにな る。

① 情報量 が少な く,伝 わるのが遅 い。入手た時間 がかかる。 また情報源が少な く,入 手経路 も

少ない。

② 人 的ネ ッ トワークによる情報の不足,マ ス コ ㍉ 公共機関では聞けない先行情報,ロ コ ミ'情

報が遅 い,伝 わらない。顧客 との接触機会が同業他社 と比べ少な くなるご

③ 展示会,ゼ ミナ一等に参加す る機会 に乏 しい

④ 最大 の消費地 と しての東京 にアンテナがないと消費者 ニーズρ フ・アツシ ・ン動向把握が遅れ

が ちとなる。

⑤ 中央 官庁等 との連絡等 に差 が生 じる。'

また,メ リッ トについては,次 の意見が主な ものである。

① 人 材が確保 しやすい。 パー トタ イマー等の賃金 ベースが低 い。

② 業界の中心が地元であ る(石 材.窯 業)

5.5デ ー タベ ー ス に つ い て

情 報の流通 サー ビスの面に二つし・ては,個 人生活情報,企 業間の取 り引 き情 報 社会面での防災,

保安,医 療情報等,様 々な面 があるが,こ こでは,産 業,経 済 に関す るデータベースサ ービスの状.

況 と特に現在進行 しつつあ る地域 における情報 センター等 の動 きについて整理 してお くこととする。

通産 省で作成 している 「データベニス台帳総覧」(昭 和58年 度 版)に よれ ば,我 が国で利用可

能なデータベースの数は679で あ るが・ この うち国内で作成 され ているものは2割 程 度である(琴.

3-10,資 料18) .。また,収 録機関58社 の うち,所 在地が東京以外の ものはわずかに1社 、

(大 阪)で あ る。 まだ,民 間のデータベース ・サー ビス業者の団体であるデータベース業連絡懇談

会の加盟企業62社(60年3月 末現在)の 内,東 海3県 の企i業はわずか2社 である。
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表3-10わ が 国で利用可能なデータベース

■

●

57年 度 58年 度

収録DB数 DB実 数 収録DB数 DB実 数

海 外 企 業 製

データベース
472 (78.1%) 334 (73.2%) 743 (81.1%) 522 (76.9%)

日本 企 業 製

データベース
132 (21,9%) 122 (26.8%) 173 (18.9%) 157 (23.1%)

合 計 604 (100.0%) 456 (100.0%) 916 (100.0%) 679 (100.0%)

注1「 収録DB」 とは 「デ ータベース台帳総覧」(通 産省)に 収録 のデータベース数を さす。

2実 数の意味:

同 一の プ ロデ ューサーが構築 した同一名称のデ ータベースが,複 数 のデ ィス トリビュータ

あるいは代理 店を通 じて 日本で販売 されている場合に,当 該DBを ひ とつ と数 えた数字

<B,lj>1.あ る同一のDBがDIALOGに 入 っており,そ れを紀伊国屋お よび丸善等の複数

のデ ィス トリビ ュータが本台帳 に登録 している場合

2,あ る同一のDBを,デ ィス トリビュータおよび代行検索業者が本台帳 に登録 し

ている場 合

出所'コ ンピュータ白書1984-85日 本 情報処理開発協会編

4

●

この ように,哉 が国におけるデータベースは大半を外国に依存 しており,し が もこれ らは東京を

中心 に流連 してい る。 これ らのデータベースを利用する場合 には,オ ンラインサ ービスを行 ってい
ノ

る場合,国 六の ものであれば,専 用回線 あるいは公衆巨線を径 ≡することにな り,在 外の ものであ

れば,さ らに箋際公示 データ伝送網(VENUS-P)も し くは≡;トとの言 三三嘉を已圭する必要が

あ る。 したが って基本的に国内で流通 してい るすべてのデータベースへの アクセスは≡=駿 から可

菱 である。善に当地 域にアクセス ポイン トを持 つデータベースについては,巨 続の接≡子吉 きが草

琴になった り,匝 線料が格安 になる場合があ る。 また,情 報検索に関す るア ドバイス,代 行き兵,

妻 琴等 の匿で便宜がはかられ る場 合も多い。

≡七言に関するデータベースサ ービス としては,中 日新聞が59年 か ら始めた新聞記事 に関する

べ素サービス(ACE)が あ る。 これは,電 電公社のデータベース網であ るDEMOSの 検 索 システ

ムを連 じて,新 聞記事の タイ トルを中心 としたオンライン検索を可能と したもので,我 が 国におけ

る一ぶ慈に関す るデータベース としては最初の試み といえる。 また,フ ァインセ ラミックスを中心

とした基礎 素材産業の振 興 への 期 待 を担い60年 春設立 されるファインセラ ミックスセ ンターで

は.フ ・・インセ ラ ミックスに関す るデータベースの作成を検討 し始めて いる。

今 ぺ.こ のよ うな地 域に根 ざ した特色あるデータベースの作成 ・サー ビスが数 多 く望 まれ るとこ

:、であるが
,こ の意味 では,自 治体等 で運営 あるいは計 画されている情報 センター等の設立の動 きも

1注 す べきである(表3-11)。

"1巴 壊 の 自治体
,経 済団体等 におけるデータベースを活用 した情報サー ビスは,名 古屋市中小企
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業 情報センターが最初 であ る。 ここでは,中 小企業者の経営 に役立 つ情報の提 供とい うことで,電

話 ・来所による相談 を中心 に受 け付 けているが,こ のために新聞記事情報,一 般科学技術情報のデ

ータベースのオ ンラインサー ビスを利用 してい る
。 また,愛 知県は県の中小企業指導施策の一環と

して,「 愛知県産業情報 セ ンター」の構想を,ま た,中 部経済連 合会は中部地域 の情報中枢を目指

す とい うことで.「 中部情報 センター」構想を 出 している。

愛知県の計画 は,① 書誌 データベース ②情報源データベ ース ③取引情報データベースなど,

文 字数値情 報を 中心と した情報を独 自デ ータ ベースと して開発 し,セ ンター及び集中小企業指導所,

商 工会議所等に端末機 を配置 しサー ビスを行 お うとするもの であ り,ま た,中 部経済連合会の構想

は,中 部地域に関す る統計情報 データベ ース,地 理情報を中心 とした リージ ョナルデータベースと

い った独自データベ ースとその加工 ソフ トウェアの開発,さ らにはマクロモデルの作成などを含め

たシンクタ ンク活動 を 目指 す一方,外 部データベースの 中継,外 部か らのデータベース作成の引 き

受け,情 報処理技術者養成,情 報交換のための場 と しての 「情報サ ロン」設置など,広 範 な内容を

持つ もので ある。

●

、
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表3-11名 古 屋 大 都 市 圏 に お け る 主 な 情 報 セ ン タ ー

」
oo
O
ー

愛知 県産業情報 センター 中部情報セ ンター 名古屋市中小企業情報センター

名 称 一 愛知県中小企業地域情報

ネ ッ トワ ー ク シ ス テ ム ー

実施主体等 愛 知 県 中 部 経 済 連 合 会 名 古 屋 市

概 要 ①県南工部を中心とする中小企業指導事業拡 ① データベース活動,シ ンクタ ンク活動,情
①企業の経営に必要な情報を収集提供する

充の一環 と して,中 小企業の経営 に役立 ち. 報に関する教育,啓 蒙活動,情 報交流の場 ② 外部データベースを活用 した,経 済情報.

ニ ーズが高 く,供 給が不十分な情報の提供 の提供(情 報サロン)な どを構想 科学技術情報,地 域情報の提供を行う。

を構想 ②中部地域を対象とした統計情報中心の産業 ③ フ ァクシ ミリによる情 報サービスを行 って

②地域文献DB.情 報 源DB,事 業斡旋DB 経済関係DB及 び地理情報を中心としたロー い る 。

の作成,県 の各機関が保有する情報を中心 カルエ リア情報のDB化 ④ 内部文献の所在情 報についてのデータベー

に蓄積,文 字情報中心 ③外部DBの 中継 スを作成中

③ サービス機能と しては,中 小 企業の情報活 ④DB検 索 に関す るエキスパー トシステムの
⑤58年10月 か ら開始

動 のための コンサルテ ィング,代 行検索, 開発,デ ータ加工のための ソフ ト整備,デ

SDI,電 子掲 示板
一夕ベースの受託等

④県中小企業総合指導所,名 古屋商工会議所 ⑤代行検索,SDI,及 び マクロモデル作成

等,11か 所 に検索用端末 を設置(63年 等 のシンクタンク活動など

頃 まで) ⑥61年 か ら運用開始を目ざす

⑤61年 運用 開始 を目ざす。



今回の アンケー ト調査では,情 報入手手段にデータベースを利用 しているとの回答は13企 業 で

延べ27件,内 容 としては,特 許情報8他 技術 に関する文献 ・資料検索6件 ,部 品 ・材料 に関す

る情報2件,企 業の信用情報2件 などである(表3-12)。

データベースの利用 に当た っての問題点 と しては,

① 費用がかか り.情 報単価が高い

② 検索が難 しくほ しいデータが得 に くい

③ 専門的業界情報 が入 りに くい'

④ 入手情報が正確 か,最 新であるか不明

⑤ 使用頻度が少ない

などが意見 としてあげ られている。

表3-12デ ー タ ベ ース を利 用 した情 報 の入 手N=・162

,

1

①

情
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集

し
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る

も
の

②情報入手の手段 ③入手 した情報
の整理方法

b
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績

苧
業
界
紙
誌

三

股
紙

芸
書
籍
等

d
社
内
の
人
間
が
直
接
収
集
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|

《
|

ス

化

b

カ

1

ド

些

《

1
化

蒔
別
な
整
理
は
し

5
な
い

膓
「

《
1
ス

を

利

用

デ

効1

果 タ
のべ

あ1
つス

たを

も利

の用

し

て

今

意後

向'

の有

あ憤
るで

もも
の利

用

す
る

技

術

情

報

①技術の開発状況 117 0 0 4 113 46 44 2 37 79

②部品・材料に関する情報 114 2 0 0 107 43 44 0 39 73

③技術に関する文献 ・資料検索 109 6 1 5 106 39 37 0 38 71

④生産設備に関する情報 118 1 0 1 107 44 46 1 36 80

⑤ ソフ トウェアの商品情報 35 1 0 0 34 18 9 0 15 27

⑥特許1青報 56 8 1 3 46 13 10 3 21 28

⑦学会 セミナーの開催に関する情報 55 1 0 0 57 17 19 0 15 40

⑧その他

(具 体的に)
1 1 0 0 0 0 0 0 σ 0

経

営

情

報

①商品市況情報 52 0 0 1 48 33 20 0 15 41

②証券取引市況 15 0 0 0 15 11 6 0 1 17

③金融市況 47 1 2 0 37 22 15 0 11 37

■

●

④ 国内 ・海外の経済 ニ ュース 68 1 1 0 51 56 8 0 13 55

⑤経済成長率,物 価上昇率等の予測 38 1 1 0 32 24 6 1 9 26

⑥統計情報(経 済統計 工業統計等) 51 1 1 0 52 23 8 1 14 37

⑦企業の信用情報 78 2 1 3 69 21 27 0 28 45

⑧同業他社の動向 106 0 0 0 80 31 60 1 26 67

⑨天候,気 象及び農水産物の育成状況等 5 1 0 0 6 4 2 0 2 4

⑩展示会,セ ミナー等の開催に関す る情報 44 0 0 1 38 20 20 0 11 38

⑪その他

(具 体的に)
0 0 0 0 1 1 0 0 1 0
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喝

以 上の内容 を要約すると次の ようになる。

(1)企 業 におけるオンライン情報 ネッ トワークは,自 社内.親 企業,仕 入先,販 売 先など,関 係の

強 い部分か ら進展 しつつあ り、 コンピュータ媒体での業務情 報の流通,蓄 積が急速 に進行 しつつ

あ る。

(2)コ ン ビ=一 ータの利用は,単 独処理,事 後的な集計処理からより総合的な処理,事 前の評価,予

測,試 算 とい った処理へ拡大 しつつあ る。

(3)技 術 情報,業 界情報を中心と して,情 報 に対 する旺盛かつ広範なニ ーズが存在 し,特 に,自 社

開発製品割 合が高い独立型企業では,あ らゆ るレベルの情報を求めてい る。

(4)情 報 の利用 に当た っては,情 報が多様でない,量 が少ない.体 系性 に欠 ける,入 手 に時間がか

か る,入 手経路が限 られ情報源に乏 しい とい った感想 を多 くの企業が持 ってい る。新鮮 で信頼性

が高 く,豊 富でかつ具体的 で,利 用者の視点か ら見 て比較検討のために使え る情 報,企 業規模 に

見 合 った情報を期待 している。

(5)一 方,コ ンピュータによる情 報サー ビスと しての データベースは,現 状 ではその多 くが外 国製

であり国内のもの はまだこれか らであ る。当地域 でもい くっかの情報 セ ンター構想が 出され るな

ど,コ ンピュータ利用 の情 報サー ビス体制整備への動 きが自治体,経 済団体 を中心に先行的 に進

み つつあ る。
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4ま と め 一 今後 の方向 一

地域における中枢管理機能 は,生 産機 能.流 通機能 など地域経済の一体的発展 に影響を与 え,ま た

方向づけ るものである。今後 の高度情報化社 会におけ る情報 ネ ッ トワークの進展の中で,地 域が一方

的に中央の影響下 に置 かれ るのではな く,地 域の中枢管理機能を強化す ることにより,独 自の個性あ

る地域経済の発展 を追 求するために,ネ ッ トワークの機 能を活用 しよ うとするのが今調査の基本的 な

問題意識 である。

例えば,今 回の調査 でも関心が深 かった技術 開発に関 して,技 術開発に関す る産学官交 流の活発化

のため に情報 システムを役立たせ ることがで きるとすれば,こ れは当地域におけ る研究開発機能を中

心 と した中枢管理機能の強化につなが るもの といえよう。 また,地 域産業における人材育成,研 修機

能をよ り効果的 に行 うために情報システムを用い るとか,地 域における取引流通機能の活性化のため

の ネ ットワークシステムなども,地 域経済 の一体的発展 に寄与 し,中 枢管理機能 の強化にっなが るも

のといえ る。

これ らの問題は,そ れぞれ分野ご とに個別 に検討すべ きもの といえるが,こ こでは地域 におけるオ

ンライ ンネ'ッ トワークシステムの方向性 と して以 下の点を指摘 してお くこととする。

(1)地 域 ニーズ即応型 システム

現在,我 が国で流通 してい る数百にのぼるデータベースは基本的にはそれぞれの独 自の検索言

語を持 ち,そ の論理 と使用法を知 らなければ使 うことはできない し,デ ータの内容 特徴等 につ

いて も,充 分知 られてい るとはいえない。 また,中 小企業が試みに使 ってみ るとい うには経費が

かか りすぎるとい う問題 もある。

情報 わ1ワ ークシステムは,情 報の地域格差 を埋め ることに役立 てるべ きであ るとする肋

か らは,デ ータベース等 のオンラインサー ビスは地 域でこそ利用 され るべ きであ り,そ のために

は地域の産業経済の一体的発展 と活性化の観点 から地元の利用の便 を考慮 したデータベース利 用

のための支援体制が必要 となろ う。

この支援体制は,コ ンピュータによ る支援 システムと して対応すべき部分と入 の知識,ノ ウハ

ウとい った ものも含めたより広範 なシステムと して考 えるべ き部分 とが ある。前者は,デ ータベ

ース検 索のためのアプ リケーシ ョン.再 編 加工,分 析 のためのアプ リケーシ戸ンなどであ り,

問題解決型 のエキスパー トシステムなども含 まれよ う。後者にっいては,検 索技術,デ ータベー

スに関す るクリア リング,問 題 に対す るコンサルテ ィングといった幅広 い分野にわたる。

この両者 は分担 と補完 の関係にあ り,そ の分担関係は技術進歩,コ ス ト等 に依 存す る。例えば,

ク リア リング機能 には,デ ータベ ースの7F1」用 に際 し.希 望す るデータベースの所在'内 容 料 金

使 用条件などの案内情報を提供す る機能や データベース内容 の評価,ア クセス方法,デ ータベー

スの組み合わせ利用の方法等を含むが,地 元媒 がよ り広い糖 か ら情報収 集を行 うための嚇

整備の一環 と して,繊 麟 の情報 ニーズ}・応 え うる・ クリア リ・グ機能及びデータf[」用 に関す

るコンサルテ ィングが重.要である。
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また,デ ータベースの情報 をよ り地元産業のニーズに近づけ るためには,例 えば,地 元で必要

とす るような情 報項 目を,予 め各 データベ ースから検索,再 編,加 工 した二次データベースの作

成 なども検 討すべ きであろ う。

(2)FACETOFACEの 交 流を生かせるシステム

地 域社会にお ける最 も特徴的な情報伝達の手段は直接会 うことによる会話である。情報は様 々

な経路を通 じて得 られ,流 され るものであ り,コ ンピュータシステムはその中のほんの一部 を担

うにすぎない。特定 の場所,雰 囲気の 中で,身 振 りを交え,表 情 を見なが ら行われる相対 の会話 ,

議論 は単なる情報交換 にとど まらず,情 報の創造 と発信,共 通 の感覚,意 識の形成を伴い,地 域

社会の個性 ある発展の源泉 ともい うべ きものであ る。

放送,新 聞などのマスメデ ィア,書 信,電 話 などのパーソナルメデ ィアを問 わず,情 報メディ

アは この人 と入 との出会 いを代替 し,省 略す る側面と,出 会いを促進 し補完 する側面を持つ。例

えば,会 うべ きことを電話で済 ます,あ るいは電話 をかけあ うことによ り,親 密 さを増 し,出 会

いを促進するとか,会 話を電話 で補 うといったように。

地域内オ ンラインネ ッ トワークの形成は,地 域における人 々の交流 のための経路を新たに一つ

加え ることであ り,新 たな交流の しかたを可能 とさせ,地 域 における情報密度を高め,地 域社会

の一体感の醸成 に役立て,産 業の個性的発展 に寄与す るものであ ると考えるべ きであ る。その た

めには,

① 単な る蓄積検索型 のシステムではな く,相 互にデータのや りとりが可能なコ ミュニケーシ

ョン型(情 報交換型)の システムであること,

② 情 報 システムを操作 してい るとい う特別の意識をできるだけ持 つ ことな く,手 軽 に利用可

能 なシステムであること,が 必要 である。

このようなシステムを検討す るための具体的分野 と しては,例 えば,次 のよ うなものが考え ら

れ る。

① 地域 内におけ る技術移転 技術複合化のための複数業界 にわた る情報交 流システム

当地 域の既存産業のエ レク トロニクス化,新 素材の活用 など,技 術複合化,先 端化が重要

な課題 とな ってお り,こ のための技術交流,共 同開発とい った問題は相互 のコ ミュニケーシ

ョンを強め,創 造性を刺激 しあ うことが重要 である。 そのよ うな場づ くりの一手段 としての,

単 なる検索型のシステムにとどまらず,技 術情報を中心 と した情報交換 のための地域オ ンラ

インネ ッ トワークシステ ム。

② 地域内における商品,製 品情報交換 に関するシステム

地域におけ る取引関係を活発化 させるため に,製 品,素 材,加 工方法などに関する情報を

相互 に入力 し,利 用 しあ うための情 報システム。

また,地 域の各分野 の専門家などの人材に関す る所在案内システム,高 齢 者の技能活用のため

の人材情報システムなども考えられ よう。

一189一



(3)重 層 的ネ ッ トワークの形成

今後,オ フィスにおけ る事務 処理 の情報化が進み,取 引処理を中心 としたオンラインネ ットワ

ークが発達 し
,コ ン ピュータの利 用が一般化する中で,コ ンピュータ媒体 での情 報の蓄積が飛躍

的に進み,デ ータベース も様 々な レベルで普及するであろ う。

データベースに限 ってみても,現 在流通 している地域外で作成 されたもの,地 域 において進め

られっつある情報 センター等の他,必 要 に応 じて各分野,業 種 ごとに も個別のデータベースが作

成 され,そ れらが相互に,競 合 と補完 の関係を保 ちつつ,重 層的なネ ッ トワークを形成 し発展 し

てい くと考え られ る。 ・

特 にデータベースの作成 については,情 報の整備 ・蓄積 に多大な時間と労力を要す ることが多

く,各 産業関係団体,試 験研究機関等が相互 に協力 しつつ,そ れぞれの立場で地 域に役立つ情報

の整備 ・蓄積を手がけてい くことが重要 である。 また,民 間ベースで埋 めきれない分野,地 域振

興の立場 から先行的に整備すべ き分野については公共機関による適切な支援が必要 となろう。

,
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資料1人 口増加率図(昭 和50年/昭 和45年)
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資料2人 口増加率図(昭 和55年/昭 和50年)
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資料3DID面 積 の伸び率(%)
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注.国 勢調査による人口集中地区(DID)面 積の対前期伸び率(%)

出所:大 都市圏の整備 国土庁大都市圏整備局監修 昭和59年

① 仕 入 先

資料4都 道府県別仕入先,出 荷先別分布度数(51年)

② 出 荷 先
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出所:我 が国の商業一1981一 通 商産業省大臣官房調査統計部編
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資料5卸 売業仕入先 第1位 都道 府県(56年)
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資料6産 業別就業者構成比(昭 和57年)
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資料7東 海3県 製造品出荷額の対全 国比
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資料8地 域別中枢管理機能の集積度
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45 2.54 325 197 4998 0.89 2.45 5.26 279 0.92 18.65 3ユ0 0.45 1.72 4.63 082

50 281 3.71 229 48.58 1.00 2.54 5.07 3.06 1.04 17.79 425 0.48 204 488 091

55 3ユ1 408 242 4780 1.03 255 485 3.10 1.08 17.03 3.73 0.55 2.15 524 1.04

行管
政理
的機
中能
枢

40 4.51 798 4.10 26.21 286 320 5.71 6.33 2.58 1200 5.62 1.81 4ユ7 1023 248

45 430 7.28 3.09 34.18 229 2.65 5.16 4.67 2.07 12ユ0 5.36 145 3.75 882 2.06

50 4.64 745 3.78 34.12 1.89 3.22 488 5.33 239 11.08 5.44 1.49 3.59 825 2ユ3
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50 3.71 5.66 291 4239 1.45 243 5.00 390 1.56 1468 4.55 0.95 2.70 6.55 1.53

55 4.08 627 3.13 40.55 1.46 289 497 387 L74 14ユ5 445 1.05 2.66 6.79 1.76
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'

囲 中枢管理機能の集積度を表す指標は次頁の図のとおりである。

■
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出所:中 枢管理機能等高次都市機能の地域的展開と

都市の広域的連関に関する調査

昭和58年3月 国土庁委託調査
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% 資料11金 融機関貸 出残高の対全 国比
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資料18デ ー タの分野別 による収 録データベース数

分 野 1982年 度 1983年 度

一

般

全 般 9' 14

行 政 13 15

法 律 8 13

政 治 8 9

新聞 二雑誌 12 14

そ の 他 4 7

小 計 54 72

自

然

科

学

・

技

術

全 般 22 39

化 学 47 68

生命学/医 学/薬 学/生 物 40 64

特 許 20 29

宇宙/地 球/海 洋科学 21 25

物理/電 子/コ ン ピュータ 11 24

壌境/水 資源 14 16

気 象 12 12

農 学 11 12

金 属 7 11

工学/機 械工学 6 9

エ ネ ル ギー 7 11

食 品
'6

6

繊 維 2 5

そ の 他 4 15

小 計 230 346

社

会

科

学

・

人

文

科

学

全 般 3 5

図書 館学 ・'情報科学 11 25

教 育 14 17

歴 史 5 6

社 会 学 5 5

言語/言 語学 4 4

心 理 学 3 3

哲 学 2 2

芸 術 3 2

音 楽 1 2

人 口統計 2 2

人 間科学 0 2

ス ポ ー ツ℃'体 育学 1 1

社 会奉仕 1 1

小 計 55 ・77

ビ

ジ

ネ

ス

全 般 15 20

経 済(世 界) 6 13

経 済(外 国) 31 72

経 済(日 本) 15 18

市場/商 品情報 62 83

金融/証 券/為 替 レー ト 33 52

財 務(外 国) 10 19

財 務(日 本) 18 2'0

エ ネ ル ギ ー 10 21

企業財務/情 報 8 12

労 働 12 10

農 業 2 10

化 学 3 4

そ の 他 15 15

小 計 240 369

そ

の

他

書誌目録作成情報 3 19

人物/機 関情報 5 9

漢字/辞 書 3 6

索引ガ イ ド/補 助 ファイル 2 4

そ の 他 12 14

小 計 25 52

合 計 604 916,

出所:通 産省 「データベース台帳総覧」
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1調 査研究の概要

1.1調 査 の 目 的

九州 における地場産業(主 として地元の資本,技 術,労 働力,原 材料等 を活用 し,一 定 の地域 に

集積 してい る中小企業群)は,.関 東,京 阪神な どの大消費地 から遠い とい う地理的要因に加えて,

地場産業の構造的特徴 であ る零細性 によって情 報機能や流通機能の脆弱性 が指摘 され ている。 この

ため,こ れ らの地場産業の製品,い わゆる地場 産品 は,そ の知名度 の低 さや,消 費者 ニーズ等 の把

握 の困難性等,種 々の要因 によ り,他 の産地の ブラン ドで消費者 の手に渡るとい う,言 わば下請業

的な状況 を強いられている場合が多いのが現状 であ る。

一 方
,最 近 にお けるINS(高 度情報通 信システム)等 の情報通信網の進捗,並 びにビデオテ ック

スや;CATV等 の ニューメデ ィアの発達 には目覚 ましい ものが あ り,こ れ らを利 用す ることによっ

て,地 理的制約 を克服 して,'消 費 者ニーズ等の情報が迅速 かつ的確に把握 できる状況 にな りつつあ

る。

本調査 は この ような状況 を踏 まえて,地 場産品の産地 ブラン ドを確立 し,地 域中小企業 の活性化

を図 るため,オ ンライ ンネ ットワーク化 による情報流通 システムのビジ ョンを作成 し,そ の形成 の

具体的方策 について研究す るこ とを 目的 とした ものである。

1.2実 施 計 画

(D昭 和59年 度

(2)昭 和60・61年 度

生産者及び消費者の地場産 品やニ ューメデ ィア等 についての意識調査を中

心 としたi基礎調査。

基礎調査の結果 を踏 まえ,シ ステム形成 に係 る具 体的方策 の検討等の応用

調 査及びオ ンラインネ ットワーク による情報流通 システ ムの ピジ 。ン作成。

1.3推 進体 制

次の8機 関で構成する 「地場産品ブランド確立のためのオンライン情報流通委員会」を設置し,

実施した。

九 州 大 学

財団法人九州流通システム協会

財団法人久留米地域地場産業振興センター

財団法人 日田 ・玖珠地域産業振興センター

情報処理振興事業協会

九州沖縄ケーブルテレビ協議会

日本電信電話公社九州電気通信局

福岡通商産業局

一206一
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2調 査 の 内 容

昭和59年 度 は,基 礎的な資料を整 えるとい う観点 か ら,消 費者及び地場産業(生 産者)の 地場産

品やニ ューメデ ィア等 に関す る意識調査 を以下 のとお り実施 した。

●

◆

2.1地 場 産 品 の テ レ ビ シ ョッ ピ ン グ に 関 す る 調 査

本調査 は,現 状 では双方向通 信が実験 段階 であるため,こ れをイメージ的 に把握で きるテレビシ

・ッピングについて,一 般消費者を対象 に郵送 によるアンケー ト方式に より実施 した。

(1)調 査時期

② 対象地域

(3)対 象 数

(4)回 収 数

㈲ 回 収 率

昭和59年11～12月

東 京地 区(三 鷹,武 蔵野市)及 び福岡地区(福 岡市)

800名(東 京地区191名,福 岡地区609名)

316名(〃100名,〃216名)

39.5%(〃52.4%,〃35.5%)

な お,東 京地区 は,電 電公社 が実験中のINSモ デルシステムのモニタ ーを,ま た福岡地区 につい

ては,CATV加 入者 を対象 とした。

2.2地 場 産 品epホ ー ム シ ョ ッ ピ ン グ 販 売 に 関 す る 調 査

本調査 は,地 場産業 の協同組合 を対象に郵送 によるア ンケー ト方式に より実施 した。

(1)調 査 時期

② 対 象地域

(3)対 象 数

(4)回 収 数

⑤ 回 収 率

昭和59年11～12月

福 岡県久留米地域及 び大分県 日田 ・玖珠地域

40組 合

20組 合

50.0%

2.3地 場 中 小 企 業 の 情 報 ニ ー ズ に 関 す る 調 査'

本 調査 は,勧 久留米地域地場産業振興 センターが,当 地域内の地場中小企業 を対象 に郵 送アンケ

ー ト方式 によ り実 施 したもので ある
。

(1)調 査 時期 昭和59年10～11月

(2)対 象 数2,3.57社

(3)回 収 数387社(有 効回答数)

(4)回 収 率16.4%

●
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3調 査 の成 果

3.1地 場 産 品 の テ レ ビ シ ョ ッ ピ ン グ に 関 す る 調 査

(1)回 答 者の職業,年 令,性 別(質 問1～3)

職 業 別では,サ ラリーマ ンが101名(32%)で 最 も多 く,以 下自営業,そ の他,会 社役員の

順 で,テ レビシ 。ッピングに最 も関心があ ると思 われ る主婦 は35名(11.1%)と 少 な く,学 生

はいない。 また,そ の他 は,ほ とんどが無職 であ る。地区別 にみると,福 岡地区 では,自 営業が

最 も多いのに対 し,東 京地区 ではサラ リーマ ンが55人(55%)と 過 半数 を占めてい る。

年令は,40～50歳 代 が半数 を占めているが,60歳 以上 が ・101人(32%)と 多 いのが 目立

ってお り,無 職 が多い理 由にもな ってい る。

性別では,男 性が229名(72.5%)で3分 の2を 占めている。地区別 では福岡地区 のほ うが

女性 の比率が高い。

■

表3-1回 答者 の職業

(単 位:入)

サ ラ リ ー

マ ン 自 営 業 会社役員 学 生 主 婦 そ の 他 合 計

福 岡 46 75 24 0 25 46 216

東 京 55 12 16 0 10 7 100

合 計 101 87 40 0 35 53 316

亙

鐵.....一 職業

1合

。;者の

繋'

A匝]サ ラリーマン32

B[蓮]自 営業27

C[囲 会社役員12
D圃 学生O

EZ乙]主 婦11

F翻 その他16

Wゐ
%

毘

W為

叱

駕

0

ζ
J
CO

O

1

8

図3-1

b
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表3-2回 答 者 の年齢

(単 位:入)

20歳 未 満 20歳 代 30歳 代 40歳 代 50歳 代 60歳 代 70歳 以 上 合 計

回答者の年齢 0 12 49 75 79 53 48 316

A

12

■

図3-2

表3-3回 答 者の性別

(単 位:人)

男 性 女 性 合 計

福岡 145 71 216

東京 84 16 100

合計 229 87 316

AE==】20歳 イ℃3

Bpm30歳 代15

C唖40歳 イ1こ23

D函 】50歳 イ℃25

E辺60歳 代16

F修 診70歳 以上15

A{=コ 男 性72.5驚

B[囚 女 性27.5%

Wゐ

彫
ん

%

留る

Ψ
ゐ

Wん

8

C
J

7

0

8

9
し

＼

藩 ・

ミミNミミ 回答書の
性別＼

A

29

図3-3

(2)「 地場 産品」 とい う言葉 の知名度(質 問4)

この項 目では,「 地場産品 」 とい う言葉 そのものの知名度 を問 うた もので,全 回答 者 の うち

235名(74.4%)が 「知 っていた」 と回答 してお り,知 名度 はかな り高 い もの とな ってい る。

地区別 では,福 岡地区が 「知 っていた」が77.8%で,東 京地区 の67.0%を10ポ イ ン ト程度上

回 っている。

表3-4地 場 産品 とい う言葉の知名度

・(単位:人)

知 っていた 知 らなか った そ の 他 合 計

福 岡 168 46 2 216

東 京 67 31 2 100

合 計 235 77 4 316
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A[!llコ 知 って いた67.0駕

B[X.LK】 知 らなか った31.0%

C[囲 その他2.0%

職業別 にみ ると,「 知 っていた」 と回答 した人の比率が最 も高か ったのは,会 社役員(87.5

%)で,以 下 自営 業(80.2%),そ の他(79.2%),サ ラ リーマ ン(663%),主 婦(62.9%)

の順 とな ってい る。年令別 では,40歳 以 上 では80%が 「知 ってい た」 のに対 し20歳 代50%,

30歳 代46.9%と 若 年層の知名度 が低い ことが目立 ってい る。
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●
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図3-5(a)地 場 産品 とい う言葉 の知名度(職 業別)
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田刀 その他

40歳 代 修%。 修%

・・歳代一
・蹴一
・・歳以上一

図3-5(b) 同 上(年 齢別)

以上のことから,「地場産品」という言葉の知名度はかなり高いが,地 区別,職 業別あるいは年令別に

み るとパ ラソキがあ り,特 に年令別 では30歳 代以下 の若年層 と40歳 代 以上の壮年及び高年齢者

との間 に大 きな差が あることが特徴的 である と言 える。

(3)地 場 産品を購入す る際 に重視す る点(質 問5)

こ こ では,地 場産品 を家具,陶 磁器 ,織 物,工 芸品,農 産加工品及び酒 ・焼酎 の6品 目に分類

し,そ れぞれについて,消 費者が購入す る際 に重視す る点 について調査 した。

まず,選 択項 目が共通 してい る家具,陶 磁器,織 物及 び工 芸品の4品 目につい てみ ると
,家 具

は,品 質を重視する とい う回答が最
.も多か ったのに対 し,嗜 好 品的色合いの濃い他 の3品 目につ

いては,い ずれ もデザイ ン等を重視す るとい う回答が第一位 となっている。 また,価 格を重視す

るとい う回答は4品 目とも,品 質及 びデザイ ン等を下回 ってお り,価 格 よ りも品質あ るいはデザ

イン等 とい う傾向が表 われている。
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表3-6地 場 産品購入の際 に重視す る点(1)

(単 位:%)
1

産地 ブランド 企 業ブランド 価 格 デザイン等 品 質 そ の 他

家 具
'

69 3.4 25.3 29.2 35.2 0

陶磁器 20.4 5.2 18.7 36.4 18.9 0.4

織 物 14.3 48 23.9 29.4 27.0 0.6

工芸品 22.7 1.7 16.4 37.4 20.8 1.0

%膠 産地 ブ ラン ド
0102030405060・708090100睡 圏 企業 ブ ラン ド

家・纒 羅璽誓ヨ ㎜㎜㎜

陶磁器〉 翻 羅 ≡誓ヨ㎜

織物

工芸品

図3-6
同

、

上

国園 価格

巨ヨデザイン等
皿}品 質

巨1そ の他

●

職業別,年 令別 には,大 きな差 は見 られないが,地 区別 にみ ると,東 京地区では,4品 目 とも

デザイ ン等が品質 を上回 っているのに対 し,'福 岡地区では,家 具及 び織物 は,品 質 とす る回答が

多 く,陶 磁器及 び工芸品 についても,デ ザ イン等 が上 回 ってい るものの東京地区ほ ど品質 との差

はな く,消 費者気質の相違の一端が表われている。

表3-7 デザイン等重視 と品質重視

(単 位:%)

福 岡 東 京

デザイ ン等 品 質 デザイン等 品 質

家 具 26.3 37.2 35.2 31.3

陶磁器 34.9 19.9 39.7 16.6

織 物 25.9 29.9 36.6 21.0

工芸品 35.0 22.6 42.4 17ユ
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図3-7(a)

工
芸
品

織
物

陶
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)岡福(視重質品と視重等ンイザデ

匝コ デザィン等
区]品 質

(単位:%)

50

40

30

20

Ol

0

一

●
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一

家
具

図3-7(b)

陶
磁
器

同

職
物

上

工
芸
品

(東 京)

回 デザイン等

囚 品質

(単位:%)

農 産 加工品 は,当 然なが ら味を重視する とい う回答が38.8%で 最 も多 く,以 下産地 ブラ ン ド,

品質,価 格,企 業 ブ ラン ドの順 となってい る。
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表3-8地 場産品購入の際に重視する点 ②

(単位:%)

産地ブランド 企業 ブランド 価 格 味 品 質 そ の 他

農産加工品 26.1 4.4 10.3 38.8 20.0 0.4

%
0102030、405060708090100

農産加工品一
図3-8 同 上

{IZI産 地プ ラ ン.ド

園墾 企 業ブ.ラン ド

唖 価 格,

∈ヨ 味 ・

㎜ 品質

巨口 その他

勺

■

酒 ・焼 酎は,産 地 ブラン ドが39.5%と 第一 位で,第;位 の企業.ブラン ドと合 わせて67%と な

り,ブ ラン ド志向が顕著に表 われてい る。

表3-9地 場 産品購入の際に重視 す る点(3)

(単 位:%)

産地 ブランド 企業 ブランド 価 格 容 器 そ の 他

酒 ・焼酎
i

39.5 27.3 21.4 2.5 9.3

酒 ・焼酎

%
0102030405060708090'100 吻 産地ブ・ランド

麗墨企業ブランド
唖 価格
口 答器

皿]そ の他

図3-9同'1上

1

産 地 ブラン ド及び企業ブ ラン ドを重視す るとい う回答を6品 目につい てみ ると,産 地 ブラン ド

とい う回答が最 も多いのは,酒 ・焼酎 で39.5%,一 方最 も少ないのは家具 で6.9%と 品 目によっ

てかな りの差 が生 じてお り,今 回のア ンケ ー ト調査 でみ る限 り比較的少額商品 の多い品 目ほど産

地 ブ ラン ドが重視され るとい うことが言 える。企業 ブラン ドは,酒 ・焼酎 のみが27.3%と かな り

重視 され てい るが,他 の品 目は,い ずれ も数パ ーセ ン トとなってお り,酒 ・焼酎以外 の品目につ

いては・企業 ブ ランドはあま り考慮 されない とい う結果 炉でてい る。
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●

表3-10 産 地 ブラン ド重視 と企業 ブラン ド重 視

(単 位:%)

産 地 ブラン ド 企業 ブラン ド 合 計

酒 ・焼 酎 39.5 27.3 66.8

農産加工品 26.1 44 3α5

陶 磁 器 20.4 5.2 25.6

工 芸 品 22.7 1.7 24.4

織 物 1』4.3 4.8 . .19.1

家 具 6.9 3.4・ 10.3
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家
其

日 産地ブランド

[9SS企 業ブランド

(単位:%)
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図3-10(b)産 地 ブラン ド重視 の品 目順位

[=コ 産 地ブ ラ ン ド

(単位:%)
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匝コ 企業ブランド

(単位:%)

0

廼 皇 籍 曇 警 』曇
焼 器 加 島
酎 工

品

図3-10(cド 企 業 ブラン ド重視の品目順位

(4)地 場 産品を購入 した場 合,最 も知 りたい商品関連情報(質 問6)

消 費者が地場産品 を購入 した場合,手 入 れ ・保守方法や新 商品な ど,そ の商品 に関連するもの

で最 も知 りたい と思 う情報 について各品 目ごとに調査 した。

家具及 び織物は,手 入れ ・保守方法 とい う回答が最 も多 く,家 具55%,織 物48.6%と な って

V・る。陶磁器は,そ の性質上,欠 品 の揃 え(42.5%)が ト ップで手入れ ・保守方法(24.9%)

を上 回 ってお り,工 芸品は,修 理先(43.1%),農 産 加工 品では,保 守方法(55%),酒 ・焼

酎は 酒肴(46.8%)が 最 も多い。 また,全 般的にみ ると,地 域別,職 業別,年 齢別,性 別によっ

て大 きな差はみ られない。

、

A匝 コ 手入 れ保守55.0駕

B匝 ヨイ ンテ リア27.0%

C臨 】新商 品14.8%

D間 その他3.2%

図3-11(a)地 場 産品に係 る商品関連情報 ニーズ(家 具)
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●

,

AE=ヨ 手入 れ保守24.9駕

BN欠'品42.5駕

C囲 新商品27.9叱

D國 その他4.7駕

図3-11(b)地 場 産品 に係 る商品関連情報ニーズ(陶 磁器)

A[三 コ手入れ保守48.6罵

B圃 小 物24.4%
C囲 新商品21.6%

D巨 麺 その他5.4%

図3-11(c) 同

亘:

鱗

'遼 ・
'＼'N

心

図3-11(d) 同

上(織 物)

A巨 コ 手入 れ保守34.2%

Bσ 修理 先43.1%
・CIi囲 新商 品19 .4%

DE三 口 その他3.3%

上 (工芸品)

一217一



D
}r
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A

C

品

＼B

農産加工

A[=]調 理法32.9駕

B{囚 保存方法55.0%

C唖 新商品9.9%

DE≡ ヨ その他2.2%

図3-11(e)地 場産品 に係 る商 品関連情報 ニーズ(農 産加工品)

や

シ. 1

-_畠1、i_1灘i
'HHHHHIIIIIIIIilメ

A:

'鴬 酒　遥"
ぶiミ§ぶ 一

図3-11(f) 同 上

AEIIIヨ のみ方30.8%

B囚 酒 肴,46.8%

C囲 新商品15.7%

D團 その他6.77C

(酒 竺焼酎)

⑤ 地場産品のテレビシ ョッピ』■グによる購入 について(質 問7).

最 近,テ レビで商品を紹介 し,消 費者 が,電 話,ハ ガキ等 で申し込んで購入する テ レビシ ・ッ

ピングが盛んに行われているが,こ こでは,こ の テレビシ・ッピングを利用 して地場産 品を購入す

る意志 の有無 について調査 した。

「利用 したい」 とい う回答は37%で 「利 用 した くない」(15.5%)の2倍 以 上 とな ったが,

「関心が ない」が42.1%で 最 も多かった。地区別 にみ ると,「 利用 したい」は福岡地 区が29,2

%に 対 し東京地区 は54%と,か な り高い数字 とな ってい る。

「利用 した くない」 は,福 岡地区16.7%,東 京 地区13%と 大 きな差 はないが,「関心がない」

とい う回答が福岡地区 では,50%,東 京 地区では25%と な ってお り,INSモ デ ル システ ムの

モニ ターとい うこともあ って,東 京地区で は,か なり強 い関心をみせている。

職業別 では,「 利用す る」 とい う回答が最 も多 かったのは,サ ラ リーマン(45.5%)で 最 も少

なか ったのは主婦(17.1%)と な った。 また,「 利用 しない」は,サ ラ リーマン,自 営業,会 社

役員 とも,10数 パ ーセン トであ るのに対 し,主 婦のみが 「利用 したい」を上回 って25.7%と 最

も多 く,テ レ ビシ ・ッピングに関心が強 い と思わ れていた主婦 の関心が低い とい う結果 が表 われ

ている。

■
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表3-12 地 場 産品のテ レビシ ョッピングによる購入

(単 位:人)

利 用 したい 利用 した くない 関心がない そ の'他 合 計

福 岡 63 36 108 9 216

東 京 54 13 25 8 100

合 計 117 49 133 17 316

◆

■

D

17

図3-12(a) 同 上

A[=1:ヨ 利用 した い37.0%

B囚 利用 した くない15.5%

C日 注目 関心がな い42ユ%

D匹 蚕]そ の 他5.4%

(合 計)

D

9

A口 利 用 したい29.2%

B[IEII]利 用 した くない16.701e

C囲 関心 がない50.0%

D唾 ≡三】そ の 他4.2%

■ 図3-12(b) 同 上 (福 岡)

■
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c圭"1'`ピ
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lHllllHl

Ili目|1日 目i
、'HI'lH.冊 慧ミ1

京

、1§

A回 利用 したい54.0%

B区 ミ]利 用 した くない13.0%

C囲 関心 がない25.0%

DE三 口 そ の 他8.0%

図3-12(c)地 場 産品のテレビショッピングに よる購 入(東 京)

年 齢別 では,「 利用 したい」 とい う回答の比率 が最 も高いのは50歳 代,最 も低い のは70歳

以上 で,い ずれの年代 でも 「利用 した くない」を上回 っている。

「関心がない」は,70歳 以上 が68.8%で 最 も多 く,以 下,60歳 代(50.9%),20歳 代(50

%),30歳 代(40.9%)と 比 較的高年齢者 と若年 層の関{[♪の低さが 目立 ってい る。

性別 にみ ると,「 利用 したい」は,男 性が41.9%,女 性 が24.1%で,「 利 用 した くない」は

それぞれ,11.8%,25.3%で あ る。 また,「 関心がない」は男女 とも,ほ ぼ同様 の比率 とな っ

てい る。

%吻 利用 したい
0102030405060708090100醗 闘 利用 した くtS'L'・

……懸 鍵盤鞭鞭

繊§ 撰翻轟轟羅ヨ

会社役員醗 薩薩睡鞭
主婦

その他一

畦間関心がない
∈iヨその他

図3-13(a)地 場 産品のテ レビシ ョッピングによる購入(職 業別)

■

●
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%吻 利用 したい
0102030405060708090100睡 圏 利用 した くな い

・・歳代猛 蜜魏魏鍵盤曄冒

30歳 代

40歳 代

旺田関心がない
∈∋ その他

・・歳代灘 鍵 旙翻鍾iヨ
6

60歳 代

70歳 以上

●

図3-13(b)地 場 産 品 の テ レ ビ シ ョ ッ ピ ン グ に よ る購 入(年 齢 別)

%吻 利 用 したい0
102030405060708090100匿 薗1利 用 した くない

睡団 関心がない
巨ヨその他

男性

女性

!

図3-13(c)地 場 産品のテ レビシ ョッピングによる購入(性 別)

(6)地 場 産品の購入 にテレビシ.ッ ピングを利用 した くない理由(質 問8)'

前 項 の 「利用 した くない」 とい う回答の理由 を調査 した もので,「 実物 を見 ないと買 う気 が し

ない」が62.4%で 最 も多 く,「 品質,サ イズ等が明確に把握 でぎない」 が18 .8%,「 価 格 と品質

等の比較 が十分 にできない」が15.3%な ど となってい る。

地 区別,性 別 にみて も同様 の傾向 で大 きな差 は見 られない。

E'

口

■

B

-

A[=コ 品質 、サ イズ等が ～18.8%

B囚 使用 方法、保守 方 ～1.2駕

C匿 囲 価格 と品質等 の比 ～15.3%

D團 実物 を見ない と買 ～62 .4%
EE22そ の他2.4%

図3-14地 場 産品購入 にテレビシ ョッピングを利用 した くない理 由
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(7)テ レ ビシ ・ッピングで購入 して もよい と考え る地場産品の価格(質 問9)

こ こでは,ど の程度 の価格 の ものであれぽ,テ レビシ ・ッピングを利用 して購入す るかについ

て各品 目ごとに,5段 階 の価格帯(織 物及 び酒 ・焼酎は4段 階)を 設定 して調査 したが,い ずれの

品 目とも,低 額から2段 階 目までとする回答が70～80%を 占め,テ レビショッピングで購入 し

て もよい と考 える商品は比較的低額 の ものであ るとい う結果がでてい る。

DE

2

_.IIII,、,,1

「

r　

一'一 プ

1畠家具

'
ぶ

1

AEZII!i]3万 円未 満46.7%

BN3～5万 円26.5叱

.C[囲5～10万 円22.2%

D尾 口10～30万 円3.9%

E四30万 円以上O .8%

♂

図3-15(a)テ レ ビシ ョッピングで購入 しうる地場産品 の価格(家 具)
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'熱 陶磁器

懸 念

＼
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、 ミ1べ、

＼ 、

図3-15(b) 同 上

.A[=コ5千 円未満31.5%

B[亙]5千 ～1万 円45.1%

C囲1～3万Fl16.7%

D[三 ヨ3～5万 円5.4%

EZZ]5万 円以上L2%

(陶磁器)

b
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⑨ '

AE=]3万 円未満34.6%

B[さ 口3～5万 円31.6駕

C田5～10万 円25.6%

D【≡ ヨ10万 円 以上8.1%

図3-15(c)テ レ ビシ ・ッピングで購入 しうる地場産品 の価格(織 物)

E
2

ぶ' ぶ

A{=コ5千 円未満25.8%

B[99コ5千 ～1万 円46。0%

C囲1～3万 円

D國3～5万 円

E匹i25万 円以上

W
ん
"ゐ

羽ん

2

3

8

0

7

0

2

図3-15(d) 同 上 (工 芸品)

E

4

■

▼

黛輸
図3-15(e) 同 上

A[IX]3千 円未満31.8Z

B[囚3千 ～5千 円43.3%

C[囲5千 ～7千 円10.3%

D團7千 ～1万 円13.0%

E[Z211万 円以 上1.5%

(農 産加工品)

●

4'
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A[=コ3千 円未満45.3Z

B[囚3千 ～5千 円40.2冤

C園 田5千 ～7千 円9.4%

D[三]7千 円以上5.1%

■

図3-15(f)テ レ ビシ ョッピングで購入 しうる地場産品の価格(酒 ・焼酎)

地区別 にみ ると,東 京地 区が,職 業別 では,自 営業,会 社 役員 が,年 令別では,50歳 代 が,

また性別 では男性 が比較的高額の回答が多い と言 えるが,全 般的 にはあ まり差 はない。

(8)地 場 産品の知名度(質 問10)

筑 後 地域及び 日田 ・玖 珠地 域の地場産品19品 目について,そ の知名度 を調査 した。

最 も知名度が高か った のは久留米耕の92.4%で,以 下八女茶(81.6%),大 川家具(75.9

%)な どが上位 を占めてい る。 知名度 が低い ものは,日 田の清酒(16.1%),日 田の焼酎(19.O

%),筑 後 のごま焼酎(21.5%)な どで,酒 ・焼 酎類はあま り知 られていない ことが分か る。

地区別 にみ ると,福 岡地区 では,大 川家具,久 留米耕,八 女 茶がいずれ も95%を 超 えてお り,

4位 ～6位 の八女提灯,ら んたい漆器,筑 後 の花 ござが70%台,最 も知 名度が低かった筑後 のご

ま焼酎 で も15.7%と 九州 の地場産品であ るため,全 般的 に知 名度 は高い と言え る。 これに対 し,

東 京地 区では,第1・ 位が久留米耕 の83%で,か な り知 られてい るものの,第2位 は八女茶の52

%,第3位 は筑後のごま焼酎の34%と 全 体的 に知名度はかな り低 くなっている。

品 目ごとにみ ると,福 岡地区 で98.1%と 高 い知名度 を示 して第1位 とな った大川家具 は,東 京

では28.0%と 第5位 で,19品 目の うち地区別の知名度 に最 も大 きな開 きがあ った。 また,ら ん

たい漆器 も地区別 の知名度 に大 きな開 きがあ り,福 岡地区の72.7%に 対 し,東 京地区 はわずか8

%に と どまっている。

逆に,地 区別 の差 が小 さか った ものには,久 留米耕,鍋 島だんつ う,日 田の焼酎な どがある。

なお,福 岡地区 で最 も知名度が低 かった筑後 のごま焼酎は,東 京地区 では第3位 とな ってお り,

19品 日中,唯 一東京地区 の知名度が福岡地区のそれを上回 っている。

職業別 では,自 営業,会 社 役員 が,ま た,年 齢別 では,比 較的高年 齢者 がよ く知 っていると言

える。

性別 にみると,日 田家具,筑 後 のごま焼酎,日 田の焼酎及 び 日田の清酒の4品 目のみが男性が

よく知 ってい るが,他 の品 目については,す べて女性 が上回 ってお り,地 場産品の知 名度に関 し

-`
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ては,女 性上位 とな ってい る。

100

80

60

40

20

0

(%)

表3-16 地場産品知名度

(単 位:%)

福 岡 東 京 合 計

久留米耕 96.8 83.0 92.4

八女茶 95.4 52.0 8i.6

大川家具 98ユ 28.0 75.9

筑後花ござ 722 29.0 58.5

八女提灯 75.0 15.0 56.0

らんたい漆器 72.7 8.0 52.2

日田下駄 57.4 21.0 45.9

吉四六漬 54.2 13.0 41.1

八女石燈籠 52.8 8.0 38.6

八女和紙 50.9 10.0 38.0

小鹿田焼 47.7 7.0 348

日田家具 36.6 18.0 30.7

鍋 島だんつ う 32.9 25.0 30.4

八女福島仏壇 43.1 2.0 30.1

一 の瀬焼 34.3 8.0 259

八女竹細工 29.2 6.0 21.8

筑後のごま焼酎 15.7 34.0 21.5

日田の焼酎 20.4 16.0 19.0

日田の清酒 19.4 9.0 16.1
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表3-17 地場産品の知名度(性 別)

(単 位:%)

計合
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(9)ビ デ オテ ックスやCATV等 の 双方向通信 の利用 について(質 問11)

ここ では,ビ デオテ ックスやCATV等 に よる双方向通信の利用 の意志 の有無について調査 した。

「利用す る」と回答 した人は,148名,46.8%で,「 利 用 しない」が30名,9.5%,「 わか

らない」が138名,43.7%と な ってい る。

地区別 にみ ると,「 利用す る」は,福 岡地区 の36、1%に 対 し,東 京 地 区 は,70%,「 利 用 し

ない」は同 じ く1L6%に 対 し,50%,「 わ からない」は同 じ く52.3%に 対 し25.0%と な って

お り,東 京地区の関心 の強 さが 目立 っている。

職業別 では,「 利用す る」が最 も多か ったのは,サ ラ リーマンで,以 下,会 社役員,自 営業,

主 婦の順で最 も少 なか ったのは,そ の他(無 職が多い)で ある。

年齢別では,50歳 以 下は,6割 前 後 の人が 「利 用す る」 と回答 したのに 対 し,60歳 以 上は,

2割 程 度 と高年齢者の関心が低 い ことが分か る。

A[=コ 利用 す る46.8%

B囚 利用 しな い9.5%

C四 わ か らない43.7%

図3-18(a)双 方 向通信 の利用(合 計)

●

図3-18(b)

AE=コ 利用 す る36.1%

B区 団 利用 しない11、6驚

C囲 ヨわカ・らない52.3%

同 上(福 岡)

●
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A[=コ 利 用 す る70.OZ

B区iG利 用 しない5.0実

C囲 わか らない25.OZ

図3-18(c)双 方 向通信の利用(東 京)

、

サ ラ リーマ ン

自営 業

会社役 員

主婦

その他

%吻 利用す る

0102030405060708090100圏 墾 利用 しない

麗 わか らない一ーーー一
図3-18(d) 同 上 (職 業別)

◆

,

%吻 利用 す る
0102030405060708090100閨 薗 利用 しな い

涯田 わ か らな い

20歳 代

・・歳代羅 獲 盤羅旙翻
・・歳代覇 騨盤醐
50歳 代

60歳 代

70歳 以 上

図3-18(e) 同 上 (年 齢別)
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男性

%吻 利 用す る
0102030405060708090100圏 蓋1利 用 しない

唖 わか らない

女性

図3-18(f)双 方 向通信 の利用(性 別)

また,性 別 にみると,男 性は 「利用す る」が51、1%で あ るのに対 し,女 性 は,35.6%で,男

性 のほ うが関心が強い。

3.2地 場 産 品 あ ホ`ム シ ョ ッ ピ ン グ 販 売 に 関 す る 調 査

地場産業の協同組合 に対 して;① ビデオテ ックス,CATV,VANに ついて どの程度知 っているか。

② これらのニ ューメデ ィア によるホームシ ・ッピングシステムで商品を販売す る意志の有無の2点

にっいて調査 した。

まず,ビ デオ テ ックス,CATV,VANに つ いては,「 名前は聞L .・た ことがある」 坑20組 合 中

16組 合,ま た 「知 らない 」が4組 合 で,「 よ く知 ってい る」 と回答 した組合 はな く,全 般的にニ

ューメデ ィアに対す る意識 はあ ま り高 くない と言 える。

次 に・ 二 ・一メデ ・アに よるホTム ら ・ビング シス テムについては・ 「利用 したい」が4組 合 ・

「利用 した くない」が4組 合 で,意 見 が分かれてい る。 そのほか,「 わ からない」が9組 合 あった。

ホームシ ・ッピングシス テムによる販売を通 じて入手 したい情報 としては,

① 商品別 の売れ行 き情報

② デザイン,形 状,色 相,サ イズ別 の売れ行 き情報

③ 価格帯別売上情報

な どがあ った。

'
ミ

A回 よ く知っている

B囚 名前は聞いたことがある

C唖 知らない

図3-19ビ デ オ テ ック ス,CATV,VANに つ い て

C.0%
80.0%

20.0% ■
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A日 利用 した い と思 う20.0%

B[こ囚 利用 した くない20.0叱

C唖 わ か らな い45.0%

D【 ≡Z】 その他15.OZ

図3-20ニ ュ ー メデ ィア に よ る ホ ー ム シ ョ ッ ピ ング1シ ス テ ム に つ い て

■

また,「 利用 した くない」理 由と しては,次 の ような意見 があ った。

① 利 用す るメ リットがない と思 う。

② ニ ューメデ ィアが各家庭 に広 く普及 してか ら検討 したい。

3.3地 場 中 小 企 業 の 情 報 ニ ー ズ に 関 す る 調 査

(D地 場 中小企業 の概要

① 企業形態

法人220社,(56.8%),値 入164社(42.4%)で,法 人 では株式会社 が3分 の2を 占

めている。

G

3

◆

●

Ol 810

A〔=コ 株式会社38

B囚 有限会社11

C蛭i]合 資会社2
D函 合名会社2

E2Z2協 同組合2

Fご 個 人42

G皿 口その他0

Wゐ
落

馬

%

旬
ゐ
落

留ん

2

・4

6

1

6

4

8

図3-21

② 従 業 員 数

10～29人 が最 も 多 く,27.4%で 次 い で1～3人 の25.8%,4～9人 の22.0%と な っ て お

り,全 体 の4分 の3が30入 未 満 で あ る。
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図3-22

③ 資 本 金

500万 円 未 満 が32.8%,1,000～5ρ00万 円 が25.3%,500～1,000万 円 が15%と な

って お り,5,000万 円 以 上 は,わ ず か4.1%で,「 不 明 又 は な し 」 を 除 く と,95%が5,000

万 円 未 満 で あ る。

Q
∨

7

E

D

F

修.

彪 … … …
z勿〃 2

騨,
一

."・

`'刀

殉'資 本金…鍵

㌦
1オ

蕊
、

ミ

＼58・

、〉

'鐡i
・忌嫌 購 ≡

∨#'〉 戊OHIIIIl
、★

怠.`… … 」

〔 紘 ≡

A口500万 円未 満32.8%

B口N500～1000万 円未 満15.0%

C唖1000～5000万 円未25.3%

D【彊]5000～1億 円未 満1.8%

E[辺1億 円以 上2,3%

Fwa不 明又 はな,し22.7%

図3-23

④ 年 間出荷額

出荷額は,製 品の種類 によって大 きな開 きがあ り,一 概 に比較はで きないが,最 も多かった

のは・3億 円以上 で27 .4%,次 い で1～3億 円が19.4%と,比 較的 出荷額が高い企業 が多い

のが 目立 ってい る。一 方,1 ,000万 円 未満 も17.8%と か な り多 く,全 体的 にバラツキをみせて

いる。

●
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図3-24

⑤ 主たる生産形態

見 込 生 産 が'53.7%,受 注 生 産 が32.0%,下 請 が4.1%と な って い る。 リス ク の 大 き い 見 込 生

産の企業が過半数 を占めてお り,よ り的確な消費者ニーズ等の把握 が必要であ ると言 える

・多彩
。号
1隻

＼

饗
・＼こ ＼こ
＼ ＼

論

A[三 コ 見込み53

B区 コ受注32
C囲 下請け4

D函 その他O

EEZZI不 明9

叱

W為

Wゐ

Wゐ

敵る

7

0

†⊥

8

㌃
O

図3-25

⑥ 主たる販売方法

問 屋 へ の販 売 が45.7%で 最 も 多 く,以 下 直 販18.9%,直 卸13.7%,と な って い る。 また,注

■ 文販売を行 っている企業 は13.2%で あ る。
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⑦ 主 たる販売地域

九州内が70%(う ち福岡県内55.6%)で あ る

A[=コ 福岡県内'tt

B圃 九州(福 岡県を除く)
C唖 全国(九 州を除く)

DEI!illi]不明

.モ

雀
繍
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図3-27

(2)地 場 中小企業 の情報 ニ ーズ及び情報処理 の現状

① 情報の入手源

地場中小企業者 が,経 営上必要 とする情報をチ に入れ るた めに利 用 している情報 源は,文 書,

文献等では,業 界紙,専 門紙及 び新聞,テ レビなどの「般的 なメデ ィアが主 で,人 的情報源で

は,取 引 先,同 業 者,消 費 者 な ど,縦 割 的 なものとな ってい る。 また,組 織,会 合に よる

もの としては,同 業 者 との会合,展 示会,見 本 市など,同 業種 に限定 された ものが多い。

一方
,今 後新 しく利用 したい情報源 としては,デ ータベ ース,調 査関係出版物や,専 門家,

異 業者等の外部情報あ るいは,地 域情報 センター等 のよ り正確な情報等について欲 求がみ られ

る。
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② 情報 の加工 方法

加工不十分 と考 えてい る企業が38.3%で 最 も多 く,加 工方法は,文 書 化,フ ァイル(ス クラ

ップ)化,カ ー ド化な ど文書管理 がほ とん どである。

一方
,情 報を収集,加 工 する組織 の有無 について は,「 ある」 と回答 した企業は わずか36

社(11.8%)で 「な い」が83.7%を 占めてい るが,こ れは,小 企業 が主であ るた め,人 的余

裕 がない ことが原因 であると考 えられ る。

D

∠輸 、
メ ・Illl・}1K川`w多 〃'`

鱗 幕.

嫌 嫌 撒 情報の加

熱㊦熟 工方法
s、 凝 ＼こ":ぺ 、、.、・、

ぶ ミ1ミこぶぶ ぶ
心墨慧'

＼ 、 ＼ ＼ ＼ 、

包

＼＼ミミ・こ

＼こ

、ミ＼

AE=コ 加工 不十分38

B巳 Σ】文書 化36

C臨 ファイル化15

D[三 コ カ ー ド化l

EEiZヨ コ ンピュ一 夕l

F忽 忽 その他6

句
ん

ワ
化
X

ヲ
々
η冶

旬
ゐ

3

6

7

7

]

6

図3-29

③ 情 報ニ ーズ

経 営上,情 報の重要性 が高 まってい る部門では,消 費動向,市 場,製 品開発,消 費者ニーズ,

原材 料 ・価格 などに対 するニーズが強い。

一 方
,情 報が不足 してい る部門 で も,製 品開発,消 費動向,消 費者ニ ーズ,市 場 など,重 要

性が高 まってい る部門 とほぼ変わりなく,こ れらの情報 については,重 要 であ りかつ不足 してい

るとい うこ とが言える。'

こ のほか,情 報 が不足 している部門 では,人 材不足 からか,「 雇用,人 材」 につ いてのニ ー

ズがかな り強い ことが目立 っている。

また,こ れ らの情報ニ ーズの中で,現 在最 も欲 しい と考 えている情報 は;業 界ご との今後の

動向や将来性等の 「業界(市 場)情 報 」,消 費者ニーズの変化 に対応 した新製品の開発等の 「製

品開発情報」,消 費者ニ ーズを中心 とした 「消費動向,消 費ニーズ情報」な どで,重 要であ り,

か つ不足 してい る情報 と一致 してい る。

④ 情報提供機関の利 用状況

「利 用したことが ない」 と回答 した企業 が半数近 くあ り,こ の うち,利 用 したい と考 えてい

る企 業は,60社(34.5%)で,利 用 しないとい う企業は,わ ずか1社 にとどまっている。 ま

た,機 関名や利用方法がわか らない企業 が55社(31.6%)と な っている。
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。利用 したことがあ る158社(40.8%)

。利 用 したことがない174社(45%)

L[難 －iilii擁i`

⑤ 先端技術 の導入及 びベンチ ャー ビジネス の育成 に関す る情報.

先 端技術等 の情報 に関心が ある企業は,177社(45.7%)で 中小企業であ って も関心の高

1嶽 ㌫ ㌶ 、驚 蝉lr三(22甑 で り'・9tc'既に実施

関心があ ると回答 した企業 の うち,約 半数が,・ 「情報の蓄積が欲 しい」と考 えてお り,こ の

ほか 「関心 はあるが リスクが大 きいの でもっと情報 が欲 しい」,「 技術 の導入 やベ ンチ ャービ

ジネスへの転換 を図 りたい」とい った意見 が多いのが目立 っている。

b

C2

羅 津i

i冷i

・§§

AE=iコ 関 心が ある45.7%も

B{囚 関 心が ない22.0%

C唖 既に実施 してい るO.5%

D函 無回答3L8%

、 「

図3-31先 端 技術の導入及びベ ンチ ャービジネス育成 に関する情報 ニーズ

⑥OA,FAの 現状 と計画

すでに導入 してい る企業 は78社(20.2%),導 入 したい と考 えてい る企業 は68社(17.6

%)で 両者を合わせ ると146社(37.3%)と な り,か な りOA化,FA化 に積極的な姿勢が う

かがえ る。

情報機器の導入状況 をみ ると,既 に導入 しているものでは,複 写機が78社 で最 も多く,以

下オ フ ィス コンピュータ44社,フ ァク シミリ44社,パ ーソナルコンピュータ21社 な どとな

ってお り,ワ ー ドプロセ ッサの導入が11社 と少 な く,意 外 に普及 していない ことが分かる。
■

一 方
,今 後 導 入 を 予 定 し て い る情 報 機 器 は,フ ァク ツ ミ リ,パ ー ソ ナ ル コ ン ピ ュ ー タ,ワ ー

ドプ ロ セ ッ サ,オ フ ィス コ ン ピ ュ ー タ な ど の希 望 が 多 い 。

●

」
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A回 導入したい
B[囚 導入している

17.6%

20.2%
C囲 導入は考 えてな い'29.7%

D園 その他

E囮 無回答
i.0%

31.5%

4 図3-320A,FA化 の 現状及び計画

表3-33情 報機器 の導入状況

3年 以前に導入 最近3年 間に導入 3年 以内導入予定 合 計

複写機 56 22
'10

88

フ ァ ク シ ミ リ 21 23'

1

23 67

オ フ コ ン 31 13 14 58

パ ソ コ ン 7 14 18 39

ワ ー ドプ ロ セ ッサ 5 6 17 ・28

端未機 7 12 1 20

汎 用 コ ン ピ ュ ー タ 9 2 2 13

テレ ックス端末 3 2 2 7

その他 0 1 0 1

4
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図3-33(a)既 に導入 している情報機器

そ

の
他

〔iコ3年 以前に導入

囚 最近3年 間に導入
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、

⑦ ニ ュ_メ デ ィア(INS,キ ャプテ ン,VAN,LAN,CATV等)に 対 す る関心度

ニ ューメディアに関心を よせてい る企業 は,127社 で十 を占めてい るが,一 方,「 関心 がな

い」企 業 も30.2%と ほぼ同数 であ り,無 回答(37%)も 無 関心であると考えると合わせて号

の企業は関心がない と思われ る。

なお,「 関心があ る」 と回答 した企業の うち,半 数が,ニ ューメデ ィアに関す る情 報を望 ん

でお り,こ のほか講習会 等の開催を希望す る企 業 も多い。

AE=]関 心 があ る32.8%

B図 関心 がない30.2%

C皿]無 回答37.0%

図3-34二=一 メデ ィア に対す る関心度

⑧ 新商品 の研究開発 に必要な情報ニ ーズ

新商品 の研究開発に際 しては,「 新 用途開発 」,「 工場 の機械化等」,「 需要構造 の変化」,

「製品材料の高級化」などに関す る情報ニ ーズ が強 く,原 材 料を高級化 し,機 械化,省 力化 を

ら
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図 り,需 要構造の変化や多様性 に対応 した,独 自の新用途を目 ざした新商品の研究開発に対す

る意識が うかがわれる。
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図3-35新 商品 の研究開発 に必要 な情報ニーズ

そ
の
他

⑨ 商品開発 とデザ インの関係

商品開発 に際 しては,6割 以 上がデザイ ンが大 変重要であると考 えてい る。一方,商 品開発

に際 してのデザインに関す る問題点 については,「 企 画力がない(人 材不足)」,「 販売が伴

わない」,「 情報がほしい」な どをあげている企業が多 く,デ ザイ ンの重要性 は認識 してい る

ものの,人 材不足,情 報不足な どによ り,十 分な研究開発が行 えない現状 にある と言える。

4
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＼ ∨
〉

繋

A[=コ デザ イ ンが重要62.57.

B区 コ あまり関 係がな い21.4%

C瞳 無回答'16.OX

竃 図3-36商 品 開発 とデザインの関係
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図3-37商 品 開発に際 してのデザ インに関す る問題点

⑩ 講習会,研 修会等 で希望 するテーマ

地場産 業振興セ ンターが実施する講習会,研 修会等 におけるテ ーマについ ての希望は,下 表

の とお り多種 多様 にわたっているが,と くに,新 製品開発 に伴 う新技術,素 材,デ ザイン等 あ

るいは,市 場動向等をあげてい る企業 が多 く,重 要 であ りかつ不足 してい る情報に対するニー

ズが,そ のまま表われてい る。

「

z

'

一

一

'

7

込
.

1…}

`

、

表3-38講 演 ・研修等での希望テーマ

部 門 希 望 す る講 習 会 等 の テ ー マ

一 般 社 会 高齢化社会における人材の対応等

技 術 関 係 新製 品開発,素 材,デ ザイン,新 技術,各 種技術 の実演等

経済経営関係
:

経済動 向,経 営,税 金,市 場 動向,セ ールス,金 融等

先 端 技 術 バイオテクノ ロジー,先 端技 術 と地場産業の蘭連,新 素材;ニ ューメデ ィ

ア,今 後 の動向等 ・

そ の 他 社員教育,各 種補助金,異 業種交流等
,

●
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今 日,社 会 における情報化の進展 は,ビ デオテ ックス やCATV等 の ニューメデ ィアの発達に伴い一

般家庭 において も例外ではな く,消 費者 にとって は,自 らをとりまく環境 となってきてい る。 この よ

うな状 況にあ って,昨 今 の民芸 品 ブームにみられ るよ うに,画 一性の否定 いわゆる手 づ くり志向(本

物志向)や 無公害食品へ の志向 な ど,消 費者ニーズの変化から地場産品への関心は高 まりつつあ る。

このことが今 回のアンケー ト調査 におけ る地場産品の知名度 の高 さや,商 品購入 に当た っては,価 格

よりもデザイ ンあるいは品質を重視す るとい う点 に表 われてい るもの と思 われる。 このよ うに,当 委

員会 の調査研究課題 であ る 「地場産品 ブラン ド確立のためのオ ンラインネ ットワーク化 による情報流

通 システ ムの構築」 は,一 般家庭 におけ る情報化 の進展や消費者ニーズの変化等 によって,消 費者に

比較的容易 に受 け入 れ られる状況 にな りつつあ ると考 え られる。

一 方
,企 業 に とって最 も重要 な ことは,「 売れ る商 品」の開発 であ ることは言うまでもないが;今 回

の調査 で も製品開発や消費動向 の情報ニ ーズ の高 さや,新 商品開発におけ るデザ インの重要性 の認識

・にその ことが表 われてい る
。 また,情 報提供機関の利用について も積極的 であ り,.先 端技術の導入や

ベ ンチ ャー ビジネスの育成 に関 する情報に も高い関心 を示 してい る。 ・

しか しなが ら,各 種の情報 が比較的容 易に入手 し得 る状況にな りつつある今 日,家 内工業的零細企

業が多い地場産業では,今 回の調査 でみ る限 り,主 として人材不足から,入 手 した情報の処理体制が

必ず しも整 って きているとは思 われない。.',

す な わち,情 報の入手源は,同 業者を中心 とした限定的な もので,入 手 した情報 の加工方法は不十

分であ ると考 えてい る企業 が多 く,か つ加工方法 も,ほ とんどが文書 によるもの で,情 報機器 もあ る

程度は普及 しつつあるが,そ の高度利用 が図 られてい るとは言い難い。

このため,零 細中小企 業がそのほとんどを占め,と もすれば関心が当面の利益追求に向かいがちな地場

産業 では,産 地全体 の長期的戦 略 のもとて情 報化 のコ ンセンサス を形成 し,情 報処理体制の確立 を図

ることが重要 な課題 である と考 えられる。

そ して,消 費者 と生 産者であ る地場産業への情報化 に対応す る環境が一致 しては じめてオンライン

ネ ットワーク化 による情報流通 シス テム構築の可能性 が生 まれて くるものと思われる。

今後 は,今 回の基礎調査 をふ まえ,さ らに地場産品 ブラン ド確立 のための情報流通 システム形成 に

係 る具体的 方策等の検討 を行 う必要があ る。

`
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資料1地 場 産 品 のテ レ ビシ ョッピ ン グ に 関す る ア ン ケー ト調 査票

昭和59年11月28日

各 位

地場産品ブランド確立のためのオ
ンライン情報流通委員会

財団法人 九州流通システム協会

●

地場産品のデ レビシ ・ッピングに関す るア ンケ ー ト調査 について

拝啓 時下 ます ます御 健勝 の こととお慶 び申し上げ ます。

さて,最 近 「地場産品」 とい う言葉が,新 聞 やテ レビなどに頻繁 に登場す るよ うにな りましたが,

「地場産 品」 とは,そ れぞれの地域 の特産 品で,と くに,九 州は地場産品の宝庫 といわれ てお り,例

えば 「長 崎 カステラ」 とか 「博 多織 」とい った ものが あ ります。

このよ うに,商 品 の頭 に産出 され る地域の名称 を付 して表現 した場 合,こ れを産地 ブランド又は地

域 ブラ ンドと呼 んでお ります。 これに対 し,例 えば 「長崎 カステ ラ」 でも 「○○堂 のカステ ラ」 とか

「○○屋 のカステ ラ」とい った場合 には,こ れを企業 ブラン ド又 はメーカーブラン ドと呼 んでお りま

す。

当委 員会及 び協会では,九 州地域 におけ る 「地場産 品」の産地 ブラン ドの確立 を図 るため,最 近盛

んに行われてい る 「テ レビシ ・ッピング」あ るい は,今 後 ます ます発達が予想 され る 「キ ャプテ ン」

などのビデオテ ックスやCATV(有 線 テ レビ)な どの ニュrメ デ ィアを利用 した地場産品 の情報流通

に関する調 査 を実施す ることとな りました。

つ きましては,御 多忙 のところ誠 に恐縮 ですが,別 紙のア ンケー ト調査 に御協 力下さ るようお願い

申し上 げます。

なお,御 回答いただ く期限 は,下 記 の とお りとなってお りますので,で きるだけ早 めに同封の封筒

にてア ンケー ト用紙 を御返送下 さるよ う併せ てお願 い致します。

敬具

記 b

L提 出期限 昭和59年12月15日(土)

2.こ の 調査 についての問 い合わせ先

福 岡市中央区天 神1-16-1毎 日会館内

財団法人 九州流通 シス テム協会

電話092-712-0229

●
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■

地場 産品のテ レビシ ョッピングに関す るアンケー ト調査

下記の各質問に対 して,該 当す る番号 に○印 をつけて下さい。

(質 問1)あ な たの職業は,次 のいずれに該当し ますか。

Lサ ラ リーマ ン(OLを 含 む)2.自 営業(専 業農業 を含む)

3.会 社役員4.学 生

5.主 婦6.そ の 他()

(質 問2)あ な たの年齢は,次 のいずれに該当 しますか。

1.20歳 未 満2.20歳 代3.30歳 代

4,40歳 代5.50歳 代6.60歳 代

7.70歳 以上

(質 問3)あ な たの性別に○印 をつ けて下さい。

1.男 性2.女 性

(質 問4)あ な たは 「地場産品 」とい う言葉を ご存 じで したか。

1.知 っていた2.知 らなか った3.そ の他()

(質 問5)あ な たが,次 の地場産品を購入す るとすれば,主 に どの点 を重視 され ますか。(各 産品

ごとに重視す る点 を一 つない し二つ選 んで下さい。)

(U家 具 の場合

L産 地 ブ ラン ド2.企 業 ブラン ド3.価 格

・4.デ ザ イン ・色相 ・形状 ・サイズ5.品 質

6.そ の他()

② 陶磁器 の場合

1.産 地 ブラン ド2.企 業 ブラン ド3.価 格

4.デ ザ イン ・色相 ・形 状 ・手 ざわ り5.品 質

6.そ の他()

(3)織 物(反 物 ・着物 ・帯)の 場合

L産 地ブラン ド2.企 業 ブラン ド3.価 格

4.デ ザ イン ・色相 ・肌 ざわ り ・サイズ5.品 質

6.そ の他()"

(4)工 芸 品(竹 製品 ・木工 品 ・漆器など)の 場合

1.産 地 ブランド2.企 業 ブラン ド3、 価格
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4.デ ザ イ ン ・色 相 ・形 状 な ど5.品 質 ・t.

6.そ の 他(.)..tttt－

⑤ 農 産 加 工 品(お 茶 ・の り ・そ うめ ん ・し い た け ・漬 物 ・ジ ャ ム な ど)の 場 合

1.産 地 ブ ラ ン ド2.企 業 ブ ラ ン ド3.価 格

4.味5.品 質 ・,,6.そ の 他(.).

(6)酒 ・焼 酎 の 場 合,

1.産 地 ブ ラ ン ド21企 業 ブ ラ ン ド3.価 格tt,r.

4.容 器 の デ ザ イ ン ・形 状5.そ の 他(.・t)

(質 問6)あ な た が,次 の地 場 産 品 を 購 入 し た 場 合,そ の 商 品 に 関 連 す る情 報 の 中 で 最 も知 り・た い

と 思 う もの は 何 で す か 。.(各 産 品 ご と に〆 最 も知 りた い と思 ㌻情 報 を一 つ だ け選 ん で 下 さ

い 。)・ ・t■'・ .・'・'

(1)家 具 の 場 合.、

・ 手入れ・保守方法2・,9f'合 セせ・Yイ ア
.ウ トな//の イ ンテ リア醜 、1,,

3.新 商 品情報4.そ の他()
,↓

② 陶 磁 器 の 場 合

1.手 入 れ,保 守 方 法 、、・,2.欠 品 の 品 揃 え 情 報 ・,tt・.・

3、 新 商 品 情 報4.そ の他(・tS),

ほ)慧 鷲 ㌘ ㍗

鵬 報(:瞬 ぞう・,、迦 ・ジ・
3.新 商 品情報4.そ の他()

(4)工 芸 品(竹 製品 ・木工品 ・瀦 な ど)の 場合

1.手 入れ,保 守方法2:修 理先情報

3.新 商 品 融'4.そ の 他'"'")""

⑤ 農産加工品(お 茶 ・の り ・そ うめん ・しいたけ ・漬物 ・ジャムな ど)め 場 合

Lsu理 法
t2・ 僻 方法.保 醐 限

・ 新商品繍 ○ 卿
.,ゴ

(6)酒 ・焼酎の場合

1.の み 方2.酒 肴情報

3.新 商 品情 報4.そ の他('一)

(質 問7)あ なたは,地 場産 品を購入す る場合,・テ レビシ ョ7ビ ングを利用 したい とお考 えですか。

1.利 用 したい と考えてい る2.利 用 した くないと考 えてい る

3、 あ ま り関心がない.4_そ の他(.')
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■

(質 問8)質 問7で 「2.利 用 し た くな い と考 え て い る」 を選 ば れ た 方 は,ど うい う理 由 で 利 用 し た

く な い の で す か 。 一 つ だ け 選 ん で下 さ い 。

1.商 品 の 品 質,サ イ ズ,重 量 な どが 明 確 に 把 握 で きな い 。

2.商 品 の 使 用 方 法,保 守 方 法 な ど が よ く分 か ら な い 。

3.価 格 と 品 質 な ど の 比 較 が 十 分 に で き な い 。

4.実 物 を 見 な い と 買 う気 が し な い 。

5.そ の他()

(質 問9)あ な た は,次 の 地 場 産 品 に つ い て,そ れ ぞ れ どの 程 度 の 価 格 の もの な らば,テ レ ビ シ ・

ッ ピ ン グ で 購 入 し て も よい とお 考 え で す か 。

(1)家 具 の 場 合

1.3万 円 未 満 ・2.,3～5万 円 tt.3、5～10万 円

4、10～30万 円5.30万 円 以 上

② 陶 磁 器 の場 合

1.5,000円 未 満2.5,000～10,000円3.1～3万 円

4.3～5万 円5.5万 円 以 上

(3)織 物(反 物 ・着 物 ・帯)の 場 合

1.3万 円 未 満2.3～5万 円3、5～10万 円

4.10万 円 以 上

(4)工 芸 品(竹 製 品 ・木 工 品 ・漆 器 な ど)の 場 合

1.5,000円 未 満2.5,000～10,000円3.1～3万 円

4.3～5万 円5.5万 円 以 上

⑤ 農 産 加 工 品(お 茶 ・の り ・そ うめ ん ・ しい た け ・漬 物 ・ジ ャ ム な ど)の 場 合

1.3ρ00円 未 満2.3,000～5ρ00円 .3.5,000～7,000円

4,7,000～10,000円5.1万 円 以 上

(6)酒 ・焼 酎 の 場 合

1.3,000円 未 満2.3,000～5,000円3.5,000～7,000円

4.7,000円 以 上

(質 問10)次 の 地 場 産 品 の うち,あ な た が ご存 じの も の が あ り ます か 。(ご 存 じ の も の す べ て に○

印 を つ け て 下 さ い 。)

1.大 川 家 具2.一 の 瀬 焼3.久 留 米 耕

4,ら ん た い 漆 器5.筑 後 の ご ま焼 酎6.鍋 島 椴 通

7.八 女 提 灯8.八 女 和 紙9.八 女 石 灯 籠

10.八 女 福 島 仏 壇1L筑 後 花 ご ざ12.八 女 竹 細 工

13.八 女 茶14.日 田 家 具15.日 田 下 駄
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16.小 鹿 田焼

19.日 田 の焼 酎

17.吉 四 六 漬 18.日 田 の 清 酒

(質 問11)あ なたは,キ ャプテンやテ リドンな どの ビデオテ ックス,あ るいは,CATV(有 線 テ レ

ビ)な どのテ レビを利用 した双方向通信 が可能 とな った場合は,こ れを利用されますか。

1、 利用する2.利 用 しない3.わ か らない

●

御協 力あ りが と うござい ました。

レ
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資料2地 場産品のホーム シ ョッピング販売 に関す るアンケー ト調査票

昭和59年11月28日

各 位

地場産品ブランド確立のためのオ
ンライン情報流通委員会

財団法人 九州流通システム協会

■
地場産品 のホ ームシ ョッピング販 売に関するア ンケー ト調査 について

拝啓 時 下 ます ます御清栄の こととお慶び申し上げます。

この度,当 委員会及 び協会 では 「地場産 品」の産地 ブラン ドの確立 を図 るた め,最 近盛 んに行われ

ている 「テ レビシ 。ッピング」あ るいは,今 後 ますます発達が予 想され る 「キ ャプテン」な どのビデ

オテ ックスやCATV(有 線 テ レビ)な どのニューメデ ィアを利用 した地場産品の情報流通 に関す る調

査 を実施す ることとな りました。

つ きましては,御 多忙 の ところ誠 に恐縮 ですが,別 紙 のア ンケー ト調査 に御協 力下 さるようお願 い

申し上 げます。

なお,御 回答をい ただ く期限 は,下 記のとお りとな ってお りますので,で きるだけ早 めに同封 の封

筒 にてアンケー ト用紙 を御返送下 さるよう併せてお願 い致 します。

敬具

記

1

2

提出期限 昭和59年12月15日(土)

この調査 についての問い合わせ先

福岡市中央区 天神1-16-1毎 日会館内

財 団法人 九州流通 システム協会

電話092-712-0229

`

A
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地場産品のホームシ 。ッピング販売ピ謝 るアンケート調査

下記 の各質問 に対 して,該 当す る番号 に○印 をつけて下 さい。

(質 問1)貴 組 合は,ビ デオ テ ックス ・CATV・VANに つ いて どの程度 ご存 じですか。

1.よ く知 ってい る2.名 前 は聞 いた ことがある

3.知 らない 、.4.そ の他()

(質 問2)貴 組合 は,上 記 ニ ューメデ ィアのホーム シ ョッピング システムで商品の販売を行いたい

と思い ますか。

L利 用 したい と思 う 、2. .利用 した くない

3.わ か らない4、 その他()

、(質問3)質 問2で 「1.利用 したい と思 う」を選ば れた組合は,上 記 ホームシ ョッピング販売を通

して,ど の ような情報 を得たい と思い ます か。特 に入手 したい と思われる ものを二つ選 ん

.で下 さい。

.1.商 品別 の売 れ行 き情報

2.fiザ イ ン ・形状 ・色相,サ イズそれぞれごとの売れ行 き情報

3、 価格帯別の売れ行 き情報

,4.購 入 者の地域別 売れ行 き情報_、.

5.月 別 ・季節別 の売れ行 き情報

6,各 企業の組合全体 に占め る売 り上げ シェア情 報

7.そ の他()

(質 問4)質 問2で 「2.利 用 した くない」を選 ばれた組合は,ど うい う理 由で利用 した くない と思

われ るのですか。

1.利 用す るメ リッ トがない と思 う。

2.ニ ュ ーメデ ィアが各 家庭 に広 く普及 してから利用 について検討 したい。

3.利 用料金 が高 い もしくは不'明である。

4.そ の 他()

●

、

御協力あ りがと うございました。



●

4

資料3地 場 中小 企業の情報ニーズに関するアンケー ト調査票

情 報 ニ ー ズ 調 査 に つ い て

勧久留米地域地場産業振興センター
理 事長 近 見 敏 之

当センターは,58年4月 発足以来1年 有余 を経過いたしました。皆様方の御協力、により当センターは確実に発展

の道をたどり,い まや久留米地域の地場産品のメッカとなっております。㌦既にご承知のとお り当地域は全国有数の

地場産業の宝庫であり,久 留米耕をは じめ多 くの伝統的あるいは近代的産業が集積 して豊かな郷土を形成 してお り

ます。

当センターは今後共皆様 とより豊かな地域の発展 につ とめたいと考 えております。

このたび皆様方の 「企業情報ニーズ」を調査 しましてその情報を収集創出し,こ れを皆様方 に提供すると共 に当

センターで も活用 し,地 場産業の育成強化 を図 り,地 域経済の健全な発展 と中小企業の振興 をはか りたいと考 えて

お ります。,

ご多忙のところ誠 に恐縮ですが,調 査の趣旨をご理解いただ きご協力 ください ますようお願 いします。

地 場 中 小 企 業 者 の 情 報 ニ ー ズ調 査 に つ い て

,脚 久留米地域地場産業振興センター口 1:こ1の 調 査は,地 場産業振興センターが地場中小企業者のニーズに応 じた情報を収集創出 して,こ れ
を地場中小企業者に提供す ると共に,当 センターが実施する地場産業振興事業に活用することによ

って地場産業の育成強化 を図 り,地 域経済の健全な発展 と地場中小企業の振興 に寄与することを目

的 として実施するものです。

1調莇 副:・ の調査は下記tr・atり実 施 します。.'.一.
(1)調査 区域:久 留米市,八 女市,筑 後市,大 川市,小 郡市,吉 井町,田 主丸町,浮 羽町,北 野町,太 刀洗町,

城 島町,大 木町,三 港町,黒 木町,・上陽町,』立花町,広 川町,矢 部村,星 野村の5市12町2村

(2)調査 対象:上 記5市12町2村 に所在する製造業 の うち,当 センターの構成 メンバー等地場産業 にたずさわる
・一 中小企業者を対象 とします。

1記入上のお願 い1'"『`'層4'r

ω この質問票は,あ なた(事 業所を代表する回答者)に 始めか ら終 りまで通 して回答の記入をお願い します。

(2}回答 は番号を○で囲んでください。 なお回答の数(○ の数)は1つ の場合,2つ 以 上の場合,あ るいはい く

つでもよい場合などがありますので,ご 注意 ください。

(3)全事業所 の方におたずねする質問 と;'あ る条件 に該当す る事業所の方におたずねする質問 とがあります。 と

くにS・Q(サ ブクエスチ ・ン)は,訪 問である条件に該当する方だけにおたずねする質問ですからご注意 く

ださい。'

(4)各質 問で,「 その他」に回答された方(○ をつけられた方)は,そ の内容 を(')の 中 に具体的に記入 して

く・だ さい。

(5}この調査票は,「 情報収集提供事業」の推進 にのみの目 ・で 「情報ニーズ」の調査 を行 うもので他の目的va'

は一 切使用 しませんので,貴 事業所 にご迷惑をおかけす ることは決 してあ りません。

(6)ご 不 明 の 点 が あ りま した ら,担 当 者 まで お 電 話 ぐだ さい 。

電 話 ・(0942)44-3700担 当 者:進 藤,関,.吉 武

(7}11月15日 まで に ご返 送 くだ さ い。

事 務 局 よ り お 願 い

地場産業振興センター(ジ.イ ントプラザ地場産久留米)は 昭和58年4月 発足以来,な んとか皆様のお役に立つ

ようにと務めて参 りました。 ,,

さて,こ のたび中小企業の皆様方が 「どのよう・な情報を得たい と思われているか」を調査 し,そ れによって得た

情報を皆様方にお知らせするようにしたいと考 えました。

本 日配布 した調査票はその基礎 となるものですか ら是非 ご協力をお願いします。

私共 はこの調査が必ず皆様 方の企業の発展 につなが り,地 場産業の振興 に役立つ ものと確信しています。調査票

の中身は色々書いてお りますが,都 合によっては全部記入 していただかな くても書けるところだけで結構です
。

私共は皆様方か ら何 らかのご返事 があれば参考になります。

是非 ご返送下さい。 お待ちしています。

なお,ご 回答いただいた皆様方の中か ら抽選により100名 標 にセンターから心ばかりの粗品を差 し上げ ます。

情報ニーズ調査

係員一同
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中小企業の情 報 ニーズ調査票

助久留米市地域地場産業振興セ ンター

市町村 番 号

(記入 しないでください) (記 入しないでください)

回
答
者

職名

氏名

(再調査す る場合がありますので必ず記入して ください)

L事業所名
1

2.企 業 形 態

①株式会社②有限会社③合資会社
④合名会社⑤個 人⑥協同組合
⑦企業組合⑧そ の 他所属船 名1

3所 在 地 〒 4.電 話 番 号 ()一

5.代表者名 職名 氏名 年 令
①29才 以 下 ②30～39才 ③40～49才

④50～59才 ⑤60～69才 ⑥70才 以 上

6.従 業 員 数

①1～3人 ②4～9人 ③10～29人

④30～49人 ⑤50～99人 ⑥100～299人⑦
300人 以 上

〔男 名:女 名(内 パート 名)〕

7.資 本 金

①500万 円未 満②500～1000万 ・未 満

③1ρ00～5,000万 円未 満

④5,000～1億 円未 満

⑤1億 円 以 上

8.創 業 年 月 明 ・大 ・昭 年 月
事 業 所9.規 模

敷地:㎡

建物:㎡

1α主要生産品 目

①品目(%)② 品 目(%)③ 品 目( %)

④品目(%)⑤ 品目(%)
品目別 にわけてその出荷額%を()内 に記入 して ください

11.年 間 出 荷 額

'

①1.000万 円 未 満 ②1,000～2,500万 円 未 満

③2,500～5,000万 円 未 満 ④5,000～1億 円 未 満

⑤1～3億 円 未 満 ⑥3億 円 以 上

以下の質問には該当事項に主を○,従 を△印して,そ れぞれの割合(%)を 記入 して ください

12.生 産 形 態 ①見込(%)② 受 注(%)③ 下請(%)④ その他((%))

13.販 売 方 法 ①問屋(%)② 直卸(%)③ 直販(%)④ 注 文(%)

⑤ その他((%))

14販 売 地 域
①福岡県内(%)② 九州(福 岡県を除 く)(%)

③全 国(九 州を除 く)(%)④ 外 国(%)

(こ の枠内は記入しないでください)

①[]

②口

⑤口

⑥口

⑦口

⑧ロ コ

⑨口

⑪口

4

◆

⑫[工]

⑬[]コ

⑭ロコ

、

●
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`

■

ハ

遍 ヨ あなたの事業所蹴 上欲・㈱ ・手。入れ。情臓 して利用。れ。い。もの
は何 ですか。次の中で該当す る番号 をそれぞれ3つ 選んで下さい。なお,今 後新 しく

利用 したい情報源があればそれぞれ1つ だけ◎印を記入して ください
。

A文 書文献等情報源の中で

①テレビ,ラ ジオ,一 般新聞,一 般雑誌 ②業 界紙(誌)専 門紙(誌)

③ コンピュータ導入によるデ一夕ベ_ス

⑥ カタ・グ ⑦政府刊行物,公 報

B人 的情報源の中では

①専門家 ②親企業

④顧客,消 費者 ⑤ 同業者

⑦官公庁職員 ⑧学友,友 人

C組 織会合情報源の中では

①講演会 ・セ ミナー シ ②展示会 ・見本市

④異業種交流会 ⑤地域情報センター等

⑦大学 ・官公庁 ・試験研究機関等

⑨その他()

④専門図書,(誌)⑤ 学術論文

⑧調査関係出版物 ⑨その他(

③取引先

⑥異業者

⑨その他(

③同業者の会合

⑥金融機関等

⑧民間調査機関

)

)

塵 目 上・己で得た各種の情報は,次 の・ち・の方法で,,エ、てい,輪

① コ ン ピ ュ ー タ ー で整 理 し て い る ② 各 項 日別 に フ ァイ ル 化(ス ク ラ ・プ)し てい る

G)文書化(メ モ)し ている ④カード化している

⑤加工(記 録)は 不十分である ⑥その他()

質問2-2ま た収集加工する組織はあ りますか。

①ある ②ない ③近い うちにつ くる

遍i]あ なたの事業所の経営上,繍 の重要性が高,。 てい。部門、繍 が不足、ている

部門に分けて,下 記の うちどんな情報 が必要 ですか。

(重 複してもかまいませんので○ 印をそれぞれ5つ 以内でして ください
。)

情 報 重
要
不
足 情 報 重

要
不
足 情 報 重

要
不
足

1 業 界(市 場)

1

2 消 費 動 向 3 サ ー ビ ス

4 消 費 ニ ー ズ

.

5 官 公 誌 6 行 政施策制度
7 ニ ュ ー メ デ ィ ア 8 海 外 9 情鋤 ミどこにあるか

10 販 売 営 業 11 経 営 管 理 . 12 流 通
13 金 融 財 務 14 雇 用 人 材 15 在 庫

16 賃 金,労 務 17
1 融 資 制 度 18 一 般 技 術
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情 報 重
要 歪 情 報

重
要
不
足 情'報

重
要
不
足

19 製 品 開 発 20 新 技 術 21
1

原 材 料,価 格

22 生 産 技 術 23 デ ザ イ ン 24 省 エ ネ ル ギ ー

25 そ の 他
重要

不足
.

国 上記質問か・選出・れた情報一一ズの中で最も欲・・繍 の ・つ以内をあげ・購

的に記入 して ください。

番号 例情報 内 容

1

一

業 界 家具製造業の今後の動向 層

22 生産技術 竹製品の塗装技術

翻 情 報 内 容

厘i]繍 の搬 機関 として,国 ・県 ・市 ・法人 ・民間等鮪 ・ますが・今 ・で・利用 ・

たことがあ りますか。 また,今 後利用したい と思 っ.てい ますか。

①利用 したことがある。 ②利用 したことがない

機関名:()(1)利 用 したい

(2)機関 名や利用方法がわからない

'(3)矛U用 しない

〔例,㈱ 福岡県中小企業情報センター:福 岡県技術振興室:福 岡県工業試験場:九 州工

業技術試験所:日 本科学技術情報セ ンター等 〕'

遮]国 ・県 ・市では中小企業の獺 のため経営 慣 ㊨ 達 ・診断(経 営 工劇 等鱒

事業を行 っています。 また技術開発の推進のため各種の補助金,共 同研究,技 術指導,

技術ア ドバイザー等の制度があ ります。 これらについて;次 の点にご回答 ください。

①事業制度があることを知 っている。

(1)利用 したことがある

(2)利用 したことはない

(3)利用 したいので資料が欲 しい

.② 事 業 制 度 が あ る こ とを 知 らな い。

(1)利用 した い のk'fi料 が欲 しい

(2)利 用 しな い

一254一
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し

)

θ

`

島

匝i]地 場媒 ・も先端 術嘆 入,べ ・チ。一ビジ・ス(研 究醗 型企業)の 育成(バ

イ オ テ ク ノ ロ ジ ー,ニ ュ ー セ ラ ミ ック ス,エ レク トロ ニ ク ス,新 素 材 等)が 必 要 で あ

る と考 え られ ます が,あ な た の 事 業 所 で は これ らの 情 報 に関 心 を お 持 ち で す か。

①関心がある'

(1肢 術 の導入やベンチ

ャービジネスへの転

換をはかりたい。

(2}関心はあるが リスク

が大きいのでもっと

情報がほ しい。

(3情 報の蓄積が欲 しい。

(4)その他()

②関心がない ③既 に実施 している。

(後 日調査させていただきま玄)

㊥ 醐 の簡素化生 産技術の鯉 化,販売管理の向携 のため畷 近急速購 轍 器
が 普 及 して お ります 。 あ な た の 事 業 所 で は コ ン ピ ュ ー タ化 〔オ フ ィス オ ー トメ ー シ ョ

ン(OA),フ ァ ク ト リオ ー ト メ ー シ ョン(FA),等 〕フ ァク シ ミ リ化 等 の 計 画 は お 持

ち で す か。 な お,当 セ ン タ ー内 の 計 算 セ ン タ ーで は コ ン ピ ュ ー タ ー に関 す る相談 指 導

を 受 付 け て い ます。

①導入 したい

(1)コンピューター

等 に関す る情報

が欲しい。

②講習会等があれ

ば参加したい。

(3)その他

()

②導入している

ω用途

()

②現在の問題点

()

③導入は考えてい

ない

④その他

(

また(1)(2)に回答 された方は次の情報機器について○印をご記入願い ます。

機器名

区分

1

汎 用
・

コ ン ピ ュータ

2

オ フ ィス コ
・

ン ヒ ュ ー タ

3

.パ ー ソナ ル
.

コ ン ピ ュータ

4

端 末 機

5

ワ ー ドプ ロ

セ ッ サ

1
3年 以 前に導

入 している

2
最近3年 間 に

導入 した

3
3年 以 内に導

入 したい

)・.
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機器名

区分

6

フ ァクシミリ

7

テ レ ック ス

端 末

8

複 写 機

9

そ の 他

()

1
3年 以 前に導

入している

2
最近3年 間に

導入 した

3
3年 以 内に導

入 したい

㊥ ニ ューメデ ィアとして最近話題 にな ってい るINS(高 度 情報通信 システム) ,キ ャ

プテン(文 字図形情報ネ ットワーク),VAN(付 加価値通信網),LAN(企 業内情

報通信網),CATV(有 線 テレビ)等 についてあなたの事業所 では関心をお持ちです

か。

①関心 がある(1情 報 がほ しい ② 関心 がない

②講習会等を開催 してほ しい

(3)その他()

嗣 あなたの事業所が輪 品の研究開発・・た・給 必要・す・騙 。.ズ 。下記の

中から3つ 以内であげてください。

①製品材料の高級化 ②工場の機械化,省 力化

③新用途開発 ④素材の転換

⑤地域資源の活用 ⑥研究機関の研究内容

⑦需要構造の変化 ⑧その他()

㊥ あなたの繋 所で・品 品開発・デザ・・の関係をどのよう。思われ,す,㌔

①デザインが大変重要 である..② あ まり関係がない

また,商 品開発に際 してのデザ インに関する問題点は どこにあ りますか
。1つ だけ

記入 して下 さい。

(1)販売がともなわない(2)企 画 力がない(3)情 報 が欲 しい

(4)研修 会等指導が欲 しい ⑤人的余裕がない(6)そ の他()

㊥ 当… 一では人徳 成のための講習会,研 除 を緬 、てお,ま す.受 胱 い講

習等のテーマがあれば記入 して ください。

①一 般 社 会 〔 〕

②技 術 関 係 〔,〕

③経済経営関係 〔 〕

④先 端 技 術 〔 〕

⑤そ の 他 〔 〕

一256－
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㊥ 当・・タ一輪 地場麟 の異難 交流を進め・い・すが・あ・たの鱗 所が交流
したい業種 と製品をご記入 ください。(例 えば耕を建具,藍 胎漆器を建材 に利用す る

等)

業 種 名

(')

()

()

製 品 名

(、)

()
'

()

㊥ あなたの諜 所が得たい情報はどんな方法で提供・たら・いで・・輪
ご希望を3つ 記入 して ください。

(当 センターでは情報目録抄 「地場産だよ り」を発行 します。)

(D講 演会,セ ミナー,講 習会,研 究会,研 修会等への参加案内

(2}公的機関の活用(技 術指導,技 術 ア ドバイザ ー 経営診断等)の 紹介

(3)コンサルタントの利用紹介

(4)図書 資料,文 献等の紹介

(5情 報 目録抄 「地場産だより」の送付

(6)同業者,異 業種間の交流会の開催

(7)民間情報機 関の活用案内

18)見本市,展 示会の利用案内

(9}その他()

㊥ 当セ・・一では昭和59鞭 喘 報収集提供事業の他・・下書・の事業の実施・緬 ・て
お ります。 ご意見や昭和60年 度 以降に対す るご要望があれば記入 して ください。

1,新 商品開発能力育成事業

ω 瓦製造業におけるQCマ ニ ュアルの作

成

前年度 の製造 マニュアルの続編。強度 ・寸法

・精度 の標準化をめざす。

②優秀デザイン商品開発事業 パ プゲージング,テ キスタイルデザイン面で

の地場産品の高付加価値化をはかる。

{3)藍胎 漆器の新商品開発 漆器に適する新 しい竹編組,複 合漆器,ニ ュ

ーデザインの研究等を行う
。

凶バイオテク活用による食品関連産業の

育成

バイオ技術の活用により,健 康飲料等の開発

を行 う。

㈲タオル ・耕地を利用 した新商品開発 タオル地,耕 地等を利用 した複合新商品の開

発を行 う。
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(6)CADシ ス テ ム活 用 に よ るニ ュ ー デ ザ

イ ンの 開 発

CADシ ス テ ム の導 入 → ニ ュ ーデ ザ イ ン→ 新

商 品 開 発 →CAMシ ス テ ムへ と展 開 。

.'

▲

'

;.〆 へ

㍉

⑳

,/
.'!

.

'

」

ト,

l
F

㎡

才

A

`

r

、

(7異 業種交流によるジョイン ト製品の開

発

地場産品の複合ジ ョイン ト,改 善 ジ ョイン ト

を行いその過程,結 果の果実を待望する。

2.需 要 開拓事業 ※(う ち,補 助 申請 額3,692500)

単 費 分4,413,600

(1)全 国 産 地 グ ラ ン ドフ ェア へ の 出展 「全 国 産 地 グ ラ ン ドフ ェアinkyoto」 へ 出

展 ・ 地 場 産 品 を展 示 ・.即 売 す るP,

② ジ .ヨイ ン トハ ウスPR事 業 ジ ョイン トハウス販促及 び異業種交流推進用

のPRポ ス ターを作成する。

(3)地場 産 品 の 紹 介 ・PR事 業(2-1)

レ,

観 光 エ ー,ジ ェ ン ト向 け の 地 場 産 品 紹 介 チ ラ シ

,を作 成 し,集 客 を行 う。・

(4)〃 〃(2-2) 地場産品(業)PR用 ビデオテープを作成 し, 、

セ ン タ ー ロ ビ ー,物 産 展 に てPRを 行 う。

(5)全国 地場産業振興祭りの開催 全 国13セ ンタ ー の特 産 品 を 当 セ ンタ ー に一 堂 、

に 集 め,伝 統 技 術 の 研 鐙 に 資 す る。 、

㈲筑後物産展の開催 フ。ステ ィパル筑後協賛事業。地場産品の

優秀性の再認識化。

3.人 材 育成事業 ※(う ち,補 助 申請 額1,060,500)

単 費 分75,600

(U新 商品開発 ノウハウ研修会 ハ イテク企業の商品開発の発想等を地場産業

に生かそ うとするものである。

②伝統技術'ど発端技術の融合研修会'"
`

w

-'

伝統技術のさらなる向上の為の先端技術の必

要性 を訴 える。ト'

(3)二世後継者育成研修会
1.

¶一,.

`

`

新しい発想を持つ後継者の育成及び異業種間

の提携強化を図る。

@

`

(4)デザ イン研修会

"層 「 一

「久留米地域地場産業デザイン振興会」の設

立。地場産業者総デザイナー化を目指す。

㈲産地視察研修 繊維産業先進地の視察研修。業材,テ キスタ

イルデザイン,流 通 チャネル等を学ぶ。

シ

1. A

2.

一

3.
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.

極 微 留米城 地嚇 撒 興 ・・一・つ・・ておたずねします。

A当 セ ンターにお越 しいただいたことがありますか。

①行 ったことがある。 ②行 ったことがない。

B当 セ ンターでは,種 々事業を行 ってお りますが,地 場産業の振興育成 の観点から効

果があ った と思われる項 目について次の中から3つ 選んで ください。

①新商品の開発.② 新技術の開発

③異業種交流の推進(ジ ・イン ト関連)④ 各種人材養成事業の実施

⑤地場産品のPR・ 宣伝(東 京等)

⑦ 地場産品のイメージア 。ブ

⑨筑後物 産展 の開催

⑪観光 エージェントへのPR

⑬ 久留米耕資料館でのPR

⑮ わ からない

Cそ の 他

⑥地場産品の売上増進

⑧筑後工芸展の開催(岩 田屋にて)

⑩ 久留米祭への参加

⑫ コンピューター等情報機器の設置

⑭各種実演でのPR

当 セ ン タ ーに 何 か 望 ま れ る こ とが あ り ま し た ら,ご 自 由 に お 書 き くだ さ い 。

ご協力有難 うござい ました。

この調査 で皆様方中小企業の 「情報ニーズ」を整理 ・加工 し,何 時で もご希望によ

って 「情報の提供」をす ることができるようにいたします。

(59年12月 頃から)

皆様方の情報収集に是非,御 利用 ください ますようお願いいたします。

(恐 れ入 りますが11月15日 までにご返送下さい。)
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